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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年２月２１日

自   午前 １０時０１分

至   午後 ２時５１分

於   委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委 員 長 石本 政弘 君

副 委 員 長 冨岡 孝介 君

委 員 小林 克敏 君

〃 浅田ますみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 吉村 洋 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

  〃 まきやま大和 君

   〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

警 務 部 長

会 計 課 長

生活 安全部 長

中川 正則 君

曽我 将男 君

平井 隆史 君

地 域 部 長 杉本 正彦 君

刑 事 部 長 川口 利也 君

交 通 部 長 多田 浩之 君

警 備 部 長 池園 直隆 君

会 計 管 理 者 吉野ゆき子 君

会 計 課 長 椿谷 博文 君

物品 管理室 長 元村真粧美 君

監査 事務局 長 上田 彰二 君

監査課長（参事監） 太田 勝也 君

人事委員会事務局長 田中紀久美 君

職 員 課 長 田邑 聡子 君

労働委員会事務局長（併任） 田中紀久美 君

調整 審査課 長 西平 能成 君

議会 事務局 長 黒﨑 勇 君

次長兼総務課長 藤田 昌三 君

議 事 課 長 川原 孝行 君

政務 調査課 長 濵口  孝 君

地域振興部長  

地域振興部政策監
（離島・半島・過疎対策担当）

小川 雅純 君

渡辺 大祐 君

次長兼交通政策課長 鳥居 祐輔 君

地域振興部参事監
（県庁舎跡地活用担当）

坂田 昌平 君

地域づくり推進課長 宮本浩次郎 君

地域づくり推進課企画監
（離島振興対策担当）

坂本 敬作 君

市 町 村 課 長

土地 対策室 長

新幹線対策課長

県庁舎跡地活用室長

大塚 英樹 君

吉田 良則 君

川口 正剛 君

松島 勝久 君

企 画 部 長 早稲田智仁 君

企画 部政策 監
(ＩＲ推進担当)

吉田 慎一 君

政策 調整課 長 山下 公誉 君

政策 企画課 長 内田 正樹 君

ＩＲ 推進課 長 小宮 健志 君
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デジタル戦略課長 井手 潤也 君

危機 管理部 長 今冨 洋祐 君

危機管理対策監 池田 聡 君

防災 企画課 長 飛永 琢也 君

基地対策・国民保護課長 庄司 貴繁 君

消 防 保 安 室 長 松尾 健自 君

秘書・広報戦略部長 大瀬良 潤 君

秘書・広報戦略部次長 中原 康博 君

秘 書 課 長 黒島 航 君

ながさきＰＲ戦略部長 小川 昭博 君

広 報 課 長 松浦 浩二 君

総 務 部 長 中尾 正英 君

総務文書課長（参事監） 鳥谷 寿彦 君

県民センター長 桒原 恵 君

人 事 課 長 永峯 裕一 君

新行政推進室長 徳永 真一 君

職員 厚生課 長 浦田 浩次 君

財 政 課 長 苑田 弘継 君

財政 課企画 監 鴨川 司 君

管 財 課 長 山道 繁 君

管財 課企画 監 森 裕子 君

税 務 課 長 山口 俊也 君

税務 課企画 監 田端 健二 君

債権管理室長(参事監) 太田 昌徳 君

スマート県庁推進課長 吉村 邦裕 君

スマート県庁推進課企画監 永川 慎吾 君

総務事務センター長 小林 陽子 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 １分 開会 ―

【石本委員長】ただいまから、総務委員会を開

会いたします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

いたしております、委員配席表のとおり、決定

いたしたいと存じますので、ご了承をお願いい

たします。

議事に入ります前に、選任後、初めての委員

会でございますので、一言、ご挨拶を申し上げ

ます。

このたびの改選によりまして、総務委員会の

委員長を仰せつかりました 石本政弘でござい

ます。

冨岡副委員長をはじめ、各委員や理事者の皆

様方のご指導とご協力を賜りながら、公正かつ

円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思いま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

さて、本委員会は、秘書・広報戦略部をはじ

め、企画部、総務部、危機管理部、地域振興部、

出納局・各種委員会事務局、及び、警察本部を

所管しており、広範囲にわたる行政課題を審査

の対象とし、現下の厳しい財政状況の中にあっ

て、より効率的かつ効果的な事業執行の検証が

求められているところでございます。

また、所管部局における重要課題としまして

は、

・人口減少対策をはじめとする「選ばれる長崎

県」の実現に向けた戦略的な情報発信・ブラン

ディングの推進

・ＩＲ区域整備計画について

・有人国境離島地域の保全および地域社会の維

持

・九州新幹線西九州ルートのフル規格整備促進

・Society5.0の実現に向けたデジタル化やDXの
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推進のほか、多岐に渡る課題がありますが、い

ずれにおきましても、県政の喫緊の課題であり、

本委員会の役割は、ますます重要性を増してい

ると認識をいたしております。

これから一年間、微力ではございますが、本

県の総務委員会所管行政の進展に取り組んでま

いりますので、冨岡副委員長をはじめ、委員の

皆様方、並びに理事者の皆様方におかれまして

は、山積する課題の解決に向け、積極的に論議

を深めていただくことをお願いし、皆様方から

のご指導とご鞭撻を賜りますことを、重ねてお

願い申し上げ、誠に簡単でありますが、私の挨

拶といたします。

どうぞよろしくお願いいたします。

（拍手）

それでは、私から副委員長並びに委員の皆様

方をご紹介いたします。

〔各委員紹介〕

以上でございます。よろしくお願いします。

次に、理事者の紹介を受けたいと思います。

【中尾総務部長】総務部長の中尾正英でござい

ます。よろしくお願いいたします。

総務委員会所属の各部局を代表いたしまして、

一言ご挨拶を申し上げます。

県民の皆様と「新しい長崎県づくり」を推進

していくためのビジョンについて、これまでの

県議会や市町、有識者懇話会のご意見等を踏ま

えながら、このたび策定したところであります。

令和6年度は、このビジョンの実現に向けて、
これまで以上に部局横断・融合的な取組を推進

していくことが重要になると考えております。

いくつもの部局が所属する本委員会では、大

変幅広い分野にわたり、県が抱える重要課題に

つきましてご審議をいただくことになっており

ます。

石本委員長、冨岡副委員長をはじめ、各委員

の皆様のご指導、ご協力を賜りながら、選ばれ

る「新しい長崎県づくり」の実現に向け、より

一層全力を上げて取り組んでまいりますので、

よろしくお願い申し上げます。

引き続き、総務委員会所属の各部局長をご紹

介いたします。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。どうぞよろしくお願いいた

します。

【石本委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより議事に入ります。

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。会議録署名委

員は、まきやま委員、湊委員のご両人にお願い

いたします。

次に、審査の方法についてお諮りいたします。

本日の議題は、総務行政所管事務に関する説

明について、令和6年2月定例会における本委員
会の審査内容等についてであります。

審査方法につきましては、お手元にお配りし

ております審査順序のとおり、委員会を協議会

に切りかえて、関係部局の所管事務の概要説明

を受けた後は、令和6年2月定例会の審査内容案
について、委員間協議を行うこととしたいと存

じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

なお、本日の概要説明におけるご質問等に

つきましては、今回は概要説明の中で、特に

理解しにくかった点についての質問にとどめ、

具体的な質問につきましては、各課へ個別に質

問していただくか、3月5日からの委員会の中で
行うことにしたいと思いますが、ご異議ござい

ませんか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。理事者入れ替えのため、しばら

く休憩いたします。入れ替わり次第、協議会を

開始します。

― 午前１０時 ９分 休憩 ―

― 午後 ２時５０分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、理事者へ正式に通知することといたし

ます。ほかにご意見等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ほかにご意見等がないようですので、これを

もちまして、本日の総務委員会を終了いたしま

す。大変お疲れ様でした。

― 午後 ２時５１分 散会 ―



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 １ 日 目 
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年３月５日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時１９分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 石本 政弘 君

副委員長(副会長) 冨岡 孝介 君

委 員 浅田ますみ 君

〃 小林 克敏 君

〃 松本 洋介 君

〃 大場 博文 君

〃 坂本 浩 君

〃 宮本 法広 君

〃 まきやま大和 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

警 務 部 長 中川 正則 君

首 席 監 察 官 田川 佳幸 君

警 務 課 長 山田 恭市 君

総 務 課 長 一瀬 永充 君

広報 相談課 長 山本 耕平 君

会 計 課 長 曽我 将男 君

装備 施設課 長 岡山 英紀 君

監 察 課 長 林田 克盛 君

厚 生 課 長 淺海  洋 君

留置 管理課 長 吹田 守孝 君

生活 安全部 長 平井 隆史 君

生活安全企画課長 竹田 英城 君

人身安全・少年課長 松尾 文則 君

生活 環境課 長 朝末 英一 君

サイバー犯罪対策課長 堀  耕基 君

地 域 部 長 杉本 正彦 君

地 域 課 長 西尾  洋 君

刑 事 部 長 川口 利也 君

刑事 総務課 長 尾塚 政一 君

捜査 第一課 長 坂木 勇夫 君

捜査 第二課 長 中道 宣信 君

組織犯罪対策課長 下田 健一 君

交 通 部 長 多田 浩之 君

交通 企画課 長 宮﨑 秀樹 君

交通 指導課 長 橋元 庄司 君

交通 規制課 長 本田 浩之 君

運転免許管理課長 林田  晋 君

警 備 部 長 池園 直隆 君

公 安 課 長 村山 隆信 君

警 備 課 長 細川  誠 君

外 事 課 長 古川 豊久 君

会 計 管 理 者 吉野ゆき子 君

会 計 課 長 椿谷 博文 君

物品 管理室 長 元村真粧美 君

監査 事務局 長 上田 彰二 君

監査課長（参事監） 太田 勝也 君

人事委員会事務局長 田中紀久美 君

職 員 課 長 田邑 聡子 君
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労働委員会事務局長(併任) 田中紀久美 君

調整 審査課 長 西平 能成 君

議会 事務局 長 黒﨑 勇 君

次長兼総務課長 藤田 昌三 君

議 事 課 長 川原 孝行 君

政務 調査課 長 濵口  孝 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（総務分科会）

第1号議案
令和6年度長崎県一般会計予算（関係分）

第9号議案
令和6年度長崎県庁用管理特別会計予算

第12号議案
令和6年度長崎県公債管理特別会計予算

第59号議案
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第10
号）（関係分）

第65号議案
令和5年度長崎県庁用管理特別会計補正予算
（第1号）

第68号議案
令和5年度長崎県公債管理特別会計補正予算
（第1号）

報告第1号
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第9

号）

７、付託事件の件名

○総務委員会

（1）議 案

第16号議案
職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（関係分）

第18号議案
長崎県行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例の一部を改正する条例

第19号議案
長崎県危険物等に係る事務手数料条例の一

部を改正する条例

第20号議案
長崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改

正する条例

第21号議案
長崎県証紙条例の廃止及び長崎県税条例の

一部を改正する条例

第22号議案
長崎県監査委員条例の一部を改正する条例

第23号議案
長崎県警察関係手数料条例の一部を改正す

る条例

第40号議案
権利の放棄について

第41号議案
包括外部監査契約の締結について

（2）請 願

  な し

（3）陳 情

・海運・船員の政策諸問題に関する申し入れ

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・

活用・公開・整備に関する陳情書ⅩⅫ

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【石本委員長】ただいまから、総務委員会及び

予算決算委員会総務分科会を開会いたします。
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なお、吉村委員から欠席する旨の届出が出て

おりますので、ご了承をお願いいたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

16号議案「職員の給与に関する条例等の一部を
改正する条例」のうち関係部分ほか8件であり
ます。そのほか、陳情2件の送付を受けておりま
す。

なお、予算議案及び予算に係る報告議案につ

きましては、予算決算委員会に付託されました

予算議案の関係部分及び報告議案を総務分科会

において審査することとなっておりますので、

本分科会として審査いたします案件は、第1号
議案「令和6年度長崎県一般会計予算」のうち関
係部分ほか6件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり分科会審査、委員会審査の

順に行うこととし、各部局ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、
理事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した
後、審査時間が残っている場合に限って再度の

質問ができることといたしますので、よろしく

お願いをいたします。

これより、警察本部関係の審査を行います。

まず、理事者側から、幹部職員の紹介を受け

ることにいたします。

【中川警務部長】警察本部警務部長の中川でご

ざいます。どうぞよろしくお願いをいたします。

まず、本日出席しております警察本部の幹部

職員の中で、先月21日の総務委員会にて紹介を
した幹部職員以外の幹部職員につきまして、紹

介をさせていただきます。

〔各幹部職員紹介〕

以上となりますので、どうぞよろしくお願い

いたします。

【石本委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【石本分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

警務部長より、予算議案の説明を求めます。

【中川警務部長】それでは、警察本部関係の議

案につきまして、主な事項についてご説明をい

たします。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料、

警察本部の2ページ目をお開き願います。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」のう
ち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一般
会計補正予算（第10号）」のうち関係部分でご
ざいます。

初めに、第1号議案「令和6年度長崎県一般会
計予算」のうち関係部分についてご説明をいた

します。

予算額でございますが、歳入予算合計9億
3,104万7,000円、歳出予算合計396億838万
5,000円となっております。
歳出予算の主なものについてご説明をいたし

ます。

2ページの下段から3ページ上段に記載して
おります一般管理費でございますが、一般庁費

等の管理的な経費といたしまして、光熱水費、

電子計算機の使用賃借料など、22億4,001万
1,000円などを計上しております。
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3ページになりますが、給与費、装備費につき
ましては、記載のとおりでございます。

警察施設費でございますが、一般施設整備費

といたしまして、警察署庁舎の改修、佐世保警

察署庁舎建替の工事経費など、1億5,029万
5,000円を計上しております。
続きまして､4ページでございます。
4ページ一番上、運転免許費につきましては、

記載のとおりでございます。

その下の一般警察活動費でございますが、高

齢社会対策といたしまして、ニセ電話詐欺を始

めとした犯罪抑止対策経費、高齢者が関係する

交通事故の抑止対策経費などを計上しておりま

す。

下に移りまして、刑事警察費、交通指導取締

費につきましては、記載のとおりでございます。

5ページでございますが、債務負担行為でご
ざいますけれども、記載のとおりでございます。

引き続きまして､5ページの下段から7ページ
にかけまして、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分に
ついてご説明をさせていただきます。

5ページ下段でございますが、補正予算額、歳
入予算512万円の減でございます。歳出予算2億
9,009万5,000円の減となっております。
歳出予算の主な内容でございますが、警察署

庁舎等の光熱水費などの執行残や職員給与費既

定予算の過不足調整に要する経費でございます。

最後でございますけれども、令和5年度補正
予算の専決処分についてでございます。

資料7ページでございます。
令和5年度の予算につきましては、今後、年間

の執行額の確定に伴い整理を要するものがござ

います。これらの整理・調整を行うため、3月末
をもって、令和5年度予算の補正について専決

処分により措置をさせていただきたいと考えて

いるところでございます。ご了承をいただきま

すようよろしくお願いをいたします。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。

ご審議賜のほど、よろしくお願いいたします。

【石本分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】 それでは、横長資料の7ページの
下段になります交通安全施設整備費8億4,186
万円について、質問いたします。

この予算は、記載のとおり、信号機や標識な

どの設置の経費でございます。交通事故対策と

しても重要な必要な経費だと思います。

まず、確認なんですが、昨年のこの項目の予

算額について、お尋ねをいたします。

【曽我会計課長】交通安全施設の予算につきま

しては、昨年度は9億880万円を計上しておりま
す。

【松本委員】今回、8億4,186万円で大きいかと
思ったんですけれども、昨年度と対比してみま

すと7,000万円近くの減額となっています。こ
の要因について、お尋ねをいたします。

【曽我会計課長】 減額の要因でございますが、

交通安全施設に関しましては、警察庁からの国

庫補助金が入っております。この国庫補助金が

減額される見込みになったことにより、事業を

減少しております。

【松本委員】国庫補助金の影響というのであれ

ば致し方ないことではありますが、しかしなが

ら、7,000万円近く減額となると、限られた予算
の中で、県内に多くのニーズがある信号機や標

識の設置、これが昨年より予算が減ると、つけ

れないところも出てくると思います。
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県内で、いろんな地域で要望が上がってくる

と思います。それをこれから予算可決された後

に設置をされていくと思うんですけれども、そ

の設置に至るスキームというか、どういった基

準で設置をしていくのか、現状について、お尋

ねいたします。

【本田交通規制課長】信号機などの交通安全施

設の設置に伴う判断について、ご説明をいたし

ます。交通信号機や交通規制標識、標示など交

通安全施設の整備については、主として、管轄

する警察署において現場調査を行い、その必要

性を判断し、その後、当該警察署長から、交通

規制が必要と判断した分が県警本部交通規制課

に対して上申されるという流れになっておりま

す。その後、警察本部と警察署が連携をしてさ

らに詳細な現場調査を行いまして、交通安全施

設の設置の必要性を判断した後、予算要求を行

い、予算が措置された後に、交通安全施設を設

置するという流れになっております。

中には、信号機などの交通安全施設の設置が

必要と認めた場合においても、車の離合が可能

な道路の幅員が必要であったり、歩行者の信号

待ちが可能な歩道の整備などの道路改良が必要

であったり、信号機の柱を建てる場所が必要で

あったりなど、様々な条件をクリアする必要が

あり、設置には、長いもので数年を要する場合

もございます。従いまして、必要と認めた場合

については、交通安全施設の設置の条件が整っ

た分から順次設置することになりまして、要望

を受理した順番ではなくて、準備が整った分か

ら設置をしていくという流れになっております。

【松本委員】最近、高齢者の交通事故も増えて

おりますし、一般質問でも、信号のない横断歩

道についての危険性のこととかも様々挙げられ

ております。

特に、県民の方々の生活にとって、地域の方々

から、ここは交通事故が多発している交差点で

すよとか、またPTAの方々から、子どもたちが
通う時には危険性があるとか、そういったもの

がどんどん寄せられて、限られた予算ではあり

ますが、重要度が高いところから優先的に回し

ていただきたいというのと、それと関連するの

が、道路管理者、市町、県との絡みも出てくる

と思います。そこもしっかり連携して、限られ

た予算ではありますが、スムーズに取り組んで

いただきたいと思います。

続きまして、関連する補足説明資料の3ペー
ジのところに、サイバー犯罪対策推進事業費と

いうのが計上されております。1,723万円とい
うことでございます。年々増加するサイバー犯

罪に対する対策というのは、部署もできていら

っしゃって、重要な任務だと思っております。

まず、主な予算の内容、この1,723万円を何に
使うのか、また昨年の予算額も併せてお尋ねを

いたします。

【堀サイバー犯罪対策課長】サイバー犯罪対策

推進事業費約1,700万円の内訳について、ご説
明いたします。サイバー犯罪対策推進事業は、

大きく3つに分類し、1番目が、サイバー犯罪捜
査のための各種資機材の整備等を行うサイバー

犯罪対策の推進費、2番目が、悪質・巧妙化する
サイバー犯罪に対応する人材を育成するための

人的基盤強化費、3番目が、社会全体の意識向上
を図るため、県民への広報活動を行うサイバー

セキュリティ対策費、大きくこの3つとなって
おります。1番目のサイバー犯罪対策の推進費
が約1,300万円、2番目の人的基盤強化費が約
340万円、3番目のサイバーセキュリティ対策費
用が約80万円となっております。昨年の予算額
は、約1,620万円となっております。
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【松本委員】 確認したかったのが、1,700万円
のうち一番大きい1,300万円の部分です。昨年
も予算は大きく変わることはないですが、ほと

んどの予算額を各種資機材の整備に充てている

という説明がありましたけれども、具体的にど

ういったものを準備されるのか、お尋ねいたし

ます。

【堀サイバー犯罪対策課長】各種資機材、いわ

ゆるハード面の整備につきましては、約1,100
万円を要求しております。その内容につきまし

ては、現在、情報通信技術というものは様々な

犯罪に悪用されております。スマートフォンや

パソコンなどには膨大なデータが保管されてお

り、捜査を効果的、効率的に行うためには、専

用の機材を活用してデータを分析する必要がご

ざいます。専用の資機材となりますので、価格

が約1,100万円となっております。
【松本委員】確認ですが、昨年も同じように機

材を購入されたのでしょうか。

【堀サイバー犯罪対策課長】昨年度のハード面

の整備予算につきましては、約1,000万円とな
っております。約プラス100万円上昇している
状況でございます。

【松本委員】通常の機械と違って特殊な機材と

いうことで、毎年1,000万円ずつ掛かっている
ということなんでしょうけれども、この業務と

いうのはやはり特殊なスキルを必要とする業務

だと思います。だからこそ、その機材も大事で

すけれども、やはりソフト面、人材育成や民間

との連携、また県民への広報やボランティアの

協力など、そういったソフト面にも力を入れて

いくことが、機材だけを増やしていっても、そ

れに伴う人的なスキルとか、また県民の方々や

ボランティアや民間との連携とか、そういった

ところもやはり力を入れていかないと、なかな

かこのサイバー犯罪というのは難しいと思うの

ですが、そういったところへの取組は、どのよ

うに考えていらっしゃるでしょうか。

【堀サイバー犯罪対策課長】委員ご指摘のとお

り、ハードを整備しても、それを活用するのは

人でございますので、職員の対処能力の向上を

図るために、各種研修の予算や、県民のサイバ

ーセキュリティ意識の向上を目的とした各種広

報啓発活動の予算も要求させていただいている

ところでございます。

【松本委員】 わかりました。

しっかりとそちらのところを、特に広報とサ

イバーセキュリティの方も、県立大学で専門の

部署もありますし、高校生とか、高専の学生た

ちが警察に協力したという記事も見させていた

だきました。これはソフト面、特に県民総ぐる

みでサイバー犯罪に対しては協力し合って対策

を取っていかなくては、年々巧妙化して、また

技術も上がっていくと思いますので、そういっ

たところもしっかり、限られた予算だと思いま

すが、頑張っていただきたいと思います。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

【浅田委員】 2点ほどお伺いしたいと思います。
まず、3ページにあります職員公舎整備費に

ついて、お伺いをしたいと思います。

整備と改修費ということで1億円が計上され
ておりますけれども、現状のこの公舎の状況と

いうのがわかれば、教えていただければと思い

ます。

【岡山装備施設課長】ご質問のありました職員

公舎の整備費についてですけれども、新しい公

舎もありますけれども、全般的に見ると老朽化

が進んでいるところでございます。今回予算計

上をさせていただきました1億254万円の大半
が、五島警察署の城山待機宿舎の外部改修工事
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ということでございます。建設から19年経過し
ておりまして、老朽化、また塩害による影響、

こういったものを鑑みまして、外壁等の改修工

事、機器の改修工事等を行う予定でございます。

【浅田委員】五島の方でということだったわけ

ですけれども、今、警察の公舎の場合は、ほか

の職員公舎とは違って、ここに入っていらっし

ゃる入居率というのはどれぐらいあるのでしょ

うか。

【岡山装備施設課長】 全体的な入居率は8割と
なっております。特に、離島部、郡部におきま

しては、90％を超えているところでございます。
【浅田委員】 8割、離島に関しては9割ぐらいと
いうことで、それぐらいの公舎を用意していな

いといけないという状況と、環境づくりという

ものはしっかりやっておくということは非常に

重要なことかなと思ったんですけれども、ある

意味、例えば古い公舎で使われていない部分の

有効活用とか、そういったところは予算外にな

るかと思いますので、後ほどで構いませんので、

今、県有財産として持っている警察の公舎の状

況というのを教えていただければと思います。

もう一点、4ページ目になります一般警察活
動費についてですけれども、この一般活動費の

中には、高齢者社会の対策、こういったものが

含まれているということですが、前年と比べて

予算がどうなっているのか。なかなか遅々とし

て高齢者に対する被害というのが減らないどこ

ろか増えているような状況の中で、ここをどの

ような感じで封じているのか、予算の在り方の

工夫というのが年々違っているのか、そのあた

りを教えてください。

【曽我会計課長】高齢者対策の推進ですけれど

も、ニセ電話詐欺をはじめ、今年度は3,700万円
ほど計上しております。また、令和6年度も

3,740万円ほど計上しております。
【浅田委員】 3,700万円ということは理解でき
ました。

その3,700万円の中で、今のお話だと、例年と
変わらない予算ということでしたが、ここ最近

も増え続けている中で、そこに対して新たな視

点を入れるとか、工夫、そういったところをな

さっている部分があれば、教えていただければ

と思います。

【曽我会計課長】工夫している部分とかという

のが今、手持ちの資料がございませんので、後

ほどご説明に参ります。

【浅田委員】 わかりました。

議案外のところでもこの問題を聞きたいと思

っておりました。結構な金額とかが長崎でも被

害に遭われている方がある中での予算計上にな

っておりますので、そこの状況とか、分析、そ

のあたりをどう考えて計上しているのかという

ことをお伺いしたかったものですから今聞きま

したが、詳しい資料がないということであれば、

また議案外の方がお答えいただければと思いま

す。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

【宮本委員】 おはようございます。

久しぶりの総務委員会となります。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

まず、警察本部の皆様方におかれましては、

日頃から安全・安心なまちづくりにご尽力いた

だき、ありがとうございます。お疲れさまです。

引き続きご対応いただきますように、よろしく

お願いいたします。

私の方から、確認の意味も踏まえてお尋ねを

させていただきます。

まず、説明資料の3ページになります。ご説明
いただいた箇所の警察施設費、その中でも、一
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般施設整備費として、警察署庁舎の改修とか、

佐世保警察署庁舎建替の工事経費などで約1億
5,000万円計上されています。これについて、も
うちょっと詳しく内訳について教えていただけ

ればと思います。

【岡山装備施設課長】ご質問がありました一般

施設整備費における1億5,000万円の概要とい
うことでお答えいたします。今ありました佐世

保警察署の建て替えに係る建設工事費1,411万
円ほど、そのほか庁舎など建築物点検の点検委

託料6,790万円、これが大きく占めるところで
ございます。

【宮本委員】 ありがとうございます。

横長資料で言いますならば6ページになるん
ですけれども、佐世保警察署の建て替え工事と

かとあります。ちなみに、先ほど、佐世保警察

署の建て替えで約1,400万円計上されています
が、これはどういった内容になるのか、これに

ついても詳しく教えてください。

【岡山装備施設課長】ご質問がありました佐世

保警察署庁舎建替事業費の1,411万円の概要に
ついて、ご説明いたします。令和9年度開庁予定
の佐世保警察署新庁舎建て替えに関する経費の

一部でございまして、既存工作物の撤去工事と

いうことでの工事経費となります。この工事は、

概ね2年度にわたって行われる工事でありまし
て、敷地の外側を囲みます外構の撤去工事、樹

木の撤去工事、残存アスファルトの撤去工事、

これらの経費の一部ということになります。

【宮本委員】 ありがとうございました。

補足説明資料の3ページにもありますので、
改めて確認をさせていただきました。

確認ですが、佐世保警察庁舎は令和9年度の
完成予定ということでよろしいのか、再度お尋

ねをいたします。

【岡山装備施設課長】 お答えいたします。

完成予定は、令和9年度内に竣工予定となっ
ております。

【宮本委員】 ありがとうございます。

様々な警察の施設に関わる費用、そしてまた

いろんな建て替えを含めて改修等もあろうかと

思いますので、随時進捗していただくようにお

願いをいたします。

それと併せて、横長資料の6ページになるん
ですけれども、警察施設費全体で見るならば、

前年度から約8億円減となっております。これ
はそれぞれ事業概要等々関わってくるかと思い

ますけれども、約8億円の減について、この要因
について、教えていただければと思います。

【曽我会計課長】 施設費全体の8億円の減です
けれども、前年度、佐世保警察署建替事業にお

いて、用地購入や設計委託料を計上しておりま

した。それの完了に伴う減額でございます。

【宮本委員】 佐世保署の関連で約8億円減とい
うことで確認をさせていただきました。ありが

とうございます。

引き続きまして、説明資料の4ページになり
ます。これについてお尋ねをいたします。運転

免許費です。免許試験費として、運転免許証作

成装置整備費、運転免許事務委託料などで6億
4,760万9,000円ありますけれども、これについ
て確認したいのですが、新しく運転免許証作成

装置を設置するような署があるのかどうか、ま

たこの内訳について、詳しく教えていただけれ

ばと思います。

【林田運転免許管理課長】ご質問のありました

運転免許証の作成装置につきましては、新たに

整備するものではございません。令和6年度末
には、運転免許証とマイナンバーカードの一体

化などの事業が開始予定でありまして、このた
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めの機器整備費用などがご指摘の免許試験費の

中に含まれているということでございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

結構かかるものなんですね。何か新しく作成

装置ができるのかと思っていましたけれども、

そうではなくて、マイナンバーカードの中に免

許証が入るということを考えての装置の設備費

ということで理解をいたしました。

これに関連して、先ほどもお尋ねしたんです

けれども、佐世保警察署が新しくなります。そ

の際、即日交付に資するべく、新しい佐世保警

察署においても、即日交付ができるような運転

免許証の作成装置が設置できないのかどうか、

今わかる範囲でお答えいただければと思います

が、それを予定されているのかどうかについて

も、併せてお聞きをさせてください。

【林田運転免許管理課長】新しい佐世保警察署

で即日交付ができるかというお尋ねですけれど

も、移転後の佐世保警察署においては、運転免

許証の即日交付が可能となるように、現在、検

討を進めているところでございます。現在は機

器がございませんので即日交付はしておりませ

んけれども、先ほど若干ご説明しましたけれど

も、マイナンバーカードの関係がございまして、

マイナンバーカードの一体化になりますと、実

は、現在やっている全ての窓口でマイナンバー

カードに書き込むことによって即日の手続がで

きることとなります。このような情勢を見なが

ら検討を進めていきたいと考えているところで

ございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

非常に助かりますので、どうぞ鋭意進めてい

ただきますように、よろしくお願いいたします。

それでは、同じ4ページの下の方になります。
先ほど松本委員からもありましたけれども、交

通指導取締費についてです。私の方からも、交

通安全施設整備費として8億4,186万8,000円あ
りますけれども、それについてお尋ねをいたし

ます。横長でありますならば、先ほど松本委員

からもありましたとおり､7ページになるんで
すけれども、交通信号機の新設です。新設はな

かなかハードルが高いというのは百も承知して

いるんですけれども、次年度、新設の信号機が

どのくらいあるのかについて、現状わかる範囲

で教えていただければと思います。

【本田交通規制課長】委員からのご質問の次年

度の信号機設置の予定数ということすので、お

答えいたします。予定につきましては、押しボ

タン信号機を1か所、それと半感応の信号機1か
所の2か所を想定しております。
【宮本委員】 ありがとうございます。

合計2つですね。少ないというイメージがあ
るのですが、先ほど松本委員からもスキームに

ついて質問がありまして、要望はものすごく多

いと思うんです。私も、かなり多く要望をいた

だきます。これに関連して、各年度どのくらい

の要望があって、どの程度設置できているのか、

要望がこれくらいあって、これくらい設置して

いますよというのを各年度で、5年間ぐらいわ
かれば、教えていただければと思います。

【本田交通規制課長】信号機の設置の要望につ

いての流れを、最初にご説明いたします。まず

は、各警察署において要望の受付をいたします。

その後、各警察署で現地調査を行いまして、設

置基準、指針を踏まえながら信号機の必要性を

精査した上で、各警察署が必要と判断したもの

を警察本部交通規制課に対し上申するという流

れになっております。

各警察署に対する年度ごとの要望件数という

ご質問ですのでお答えいたします。トータルで
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お答えしますと、令和元年から5年までの間で、
各警察署を通じて交通規制課に対して上申され

たものが13件あります。次に、令和元年から現
在まで、信号機を新規に設置した数が25基ござ
います。先ほどご説明した13基のうち、5基の信
号機を既に設置しているという状況になります。

残りの20基の信号機につきましては、令和元年
度以前の要望のものや、新しい道路の開発に伴

うもの、道路改良に伴うものとなっております。

【宮本委員】ありがとうございます。確認をさ

せていただきました。

この8億4,186万8,000円、標識等々も含まれ
るんでしょうけれども、信号機については、現

状を確認させていただきました。なかなかハー

ドルが高いということは承知しておりますけれ

ども、安全・安心なまちづくりに関しては必須

なものであろうと考えますので、引き続きのご

対応をよろしくお願いしたいと思います。

これに関連してですが、やはりどうしても要

望の重なり具合とかというのが結構出てくるも

のということは承知しておりますし、先ほども、

要望が多いから設置するというものではないと

いうお話も確認をさせていただいたところです。

ただ、一つ、やはりどうしても危険な交差点

については必要であろうということから、この

分科会での予算計上に関連して、平戸大橋があ

って、新しく県道ができた道があります。平戸

江迎線、これは平戸につながる道なんですけれ

ども、県道と市道が交わる交差点があり、非常

に危険であるということで、私どももお願いを

したところです。地元の大久保堅太県議からも

あっているかと思いますが、この交差点におけ

る信号というのは必須であろうと考えますが、

今の警察本部のお考えを聞かせていただければ

と思います。

【本田交通規制課長】委員からのご質問にお答

えいたします。今お話のあったところは、田平

町の総社神社前交差点というところだろうと思

います。こちらの方について、現状とこれまで

の対応等について、ご説明をいたします。

今後、この道路が整備予定なんですけれども、

西九州自動車道の松浦佐々道路の平戸インター

というところが今後、開通予定になっています。

これと平戸大橋や平戸中心部を結ぶ、通称田平

バイパスというところの区間にある交差点と認

識をしております。ここにつきましては、現在

は、やまびこロードまで開通して供用をされて

おります。この道路の整備に伴いまして、地元

住民の方等から多く警察に対して信号機の設置

要望がなされており、警察としましては、警察

署と交通規制課が連携しながら、現在まで道路

調査を行っております。その結果、一定数の交

通量はありますけれども、現時点で、定周期信

号機であったり、半感応信号機の設置基準に照

らしたところ、現時点では、まだ基準に満たな

いという状況でございます。

現在の対応としましては、一時停止の規制の

切替え等を行いまして、同交差点の安全対策を

行っているところでございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

様々こういった莫大な費用を使いながら交通

管制システムとか、交通信号機の新設、標識の

新設をしていただいております。要望に少しで

もお応えいただければと思いますし、設置でき

なければ、何かしら道路管理者とタイアップし

て、連携取っていただいて、危険であるという

ような標識とかというものも田平の方は設置で

きればと考えるところですが、これについての

ご意見あれば、お聞かせいただければと思いま

す。
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【本田交通規制課長】 お答えいたします。

今後引き続き、この道路につきましては、警

察としても、道路管理者と連携して注視してま

いりたいと考えております。特に、この道路は

令和7年度中に平戸インターに接続される予定
になっております。接続された場合は、松浦市

方面、松浦インターの方から平戸インターの方

に来るのですが、佐賀方面からの交通量の増加

が見込まれております。そのように警察として

も認識をしております。交通環境が今後大きく

変わる可能性がございますので、引き続き、道

路管理者と連携をして、同交差点の安全対策と

か、信号機が必要なのかというところも踏まえ

て、今後とも注視をしてまいりたいと考えてお

ります。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

【小林委員】座ったままで発言をいたしますこ

とをお許しいただきたいと思います。

第1号議案の令和6年度一般会計予算ですが、
警察職員の給与及び退職手当等ということで

313億6,267万円計上されておりますが、これの
中で、退職金は大体幾らぐらいになっているか、

お尋ねします。

【山田警務課長】 退職金につきましては16億
2,966万1,000円となっております。
【小林委員】 16億2,900万円ぐらいということ
でございますね。何名分でございますか。

【山田警務課長】これにつきましては定年退職

者の予定者を踏まえまして、定年退職者数64名、
さらに従前あります過去の平均から、勧奨退職

あるいは希望退職、こういったものも含めまし

て、さらに35名、こういったものを積み上げた
数でございます。

【小林委員】言うまでもないことでございます

が、ご案内のとおり、定年の年齢が大体61歳、

62歳、65歳ぐらいまで年々上がっていくと思う
んです。今回は61歳となっているんじゃないか
と思うんです。したがって、通常であれば60歳
定年ということでありますが、現実に1年延び
るわけですね。そういう点からして、61歳に延
びるわけだから、今おっしゃったところの64名、
またプラス35名とか入れているというような
ことでありますけれども、実際的に、今言うよ

うに、60歳定年をする人、しかし、今回1年延び
たんだと、だからあと1年延長すると、こういう
ような形で何名ぐらいの動きになっていますか。

【山田警務課長】勤務を継続する職員につきま

しては、60歳になる前年の年の年末にアンケー
ト調査を実施しております。それに基づきます

と、令和5年12月に実施しました意思確認によ
りましては、60人回答していただいております
けれども、その中の約3分の1程度が勤務継続を
希望しているような状況でございます。

【小林委員】 そうすると、当面1歳延びるんで
すね。今年度は61歳、来年度は62歳ということ
で、1歳、1歳で、トータル65歳までは毎年1年ご
とに延長していくと、公務員の方は法律改正で

こういうことになっているんですよね。そうい

うことの中から、1年延びたのだから、まだ60歳
ですから体力は十分と、こういうことでござい

ますが、例えば役職に就いている方を肩たたき

するというようなことはあるかもしれないけれ

ども、現役ばりばりの方でも、結構お辞めにな

る方はいらっしゃるのですか。

意味がよくわかりませんか。61歳になって、
1年延長になったんだと。だから、非常にラッキ
ーということで、今言うように、61歳ぐらいま
ではまだ健康的に、身体的にもばりばりで、ま

だ働ける体力と気力ともに十分と。だから、1年
延びるわけだから、長崎県警のために、県民の
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治安を維持するという形の中で1年延長する人
が、退職するよりも、あと1年残るというような
形になっていくんじゃないかと、こういう考え

方を一般的に持つわけですけれども、やっぱり

結構お辞めになる方がいらっしゃるのですか。

【山田警務課長】定年を過ぎまして、続けて勤

務される方がいるかというお話だろうと思いま

すけれども、県警の中には、再任用制度という

のもございます。これについてはフルタイムで

雇用される方、あるいは短時間で雇用される方

ということで、今、委員がおっしゃられたとお

り、その力を県警に活かしてもらいたく、65歳
まで再任用あるいは短時間での再任用をする制

度がございます。なお、人員につきましては、

今年でございますけれども、フルでは18名、短
時間では14名を再任用しているところでござ
います。

【小林委員】一般論として、さっきから言って

いるように、延長になったと、だからあと1年間
延長で、それが再任用という形で、お尋ねしま

すが、これは給料が下がるのですか。

【山田警務課長】定年延長に伴いまして給料の

減額ですけれども、これは約3割減額というと
ころになっております。

【小林委員】 3割も減額されるならば、若干や
る気は出てこんということだって一般論として

はあるかもしれんと。私は、こうやって65歳ま
で延長になると、1年ごと小刻みで退職すると、
これは長崎県の県庁の方々も同じことではない

かと思うんです。これまでは、そういうことで

再任用という制度もあったけれども、定年が1
年延びるということは、まともな金額が支給さ

れるのではないかと、こう考えておりましたが、

3割減額は県警だけですか。あなたが決めたの
ですか。

【山田警務課長】これにつきましては職員の給

与に関する条例で決まっておりまして、先ほど

も申し上げましたが、当該職員が受ける給与に

100分の70を乗じた額とするということで条例
で定めているものでございます。

【小林委員】冗談を申し上げましたが、それは

条例のとおりにやっていると思います。

ただ、これだけ長崎県の治安はすばらしいと。

長崎県の治安がすばらしいがゆえに、観光面と

か、人が訪れて栄えるまち長崎県と、こうなっ

ている。この背景の中には、率直に言って、県

警の皆さん方の相当なご尽力、相当な頑張りを

かねてから正しく評価をさせていただいてきた

わけです。

ですから、こういう定年退職が延びるという

ことになりますと、本当は全員残ってもらいた

いと、まだまだやれるんだというような形で頑

張っていただきたいという県民の思いがあると

いうこと、このことを強調しながら、ひとつこ

れからもまだ62歳、63歳と、こういうことで1
年ずつ延びていくでありましょうから、よろし

く頑張っていただきたいと思います。

それから、さっきサイバーの問題がありまし

た。このサイバー犯罪の今の現況は大体どのよ

うになっておりますか。

【堀サイバー犯罪対策課長】サイバー犯罪の検

挙状況ということでお答えさせていただきます。

令和5年中、77件、52名を検挙している状況で
ございます。

【小林委員】これは前年比どれくらいになって

いますか。

【堀サイバー犯罪対策課長】前年比で申し上げ

ますと、マイナス49件、マイナス41人となって
おります。

【小林委員】マイナス49件、マイナス41人と。
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こういうことで変遷をしているわけですね。増

えているんですか。

【堀サイバー犯罪対策課長】前年に比べて、検

挙件数、検挙人員ともにマイナスとなっており

ます。

マイナスの原因について説明させていただき

ますと、令和4年中に、コロナ持続化給付金に関
する詐欺というものがございました。これはイ

ンターネットを通じて請求するもので、サイバ

ー犯罪と整理されております。これが令和4年
中、検挙件数が45件であったものが、コロナ後
の令和5年の検挙は8件ということで、マイナス
37件となっておりまして、これが検挙件数がマ
イナスとなった主な要因と考えております。

【小林委員】 つまり、犯罪が増えていると。こ

ういう捉え方でよろしいのですか。

【堀サイバー犯罪対策課長】おととしに比べて、

昨年は検挙件数は減となっております。ただ、

全国的に見ますと、インターネットバンキング

に係る不正送金事案が急増している状況でござ

いまして、昨年中の全国における被害は約

5,500件、被害額は約87億円となっておりまし
て、サイバー空間における脅威というのは深刻

化している状況でございます。

【小林委員】 わかりました。

そこで、ひとつお尋ねしますけれども、人材

育成とか、当然、高い機器を買ってそれに対応

するということは、これは本庁でも県庁でもや

っているところです。そういうところはしっか

りやっておかなければいけないところですね。

そうすると、民間に対して、県民に対して広

報活動というものが重要になってくると。もう

3つの柱の中の一つになっているけれども、広
報活動は、どういう中身で、今どのような内容

でやっているのか、これの効果はどのように考

えられているか、どうですか。

【堀サイバー犯罪対策課長】サイバーセキュリ

ティ意識の向上に向けた広報啓発活動というこ

とでお答えさせていただきます。

まず1点目は、警察職員が地域の会合等に赴
いてサイバーセキュリティに関する講話をいた

しております。

2点目は、県警が委嘱した高校生のボランテ
ィアの方々に、中学生、小学生に対して情報モ

ラルの教育をしていただいているという事業を

やっております。

このほか、情報発信活動といたしまして、サ

イバーセキュリティ通信と申しまして、サイバ

ー空間における脅威を掲載した資料をホームペ

ージ上で掲載したり、またLINEに登録された
方にサイバー空間の脅威に関する情報を提供し

ているところでございます。

【小林委員】その広報活動は効果があるものと

して、県民の皆様方にサイバー犯罪に遭わない

ようにしてもらいたいと思うわけで、広報活動

に力を入れていただいている、3本の柱の一つ
になっていると。

民間の皆さん方は非常に弱い立場なんだけれ

ども、サイバー犯罪から逃れるとか、あるいは

被害を阻止するというための県警なりのご指導

をいただいて、講演を聞いて、心構えというか、

そこから阻止のための何か具体的に県民の皆様

方が動けるとか、そういうようなことがあるの

ですか。

【堀サイバー犯罪対策課長】広報啓発活動の効

果ということでお答えいたします。広報啓発活

動と犯罪の被害に遭わなくなる因果関係が明確

にあるかと申し上げますと、それはなかなか判

断が難しいと考えております。県民の方がサイ

バー犯罪の被害に遭わないためには、より多く
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の方々にそういったサイバーセキュリティの講

話を聞いていただくことが重要だと考えており

ます。

【小林委員】この間も大村において、ご存じの

とおりだと思うけれども、新幹線の新大村駅前

の店がオープンする予定だったのですが、サイ

バー犯罪にやられてしまった、オープンができ

なくなった。我々大村の新幹線の新大村駅前の

新しくオープンする大きな店が、結局、オープ

ンを中止せざるを得ないと。こういうようなこ

とになったのですが、なかなか県民一人ひとり

の力というものが、正直言って、このサイバー

犯罪を阻止するためには、どのようなことを一

番注意しなければいけないのか、この辺はどう

ですか。どういうところをあなた方は一番県民

に訴えたいのか、どういうところに一番注意し

て欲しいのか。私も注意しますから。

【堀サイバー犯罪対策課長】サイバー犯罪の被

害に遭わないために、どういった点に気をつけ

ていただきたいかということでお答えさせてい

ただきます。まずは、基本的な対策をしていた

だくことが重要と考えておりまして、オペレー

ションシステムやアプリケーションの確実なア

ップデート。そしてパスワードの適切な管理や

設定の管理、例えば最初の設定から適切に変更

すること、アクセス権についても適切に設定す

ることが大切です。またウイルス対策ソフトを

導入するなど基本的な対策をしていただいて、

サイバー犯罪の動向に注視していただくという

ことが、サイバー犯罪の被害に遭うリスクを低

減していただくのに重要なことと考えておりま

す。

【小林委員】基本的な対策は、今お話をされた

ようなこと。こういうようなことで、一県民、

いわゆる普通の人がサイバー攻撃や犯罪から身

を守るとか、それを阻止するとか、こういうこ

とをやろうと思えば、今言われたような基本的

な対策をしっかり頭の中に入れて、それを行動

することによって、この件数がだんだん減って

くるんだと、この辺のところは自信持って言え

ますか。

【堀サイバー犯罪対策課長】ネットワークに接

続しているサイバー空間でございますので、

100％完璧にサイバー犯罪の被害に遭わないか
と申し上げますと、絶対に安全とまでは申し上

げられません。ただ、先ほど申し上げた対策を

していただくことで、サイバー犯罪の被害に遭

うリスクをかなり低減できると考えております。

【小林委員】わかりました。ありがとうござい

ました。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

【坂本委員】私からも質問させていただきます。

横長資料の2ページ、歳入の方なんですけれ
ども、先ほど、国庫支出金が減っているという

やり取りがありました。それで、国庫支出金が

前年に比べて6,200万円ぐらい減っていますけ
れども、その中の警察活動費の補助金、これが

2億7,624万円ということになっておりますけ
れども、これは昨年と比較して、どれぐらい減

っているのか、増えているのかわからないんで

すけれども、昨年との比較、どれぐらいか教え

てください。

【曽我会計課長】国庫支出金としまして、令和

5年度と比べまして、大体6,000万円減額になっ
ております。こちらの要因なんですけれども、

まず今年5月に開催されたサミットに関する経
費でございます。こちらはサミットが今年度で

終了していますので減額となっており、またヘ

リコプターの維持費、こちらは令和5年度は10
年に一回のオーバーホールの大きな点検を計上
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しておりました。こちらが終了したことにより

ます減額となっております。

【坂本委員】 ありがとうございます。

そうすると、通常の警察活動費としての国庫

補助支出金はあまり変わらないという理解でよ

ろしいですね。わかりました。

それで、同じ横長資料の7ページのところな
んですけれども、警察活動費で、一般警察活動

費、刑事警察費ということで計上をされており

ます。支出の方です。今年度、前年度比較で言

いますと、警察活動費の方が1億8,236万円、そ
れから刑事警察費が2,439万円ということで、
前年よりも上げていただいているわけなんです

けれども、今度の委員会用ということで資料を

もらいました。いわゆる犯罪とか事件・事故の

一覧表ということで頂いておりましたけれども、

ざっと見たんですけれども、全般にわたって事

件・事故の認知、検挙含めて、多いんじゃない

かという印象を受けました。

その中でも、人身安全の関連事案とか、窃盗

犯、特殊詐欺、少年非行、こういうようなもの

が特に多いなという印象を持ったんですけれど

も、それで、これは全部はわからないんですけ

れども、先般、開会日の翌日にあった概要説明

資料の警察本部から頂いた令和6年度当初予算
の概要についてというのを見ますと、人身安全

関連事案対策の推進ということで、500万円と
いう計上なんです。特に人身というのは、スト

ーカーだとか、あるいはDV、それから児童虐待
事案ということで、特に児童虐待の方は、前年

に比べて、かなり認知件数が多いなという感じ

もしています。

それで、これは人身安全関連事案ですから、特

にそれを引き上げているのは、この児童虐待じ

ゃないかと思っているんですけれども、この

500万円というのが、そういったものに対する
対策の推進として、どういった中身で使われて

いるか、そこら辺をお尋ねしたいんですけれど

も。

【石本分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時 ６分 休憩 ―

― 午前１１時 ７分 再開 ―

【石本分科会長】 再開いたします。

【松尾人身安全・少年課長】人身安全関連事案

対策の推進についての概要について、ご説明さ

せていただきます。令和6年度警察費予算では、
人身安全関連事案対策推進として、ストーカー、

DVへの対処体制の強化を図るため、被害者に貸
し出すための緊急通報及び位置情報把握装置の

借り上げ経費、被害者等が一時避難した際の宿

泊費、ストーカー事案の行為者に対する精神医

学的心理学的アプローチに関する経費、ストー

カー行為者の押しかけ行為時の早期通報や証拠

保全のためのカメラ等の整備経費などを計上し

ております。

【坂本委員】 ありがとうございました。

これは例年の予算とあまり変わらないという

理解でよろしいですか。

【松尾人身安全・少年課長】前年度と比べまし

て、プラス・マイナス・ゼロとなっております。

【坂本委員】 わかりました。

これは今、DVとかストーカーの部分がありま
した。今言われなかった児童虐待事案について

は、特に警察としては、例えば児童相談所に通

報するだとか、あるいは行政機関に通報する、

そういったつなぎという理解で、今言われたよ

うないろんなものは特にないというように理解

でよろしいのですか。

【松尾人身安全・少年課長】児童虐待に関する
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予算は要求しておりません。

【坂本委員】 わかりました。

それと、もう一つ気になったのが少年非行、

これもかなり多かったようなんですけれども、

この少年非行の防止対策の推進ということで、

先ほど私が言ったのは概要説明の時の資料です

けれども、その中に4,900万円という予算がつ
けられているんですけれども、これの中身、ど

ういった内容なのかということと、例年との比

較を教えてください。

【松尾人身安全・少年課長】少年非行防止対策

の推進としまして、3点あります。少年補導活動
の推進経費が1つ、少年の薬物乱用防止対策が1
つ、それとスクールサポーター雇用経費、この

3点となっております。前年度と比較しまして、
本年度はプラス400万円ということになってお
ります。

【坂本委員】 わかりました。

もう少し補導とか薬物関係の中身を教えても

らえればと思います。

【石本分科会長】 休憩します。

― 午前１１時１０分 休憩 ―

― 午前１１時１２分 再開 ―

【石本分科会長】 再開いたします。

【松尾人身安全・少年課長】 先ほど3点挙げさ
せていただきましたけれども、特に増えている

ところを説明したいと思います。スクールサポ

ーターの体制強化というところで、スクールサ

ポーターが12名おりますが、その手当が約100
万円ほど増えていす。その他、少年補導員の活

動等は変わっておりません。薬物乱用防止教室

につきましては、若干減となっているような状

況となっております。スクールサポーターの体

制強化の分は、その手当の分が増加しているよ

うな形となっております。

【坂本委員】 ありがとうございました。

先ほど申し上げましたように、いろんな犯罪

かれこれの事案がトータルとして多いなという

ような状況の中で、特に、子どもとか女性をめ

ぐる事案が多いんじゃないかと思います。予算

も、国庫支出金が減る中で、限られた中で頑張

っていただかなければいけないんじゃないかと

思いますので、よろしくお願いいたします。あ

りがとうございました。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】ほかに、質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、及び第59号議案
のうち関係部分については、原案のとおり、可

決することに、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【石本委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

警務部長より、総括説明を求めます。

【中川警務部長】それでは、警察本部関係の議

案についてご説明をさせていただきます。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、条
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例議案2件でございます。横長の総務委員会説
明資料、警察本部の3ページ目でございます。条
例議案について、ご説明をいたします。

第16号議案「職員の給与に関する条例等の一
部を改正する条例」のうち関係部分でございま

す。

本条例でございますが、地方自治法の改正に

より新たに在宅勤務等手当の支給が可能になっ

たことを踏まえまして、国家公務員の取扱いに

準じ、令和6年度から在宅勤務等手当を新設す
るとともに、在宅勤務等に伴い通勤回数が一定

減少する職員につきまして通勤手当の調整を行

うなど、所要の改正をしようとするものでござ

います。

続きまして、同じ資料の5ページ目でござい
ます。

第23号議案「長崎県警察関係手数料条例の一
部を改正する条例」でございます。

本条例でございますが、デジタル社会の形成

を図るための規制改革を推進するためのデジタ

ル社会形成基本法等の一部を改正する法律の施

行に伴いまして、警備業、探偵業及び自動車運

転代行業に係る、認定書等の交付に関する事務

手数料が廃止されること、また、地方公共団体

の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い

まして、銃砲刀剣類所持等取締法関係手数料の

標準額が見直されることになることから、これ

に合わせた改正を行おうとするものでございま

す。

続きまして、議案外の報告事項でございます。

同じ横長の総務委員会説明資料、警察本部7
ページ目でございます。

公用車による交通事故のうち、和解が成立し

ました2件の合計42万5,000円を支払うため、1
月29日付けで専決処分をさせていただいたも

のでございます。これらの損害賠償金は全額保

険から支払われることとなります。

公用車による交通事故を防止するため、全職

員に対する公用車事故発生状況の情報配信でご

ざいますとか、配属前の警察学校生を対象にい

たしました安全運転意識及び運転技術の醸成を

目的としました運転能力向上研修会の開催、各

所属指定の安全運転指導員による若手警察官に

対する指導のほか、運転シミュレーション機器

を活用した体験型教養など、運転技能向上のた

めの取組を強化いたしまして、より実効ある事

故防止対策に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

引き続き、交通事故を始めとする損害賠償事

案を起こすことがないよう、指導を徹底してま

いりたいと思います。

このほか、縦長の総務委員会関係議案説明資

料、警察本部3ページ目の真ん中以降でござい
ますが、犯罪の一般概況について、4ページ以降
の人身安全関連事案への取組状況について、次

のニセ電話詐欺（特殊詐欺）被害防止対策につ

いて、暴力団対策について、薬物対策について、

少年非行の概況について、生活経済事犯の取締

り状況について、サイバー犯罪の取締り及び被

害防止対策状況について、交通死亡事故抑止対

策についてにつきましては、資料に記載のとお

りでございます。

最後でございますが、新佐世保警察署（仮称）

実施設計の概要についてでございます。

縦長の総務委員会関係議案説明資料、警察本

部の7ページ目でございます。
一番下でございますが、新佐世保警察署（仮

称）につきましては、佐世保市花園町の旧市民

会館跡地に移転建て替えを行うことを計画して

おり、令和9年度の開庁を目指しまして整備事
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業に着手しております。

新庁舎の設計業務につきましては、令和4年
10月3日付けで設計委託業者と契約を締結し、
設計業務を進めてまいりましたが、本年1月31
日付けで設計業務を完了しております。

この警察署の関係、佐世保警察署実施設計の

概要の詳細につきましては、後ほど担当課長か

ら補足説明をさせていただきます。

以上、警察本部関係の説明でございます。

よろしくご審議のほど、お願いをいたします。

【石本委員長】審査の途中ですが、午前中の審

査はこれにてとどめ、午後は、1時30分から再開
します。

しばらく休憩します。

― 午前１１時２０分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開します。

会計課長及び人身安全・少年課長より発言の

申出があっておりますので、これを許可し、発

言を求めます。

【曽我会計課長】午前中、高齢者対策の推進の

予算額で、前年度予算額を3,700万円とお答え
しておりましたが、前年度予算額につきまして

は、3,330万円を計上しております。訂正させて
いただきます。

【松尾人身安全・少年課長】 午前中、坂本委員

からご質問がありました虐待事案に係る予算に

つきましては、なしということでお答えしてお

りましたが、これについて訂正いたします。本

年度は44万4,000円を計上しております。これ
につきましては、毎年、児童相談所等と対応強

化を図るために、合同会議、合同訓練等を行っ

ております。こういったものに参加するための

旅費となっております。

【石本委員長】午前中に引き続き、警察本部関

係の質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】 それでは、条例議案について、質

問いたします。第16号議案について、質問をい
たします。

午前中、ご説明をいただいておりました「職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条

例」、ここで在宅勤務等手当を新設するという

ことでご説明いただきまして、この際、確認で

す。警察本部における在宅勤務ということで、

私なりにイメージが湧かないものですから、警

察本部における在宅勤務というのが現状あるの

かどうかというのを、まずお聞かせいただけれ

ばと思います。

【山田警務課長】ただいま県警における在宅勤

務があるか否かというご質問を受けましたけれ

ども、県警における在宅勤務はございます。県

警における現在の在宅勤務の制度につきまして

は、令和3年2月から、それまでコロナウイルス
感染拡大防止のためにしてきたテレワークの制

度を拡大しまして、柔軟な勤務環境の整備とワ

ーク・ライフ・バランスの向上のためという目

的の下、在宅勤務を実施しているところであり

ます。

ちなみに、毎年度、一定数の職員がテレワー

クを実施しておりまして、例えば、開始しまし

た令和3年度は約1万1,500人、延べ数でござい
ます。今年度、令和5年度につきましては、2月
29日現在までですけれども469人ということで、
そのほとんどが、先ほど申し上げましたとおり、

感染拡大のおそれのある病気についての感染症

拡大防止を目的に利用されている状況でござい

まして、コロナウイルス感染症の沈静化に伴い

減少しているというのが現状でございます。
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【宮本委員】ありがとうございました。在宅勤

務等手当の新設ということなので、確認させて

いただきました。

ご説明いただいたのは、新型コロナウイルス

感染症拡大に伴って在宅勤務ということなので、

再度お尋ねいたします。新型コロナウイルス感

染症が今のところは5類になって減少している
ということも鑑みて、警察本部における在宅勤

務というのは今後は減っていく方向であるとい

う認識でいいのか、それも再度確認させてくだ

さい。

【山田警務課長】現状、今後の人数と見通しに

つきましては、一概にお答えするのは困難でご

ざいますけれども、県警としましては、先ほど

も言いましたとおり、柔軟な勤務環境の整備と

ワーク・ライフ・バランスも同じく目的にして

おりますので、そういうもので利用の制度があ

りますので、使えるものにつきましては使って

いきたいと考えているところであります。

【宮本委員】 ありがとうございました。

非常に大事な視点だと私も考えておりますか

ら、どうかワーク・ライフ・バランス等々を鑑

みて、今回、条例が改正ということになります

ので、これにのっとって対応していただければ

と思います。

【小林委員】今、宮本委員が在宅勤務手当の新

設及び通勤手当の調整、第16号議案で触れられ
ましたが、正直な話、今、話が出ていたように、

警察の関係で実際在宅勤務というのが果たして

どれくらいあるんだろうかと、こう実は率直に

思っておりました。延べで1万1,500人というの
は意外だったと思います。大体は警察本部は、

勝手に資料とか、やっぱり情報が漏れるという

ことでは困るから、情報の面から考えた時に、

そんなに家庭の中に閉じ籠もってやるだろうか

と。しかも、人事委員会のこの内容を見てみる

と、何と、1月当たり10日間、しかも3か月連続
しなければいけない、こんな状況になっている

わけですが、それが今回、月額3,000円というこ
とであるけれども、こんなのが現実になると、

コロナの時はやむを得なかったと、感染症を拡

大させないためにテレワークで在宅勤務と、こ

れはひょっとしたら考えてもあるかもしれんけ

れども、延べであったとしても1万1,500人とい
うのは、かなりの数字だと思うんですよね。だ

から、そういうような形で、今後、この3か月以
上、コロナとかいうものが減少している状況の

中で、果たして対象の方がどれくらい出てくる

のかというようなことがこちらとしては非常に

疑問に感じておりますが、何といってもこれは

条例の改正だから、あなた方で決めたわけでは

ないので。

ただ、この中で、通勤手当の関係で、これを

やると通勤手当が差し引かれてしまうと。これ

も冷たいね。そういうようなことからしてみて、

テレワークで在宅で仕事をしてくれと命令をす

るわけだ。その代わり、ちまちましていると思

うけれども、いわゆる交通費は減額するよと。

どういう時に減額して、幾らぐらい減額をする

のですか。

【山田警務課長】制度につきましては、先ほど

委員がおっしゃられたとおりの制度でございま

すけれども、確かに在宅勤務によります費用

3,000円を受け取りますと、在宅勤務を支給さ
れる職員の通勤手当は減額されるものでありま

す。ちなみに、公共交通機関等利用者につきま

しては、平均1か月当たりの通勤回数に応じた
運賃額を支給するということでございます。ま

た、自動車の使用者につきましては、定額から

100分の50ですので、半額といったところの支
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給額になることと承知しております。

【小林委員】そういう状況なんですね。取り巻

く環境は、かなり厳しいですね。わかりました。

だけど、正直言って、コロナの感染拡大のそ

こを除いて、警務課長もおっしゃっておりまし

たが、これから増えていくだろうかといえば、

今、減少しているから、あまりなじまないので

はないかなというような感じが私は個人的には

していますけれども、ともかく現場で一生懸命

皆様、頑張っていただいて、午前中も申し上げ

たように、本県の治安をしっかり維持していた

だいているわけだから、長崎県の事件に対する

検挙率も高いし、また事件の発生も少ないと、

こういうことが長崎県のお客さんたちがやって

くる一つの要因にもなっていることも事実だと

いうようなことですから、これからそういう点

についてよく我々も知っておって、なかなか取

り巻く環境は厳しいと。もっと給料をたくさん

もらっているかと思ったら、まあまあですね。

そういうような状況でございます。大変な環境

でありますけれども、しっかり頑張っていただ

くようにお願いしたいと思います。

【石本委員長】 ほかに、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ほかに、質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第16号議案のうち関係部分及び第23号議案
については、原案のとおり、可決することにご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、それぞれ可

決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【中川警務部長】 私から、「政策等決定過程の

透明性等の確保及び県議会・議員との協議等の

拡充に関する決議」に基づきまして本委員会に

提出いたしました警察本部関係の資料について、

ご説明いたします。

1,000万円以上の契約状況についてでござい
ます。令和5年11月から本年1月までの実績につ
きましては、資料に記載のとおり、合計26件と
なっております。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。

よろしくお願いをいたします。

【石本委員長】次に、装備施設課長より補足説

明を求めます。

【岡山装備施設課長】新佐世保警察署実施設計

の概要について、補足して説明いたします。

横長総務委員会資料、補足説明資料、新佐世

保警察署実施設計の概要、警察本部の2ページ
目をお開きください。

新佐世保警察署は、佐世保市花園町、旧市民

会館跡地に建設する計画であり、庁舎は、大通

りと山手に至る側道の角、南東部分に配置いた

します。パース図は、順に、南東側からの外観、

北東側からの外観となります。

3ページ目をお開きください。
計画概要について、説明いたします。

最初に、計画地、計画概要、スケジュールに
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ついて、説明いたします。

資料の左側をご覧ください。敷地面積は約

8,400平方メートル、来庁者用駐車場53台、庁舎
の構造は、地上4階、地下なし、延べ床面積9,850
平方メートルでございます。建設工事費は約71
億円を想定、今後のスケジュールにつきまして

は、令和6年から9年度にかけて建築工事を実施、
開庁につきましては令和9年度中の予定であり、
工事の進捗を見極め、具体的な開庁時期を決定

する予定です。

次に、配置・動線計画について、説明いたし

ます。資料の右側をご覧ください。庁舎につき

ましては、配置図のとおり、周辺状況を把握し

やすい敷地南東部分に配置いたします。庁舎北

側を来庁者駐車場、西側を公用車駐車場とし、

警察関係車両と来庁者車両の動線を明確に区分、

機動性とセキュリティーを確保しています。

4ページ目をお開きください。
防災計画について、説明いたします。資料の

左側をご覧ください。建設用地につきましては、

一部土砂災害特別警戒区域などとなっておりま

す。既存の擁壁の補強により災害発生時のリス

クを最小化、庁舎及び緊急車両の出入口を警戒

区域外に配置するなど、警察機能を維持できる

計画としています。

地震対策につきましては、強度、工期、コス

トなどを総合的に勘案して、耐震構造としてお

ります。その性能につきましては、国の基準を

上回るⅠ類の耐震性能としています。

このほか、大規模災害対策として、連続7日間
の施設維持が可能な発電機の設置等により、被

災直後も警察活動を継続することが可能な設備

としております。

次に、デザイン計画について、ご説明いたし

ます。資料の右側をご覧ください。デザインに

つきましては、地域景観と調和しつつ、存在感

のある外観とすることで、住宅街に安心感を与

えるデザインとしています。その外観につきま

しては、冒頭パース図のとおりでございます。

5ページ目をお開きください。
平面計画について、ご説明いたします。平面

計画につきましては、テンキーつきの管理扉に

より来庁者エリアと公務エリアを明確に区分す

ることで、セキュリティーを強化するとともに、

来庁者にわかりやすい配置を実現しております。

次に、断面構成について、ご説明いたします。

資料の右上上段をご覧ください。断面構成につ

きましては、来庁者の利用の多い免許、会計の

窓口を1階に集約し、来庁者の利便性が高い計
画としています。

最後に、環境への配慮について、説明いたし

ます。資料の右側下段をご覧ください。環境対

策につきましては、ルーバーによる日射抑制、

屋根・外装の断熱性を向上させ、消費エネルギ

ーを抑え、CO₂排出量を削減できる計画として
います。このほか、太陽光、雨水、自然採光、

通風など、再生可能エネルギーを活用し、消費

エネルギーを抑えた計画としております。

以上で、新佐世保警察署実施設計の概要につ

いて、補足説明を終わります。

ありがとうございました。

【石本委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

【宮本委員】1点だけ確認させてください。「政
策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」の中の2ページと4ページなんですが、ICカ
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ード運転免許証作成システムの賃貸借及び保守、

4ページは、ICカード運転免許証作成システム
改修業務委託です。これも契約方法は随意契約

となっておりまして、今までの総務委員会でも

議論があっているのかもしれませんが、私も久

しぶりなものですから確認をしたいんです。こ

の手のシステム改修というのは、随意なので、

県内の企業では難しいのでしょうね。これはず

っとこの会社でやっているものなのかどうか、

今年度からのものかどうかというのを、まずは

確認をさせていただければと思います。

【曽我会計課長】まず、ICカード運転免許証作
成システム賃貸借及び保守の契約でございます

が、こちらは再リース契約となっておりまして、

現状の機器がまだ使用に堪えられるということ

でございますので、現在の業者と随意契約とさ

せていただいているところでございます。続き

まして、ICカード運転免許証作成システム改修
業務委託でございますが、こちらの改修業務が、

現在の契約業者のみでしかできないということ

で、こちらの業者と随意契約しているというと

ころでございます。

【宮本委員】ありがとうございました。この会

社しか難しいということなんですね。

契約金額も結構な額になりますので、こうい

ったものが県内の企業でもできれば、もっと県

内企業も潤うんじゃないかと思うんですが、そ

うするならば、今後もICカード運転免許証作成
システム保守であったり改修というのは、年ご

とにと申しますか、その都度ごとにありましょ

うから、恐らく、ここの会社一本になるという

ことでしょうけれども、県内の方で確認をした

りとかというのは、今後、会計課としてはなさ

れるのかどうかも併せて確認をさせてください。

【曽我会計課長】現状のシステムを継続して使

うという場合になりますと、当然、今の業者し

かないということになりますけれども、更新と

なった場合になりますと、広く参加させて、入

札の原理を働かせるということも必要でござい

ますので、今後、検討をしてまいりたいと思っ

ております。

【宮本委員】ありがとうございました。ご検討

いただければ幸いです。

【石本委員長】 ほかに、質問はありません

か。〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、ご質問は

ありませんか。

【湊委員】 湊です。初めての総務委員会、どう

ぞよろしくお願いいたします。

昨年の9月議会で溝口県議が、佐世保警察署
の新庁舎の建て替えによって佐世保署と相浦署

が統合されると。そういうところで相浦署管内

の治安対策についてお尋ねがありました。そこ

で、統合後は、相浦警察署庁舎の活用を検討し、

住民の方々の安全・安心の確保に努めると返答

をいただいております。

そういうところで、現在も相浦署の今後につ

いて、近隣住民の人たちとしっかり話合いとか、

コミュニケーションを取れているのかどうかを

確認したいので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

【山田警務課長】佐世保警察署の建設に絡みま

す地元の方々との合意並びに話合いということ

でございますけれども、令和2年5月上旬から現
在に至るまで、この間も言っておりますけれど

も、ここにおられます県議会議員の皆様をはじ

め、佐世保市議会議員の皆様あるいは地元自治

会住民の皆様に対して説明を行い、統合につき

ましては、現在、ご理解をいただいているもの
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として、その中で、ご意見、ご要望、様々あっ

ております。その中でも、統合後も相浦警察庁

舎の継続活用なども意見をお伺いしているとこ

ろでございます。

県警としましては、統合後におきましても、

パトロールをはじめとします警察活動を充実さ

せながら住民の安全・安心の確保に努めてまい

りたいと考えておりますし、先ほど申し上げま

した相浦警察署の活用に関する要望につきまし

ても、関係部局とともに前向きに検討してまい

りたいと考えております。

【湊委員】 ありがとうございます。

あそこには長崎県立大学もございますし、安

全・安心な暮らしをつくるのは大切だと思って

おりますので、住民の皆様も納得するようなと

ころが結果として生まれてくることを望んでい

ますので、どうぞよろしくお願いします。あり

がとうございます。

【石本委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【宮本委員】議案外について、質問をさせてい

ただきます。

まず、説明ありました説明資料の4ページで
す。人身安全関連事案への取組状況についてと

いうところで、ストーカー事案の認知件数、そ

れから配偶者暴力事案等の認知件数、それと児

童虐待事案の認知件数が、ともに増加している

という報告がありました。また、児童虐待につ

いては、975人の被害児童を児童相談所に通告
しているという現状も確認をさせていただきま

した。

その上で、初歩的な質問になるかもしれませ

んけれども、まずはストーカー事案でよく事件

があって、1回は警察に相談したけれども、それ
で殺人事件に発展したというような報道をよく

耳にすることがあります。児童虐待事案でも、

他県では、児童相談所に相談し、対応したけれ

ども死に至ったという悲惨な事故なども報道で

聞いているのですが、ストーカー事案とか児童

虐待事案なんかが増加しているということを鑑

みて、警察における初動対応、これは事件性が

ないと警察は動かないというお話をよく聞くの

ですが、果たしてそうなのかどうか。ストーカ

ー事案とか児童虐待事案が起こった時の警察に

おける初動対応について、まずはどういった対

応をなされているのかを確認させていただけれ

ばと思います。

【松尾人身安全・少年課長】人身安全関連事案

の初動対応ということで、お答えさせていただ

きます。先ほど委員が言われましたとおり、ス

トーカー、DV、虐待は増加傾向でありますが、
人身安全関連事案全般的なことで申しますと、

虐待は置いておきまして、まずストーカー、DV
絡みで言いますと、被害者の保護対策というの

が最大の目的であります。そのため、事件性が

ない場合であっても、警察は対応をしておりま

す。

具体的に申しますと、相談等により事案の届

出を受けた場合、当然、対応のアドバイスとか、

防犯指導などを行うほか、必要に応じて、被害

者の避難支援、防犯カメラなどの防犯資機材の

貸出し、自宅等の警戒、被害者等の安全を守る

ための対策を様々行っているところでございま

す。

また、すぐに事件化できないような状況であ

っても、ストーカー事案であれば、禁止命令と

か、文書警告などの行政措置を積極的に取るよ

うにしております。

虐待関係で申しますと、警察が虐待と認めた

ものだけを通告するということではございませ

ん。あらゆる情報を警察は入手するように努め
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ておりますが、虐待ではないかという疑いがあ

る事案に関しても、積極的に児童相談所の方に

通告又は情報提供を行いまして、児童相談所と

か市町と連携をしながら対応に努めているとこ

ろでございます。

【宮本委員】ありがとうございました。詳細確

認させていただきました。

全国でよく報道するような事件がここ長崎で

起こらないということを改めて確認させていた

だきたいと思います。ちょっと安心しまして、

今のご説明で、他部局との連携も取れていると

いう状況も確認をいたしました。

その中で、特に児童虐待事案についてですが、

いろいろ警察と訓練をしていらっしゃるような

報道も聞いたところですが、長崎は、他県より

も進んで、児童虐待事案については、福祉保健

部と警察と児童相談所、併せて長崎大学の法医

学教室との連携が取れている、これが長崎にと

っては大事な体制なんですということを以前聞

いたことがあるのですが、現在、長大の法医学

教室との連携も取れていて、児童虐待事案に対

する早期発見、早期治療ができているのかどう

かも併せて確認をさせてください。

【松尾人身安全・少年課長】長崎大学法医学教

室との連携について、ご説明させていただきま

す。委員が言われましたとおり、連携を取って

おります。これにつきましては、法医学教室と

事前に協議をいたしまして、被害児童に虐待に

よるものかどうか判然としないような外傷があ

った場合に、すぐさま画像を送って確認してい

ただいて、その可能性があるかどうかというと

ころを診断していただいております。外傷によ

っては、警察だけでは判断できないものが多数

ありますので、そういう医学的見地の中で虐待

の可能性というのを発見できるように、法医学

教室と連携を強めているところでございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

この点は、どうか今後も継続していっていた

だきたいと思いますし、いち早く連携が取れる

ような体制づくりも再度構築していただければ

と考えております。

次ですけれども、警察本部におけるストレス

チェックについて、お聞きをいたしたいと思い

ます。

働く中で、いろんなストレスを感じながら、

これはどこの部署でもそうなんでしょうけれど

も、ただ以前、佐世保警察署における痛ましい

事件が起きました。その後、強化もされている

と思いますけれども、警察本部における職員の

方々に対するストレスチェックであったり、メ

ンタルチェック、そういったものはなされてい

るのかどうかを、まずは確認させてください。

【淺海厚生課長】本県警察のストレスチェック

の状況について、ご説明いたします。本県警察

におきましても、労働安全衛生法に基づきます

メンタルヘルス対策の重要な施策として、スト

レスチェックを実施しているところであります。

つきまして、本県警察におきましては、毎年5月
頃に、全職員に対してストレスチェックを実施

しているところでございます。

【宮本委員】 ありがとうございます。

メンタルヘルス、大事なので、どうか継続し

ていただければと思いますが、これに関連して、

パワハラについてですが、今現在どのような状

況になっているのか、これにおける相談件数が

上がってきておりますならば、把握できている

範囲で結構ですが、実際パワハラの相談がどれ

だけあっているのかを教えていただければと思

います。

【山田警務課長】パワーハラスメントに関する
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相談の件数ということでご回答します。令和5
年中は、75件の相談がなされております。なお、
令和4年中は69件ということで報告しておりま
したけれども、ほぼ横ばいの状態でございます

が、前にも申し上げましたけれども、同じ案件

に関する相談もございますし、匿名で事実が不

明なものもあり、相談数イコール発生件数では

ございませんが、相談件数としては、以上のと

おりでございます。

【宮本委員】 ありがとうございます。

75件、延べということなので、結構な数じゃ
ないかと思います。このうち、休職されている

方がいらっしゃれば、教えていただければと思

います。

【山田警務課長】パワーハラスメントの被害と

して休職されている方は、いらっしゃいません。

【宮本委員】ありがとうございます。いらっし

ゃらないということですね。少し安堵したとい

う言い方が適当なのかどうかわかりませんが、

承知いたしました。

いずれにしても、やはり上がってきていると

いう現状、これはどうにか対策をしなければい

けないと私は思います。現在、対策もされてい

らっしゃるんでしょうけれども、これに対する

対策について、どのようになされているのかを

教えていただければと思います。

【山田警務課長】ハラスメント相談に対する対

策でございます。基本的に、相談に上がってき

ましたものにつきましては、先ほど言いました

けれども、匿名で事実が不明なものとか様々ご

ざいますが、上がってきたからには、それなり

の理由があると認識しまして、全てに対して対

応をしているところであります。

また、起こさない対策としましては、今、相

談に上がってきておりますとおり、まず相談し

やすい環境を醸成するということで、相談窓口

の拡充をしたり、あるいはハラスメントに対す

る認識の向上が必要でございますので、集合教

養あるいは研修会、こういったものを開催した

り、あとは自己チェック、アンケート、月間等

を実施しながら、ハラスメントに対する職員の

意識改革、職場環境の改善に努めているところ

でございます。

【宮本委員】 ありがとうございます。

いずれにしても、上がってきているという状

況なので、恐らく、佐世保署の事件を踏まえて、

いろんな対策を講じられてきたと思います。そ

の一つが相談窓口の強化であったろうと思いま

すし、皆さんが働きやすい環境をつくっていく

んだというのもあったかと思います。

しかしながら、こういった形でやっぱり上が

ってきているという現状を見た時に、この対策

だけでいいのかなという疑問も残ります。です

ので、もっと強い対策を講じなければならない

のではないかとも考えますので、匿名で来てい

る相談ということも鑑みて、引き続き、寄り添

った対応とか、目配り、気配り、心配りと言葉

で言うと簡単かもしれません、実際になると難

しいかもしれませんが、そういったものもひと

つ取り入れて研修会等も行っていただきたいと

思いますが、警務部長にお尋ねをいたします。

今後、こういった事案が起こってはならんと思

いますし、起こしてはいけません。これに対す

る取組について、警務部長のお考えをお聞かせ

いただければと思います。

【中川警務部長】ただいま宮本委員からのご指

摘の点でございますが、私自身といたしまして

も、ハラスメントといったものは絶対あっては

いけないという強い意識で今取り組んでおりま

す。
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また加えまして、ハラスメントだけではなく、

職員が本当に働きやすい職場を警察からしっか

り作っていく、また意見を言いやすい、そうい

った環境を作っていくということが本当に大事

なことだという認識でおります。その観点から

も、私自身もこの問題にしっかりと取り組むと

いう姿勢を職員に示すことは常日頃やっており

ますし、また本部長からもそういった姿勢を示

していることで、一丸となってこの問題に対応

していくということでございます。

先ほど委員から、ハラスメントの相談件数が

上がっているということがございましたけれど

も、私自身の捉え方としましては、相談件数が

上がっているということは、非常に意見が上が

りやすくなっているという側面もあるのではな

いかというふうに思っております。ですので、

1件1件、私自身も担当任せにせずに、こういっ
たハラスメントの相談をしてきた職員の気持ち

に寄り添いまして、しっかりとこの問題に対応

していかなければいけないという思いを日々

日々強くしているところでございますので、今

後とも、一生懸命この問題に取り組んでまいり

たいというふうに思っております。

【宮本委員】警務部長、ありがとうございまし

た。日々日々ストレスが非常にかかる職場だろ

うと推察いたしますし、4月からは新入社員の
方も入ってこられるでしょうし、そういった観

点からも、あえてこの議会で取り上げさせてい

ただきましたので、どうか今後とも、安全・安

心なまちづくりの一丁目一番地の部署でありま

すので、メンタルヘルス体制の強化をしていた

だければというふうに思います。よろしくお願

いいたします。

もう一点、質問させていただきます。概要説

明資料の中からです。前回、概要説明をしてい

ただきまして、疑問なところがあります。概要

説明資料の6ページになるんですけれども、こ
こに令和6年3月22日付けで、生活環境課を発展
的に廃止し、生活安全捜査課を新設予定という

ものが米印で載っております。これについて、

どういったものなのか、背景も踏まえて、具体

的にもうちょっとご説明いただければと思いま

す。

【平井生活安全部長】お尋ねの生活安全捜査課

について、その設置理由とか背景について説明

いたします。

まず、現状、生活環境課がどのような業務を

しているか、ここではデスクワーク、いわゆる

行政的な許可事務等を実施している部分と、経

済事犯などを扱う特別捜査班、大きくこの2つ
で構成されております。また、人身安全・少年

課には、少年事件を担当する特別捜査班が設置

されております。わかりやすく言いますと、高

配当とか元金保証を口実とした投資詐欺、出資

法違反、あるいは多重債務者をターゲットとし

たヤミ金事犯、これらを生活環境課の特捜が扱

い、例えば、関係者が多数存在し、警察署独自

で捜査が困難な少年事件、これらに対して少年

事件の特捜班を派遣し、対応しているところで

あります。

従来は今の体制でよかったんですけれども、

こうしたものをやっていくうちに見えてくるの

が、まず経済事犯については、ほぼほぼ本県に

犯罪拠点があるわけではありません。県外に、

例えば大都市圏、あるいは地方の例えば九州で

言えば福岡とか、東北の仙台、そういったある

程度の中核都市というか、そういったところに

拠点を設けて犯行を繰り返しております。そう

なると、他県警との合同捜査が必要となり、本

県警察官を半年とか1年、相手の県に派遣して
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捜査をすると。そうなると、私たちの県は、当

然若干体制は弱くなるという部分があるわけで

す。

また、最近の流れとしまして、昨年、フィリ

ピンから強盗を指示して、国内のグループにや

らせておったルフィ等、最近、経済事犯を捜査

していくと、こういったグループとの関連性が

出てきております。例えば経済事犯であると、

数億円あるいは数十億円という犯罪収益が出て

きておりますけれども、これらを最近では暗号

資産、いわゆるマネーロンダリング、そのよう

なものにしたり、あるいは犯罪収益で新たに自

分たちが首都圏などで風俗営業、最近で言うと、

ホストクラブとかなんとか、女性に多額の借金

を負わせて社会問題になっておりますが、そう

いった行為に使っているわけです。

そうした中で見ると、本県だけではなく全国

的取組に協力していく上では、捜査体制の強化

というものが必要であります。そうしたところ

で鑑みますと、コロナ禍で国はオンライン、先

ほど条例の改正でありましたけれども、許可事

務等をオンライン化して手数料を安くするとか

いろいろ出ておりますけれども、そういったと

ころで人員の再配ができるような形になってき

ております。そうした中で、体制を強化して、

よりこういった経済事犯あるいは少年事犯に適

切に対応して、県民生活の安全を確保していこ

うと、そういった目的で捜査体制、捜査力、こ

ういったものを向上させていこうというのが狙

いで改正をする次第であります。

【宮本委員】詳細ありがとうございました。体

制の強化ということで、社会の変革とともにと

いうことでしょう。

そうするならば、体制の人数は、概要説明で

頂いた分から、強化をするということは、増え

るというような認識でいいのか、お尋ねいたし

ます。

【平井生活安全部長】従来、生活環境課と少年

特捜、これは十数名もいません。数名の班です。

これらを合わせまして、またデスクワークから

人員を割り当てまして、約20名ほどの体制に強
化して対応していこうと思います。このほかに、

午前中から話題になっていましたサイバー犯罪

捜査もあります。当然、こういった犯罪もサイ

バーの技術も悪用されておりますので、それら

も活用しながら、臨機応変に対応していきたい

と考えているところであります。

【浅田委員】午前中に質問させていただいてい

た件なんですけれども、ニセ電話詐欺等々に関

して、かなり被害額が増えていると、1億7,000
万円程度大幅に増加をしているという状況の中

で、予算を取って様々な防止策を考えていると

いうことでしたけれども、それでも増えている

状況に対して、その対策をどのように変化した

りなさっているのか、そのあたりからまずお聞

かせいただけますか。

【竹田生活安全企画課長】増え続けているニセ

電話詐欺対策についてのご質問ですのでお答え

をいたします。昨年1年間の現状といたしまし
ては、架空料金請求詐欺または金融商品詐欺

等々が増加している現状でございます。架空料

金請求詐欺につきましては、パソコンにウイル

スが感染したというようなサポート詐欺が非常

に多くございました。また、後半からは金融商

品詐欺、投資詐欺等々が増えている現状にござ

います。そういったところを踏まえまして、情

報発信活動を非常に強力に進めているところで

ございます。例えば、前川さんのCM広報を利用
したり、あるいは電子マネーでの被害があった

ものですから、コンビニ店舗等々の連携を図っ
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て防止したり、あるいは金融機関等々を連携し

て被害防止を図っているところでございます。

なお、投資詐欺等々につきましては、インタ

ーネットやスマホの利用によって被害があるこ

とから、今後は、そういった取組を進めてまい

りたいと考えております。

【浅田委員】実際私にもよく来るんです。荷物

が届きましたので電話をしてくださいと。実は、

初めての時、わからなくて私も折り返して、し

まったと思った感じで、これだけ聞いている

我々ですら、何げに来たメールに、ふっと返し

てしまうというようなことがやっぱりあるので、

そこの注意の仕方というのは、あれだけCMと
かもしていただいているにもかかわらず、1億
円という状況が増えていると。

コンビニでやっていただいているというお話

でしたけれども、例えば、何か買わなきゃいけ

なくてカード的なものを購入した時にも、別段

何を言われることもなくスルーしてしまうこと

が実際としてあるかと思うんですけれども、そ

ういうコンビニの方に協力体制を求めるにして

も、いろんな方たちが今、バイトとかをしてい

ます。そういう方たちの一連の教育とか、その

あたりはどのような感じでやられているのか、

コンビニの店舗との連携の仕方とか、いろいろ

あるかと思いますので、そこも含めてお伺いで

きればと思います。

【竹田生活安全企画課長】コンビニの店舗との

連携状況でございますが、まず会議等で情報を

共有するという点でございます。

もう一つは、声かけ訓練をしていただくとい

うことで、今、各警察署において声かけ訓練を

実施しております。どういったものかといいま

すと、お客様が電子マネーカードを買いに来た

際、まず「それは詐欺じゃないですか」という

声かけをしていただく。「いやいや、それは全

く違いますよ」というようなことであっても、

広報啓発用の封筒に入れて販売をしていただく。

買っていただいたお客様が家に帰って、もしか

したら詐欺かもしれないなとわかるような封筒

でございますが、それを渡して購入いただく、

そういったことで注意喚起をしている状況でご

ざいます。

また、委員がおっしゃられたように、なかな

か声かけしにくいという場合には、ボードを活

用して、例えば指さしで、これは詐欺じゃない

ですか、警察に連絡してもいいですかというよ

うな被害防止ボードを作って、それを指さし呼

称して、もしかしたら詐欺ですよ、その時には

警察に連絡しますよというような取組も進めて、

コンビニとの連携を図っているところでござい

ます。

【浅田委員】工夫していただいて、カードの入

っている封筒自体をきちっとやっていると。今、

コンビニでは外国の方が働いている方が多いの

で、なかなか聞きづらかったり、お伝えするの

が難しいということで、訓練しても、若い方た

ちだったりするので、そこは本当に防ぐところ

がやっぱりコンビニって多いのかなという気も

しておりますし、テレビですとか、新聞等々、

高齢者の方が活用する、ネットではなくて、違

った意味での媒体を活用していただいて、そこ

をしっかりとやっていただければなと。来年に

は、この被害額というのが下がっていることを

期待させていただきたいと思います。

ニセ電話詐欺と同じく、今年すごく気になっ

たのが、犯罪概況の中で、刑法犯の認知数にし

ても、窃盗犯とかが非常に増えている現状、前

年と比較しても91件増えている。先ほど宮本委
員からも質問がありましたストーカーにしても
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そうですし、薬物等々、いろんなものが増えて

いるということが不安材料になってしまう。少

年非行にしても、見てみると、690人が補導され
ているというような現状があります。全体とし

て、長崎県はどちらかというと事件がない町と

して、知られているような町でもある中で、こ

れだけ様々な被害が増えていることをどのよう

に分析しているのか、今の社会情勢なのかどう

なのか、長崎の状況と、併せて、警察だけでは

なくて、いろんな県庁の中でも連携を取らなけ

ればいけない部署等々も出てくるかもしれませ

んし、そういうものを含めて分析をどうなさっ

ているのかを、まず教えてください。それぞれ

の部署で構いません。今、自分たちが増えてい

るという部署において、そこに関して、昨年と

どういう状況だから増えたという分析ができて

いれば、それを教えていただきたいですし、も

しなければないで構いません。

【尾塚刑事総務課長】刑事総務課から、窃盗犯

の昨年の増加が325件ということになっている
状況について、ご説明いたします。窃盗犯の手

口的には、空き巣などの侵入窃盗が231件で、前
年比91件増加、それから自転車盗などの乗り物
盗が341件で、前年比68件増加、万引きなどの
侵入窃盗が1,557件で、前年に比べて166件増加
ということで、窃盗犯全体で325件が増加した
という状況になっています。

要因的なものにつきましてですけれども、侵

入窃盗につきましては、神社仏閣等の侵入窃盗

が29件、空き家への侵入窃盗が24件、そういう
事件があっておりますが、これにつきましては

連続窃盗犯の事件だったことから、被疑者を検

挙して解決している状況となっております。

あと、倉庫荒らしという手口的なものがあり

ますけれども、県北地区一帯でガソリン携行缶

を盗むという連続事件が発生しておりまして、

約20件ほど事件が発生しておりましたけれど
も、これも既に検挙して、解決済みということ

です。

それから、空き巣につきましても、県南地区、

西海地区それから江迎地区、ここで空き巣、忍

び込み事件が発生しておりましたが、これにつ

きましても被疑者を検挙して、事件解決したと

いう状況になっております。

それと、乗り物盗につきましては、駅構内と

かその周辺において、無施錠の自転車を盗まれ

るという事件が多発しておりまして、駅におけ

る自転車盗が前年比18件増加の75件、それから
公共施設の駐輪場におけるものが40件と、前年
比17件増加という状況となっております。
【下田組織犯罪対策課長】薬物の情勢について、

説明をいたします。令和5年中における県内の
薬物事犯の検挙人員は44人、前年比プラス5人
ということで、表的には5人の増加があります
が、今回、一つの事件で6人の検挙がありました
ので、この数年は40人から50人という推移を考
えれば、増加とは捉えておりません。

【松尾人身安全・少年課長】 当課からは3つお
答えしたいと思います。

1つは、ストーカー・DV関連について、お答
えします。これにつきましては微増、横ばいと

いう状況でございますが、微増の原因は、判然

としておりません。ただし、今まで県、関係機

関等々と連携をしながら取り組んでおります女

性の被害の対策、こういったところで女性が声

を上げやすく、被害を申告しやすい環境や、機

運が高まってきているのではないかと捉えてお

ります。

次に、児童虐待の件数が増えている要因につ

きましては3つございます。1つ目は、社会的関
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心が高まっておりまして、第三者からの通報、

近隣住民とか、そういったところの通報が増加

しております。2つ目は、DV事案など、児童の
面前での暴力、これについては心理的虐待とし

て捉えまして、積極的に通告を行っているとい

う状況にあります。3つ目につきましては、事案
を把握した場合には、児童相談所などの関係機

関に取扱い歴というのを照会するんですけれど

も、これを幅広に捉えまして、積極的に通告等

を行っているます。こういったことから増加し

ているものと考えております。

3つ目の少年に関することになりますけれど
も、刑法犯少年、特別法犯少年、それと不良行

為少年、これがいずれも増加傾向でございます

が、これにつきましては、新型コロナウイルス

感染症拡大前とほぼ同数に戻ってきております。

ですので、コロナ感染症の拡大した令和2年か
ら令和4年に関しては数値が落ち込んでおりま
すが、現在、それが解消されつつありますので、

数値も戻ってきたのではないかと判断しており

ます。

【浅田委員】いろいろご説明をありがとうござ

います。

窃盗犯に関しましては、同じ犯人による連続

犯ということで、理解をしたところですし、薬

物に関しても、考えてみると、あまり変わらな

いと。だけど、もっともっと減らしていくとい

うことが必要ですし、ここ数年は長崎において

は、例えば薬物の依存症問題とか、そういうも

のに関してもすごく力を入れてきたというよう

な状況がありますので、こういったところはや

はりもっともっと減らしていく、そこから先に

行ってしまうことが多々出てくると思いますの

で、ぜひともお力いただければと思いますし、

ストーカーに関しましては、女性が声を上げや

すいような環境であったり、社会的関心が確か

にあって、多くの社会的な目ということで抑止

力ということもありますし、私たち自由民主党

にとっても、189（いちはやく）、とにかく通報
しましょう、みたいなキャンペーン活動をしっ

かりやらせていただいている中で、そういう声

が高まってきているのかなと思いました。少年

犯罪に関しても、コロナ前に戻ったというのが

いいかどうかは別として、戻られても困るわけ

でして、やはり長崎からは少しでもそういった

ところをなくしていただければなと思いました。

最初にこの資料を見た時に、物価高とか、い

ろんな情勢が変わっている中で、生活苦だった

り、そういういろんな人たちによってこういう

ことが起こってきているのかな、そういうとこ

ろをどう分析しているのかなとか、例えば窃盗

犯に関してもそうですけれども、そのあたりを

細かく聞かせていただきたかったので質問した

んですけれども、改めて、そういうところに対

してフォローだったり、全体的にどうしたいと

いうことが今後、何か特段あれば、お聞かせい

ただければと思います。

【中川警務部長】ご指摘ございました件でござ

いますけれども、おっしゃるとおり、コロナの

前から戻ったことがいいかどうかと、それは当

然減らしていくべきであると思います。また、

薬物についても、現状維持がいいのかと言われ

れば、それはよくないことでございまして、そ

のあたり、いろんな犯罪捜査、人身事案関係に

つきましても、しっかりと数値自体も改善して

いく必要がありますし、その背景についても、

なぜそういう窃盗犯が増えているのか、児童虐

待が増えているのか、そういうところもしっか

りと分析しながら対応していかなければいけな

いと思っております。ただいま貴重なご指摘を
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ご示唆いただいたと考えておりますので、こう

したご指摘いただいた点を重々しっかり検討し

ながら、引き続き進めてまいりたいと思います。

ありがとうございます。

【浅田委員】 ありがとうございます。

安全・安心なまちだからこそ長崎に住みたい、

移住したい、そういった声もありますので、警

察の方々も大変かと思いますが、よろしくお願

いします。

また、もう一点ご質問させていただきたいの

が、この間、福祉の観点から、痴呆症の方々の

行方不明について質問をさせていただきました。

今、医療現場におきましても、在宅医療をどん

どん、どんどん長崎の中でも増やしましょうと

いう反面、かなりの医療介護の方々が増えてい

る状況の中で、例えば、昼間、家族が働いてい

る時間帯に一人でいらっしゃる方々が、ふいに

家を出てバスに乗ってどこかへ行ったりとかと

いうのはよく耳にします。昨年の状況を伺うと、

これは長崎市の状況なんですが、94名中90人ま
では見つかって、残念ながら4名の方が見つか
らず、今もなお家族の方々が日々日々心を痛め

ながらお探しになっている、そういうことがご

ざいます。

県警の方でも頑張っていただいて、初動体制

の在り方、呼びかけ、いろんなことをしていた

だいているかと思うのですが、これからますま

す高齢化社会で進んでいる長崎においては、そ

こを重々注意していかないと、もっともっと広

がってくるかと思います。そのあたり、この間

は、地域の目を増やすということで、認知症サ

ポーターをもっともっと福祉の方から増やして

いただきたいというお願いをさせていただいた

んですけれども、警察本部としては、今後どの

ような横軸で、どのような動きをするのか、中

村議員の質問でもありましたけれども、いま一

度、お答えいただければと思います。

【松尾人身安全・少年課長】県警といたしまし

ても、社会の高齢化が進むにつれ、認知症行方

不明者が増加するものと認識しており、行政機

関等との更なる連携強化が重要であると考えて

おります。

現在、高齢者に関する事案については、行方

不明事案に限らず、各自治体や包括支援センタ

ーなどの行政機関と情報共有を行っているほか、

各種会議へ参加するなどして連携を図っている

ところであります。

本県でも、認知症行方不明者がいまだに発見

されていない、または発見されても亡くなった

ケースもございますので、警察と行政機関等が

それぞれの立場、役割、こういったものを十分

に理解した上で、連携協力できるところをよく

見極めて更に強化して、行方不明者を一刻も早

く発見できる環境づくりなどを前向きに検討し

ていきたいと思っているところでございます。

【浅田委員】なかなかぱっと見てわからない方

もいらっしゃるかと思うんですが、さっきもコ

ンビニ等々の話があったのですが、実は昨年、

うちの弟も、何か買物をしている高齢者の方が

微妙かもという目で、あれっと思って後ろから

ずっとしばらく何分かついて行ったら、やっぱ

り道がわからなくなって、家がわからなくなっ

て、保護して警察にすぐ連絡をしたというのが

あって、地域とか、高齢者が立ち寄りやすいス

トアだったり、いろんなところで働いている人

たちに認知症サポーターも取っていただくこと

に今年度からしていくというお話もあったんで

すけれども、そういったところをもっともっと

警察ともフォローしていただきたいのと、前に

聞き取りをさせていただいた時に、最初の段階
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で、いなくなりましたという届けがあった。届

けがあったら、まずは一斉に捜査をばあっとか

けていただくという話なんです。その後が、な

かなか件数もあってか、何回も何回もというの

が繰り返しできないというようなお話を伺った

んですけれども、やっぱり最初の1週間ぐらい
が非常に大切なのかなと思うのですが、回数は

決まっていないということだったんですけれど

も、平均すると1回とかそのような状況である
と。そういったところの協力体制をもっと強化

していくこととかは考えられないものなのかど

うなのか、教えていただければと思います。

【松尾人身安全・少年課長】委員ご指摘のとお

り、やはり連携というのは非常に大事だと思い

ます。警察だけではできる部分、できない部分

がございます。

届出を受けた場合、集中的に捜索をするとい

うのは3日から1週間くらいになるかなと。これ
も個別に判断する必要があるんですけれども、

ほかの業務等々もございます、あと人員的なも

のもございます。そういったところで、警察だ

けでやるというのは非常に難しいところでござ

います。ですから、警察だけでできないところ

は、地区の消防団、あとは役場関係者、そうい

ったところに協力を求めて、一緒に捜索をする

ようにしております。ですから、この基準とい

うのはなかなか設けられませんけれども、いな

くなった状況とか、年齢、あと脚力、そういっ

たところを勘案しながら個別に対応していくし

かないのかなと思っております。ただ、委員の

ご指摘のとおり、警察だけでできない場合は、

行政機関、民間団体、そういったところに協力

を求めて、今後も一生懸命やっていきたいと思

っております。

【浅田委員】どうもありがとうございます。ぜ

ひとも強化的に、よろしくお願いいたします。

【石本委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【大場委員】 1点お尋ねをいたします。前にあ
りました委員会でも聞きましたけれども、昨年

11月に開通をいたしました森山西・東インター
の状況でございます。その時には、信号の時間

の調整等、様々な取組によって渋滞緩和は一定

の成果は出ているということでしたが、それ以

降の現状について、お尋ねをいたします。

併せて、森山の上のインターが開通したこと

によって、下の国道の交通状況、そういったも

のに変化が出ているのかどうか、そちらの方も

お願いしたいと思います。

【本田交通規制課長】去年開通しました島原道

路の関係でございます。現状としまして、前回

答弁しました内容のとおり、大きく交通渋滞が

発生しているという状況はございません。今の

ところ、自動車専用道路と一般道の国道の方が

分散して流れていると認識をしております。

今後、新たに道路が開通しまして先の鷲崎の

方につながりますが、そうしますと、この渋滞

というのは解消していくものというふうに思っ

ております。

【大場委員】わかりました。一つ安心しました。

ただ、私も利用している中で、曜日の関係と

か、時間帯によって、少し混雑状況が見られた。

先日の例で言いますと、連休が続いた時に、中

日での、要は、多くの人が移動される時間は渋

滞をする傾向が少しあったのかなと。実は、そ

の中に私も巻き込まれまして、ただ開通当初の

ような混雑はないように見受けられましたので、

ぜひそういった形で見守っていただければと思

います。

また、下の国道、私の感じからしても、大分

スムーズに流れるようになったなということで
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あります。あそこの目的の一つでありました、

あの辺が渋滞をする、そして非常に交通事故が

多かったということですけれども、その交通事

故の変化については、何かありましたでしょう

か。

【本田交通規制課長】今、諫早警察署を通じて

あちらの方の交通状況を観察しておりますが、

手元に統計等はございませんけれども、あそこ

の道路が新しくできたことによって、大きな交

通事故が多発している、交差点での事故が増え

たというようなことは認識しておりません。

【大場委員】 ありがとうございます。

島原半島の皆様にとって待望の道路、また周

辺の地域の人にとっても、これまでの交通状況

が格段によくなると、本当に待ち望んだ道路で

すので、その辺はしっかり見ていただければと

思います。

【まきやま委員】まきやまといいます。よろし

くお願いいたします。

宮本委員の質問に関連いたしまして、ハラス

メントについてお聞きします。

これは消防なんですけれども、昨年、コロナ

ワクチンを接種しないということで、部署を外

されたり、場所を変えられたりというワクチン

ハラスメントがあったというニュースがありま

した。今回のコロナ禍において、警察の方でも、

ワクチンを強制接種させたりとか、そういった

ワクチンハラスメントがなかったか、お聞きい

たします。

【山田警務課長】手元に数などのものはござい

ませんけれども、ワクチンに関して、打たなか

ったからといって部署を外したとか、不利益な

処分をした、そういったものはございません。

なお、打つことを言ったところ、それに自分

の意思と合わなかったというようなものはござ

いますけれども、最初に申し上げましたが、不

合理な処分などをしたものはございません。

【まきやま委員】実際私の下には、任意という

名の強制接種という雰囲気がありまして打たざ

るを得なかったという相談も入っております。

警察の方です。ですので、今度4月からは定期接
種になりますので、29日の一般質問でも、行政
側はワクチン接種は一切推奨しないという予防

接種法になりますので、そこのところの周知を

よろしくお願いいたします。

【石本委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【坂本委員】警務課長にお尋ねいたします。働

き方改革に関連して、今、警察本部の中で、い

わゆる客観的な労働時間の管理がきちんとでき

ているかどうかについて、お尋ねいたします。

これは実は、私が令和3年の9月議会総務委員会
に所属しておりました時に一回質問をさせてい

ただきましたので、その後の進捗について、お

尋ねいたします。

警察は、もちろんこうした時間外勤務という

のはなかなか職務柄、今、公務職場で上限規制

というのがありますけれども、いわゆる特例と

いいますか、他律的業務に主に従事する職員と

いう扱いではなかったかと思います。多分、警

察官それから職員含めて約3,500名のうち、
3,000名が警察官だと思いますけれども、その
警察官の方の9割がそうした他律的な部分だと
思います。

当時、その時の総務委員会で私がお伺いした

のは、今、時間外の勤務時間はどうなっていま

すかと。その時に、いわゆる他律的業務が多い

というようなことで、月80時間以上の勤務の方
について、数をきちんと示していただきました。

これは平成30年と令和元年、令和2年の3年間で、
着実に減っているという答弁だったんですけれ
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ども、その時に、どういった勤務時間の管理を

しているかというと、出退勤の状況管理シート

でちゃんと集計していますということだったの

ですが、ただ、それがどうも手作業での集計と

いうことになっているもので、例えば知事部局

で言うと、この上限規制については、本来の上

限規制である45時間、過労死ラインと言われる
80時間、それから今言った他律的業務、これで
100時間ということで、3つちゃんと集計できて
いるわけなんです。残念ながら、警察本部のと

ころは80時間の分しかできていないというこ
とで、それではいかんから、ちゃんとパソコン

で勤務時間を記録して、それをきちんと各部署

だけではなくて、警察本部全体でも共有できる

ようにするという取組を進めますとの答弁だっ

たと思いますので、その後、そういったものが

進んでいるのかどうか、そこら辺について、お

尋ねいたします。

【山田警務課長】委員おっしゃられますとおり、

警察本部でも、勤務管理システム、従前、手集

計でございましたけれども、時間外の上限規制

が導入された後、令和4年、出退勤管理をシステ
ム化し、パソコンで見れる形を取っております。

前回、時間規制等もお答えしておりましたけ

れども、1か月80時間を超えた職員は、平成30
年度は1,534人でございましたけれども、令和5
年度はまだですが、令和4年度は延べ1,099人と
いうことで、減少しているものでございます。

【坂本委員】 ありがとうございました。

そうすると、今のは月80時間だと思うんです
けれども、45時間、100時間というのはしてい
ないということでしょうか。もしパソコンで管

理するのだったら、そういった区分けをできる

んじゃないか。それまでは手作業でしたから、

なかなか厳しいということで、いわゆる過労死

ラインのところ、80時間とのことでしたみたい
なんですけれども、そこは先ほど言いましたよ

うに、職員の方じゃなくて、警察官の9割がこう
した月100時間、年間720時間という上限規制が
他律的業務ということで認められておりますか

ら、そこもやっぱりきちんとしないといけない

んじゃないかと思いますので、今日は、すみま

せん、事前に言ってなかったものですから、手

元に資料がなかったら後ほどでもいいんですけ

れども、まずそういったちゃんと時間区切りの

ところでそういう管理ができているという理解

でいいですか。

【山田警務課長】システム化を図りまして、数

につきましては管理しているところでございま

す。本日については、手元に資料がございませ

んので、申し訳ありません。

【坂本委員】 了解しました。

それから、一つ、先ほど宮本委員からもあり

ましたストレスチェックなんですけれども、ス

トレスチェックは50人以上の職場となってい
ますよね。例えば、警察署単位で言うと、50人
切れているところが幾つかあるんじゃないかと

思うんですけれども、そういったところも含め

て、先ほど言いましたように、全体として警察

職員が約3,500人ですから、そういったくくり
で、間違いなく50人以下の警察署にいても、き
ちんとストレスチェックはできているというこ

とでいいですか。

【淺海厚生課長】委員のご質問にお答えします。

ストレスチェックは、先ほどもお話ししまし

たとおり、職場の規模関係なく、全職員に対し

て実施しております。

【坂本委員】 わかりました。

同じ公務職場でも、学校なんですけれども、

50人以下の学校はしていなかった時期があっ
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たんです。だから、それはそうじゃないでしょ

うと、教育委員会という一つのくくりでやって

くれということで、今はやっているんですけれ

ども、それが先ほどのやり取りで気になったも

のですから、あえて質問させていただきました。

先ほど、犯罪のいろんな状況報告もありまし

た。今、そういう様々な犯罪が本当に多様化し

ているんじゃないかと思いますし、そのように

きちんと適切に対応するためには、やはり心身

とも健全な状況で働く職場環境が必要だと思い

ますので、今後もさらなる取組をお願い申し上

げまして、終わります。

【石本委員長】 ほかに、質問はありませんか。

【小林委員】組織改正の件で、重ねてお尋ねを

したいと思います。

国民文化祭が来年の9月ぐらいに開催される
ということは、ご案内のとおりでございます。

聞くところによりますと、これは約2.5か月、3
か月近くずっと開催をされると。しかも、この

間、延べ人数であるけれども、188万人ぐらいが
参加される可能性があると。大イベントでござ

いますね。恐らく、石川県にも天皇皇后両陛下

がお出ましになっておりましたので、長崎県に

も来る可能性が高いのではなかろうかと、こん

な推測をいたすわけでございますが、現在、国

民文化祭には準備室ということで、県警も当然、

これだけの人が来ますから、準備室でいろいろ

ご苦労いただいていると思いますが、ここにつ

いても組織の編成をされて、もっと強化をする

という具体的な取組がいよいよ始まるやに聞い

ておりますが、この点について、お答えをいた

だきたいと思います。

【山田警務課長】委員おっしゃられますとおり、

令和7年9月に本県において開催されます第40
回国民文化祭及び第25回全国障害者芸術・文化

祭につきましては、天皇皇后両陛下のご臨席を

伴う行幸啓が計画されるところと承知しており

ます。

身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏による事故

防止に万全を期する必要がありますので、組織

を挙げた警備諸対策を推進するため、警備部に

警衛対策課を新設することとしているところで

あります。また、警衛対策課の新設に伴いまし

て、警備部警備課に設置していました国民文化

祭準備室を廃止することとしております。

【小林委員】 警務課長、よくわかりました。

ここは警衛対策課、こういう新しい組織を作

るというところで体制を強化するということで

ございますが、何名ぐらいの体制でおやりにな

るつもりでいるのか、もうできているんだろう

けれども、そこはどうですか。何名ぐらいの体

制でございますか。

【山田警務課長】配置人員の詳細につきまして

は、体制に関わりますので、約数としてお話し

しますと、約20名ぐらいで開始いたしまして、
後に、期日が迫るごとに増員していくという考

えでおります。

【小林委員】今言いましたように、他県の事例

で、過去の開催の経緯から、約200万人ぐらいと、
2.5か月、こういうことの中で、20名ぐらいから
徐々に、要するに、これは他県の警察に応援を

求めるとかそんなことはせずに、長崎警察本部

で体制を強化すると、こういう考え方でよろし

いのですか。

【細川警備課長】 ご質問にお答えいたします。

他県の応援につきましては、まだ警備の全体

像はわかっておりませんので今後となりますが、

警備に必要な人員につきましては、他県からで

も必要な人員は確保いたしまして、警備の万全

を期していきたいと思います。
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【小林委員】天皇皇后両陛下がお出ましになる

ということは、これは警護に相当力を注いでい

ただかなければならんということはよくわかり

ますが、それ以外で、今言うように、約200万人、
2.5か月の長きにわたって国民文化祭が開催さ
れると。絶対事故があってはならないし、いや

しくも犯罪がそこで生じることがあっては絶対

ならないと、これは県警本部のメンツをかけて

もしっかりやっていただかなければいけないと、

そういうようなエールを送りたいと思うけれど

も、それだけの体制をきちんとつくってもらい

たいと思うけれども、そういう皇室関係の警備

以外に、どういうところに一番力を入れていこ

うとされるか。けががないように、事故がない

ように、犯罪が起きないようにと、県内の人も

入れて約200万人の人ぐらいであるけれども、
他県からいっぱい押し寄せてくると、そういう

状況からしてみて、相当気合を入れて、これま

で、過去、いろんな警護についてもやってもら

いましたけれども、長崎県警は非常に抜群の警

護力というか、その辺のところは評価をされて

いると、このように受け止めておりますけれど

も、気合が入っていますか、どうですか。

【細川警備課長】国民文化祭等の行事につきま

しては、長崎県が主体となりまして、あとは国

の関係機関と共に、今後、警備計画かれこれを

進めることになります。ですので、この行幸啓

を中心とした警備と、そのほか雑踏事故防止、

こういったところも力を入れてやっていきたい

と思います。

【小林委員】先ほど浅田ますみ委員がニセ電話

の詐欺事件等についてご質問されておりました

けれども、内容をちょっと聞いてなくて、ひょ

っとしたら同じことを言っているかもしれない

のでお許しをいただきたいと思いますが、県警

の方で出された補足説明を見ておりますと、ニ

セ電話詐欺の被害状況は、認知件数についても、

被害総額にしても、結構膨れ上がっているよう

な感じがしますけれども、一方において、新聞

情報であるけれども、昨年は、被害を阻止して

いただいた、これが223件と、こういうようなこ
とで大々的に新聞で報道されております。非常

に大きな成果を収めていただいていると思うん

だけれども、こういうような一方においては県

警の捜査では、認知件数についても、あるいは

被害総額にしても、これは少なくなるどころか、

残念ながら、結構大きくなっていると。それに

比べて、被害阻止、昨年223件と。この223件と
いうことが新聞に大きく報道が出ている。スト

ップニセ電話詐欺と、こういうことになってい

るわけだけれども、ここのところはどういう背

景になっているのか、お尋ねをしたいと思いま

す。

【竹田生活安全企画課長】ニセ電話詐欺の被害

防止についてのお尋ねということで、お答えを

いたします。この223件につきましては、コンビ
ニや金融機関、また家族に相談した結果、被害

に遭わなかったという件数を計上しているもの

で、昨年、令和5年中は、令和4年と比較しまし
て51件増加した状況にございます。
なお、ニセ電話詐欺全体につきましては144

件被害がありますが、この223件を被害防止し
ている関係上、ニセ電話詐欺も増えましたけれ

ども、被害防止も増えたということで、その辺

のところも一生懸命頑張っているという状況で

ございます。

【小林委員】 この223件というのは、民間とか
そういうものじゃなくて、県警の実績ですか。

【竹田生活安全企画課長】民間の力をお借りし

ての件数でございます。ちなみに、コンビニで
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92件、金融機関が26件、家族・知人が92件、そ
の他が13件ということで、あらゆるところで阻
止、被害防止をしていただいているという状況

でございます。

【小林委員】 もう一回、しつこいようですが、

県警が主となって、いわゆる被害阻止を223件
と、こういう形に表れていると。確かにおっし

ゃるように、一方においては件数が増えている、

被害額も増えている。しかし一方においては、

51件も減るような被害阻止が行われていると。
この被害阻止に対して、県警の皆様方が頑張っ

ていただいて、民間の方々と一緒になってこれ

だけの数字を出していると。しかし、ここにつ

いてはやっぱり民間の皆さん方のお力も入って

いるんだと、こういう受け止め方でよろしいの

ですか。

【竹田生活安全企画課長】委員ご指摘のとおり、

警察主導でありまして、民間の方のご協力をい

ただいております。特に、コンビニや金融機関

の従業員の皆さん方につきましては、そういう

未然防止を図っていただいた際には表彰をして

おります。また、表彰と併せてクオカード2,000
円になりますが、これも副賞としてお渡しして、

啓発をしているところでございます。

【小林委員】その辺の取組の結果が、こうやっ

て223件という大きな数字が実績として残った
ということは、大変心強く感じるわけでござい

ます。

今後ともしっかり取り組んでもらいたいと思

いますが、ただ一つ、その中で、大体今もお話

がありましたけれども、詐欺の中に、金融機関

の関係、お金に関わるような問題が圧倒的に多

いわけですね。そういう点からいけば、銀行の

行員の方々、銀行も一生懸命ですよね。銀行内

にいろいろと非常に注意を喚起するようなもの

を流しながらやってくれているけれども、行員

の方々が個々の教育をしっかり受けておられる

んじゃないかと思いますけれども、これは警察

の方と組んで教育をなされているのですか。

【竹田生活安全企画課長】委員ご指摘のとおり、

金融機関とは十分な連携を図っているところで

ございます。特に、昨年11月、財務省の福岡財
務局、また県内の金融機関一堂に会しまして情

報共有したところであります。また、金融機関

の代表者の方に、金融機関の職員さんに指導い

ただくようにもお願いをしているところであり

ます。

また、ATMコーナーでの被害も多数ございま
すので、「STOP！ATM」、携帯電話で話さな
いようにという注意喚起をしているところであ

ります。またさらに、警察官が金融機関に赴い

て講話をしたりして情報共有しているところで

もございます。

【小林委員】とにかく依然として後を絶たない

ニセ電話の詐欺事件と、こういうところで、こ

れは国民も含めて、県民も大変な不安を覚えて

おります。ここのところはなかなか皆さん方も

大変ですけれども、相手が巧妙な、本当にあの

手この手で大変な手口ですから、そこを対応す

るということは、幾ら長崎県警といえども大変

であることは間違いないが、県民の皆さん方の

お力添えもいただきながら、一緒になってこれ

を撲滅するようなそれだけの対策をぜひともや

っていただきたい。

まさにニセ電話なんかのこれをやめさせる、

ゼロにするためには、相当組織の強化を図って

いただきたいと、私はそこも要望しておきたい

と思いますが、かねてからのご苦労にお礼を申

し上げながら、この被害阻止、犯罪阻止をさら

にひとつ伸ばしていただくようにお願いを申し
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上げたいと思います。

それから、交通関係の方にお尋ねをしたいと

思いますが、免許証の自主返納について、もう

おわかりのとおり、ちょうど2019年（令和元年）、
東京池袋でご高齢のドライバーが母子をひき殺

してしまったと。ある意味では殺人的なものが

あったことが大きく報道されて、それが一つの

呼び水になったのか、引き金になったのか、か

なり免許証の自主返納が加速したと思うんです。

現在、自主返納については、どういうような

数字になっているか、お答えをいただきたいと

思います。

【林田運転免許管理課長】現在の自主返納数の

推移について、お答えをいたします。令和中は

4,386件の自主返納の件数がございました。そ
のうち65歳以上が4,215件、75歳以上が2,964件
という件数でございます。ちなみに、令和5年の
4,386件の自主返納件数は、令和4年と比べまし
て、マイナス243件となっております。
【小林委員】今お答えいただいた今の自主返納

の推移についての資料を私も持っているわけで

ございますが、令和元年（2019年）、その時は、
さっきも言ったような池袋の事件があった際の

ことですが、これが長崎県においても6,011名
ぐらいだった。これが現在、今のお話のとおり、

4,386名と。ここの差が847件と。それから、65
歳以上、70歳以上、75歳以上となっていくわけ
だけれども、75歳以上は、令和元年の時は3,811
名、令和5年の一番直近のものが2,964名と、こ
ういうようなことになっているわけですね。い

ずれにしても、全体的に自主返納という姿が相

当減少していると。これは何か時代的な背景と

いうか、池袋の時は、さっきも言ったように、

これが一つの呼び水になっておったけれども、

今の段階でこれが減少しているという、この減

少をどのように受け止めていらっしゃいますか。

【林田運転免許管理課長】免許の返納者が減少

しているということについては、委員ご指摘の

とおりでございます。これは全国的な傾向でご

ざいまして、委員からもお話がありましたよう

に、令和元年には池袋の暴走事故などが大きく

報道されて、国民の関心が高まったことが影響

しているのではないかと思っているところでご

ざいますが、我々警察としましては、身体機能

の変化でありますとか、運転に自信がない、そ

ういった方についてはご相談も受けております

し、必要な方については、自主返納を勧めてい

るということでございます。

【小林委員】高齢だからといって、実際的に運

転に問題がない、いわゆるチェックを受けて、

ちゃんとクリアしてドライバーを継続されてい

ると、こういう法的な約束事をきちんと守って

おやりになっている方々もいらっしゃるわけだ

から、年齢だからといって一概に自主返納しな

さいというわけにはいかないと思うんです。た

だ、世の中の流れが、昔と比べて平和になった

と言えばいいんだろうけれども、なかなかご高

齢のドライバーの皆さん方の交通事故の中で加

害者となっているようなケースが最近あまり大

きく報道されていないような感じもしますけれ

ども、これは少ないというよりも、いいことだ

と、こう受け止めながら、交通ルールをしっか

り守りながら、事故がないようにやっていただ

くし、また交通のルールをしっかり堅持して守

っていただけるようなご指導の方を今後もよろ

しくお願いしたいと思います。

それから、あと一つ、警務課長、私の個人的

な意見を言わせてもらいたいと思うけれども、

先ほどからもお話があったように、県警とか自

衛隊、そういうところでハラスメントというよ
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うなお話があっております。ハラスメントとい

うのは、どんなことを指して、ハラスメントも

いろんな種類があると思うんです。絶対看過で

きないことと、これくらいのことかと、ちょっ

と言葉の表現がよくないけれども、そんなよう

なこともあるわけです。ただ、私は個人的に思

うことは、やっぱり県警という指揮命令系統が

一本筋がびしっと通っておかなければいけない

と、こういうようなところの中で全体が力を合

わせて県民を守っていただくと、こういうよう

な感じでやってもらいたいと思っているんです。

だから、全てがだめだというようなこととか、

ちょっとしたことが大きく取り上げられてしま

って、何か指揮系統がさも鈍ってしまうような

形の、ちょっと表現がよくないでお叱りを受け

るかもしれないけれども、弱々しいような、そ

ういう県警にはなってもらいたくないと、ここ

のところは強調しておきたいと思いますので、

ハラスメントは絶対よくないということについ

ては理解をしながらも、指揮系統のたくましさ、

そういうところについては一本筋が通った長崎

県警であっていただきたいということを最後に

お願いしておきますが、警務部長、何かご意見

があれば、教えてください。

【中川警務部長】まさに小林委員、今ご指摘の

点は、おっしゃるとおりの部分があるかと思い

ます。そもそも大前提といたしまして、ハラス

メントは絶対許さないという強い気持ちでおり

ますが、ただ一方で、適切な指導、やはり警察

は人があっての組織でございますので、県民の

皆様の治安をしっかりと守るために、現場で執

行力をしっかり維持して、指揮命令系統も保持

しながら適切な警察力を執行していくというこ

とは当然担保していかなければいけないという

ことでございます。

その中で、ハラスメントと適切な指導という

境界というのは難しい部分もありますけれども、

ハラスメントを担当する部署を我々といたしま

しても、そこはしっかりと見させていただきま

して、先ほど申し上げましたとおり、1件1件し
っかりと、適切な指導だったのか、それはハラ

スメントだったのか、そういったところを十分

に確認しながら進めているところでございます

ので、小林委員おっしゃるように、そこの指揮

命令系統でございますとか、県民の皆様の治安

をしっかり守っていくという、その執行力の面

につきましては劣っていくことがないように、

しっかりとハラスメント対策も実行していきな

がら進めてまいりたいと思っております。

【石本委員長】 ほかに、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【本田交通規制課長】先ほど、大場委員からご

質問がありました点で修正が1点ございますの
で、修正させてもらってもよろしいでしょうか。

【石本委員長】 どうぞ。

【本田交通規制課長】先ほど、島原道路につい

ては、森山西インターから鷲崎までを延長すれ

ば渋滞が解消するというようなご説明をさせて

いただきましたけれども、交差点名が間違って

おりまして、鷲崎ではなくて、尾崎交差点とい

うところになります。訂正をいたします。

【石本委員長】ほかに質問がないようですので、

警察本部関係の審査結果について、整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時１２分 休憩 ―

― 午後 ３時１３分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、警察本部関係の審査を終
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了いたします。

引き続き、出納局・各種委員会事務局関係の

審査を行います。

しばらく休憩し、3時25分に再開します。

― 午後 ３時１４分 休憩 ―

― 午後 ３時２５分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

これより、出納局、及び各種委員会事務局関

係の審査を行います。

【石本分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

まず、会計管理者より、予算議案の説明を求

めます。

【吉野会計管理者】出納局関係の議案について

ご説明いたします。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の出納局・各種委員会事務局の2ページをお開
きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

まず、第1号議案「令和6年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。

歳入予算総額は18億4,372万円で、主なもの
は、証紙売払収入であります。

歳出予算総額は5億1,978万8,000円で、主な
ものは、出納局職員の給与費及び会計事務の管

理運営に要する経費であります。

債務負担行為につきましては、事務用消耗品

の集中調達に係る経費、公金収納手段の整備に

係る経費及び物品関係システムの運営に係る経

費であります。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち関係部分について
ご説明いたします。

歳入予算の主なものは、手数料徴収のための

証紙売払収入の減によるものであります。

歳出予算の主なものは、会計事務の管理運営

に要する経費の執行見込額の減によるものであ

ります。

最後に、令和5年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和5年度の予算については、今後、年間執行
額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生じ

るため、3月末をもって、令和5年度予算の補正
を専決処分により措置させていただきたいと存

じますので、ご了承を賜りますようお願いいた

します。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】 次に、監査事務局長より、予

算議案の説明を求めます。

【上田監査事務局長】監査事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

同じく資料の5ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

まず、第1号議案「令和6年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。
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歳出予算総額は1億6,545万9,000円で、その
主なものは、監査委員や事務局職員の人件費並

びに事務局運営に要する経費であります。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち関係部分について
ご説明いたします。

歳出予算の減額補正ですが、その主なものは、

事務局運営に要する経費の執行見込額の減によ

るものであります。

最後に、令和5年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和5年度の予算については、今後、年間執行
額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生じ

るため、3月末をもって、令和5年度予算の補正
を専決処分により措置させていただきたいと存

じますので、ご了承を賜りますようお願いいた

します。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】次に、人事委員会事務局長よ

り、予算議案の説明を求めます。

【田中人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の議案についてご説明いたします。

同じ資料の7ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

まず、第1号議案「令和6年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。

歳入予算で、（目）雑入184万8,000円を計上

いたしておりますが、その主なものは警察官採

用共同試験受託に伴う収入であります。

次に、歳出予算総額1億5,514万2,000円を計
上いたしておりますが、このうち、（目）委員

会費801万7,000円は、委員3名分の報酬及び委
員会運営に要する経費、（目）事務局費1億4,712
万5,000円は、事務局職員の給与費及び県職員
採用試験、給与勧告、公平審査など、事務局運

営に要する経費であります。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち関係部分について
ご説明いたします。

歳出予算につきましては、その主なものは、

（目）事務局費752万5,000円の減で、これは、
職員給与費の過不足調整及び事務局運営に要す

る経費の執行見込額の減によるものであります。

最後に、令和5年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和5年度の予算については、今後、年間執行
額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生じ

るため、3月末をもって、令和5年度予算の補正
を専決処分により措置させていただきたいと存

じますので、ご了承を賜りますようお願いいた

します。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】次に、労働委員会事務局長よ

り、予算議案の説明を求めます。

【田中労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の議案についてご説明いたします。

同資料の9ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
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うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

まず、第1号議案「令和6年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。

歳出予算総額7,928万2,000円を計上いたし
ておりますが、このうち、（目）委員会費2,784
万3,000円は、委員15名分の報酬及び労働争議
の調整、不当労働行為事件の審査など、委員会

運営に要する経費であります。（目）事務局費

5,143万9,000円は、事務局職員の給与費及び労
働争議、不当労働行為事件の調査など、事務局

運営に要する経費であります。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち関係部分について
ご説明いたします。

歳出予算で、（目）委員会費469万7,000円の
減を計上いたしておりますが、これは、委員会

運営に要する経費の執行見込額の減によるもの

であります。（目）事務局費100万2,000円の減
を計上いたしておりますが、これは、職員給与

費の過不足調整による減等によるものでありま

す。

最後に、令和5年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和5年度の予算については、今後、年間執行
額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生じ

るため、3月末をもって、令和5年度予算の補正
を専決処分により措置させていただきたいと存

じますので、ご了承を賜りますようお願いいた

します。

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】 次に、議会事務局長より、予

算議案の説明を求めます。

【黒﨑議会事務局長】議会事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

同じ資料の11ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

まず、第1号議案、令和6年度当初予算につい
てご説明いたします。

歳出予算総額は12億7,637万7,000円であり
ます。その主なものにつきましては、議員報酬

及び議会運営に要する経費であります。

債務負担行為につきましては、県議会テレビ

広報番組の制作及び放映委託に係る経費などを

計上いたしております。

次に、第59号議案、令和5年度補正予算（第10
号）についてご説明いたします。

歳入予算の内容につきましては、前年度の政

務活動費交付金の精算に伴う返納による増であ

ります。

歳出予算で、その主なものにつきましては、

議員の費用弁償及び議会運営に要する経費の執

行見込額の減によるものであります。

その他の内容につきましては、それぞれ記載

のとおりであります。

最後に、令和5年度補正予算の専決処分につ
いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和5年度の予算については、今後、年間執行
額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生じ

るため、3月末をもって、令和5年度予算の補正
を専決処分により措置させていただきたいと存
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じますので、ご了承を賜りますようお願いをい

たします。

以上をもちまして、議会事務局関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】 それでは、横長資料の8ページ、
人事委員会事務局の下の方にあります事務局運

営費3,430万円について、お尋ねいたします。事
務局運営に要する経費ということですが、主な

内容について、お尋ねいたします。

【田邑職員課長】採用試験に関する予算につき

ましては、事務局運営費3,430万円のうち、試験
関係の事務費として2,630万円になっておりま
す。事務局運営費の多くは、採用試験関係に関

するものとなっております。

【松本委員】 2,630万円のこの県職員の採用試
験についてですが、お尋ねをいたします。少子

化や人口減少により人手不足というのは、これ

はどの業界も同様で、県職員、県警など公務員

もしかりだと思っております。

そこで、県警も含む県職員採用試験の令和5
年度と令和元年度を比較して、採用予定者数、

応募者数を教えてください。

【田邑職員課長】県職員の採用試験は、警察官

採用試験も含めまして、全体で応募者数は、令

和元年度1,826名に対して、令和5年度は1,435
名となっております。また、採用予定数は、令

和元年度220名に対し、令和5年度は329名とな
っております。

競争倍率についてですけれども、人事委員会

では、受験者数に対する最終合格者の割合を競

争倍率として公表しておりますけれども、令和

元年度の4.9倍に対しまして、令和5年度は3.1倍
となっております。

【松本委員】先ほど答弁の中で確認をさせてい

ただいたのは、採用予定者数は、令和元年度220
人から、大幅に増えて329人と、要するに、採用
する人数は増えているにもかかわらず、応募者

数は、1,826人から1,435人というふうに減少し
ている、だから競争倍率も下がるわけでござい

ます。

このような状況が今後も続いていけば、まさ

に県職員がなり手不足、教職員も言われており

ますが、今後、大変危惧をするわけですが、応

募者数が減っているということも大変心配なの

で、やはりこのような状況の中で、採用試験の

見直しというものも図っていくべきだと思いま

すが、お考えをお尋ねいたします。

【田邑職員課長】採用試験の見直しにつきまし

ては、まず令和3年度のB試験で、民間企業の採
用試験で多く利用されておりますSPI3を導入
いたしました。また、今年度の技術職の追加試

験として実施しましたC試験では、初めてその
SPI3のテストセンターを採用いたしました。そ
のC試験の1次試験では、ペーパーテストで受験
する長崎会場に加えまして、自宅や全国7都市
にあるテストセンターで、パソコンを用いた受

験を可能といたしました。また、令和6年度当初
に実施するB試験におきましては、自宅や全国
各地の48か所に設置されたテストセンターで
実施することによりまして、全国どこにいても

受験が可能となり、応募者数の増加につながる

試験になると考えております。

今後も、より受験しやすい採用試験の見直し

については、引き続き検討を進めていきたいと

考えております。
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【松本委員】 民間も人材の取り合いというか、

大変激しくなっている中で、コロナもあって、

ネットでの面接というのも今はもうスタンダー

ドになってきました。そういった中で、長崎県

に来なくても、全国で受けれるというのは機会

を増やす意味では大変有効な手段だと思います

ので、ぜひとも周知を広げていただきたいと思

います。

それともう一つ、やはりどうしても人口減少

等、若者が流出する中で、新卒だけに限らなく

てもいいのかなというふうに思います。民間企

業を経験したキャリアの方、即戦力となる方を

採用することによって、また新しい風を入れる

こともできますし、中途採用というか、そうい

ったものも考えていくべきだと思いますが、そ

ちらに対しては、どのような取組をされている

でしょうか。

【田邑職員課長】県におきましては、民間企業

等での経験のある方に受験機会を与えまして、

その経験であったり、能力等を幅広い県政の分

野で活用することを目的としまして、民間企業

等職務経験者の選考試験を実施しております。

令和5年度では、応募者数が93名で、そのうち最
終合格者は11名となっております。令和5年度
の受験資格は、年齢要件が、試験実施年度の4月
1日現在で59歳までの方で、長崎県外に本社等
を置く民間企業等における職務経験年数が通算

5年以上ある方が要件となっております。
1次試験ではSPIを実施しておりますので、公

務員試験対策が不要な受験者に受けやすい試験

となっております。

今後も、民間企業等職務経験者の選考試験に

つきましては、任命権者と協議しながら進めて

いきたいと考えております。

【松本委員】93名も応募されたというのは、11

名が最終合格者でありましたけれども、それだ

けニーズがあったのかなと。それは恐らく、年

齢を59歳まで上げているということは非常に
大きいと思いますし、経験年数も5年と、ある程
度、一定の民間経験があるというのは大きいと

思いますので、この民間企業職務経験者の受験

に対しても積極的に取り組んでいただきたいと

思います。

最終的に、こういったものは47都道府県、み
んな同じように考えていると思います。どこも

人手が足りないわけでございますから、長崎県

だけがやっていることではなくて、他県も同じ

ようにされると思います。県外の方々を長崎県

の職員に迎えるというのは、Uターンというや
り方、Iターンもありますけれども、もちろん人
口減少対策にもなりますが、一番大事なのは、

情報を得る機会、それをどこまで他県に先駆け

てやっていくかということが重要になってきま

すが、採用に関する周知は、どのように考えて

いるでしょうか。

【田邑職員課長】 各任命権者におきましても、

業務説明会等において県の仕事の魅力を発信し

ておりますけれども、人事委員会としましては、

ポスター、チラシ、新聞広告などによる広報の

ほかに、SNSや就職情報サイトへの情報掲載、
各大学が行う業務説明会へ参加しております。

特に、受験者を増やすことを目的として、例

年、採用ガイダンス＆座談会を開催しておりま

す。この採用ガイダンス＆座談会につきまして

は、コロナ禍におきましてはオンラインのみで

実施をしておりましたけれども、今年度は、対

面式とオンライン式の両方で実施をいたしまし

た。座談会の方では、具体的な仕事内容である

とか、仕事のやりがいについても質問がありま

して、参加者の疑問や不安の解消を図るととも
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に、県の仕事の魅力についても伝えることがで

きたと考えております。

対面式においては、140名の参加があってお
ります。今後も、オンライン式だけではなくて、

対面式での開催も続けていきたいと考えており

ます。

今後も、受験者増に向けて、職員募集の専用

ホームページなども活用しながら、県の仕事の

魅力を積極的に発信してまいりたいと考えてお

ります。

【松本委員】 若い方は、特にSNSとか、インタ
ーネット関係を見て判断される方もいらっしゃ

いますし、また対面式に140名も来られたとい
うことは大きいと思います。公務員というイメ

ージで一方的に学生が持っている県職員のイメ

ージ、実際どういう仕事をしているんだろうと

いうことを具体的に対面でお話しすることによ

って意欲も高まると思いますし、何で長崎県の

職員になるんだというところ、他県とは違う長

崎県でやっている仕事とか、もちろん長崎出身

の方はなおさらでございますが、そういったと

ころも踏み込んで話をしていかないと、なかな

か受験を選んでもらえないところもあると思い

ますので、引き続き令和6年度も取り組んでい
ただきたいと思います。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

【宮本委員】 よろしくお願いいたします。

1点だけ質問をさせていただきます。説明資
料の2ページになります。出納局関係の議案で、
横長資料4ページになりますけれども、出納手
数料の4億6,000万円についてです。キャッシュ
レス決済等による手数料との説明でありますけ

れども、この内容の内訳について、お尋ねしま

す。

【椿谷会計課長】 4億6,000万円につきまして

は、今年の12月に証紙の販売が終了しまして、
その後､3か月間はキャッシュレス決済等での
手数料納付ということになります。そのため、

年間の手数料の見込額、18億4,000万円になり
ますけれども、その3か分として算定をしたも
のでございます。

具体的な納付の手段の内訳としましては、電

子申請時にオンライン決済で納付をしていただ

く方法、それから窓口の端末でキャッシュレス

で納付をしていただく方法、そして納付書によ

り納付をしていただく方法、この3つの方法に
つきまして、現在準備を進めているところでご

ざいます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

そうするならば、後の委員会の方で証紙の廃

止条例というのが出てきますが、2ページの上
の方にもありますが、証紙収入13億8,000万円、
これは証紙収入とありますが、次年度からは、

この証紙売払い代金の13億8,000万円が、要は、
先ほどご説明いただいたキャッシュレス決済等

4億6,000万円と合致して出納手数料として計
上されるという認識でいいのかを確認させてく

ださい。

【椿谷会計課長】 委員ご指摘のとおり、令和7
年度は、証紙収入の区分に計上している金額に

つきましては、出納手数料の区分に計上される

こととなります。

【宮本委員】 ありがとうございます。

もう一つだけ確認ですけれども、証紙が廃止

になることによって、県の収入が減るというこ

とはないという理解でよろしいのか、そこも確

認だけさせてください。

【椿谷会計課長】基本的には、手数料の収納手

段が証紙から、いわゆるキャッシュレス決済等

に移行するということで考えておりますので、
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その方法の違いによって県の収入が下がるとい

ったことはないと考えております。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

【小林委員】人事委員会の事務局長にお尋ねし

ます。先ほど松本委員が、いい人材を集めても

らいたいと。これは確かに大事な問題で、現時

点におけるいい人材確保は、とても大事なこと

です。

ただ、職員課長の答弁を聞いておりましたら、

今のやり方を変えるような、あるいは検討する

ような考え方があまりないような、現状を堅持

するというふうな形で、現状に甘えているわけ

ではないだろうけれども、常に、年々取り巻く

環境も変わっているわけだから、やっぱりその

時、その時に応じたところの体制を取っていた

だかなければいけないのではないかと、そうや

って安住してもらっては困ると、こんな感じが

しているわけです。

そこで、今、実際的に、いわゆる受験体制で、

九州各県で長崎県の応募者数は、もちろん福岡

とか、ああいう人口の差がいろいろあるところ

は若干変化があると思うけれども、あまり変わ

らない状況の中で、比率で言った時に、果たし

て長崎県というのは、いわゆるいい人材を集め

るためには、受験生をたくさん集めなければい

けないと。そのために、みんないろんな形であ

の手この手を尽くしているわけです。でも、あ

の手この手というのが、最近のこういう時代の

背景を考えた時に、果たして現状はどうかなと。

やっぱり少なくなってきていることも事実であ

るから、ただ時の流れのせいにしてもらっては

困るわけで、そこのところは人事委員会事務局

長、どういうふうに考えていますか。

【田中人事委員会事務局長】委員ご指摘のとお

り、人材の確保というところでの各県同じよう

な状況と悩みを抱えております。長崎県は、比

較的SPI試験についても取組を進めている県の
うちの一つでございまして、今回、B試験でテス
トセンターを活用することでも、全国どこにい

ても受けられることで受験のハードルを下げる

という取組も行っております。

ただ、同じような取組を他県もどんどんやっ

ていくような部分もありますので、試験のやり

方につきましては、各県の状況も見ながら、よ

り受けやすい試験となるよう検討してまいりた

いと考えております。ただ能力実証というもの

をしていかないといけませんので、やみくもに

いろいろな試験を簡単にするということではで

きませんので、試験方法の見直し等は随時行い

ながら、しっかり県の職員として働いていただ

ける方を選考するように努めてまいりたいと思

っております。

【小林委員】事務局長、今のあなたの発言の中

で、いわゆるどこでも試験を受けられるという

いろんな手だてを行っていると。これはなかな

か他県にないことだと。これを何かハードルを

下げているみたいな言い方を今したね。これは

ハードルを下げていることになるのかね。

【田中人事委員会事務局長】以前の取組といた

しましては、テストセンター形式という形では

なくて、会場を準備しまして、そこに来ていた

だくという形で実施をしておりましたので、遠

方から来ていただかないと受験できない場合が

ございました。ただ、今回のB試験におきまして
は、テストセンター形式という形で実施をいた

しますので、先ほど説明いたしましたけれども、

自宅にいても受けられる形で今回実施をするこ

とといたしております。

【小林委員】私も松本委員と同じような考え方

の中で、県庁の応募者が、国家公務員も含めて
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公務員に手を挙げる人がだんだん少なくなって

きていると。これまでの流れから考えてみれば、

やっぱり時代の変化と。どこの職場が一番いい

のかということで、今までは公務員というのが

ナンバーワンであったことは間違いない。とこ

ろが、もう民間に流れていってしまっている。

デジタルのIT時代に変わってしまっている。こ
ういう状況の中で、そういう世の中の変化が来

ているわけです。

これは試験問題とか、どんな取組をやるか、

どういう受験体制をつくるかと、これはどこで

誰が協議をしているのですか。

【田中人事委員会事務局長】試験の在り方につ

きましては、任命権者それぞれおりますけれど

も、どういった人材が欲しいかということを任

命権者の方で判断をいたしまして、人事委員会

としては、そういった人材を選ぶに当たりまし

て、どういった試験が適切であるかというのを

検討いたしまして、任命権者と協議をして実施

をする形を取っております。

【小林委員】なかなか難しい役割を担っている

んだね。どういう人材が欲しいかと、そういう

任命権者の意向等を聞きながら、それに見合っ

た人たちを選んでいくと、こんなことをおっし

ゃっておりますけれども、現実にそれを人事委

員会でやるわけ。

【田中人事委員会事務局長】競争試験につきま

しては人事委員会で実施をするように法で決ま

っておりますので、そういった選考につきまし

ては、人事委員会の方で実施をいたしておりま

す。

【小林委員】法律で決まっていることはいささ

かわかっていますが、ただ役割が非常に重いね

と、そんな軽々な役割ではないねと。さっきか

ら言ったように、あなた方は民間のことがわか

らんと思うんだ。こういうふうな組織の中でず

っと生きてきているから、今、民間が人材確保

のためにどれだけみんなが火花を散らしている

か、どれだけ活躍を促しているかと、これは会

社も、公務員といえども、もうこれから経営戦

略はないようなやり方ではなかなか通用しない

ということは、ご案内のとおりだと思うんです。

だから、常々状況を見ながら、いい人材を集め

るための最大の取組を常に考えておってもらわ

んといかんと。

さっき私が質問したけれども、大体長崎県は

九州各県の中で受験者の集まりはどのくらいの

人数かというのはわかるのか。そんなのはない

かな。それは答弁はなかった。

【田中人事委員会事務局長】今、手元にござい

ませんので、確認をさせていただきたいと思い

ます。

【小林委員】 今、ないわけだね。後で、その資

料があれば、長崎県は応募者数が大体どのくら

いなのかと。減っていることは間違いないんで

しょう、どうですか。長崎県だけでも。

【田中人事委員会事務局長】採用につきまして

は、先ほど、受験者数のところで説明をさせて

いただきましたけれども、大卒程度で言います

と、令和3年にB試験を実施した時に一旦増えま
したけれども、またその後、減少傾向にあると

いう状況でございます。

【小林委員】なかなかこっちが聞こうとしてい

る答えが返ってこないね。3年前は、私が総務委
員会におって、その提案をしたわけだ。まだ職

員課長は出だしの始まりの状況だったこともよ

く覚えている。それから時間がたって、今また

こういう状況から考えてみると、私が問題にし

ている、今、応募者の数が減っているか、増え

ているかと、九州各県の中で、長崎県はどれく
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らいの位置づけをしているのかと、これくらい

のことはこういう人材確保で競争をしていかな

くちゃいかん時に、そんなことが何一つわから

んと。ただデータがないのか、データを取って

いないのか。こんなことだったら、あぐらをか

いているかもしれんということになるぞ。デー

タはあるのかないのか、今ただ持ってきていな

いだけか、お尋ねします。あるのなら、ちゃん

と答えなさい。

【石本分科会長】 休憩します。

― 午後 ４時 １分 休憩 ―

― 午後 ４時 ２分 再開 ―

【石本分科会長】 再開いたします。

【田邑職員課長】大学卒業程度、上級の試験に

限って言いますと、長崎県が令和4年度753名に
対して、令和5年度は701名でした。福岡県につ
きましては、令和4年度1,229名に対し、令和5年
度は1,213名となっております。
【小林委員】 定員割れをしているのか。

【田邑職員課長】 令和4年度と令和5年度の応
募者数になっております。

【小林委員】今の受験者人数の状況を教えても

らったけれども、これはどう評価されています

か。よく集まったと思っているか、年々少なく

なってきているから大変だと、こう思っていら

っしゃるか、その辺はいかがですか。分析をし

ているのか。

【田中人事委員会事務局長】各県で会議を行っ

ております際に、各県の状況として聞いている

話では、各県とも、徐々に受験者数が減少して

いるという傾向は同じでございます。ただいま

申しましたのは単年度の比較でございまして、

その年度におきまして、若干増えたり減ったり

というのはございますが、長期的に見ると減少

傾向にあると伺っております。

【小林委員】これ以上は申し上げませんが、減

少傾向であるということはお認めいただいたと

思います。人材確保については、松本委員が言

うように、競争なんですね。だとすれば、いろ

んな受験日を検討するとか、他と競合しないよ

うにするとか、いろんなチャンスを考えながら

人集めをしていくのがあなた方の仕事ではない

かと、こう考えます。いい人材を採ってもらう

ためには、やっぱりいい受験者をたくさん集め

なければいけない。そのための一工夫、二工夫

を、これから皆さん方でいろいろ他県の動向等

もよくよく見ながらやっていただくことを特に

お願いしておきたいと思います。

【石本分科会長】ほかに、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】ほかに、質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案対する質疑・討論が終了しましたの

で、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、及び第59号議案
のうち関係部分については、原案のとおり、可

決することに、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【石本委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。
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まず、会計管理者より、総括説明を求めます。

【吉野会計管理者】出納局関係の議案について

ご説明いたします。

総務委員会関係議案説明資料の出納局・各種

委員会事務局の2ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第21号議案「長崎県証紙条例の廃止及び長崎県
税条例の一部を改正する条例」のうち関係部分

であります。

議案についてご説明いたします。

この条例は、現在、証紙により行っている手

数料の納付について、県民の利便性の向上のた

めに多様な決済手段に対応する必要があること

や、近年、行政のデジタル化の推進が求められ

ていることを踏まえ、キャッシュレスによる手

数料の納付の推進に向けて証紙制度を廃止する

ものであります。

なお、証紙制度の廃止後の納付手段としては、

手続きの電子申請時のオンライン決済による納

付や収納窓口におけるキャッシュレス納付のほ

か、キャッシュレス決済ができない場合に対応

する納付書による納付についても、準備するこ

ととしております。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本委員長】 次に、監査事務局長より、総括

説明を求めます。

【上田監査事務局長】監査事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

同じ資料の3ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第22号議案「長崎県監査委員条例の一部を改正
する条例」であります。

議案についてご説明いたします。

この条例は、地方自治法の規定に基づき、監

査委員に関し必要な事項を定めたものでありま

すが、地方自治法の一部を改正する法律が令和

5年5月8日に公布されたことに伴い、引用する
地方自治法の条文の条ずれが生じたことにより、

所要の改正を行うものであります。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本委員長】次に、人事委員会事務局長より

所管事項の説明を求めます。

【田中人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。

まず、総務委員会関係議案説明資料の4ペー
ジをご覧ください。

令和5年度県職員採用試験についてでありま
すが、警察官Ⅲ類（男性・女性）の採用試験を

実施し、最終合格者を発表いたしました。受験

者数、合格者数、競争倍率につきましては、そ

れぞれ記載のとおりであります。

次に、総務委員会関係議案説明資料の追加1
の2ページをご覧ください。
大学卒業程度の「農業C」など9職種にかかる
試験を実施し、最終合格者を発表いたしました。

受験者数等につきましては、それぞれ記載のと

おりであります。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。

【石本委員長】次に、労働委員会事務局長より

所管事項の説明を求めます。

【田中労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。

同じ資料の5ページをお開きください。
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（調整事件について）

労働組合と使用者との間で生じた労働争議の

調整につきましては、今年度において、現在ま

でに取り扱いました事件は1件で、現在調整中
であります。

（審査事件について）

労働組合法に基づく使用者の不当労働行為の

審査につきましては、今年度において、現在ま

でに取り扱いました事件は3件で、1件は命令書
交付により終結し、2件は現在審査中でありま
す。

（個別的労使紛争について）

労働者個人と使用者との間で生じた紛争のあ

っせんにつきましては、今年度において、現在

までに取り扱いました事件は2件で、1件は打切
りにより終結し、1件は現在調整中であります。
以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。

【石本委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【まきやま委員】証紙の廃止については賛成な

んですけれども、廃止することによるメリット

とデメリットを教えてください。

【椿谷会計課長】証紙制度の廃止につきまして

は、現在、様々な経済取引におきまして、広く

キャッシュレス化が進んでいるという中で、県

民の利便性の向上のためには、やはり行政手続

に関する手数料納付についても多様な手段が必

要であると考えております。そういったことも

ございまして、今回、証紙条例の廃止をご提案

させていただいたところでございます。

【まきやま委員】廃止することによるデメリッ

トはありますか。

【椿谷会計課長】従来の証紙というものが、現

金に代わり証紙を購入して申請書等に貼付をし

まして納付をするといった形になっております。

今回、キャッシュレス化ということで進めてい

く中で、現金を使いたいという方がいらっしゃ

ることも事実です。そういったところでは、完

全にキャッシュレス化といったところはやはり

できないのかなと思っておりまして、一定そう

いったところで配慮をした形で、納付書等によ

る納付という形を残さざるを得ないといったと

ころは、一定のデメリットであると考えており

ます。

【まきやま委員】となると、窓口にクレジット

カードを対応しないところであれば、コンビニ

とかに行って納付する手間が増えるということ

もあるということですね。そういった場合に、

キャッシュレスを目指すのであれば、クレジッ

トカードをつけるとなると、今度は手数料の問

題も出てくるんですけれども、そういった面で

のサポートというのはありますか。

【椿谷会計課長】 まず1点、手間の話でござい
ますけれども、現在も、証紙を購入するに当た

っては、時間と場所が決められた中で購入して

いただいた上で、申請書に貼付をしていただい

ている、それが現金を引き続き使うということ

になれば、証紙を買う代わりに納付書で納める

といった形になりますので、一定形は変わりま

すけれども、手間となるとは考えていないとこ

ろです。

【石本委員長】 ほかに、質疑はありませんか。

【宮本委員】私も、第21号議案について、確認
の意味を踏まえて質問いたします。

先ほどの分科会でも確認をいたしましたが、

証紙廃止条例です。県民の利便性の向上と、そ

して行政のデジタル化ということで、キャッシ

ュレスを進めていくということです。所管は違
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うかと思うんですけれども、今、運転免許の更

新時に、証紙を買って、それをもって更新をす

るとなるんですけれども、所管が警察本部にな

るんですけれども、この運転免許に係る手数料

の納付についてもキャッシュレスになるという

認識でよいのか、教えてください。

【椿谷会計課長】警察本部からは、県民の皆様

の利便性の向上に資するため、運転免許の手数

料の収納につきましても、現金に加えて、知事

部局と同様に、キャッシュレスによる対応を検

討しておられます。県としましても、積極的に

連携を図っていきたいと思っております。

【宮本委員】 ありがとうございます。

そうした時に、これはずっと今まで、「そち

らの窓口で証紙を買ってください」と言われて、

買って来るというのをやっているので、これは

かなり混乱すると思うんです。特に高齢者の方

なんかは、かなり混乱されるんじゃないかと思

います。よって、証紙を廃止されてキャッシュ

レスになると、一定の利便性はあるものの、先

ほどのまきやま委員の質問にもあるとおり、メ

リット、デメリットあると思うのですが、新し

い納付方法について、確実に県民の皆様方に周

知していくことが必要であろうと思います。必

ず混乱は出てくると思いますから、そういった

周知の徹底、どのような形でお知らせをしてい

くのかについて、お尋ねいたします。

【椿谷会計課長】収入証紙につきましては、長

らく使われてきたものでございます。そういっ

た中で、証紙に代わる新しい納付書の導入に当

たりましては、やはりその定着というものが一

番重要なものと考えております。そういった中

で、今回、2月に条例廃止を上げましたのも、12
月の証紙販売の終了に向けて､10か月間、徹底
的に情報発信に努めていきたいと思っておりま

す。

具体的には、証紙の廃止と新しい納付書に係

る広報としまして、県の全世帯広報誌や新聞紙

面などの活用に加えまして、ホームページへの

掲載やチラシの配布などを計画しているところ

でございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

現実的に混乱するのが、私は、運転免許の更

新の時かなと推察しているので、それぞれの部

局所管、そしてその窓口においても、県民の皆

様方に対するお知らせと同様に、混乱をしない

ような周知の徹底をお願いしたいと考えており

ます。

【石本委員長】 ほかに、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ほかに、質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第21号議案のうち関係部分及び第22号議案
については、原案のとおり、可決することにご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、それぞれ可

決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【椿谷会計課長】「政策等決定過程の透明性等
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の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき本委員会に提出をいたしま

した出納局・各種委員会事務局の資料について、

ご説明申し上げます。

資料の2ページから3ページをご覧ください。
1,000万円以上の契約について、令和5年11月

から令和6年1月までの実績は、記載のとおり7
件となっております。

また、入札結果につきましては、4ページから
10ページに記載のとおりでございます。
【石本委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】質問がないようですので、出納

局及び各種委員会事務局関係の審査結果につい

て、整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時１８分 休憩 ―

― 午後 ４時１９分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、出納局及び各種委員会事

務局関係の審査を終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は、午前

10時から委員会を再開し、企画部関係の審査を
行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時１９分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年３月６日

自  午前１０時 ０分

至 午後 ３時５６分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 石本 政弘 君

副委員長(副会長) 冨岡 孝介 君

委 員 小林 克敏 君

〃 浅田ますみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 まきやま大和 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

企 画 部 長 早稲田智仁 君

企画 部政策 監
（IR推進担当）

吉田 慎一 君

政策 調整課 長 山下 公誉 君

政策 企画課 長 内田 正樹 君

I R 推 進 課 長 小宮 健志 君

デジタル戦略課長 井手 潤也 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【石本委員長】それでは、委員会を再開いたし

ます。

これより、企画部関係の審査を行います。

【石本分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

なお、本日、吉村委員から欠席する旨の届け

出が出ておりますので、ご了承をお願いいたし

ます。

企画部長より、予算議案の説明を求めます。

【早稲田企画部長】 おはようございます。

企画部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」をお開き願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

議案の説明に先立ちまして、企画部の取組の

方向性についてご説明いたします。

県民の皆様と、選ばれる「新しい長崎県づく

り」を推進していくためのビジョンについては、

これまで県議会や市町、有識者懇話会のご意見

等をお伺いしながら策定を進め、このたび、コ

ンセプト及び重点分野ごとの副題のほか、イラ

スト等のビジュアル面の工夫も加え、県民の皆

様に分かりやすくお伝えするためのビジョン冊

子をとりまとめたところであります。

今後においては、このビジョンに掲げる「未

来大国、みんなで大きな夢を描こう」のコンセ

プトのもと、「こども」、「交流」、「イノベ
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ーション」、「食」の分野の概ね10年後のあり
たい姿の実現に向けた施策を推進し、国内のみ

ならず世界に存在感を示している、選ばれる「新

しい長崎県づくり」を目指してまいりたいと考

えております。

ビジョンの初年度となる令和6年度当初予算
においては、それぞれの分野で施策を推進して

いくための基礎づくり・土台づくりを中心に、

部局横断的に取り組むこととしております。

併せて、県勢のさらなる発展を図るため、長

崎県総合計画の着実な推進にも力を注いでまい

りたいと考えております。

このうち、企画部においては、「イノベーシ

ョン」分野の「挑戦と失敗の先へ、見たことの

ない暮らしをつくろう」のテーマのもと、「最

先端のデジタル技術で地域課題を克服し、県民

が豊かで快適な生活を送っている」というあり

たい姿の実現に向けて、「長崎県ドローンプラ

ットフォーム（仮称）」を設置し、ドローンサ

ービスの利用拡大を推進するほか、オペレータ

ー資格取得の支援等による人材育成や農業、建

設業、教育など各分野におけるドローン活用の

拡大を図ってまいります。

また、Society5.0の実現に向けて、本県のDX
重点分野における調査やメタバース空間を活用

した新たなコミュニケーション手段の構築と活

用促進などに取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

それでは、第1号議案「令和6年度長崎県一般
会計予算」のうち企画部関係についてご説明い

たします。

予算額は、歳入予算で、16億236万3,000円、
歳出予算で、6億5,409万8,000円を計上いたし
ております。

この歳出予算の主な内容は、九州の官民が一

体となって住民や観光客等の移動円滑化や異分

野との連携を通じた移動需要の創出に取り組む

九州MaaSに参画するための経費や、九州・長崎
IR区域整備計画の審査結果を受けた国との調
整や情報開示等に関する対応を行うための経費、

また、Society5.0の実現に向け、メタバース空間
による新たなコミュニケーション手段の構築や

DXに重点的に取り組む分野における調査のた
めの経費のほか、ドローンの活用による地域課

題への対応、遠隔化、生産性向上及びイノベー

ション創出を促進し、本県がドローン活用先進

地となることを目指して、需要と供給の両面に

対する支援を実施するための経費等を計上いた

しております。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち企画部関係につい
てご説明いたします。

今回の補正予算は、歳入予算で、16億2,708万
7,000円の減、歳出予算で、4億3,397万1,000円
の減を計上いたしております。

この歳出予算の主な内容は、九州・長崎IR区
域整備計画の審査結果を受けたことに伴う特定

複合観光施設導入推進のための経費の減や、

U18マイナカード生活応援事業の申請者数の見
込減に伴う委託費等に要する経費の減を計上い

たしております。

最後に、令和5年度の予算につきましては、今
議会に補正をお願いいたしておりますが、今後、

年間執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必

要が生じてまいりますので、3月末をもって令
和5年度予算の補正について専決処分により措
置させていただきたいと存じますので、ご了承

賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、企画部関係の説明を終わ

ります。
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よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】 次に、提出のあった「政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料」

について説明を求めます。

【山下政策調整課長】 おはようございます。

「政策等決定過程の透明性等の確保及び県議

会・議員との協議等の拡充に関する決議」に基

づきまして、本分科会に提出しております政策

的新規事業の計上状況についてご説明申し上げ

ます。

資料は、表紙に「秘書・広報戦略部、企画部、

危機管理部、地域振興部」と記載があるもので

ございます。

2ページをお願いいたします。
この資料は、決議第5の3に基づきまして、政

策的新規事業にかかります令和6年度当初予算
要求の内容について、査定結果を提出するもの

でございます。

企画部の事業につきましては、上から3つ目
の空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジェ

クト費、3ページをご覧いただきまして、上から
2つ目のMaaS推進事業費、以上の2事業でござ
います。

各事業の計上額につきましては、予算編成過

程において、事業内容等を精査した上で、予算

案として計上した額を記載しております。

説明につきましては、以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】 それでは、補足説明資料、予算説

明書の8ページです。先ほど説明がありました

空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジェク

ト費について質問をいたします。

事業概要、目的のところの記載に「ドローン

の活用による地域課題の解決」というふうにあ

ります。これが主たる目的だとありますが、具

体的に、まずドローンによる地域課題解決の実

績がどういったものがあるのかお尋ねいたしま

す。

【井手デジタル戦略課長】ドローンの活用によ

る地域課題解決の実績ということでのお尋ねで

ございます。

まず、ドローンというものでございますけれ

ども、これは小型の無人航空機でございまして、

地形や道路等のインフラの状況に捉われること

なく最短距離を移動し、軽いものであれば運ぶ

こともできるようなものとなっております。ま

た、無人でございますので、例えば橋梁の下や、

崖崩れの現場など、危険な箇所にも容易に進入

して撮影するなど、状況確認が可能でございま

す。

また、ヘリコプターと比べましても、小型で

扱いやすいものとなっております。このため、

離島も多く、平地が少ない地理的な特徴を持つ

本県におきましては、他県に比べても様々な分

野でドローンを活用する意義は大きいものと考

えております。

これらの特徴を持つドローンによる地域課題

解決の事例といたしましては、令和4年度から
五島地域におきまして、豊田通商株式会社の子

会社であります「そらいいな株式会社」により

まして、ドローンによる医薬品等の搬送が実施

されております。離島地域の中でも中心部から

離れた地域ですとか、二次離島におきましては、

必要な医薬品をタイムリーに処方することに限

界があるなど、医薬品流通の面で地域間格差が
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課題となりますが、ドローンを使って医薬品を

配送することで、その課題の克服に近づいてい

る状況でございます。

そのほか、地域課題の解決とは少し異なるか

もしれませんけれども、ドローンの活用という

意味では、農業分野におきまして稲作を中心に

農薬散布に活用され、また、土木分野におきま

しても測量事業者がドローンによる測量などを

実施しております。

また、マスコミや広報関係におきましても空

撮する際に使われておりますし、行政におきま

しても災害時の被害状況を確認するためにドロ

ーンを活用しているという状況でございます。

【松本委員】今、説明がございましたドローン

とはというものから、実際にこれまでの地域課

題を解決した事例を伺わせていただきました。

県があえてやるというところに、最初疑問を

持ったんですが、そういった軽量で、そして今

までとはまた異なる新たな手法として、またド

ローンについても小型のものから大型のものま

で、用途に応じて様々な種類があるということ

で、そういった地域課題の解決ということに期

待をするものではありますが、この3,000万円
を使って、それを令和6年からどうやっていく
のかというところがここからの内容に入ってく

ると思います。

まず、事業内容のドローンプラットフォーム

の設立とありますが、そもそもプラットフォー

ムというのはどういうものなのでしょうか。

【井手デジタル戦略課長】ドローンプラットフ

ォームとはどういうものかというご質問でござ

いますけれども、ドローンというものを県内に

普及啓発していく具体的な取組といたしまして、

ホームページ上にドローンプラットフォームと

いうものを設置いたしまして、県内のドローン

サービス事業者や具体的なサービス内容を紹介

していくようなものでございます。そこを見れ

ばどのようなドローンサービスが提供されてい

るかということを知ることもできますし、事業

者にとりましては活動内容をお知らせする、ド

ローンを活用したい方にとってはどのようなサ

ービスがどの程度の利用料で活用できるかなど

を知ることができるようなものとなっておりま

す。

【松本委員】つまり、今までドローンを活用し

たことがない企業や民間の方々が、ドローンが

いかに有効であるかをホームページで紹介をし

て、そこから見積りとかもできるということで

ありますが、しかしながら、全く使っていない

ような企業の方々が、関心がない方にホームペ

ージ見ていただくこと自体がなかなか簡単では

ないと思いますし、ホームページをつくっただ

けでそれが普及するというのは安易に言えない

と思います。

具体的に普及啓発に向けた取組についてお尋

ねいたします。

【井手デジタル戦略課長】これまで、ドローン

につきまして、ここを見ればわかるというよう

なホームページというのはなかなかございませ

んでしたので、まずはそのホームページに情報

を集約するという意味合いでのドローンプラッ

トフォームでございますが、これ以外にも県内

各地におきましてドローン体験会を開催いたし

まして、県内事業者のドローンソリューション

に、実際に県民の方々に触れていただくような

機会もつくっていきたいと考えております。

また、このような今回の予算を活用した取組

のみではなくて、関係事業者や関係自治体、国

等とも連携をいたしまして、様々な制度や機会

を捉えながら、ドローンの活用を推進してまい
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りたいと考えております。

【松本委員】ドローン活用等について、県が民

間をつなぐというような形ではあると思うんで

すが、2つ目の事業内容にドローンオペレータ
ー資格取得経費への支援とございます。

まず、現状における資格取得の方法、どこで

取れるのか、また、今把握している有資格者数

はどれだけいるのか、今の県内の状況について

お尋ねいたします。

【井手デジタル戦略課長】ドローン操縦のライ

センスにつきましては、民間資格と国家資格に

分かれておりますが、それぞれの資格を取得で

きる講習機関で所定のカリキュラムを受講し取

得することができます。

民間資格でありましたら県内に現在23の施
設がございまして、国家資格を取得できる登録

講習機関は県内に8施設のみとなっております。
一般的には、国家資格取得にかかる経費は、

民間資格の取得にかかる経費よりも大きくなっ

ております。

県内の有資格者数につきましては、集計した

データがなく把握できておりませんけれども、

幾つかのドローン講習実施機関にヒアリングを

いたしましたところ、今後、受講者数は伸びて

いくのではないかというお話も複数ございまし

たので、当面、そのような傾向は続くのではな

いかと考えております。

【松本委員】 県内に民間で23の施設があると
いうこともちょっと驚きでございますし、国家

資格であるということもあまり知られてないこ

とでありました。

ということは、やはりニーズがあって23施設
もあると思います。そういったものの経費を支

援することで一つのきっかけになるというのは

大きいとは思います。

新規事業でこれから取り組むわけでございま

すけれども、やはり一番大事なのは、ドローン

における、先ほど質疑させていただいた現状分

析だと思うんですよね。県内のドローンの実績、

どういった状況で活かされているのか。また、

そういった結果があるものを県内の民間の方々

にいかに周知できるか。そうしたら、我が社で

も使ってみようとか、こういう使い方によって

ドローンで成果が上がったということを、どれ

だけ知っていただくかだと思いますし、また、

全国的にも様々な事例があると思います。

特に、冒頭におっしゃった離島・半島を抱え

た本県にとって、それを活かすことによって大

きな効果は上がると思います。そういったこと

をしっかり発信して、やはり県だけで全てをや

るのは、つなぐだけですから無理なので、市町

や民間ともしっかり連携してこの事業をしっか

り広げていただきたいと思います。

続きまして、ながさきSociety5.0推進事業費
について質問いたします。

かなり金額が大きい部分ですが、まず、一つ

目、メタバース空間の活用に870万円というこ
とでございます。メタバースという横文字ばっ

かりなんですけれども、要するにインターネッ

トの仮想空間を利用して事業をするということ

ですが、これは委託費だと聞いております。870
万円を何に使って、どのような効果があるのか、

お尋ねいたします。

【井手デジタル戦略課長】メタバースにつきま

しては、インターネット上につくり上げられま

す仮想空間でございまして、地理的に離れてい

ても、それぞれの方が同じメタバース空間に入

ることで、Web会議よりもリアルに近い感覚で
コミュニケーションとか経済活動を行うことが

できるというものでございます。
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予算案に計上しております870万円につきま
しては、県がメタバースサービスを利用するに

当たりまして、当該メタバースを提供している

事業者に対して支払う運営委託料という形にな

っております。

メタバース活用によりまして、様々な行政サ

ービスをより効果的、効率的に行うことができ

ると考えておりまして、想定といたしましては、

例えば企業のPRイベントをメタバース空間で
行うことが考えられます。この場合は、実際に

会場を借り上げる場合の借上料も不要となりま

すし、会場設営も画面上で簡単に行うことがで

きます。また、離島からであっても、海外から

であっても簡単に参加することができます。

また、さらに仮想空間でございますので、少

し経費はかさみますけれども、現実的には難し

いような映像をつくり込んで効果的なPRを行
うこともできるというものになっております。

今後、県が行う様々な事業、業務を効果的、

効率的に実施していくためにメタバースを有効

に活用してまいりたいと、そのように考えてお

ります。

【松本委員】意図はわかりますが、やはりここ

でポイントとなってくるのは、なぜ県がメタバ

ースをするのかというところだと思うんですね。

もちろんメタバースを活用している民間もある

わけでございまして、公的な県が委託をしてメ

タバースを、あえて県主導で公金を使って実施

するということにはそれ相応の大義が要ると思

うんですね。今回、委託をしてこのメタバース

を実施することの大義というものはどういうも

のがあるんでしょうか。

【井手デジタル戦略課長】先ほど申し上げまし

たように、メタバース空間を活用することによ

りまして、よりリアルに近いコミュニケーショ

ンができるものとなっております。

県行政におきましては様々なサービスを提供

しておりますので、行政手続きのオンライン化

とか、Web会議等によります県民の皆様方のコ
ミュニケーションを必要とするような場面もた

くさんございます。こういったところにメタバ

ースという、もう一つまた新しいコミュニケー

ションの手法というものを取り入れていくこと

によって、メタバース活用に合うような県の事

業の施策でありましたら積極的にこれは活用し

ていくべきと思いまして、そのような活用を進

めたいと思っているところでございます。

【松本委員】そこのところがいかに県民の方々

に伝わるかということ、何のために県がするの

かということ、そして、県がすることによって、

また民間にも広がっていって、それが活用され

ていくというやり方もありますし、離島・半島

がある中で行政サービスのコストカットにもな

る。じゃ、なんでオンラインの会議じゃだめな

のかとか、メタバースが必要なのかとか、そう

いうのも含めて、まだ皆さんに周知ができてな

いと思うんですね。

私もメタバースに対して県民の方から様々な

ご意見をいただいていますけれども、やはりそ

ういったところの発信をしっかりして理解をし

ていただく、そして民間にも有益性というもの

をしっかり伝えていくという取組を、まだ伝わ

っていないところもあると思いますので、取り

組んでいただきたいと思います。

次に書かれていますDX重点分野調査事業に
ついてお尋ねいたします。これが1,760万円で
す。

DXは、もう国が推進しておりますし、今後、
どうしても必要なことは理解をしておりますが、

ここでのポイントは1,760万円かけて調査をす
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る事業となっています。調査というのは、あく

までも手段であって目的ではありません。調査

するだけで終わってしまっては、結局使った予

算が何のためなのかというのがわからないとこ

ろなので、本県のためにどのような効果がある

調査なのか、そして、目標とする事業の狙いに

ついてお尋ねいたします。

【井手デジタル戦略課長】 DX重点分野調査事
業費のねらい、目的といったところについてご

説明させていただきます。

長崎県版デジタル社会をしっかりと実現して

いくためには、様々なソリューションにしっか

りと優先順位をつけて着実に取り組んでいく必

要があると考えておりますので、この調査事業

によりまして、DX重点分野の関係者や専門家を
集めまして、目指すべき姿をしっかりと明確に

し、そこに向けたロードマップを作成していき

たいと考えております。

例えば、データ活用の分野におきましては、

意欲のある基礎自治体や関係事業者、知見のあ

る有識者の皆様方を巻き込みながら、県内・県

外の取組状況や関係法令等の状況、関係者が考

える課題や目指す姿などの整理に加えまして、

どのようなデータを使ってどのようなサービス

が提供できるのか、また、そのためにはどのよ

うな認証システムが必要なのか、そのシステム

は誰が運用するかなどについても具体的に検討

いたしまして、実現に向けた道筋を描くことを

考えております。

これによりまして、県の事業を推進していく

上で、過剰な投資とか、実験で終わってしまう

ような取組、または間違った方向でシステム構

築をしてしまうなどといった状況を避けるとい

う狙いもございます。

この調査事業を実施することで、様々に進化

していくデジタル分野におきましても、無駄な

投資を行うことなく、本県の状況を踏まえた最

適な手法で持続可能な社会実装を着実に進める

ことにつなげていきたいと思っております。

【松本委員】この事業をすることによって、DX
に対してまだ進んでない民間がきっかけになる。

特に人口減少で人手不足でございますので、事

業の効率化に取り組むことによって、また少数

でも運営ができたりすることは有意義だと思い

ますが、問題はそこをどうつなぐかだと思うん

ですね。調査だけをして、結局DXに対してまだ
できてないところに対してどうアポイントをと

っていくかというところは、やはり民間とのつ

なぎ役として商工会議所、商工会等、DXでこん
な効果があったということが伝わらないと、そ

して、その調査したことが本当に現場で実施さ

れるのかというところまで、結局民間委託をし

て調査をしてそれで終わりということになって

しまったら、使った予算というのも効果が上が

らないと思いますので、そこまで含めて取り組

んでいただきたいと思います。

最後に関連しますけれども、データ連携基盤

運営拡張という事業でございますが、これも高

額で3,848万円という大きい予算になっていま
す。これは民間の有するデータを集積・連携さ

せることによって地域課題解決になるというこ

とですが、具体的にこれまでの実績、どういう

ことで地域課題を解決したのか。また、本年度

の具体的な内容についてお尋ねいたします。

【井手デジタル戦略課長】データ連携基盤運営

拡張事業についてのご質問でございます。

まず、データ連携基盤の目的でございますけ

れども、複数のデータを活用して分析をしよう

とする場合に、それぞれのデータが一般的には

異なるデータ形式で様々なところにばらばらに
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存在しておりまして、分析に必要なデータを集

めるだけでも大変という課題がございました。

このような課題に対しまして、データ連携基盤

は様々なデータを一つの基盤に収集して管理す

ることによりまして、データ同士の掛け合わせ

ですとか、データの再利用を通しまして新たな

サービスの創出を可能とするシステムでござい

ます。

本県では、令和4年度から運用を開始し、イン
ターネット上で公開をしております。

これまでにデータ連携基盤に災害時の避難所

状況とか、ハザードマップなどの防災関連情報

や観光施設情報を主に登録してきております。

これをインターネット上の地図の上で表示でき

るようになっておりまして、令和5年12月末ま
でに1万4,524回のアクセスがございました。今
年度は、新たに子育て施設と森林計画図の登録

を進めているところでございます。

また、まとめたデータにつきましては、事業

者等のシステムから連携できるようにしており

まして、令和5年12月末までに利用申請のあっ
た45のユーザーが利用しておりますけれども、
これにつきましては、実際に民間サービスに活

用された実績というものは今のところございま

せん。

来年度におきましては、医療機関や介護サー

ビス事業所などのデータの拡充を検討してまい

りたいと考えております。

また、新サービスの創出に向けた事業者との

調整、協議ですとか、パーソナルデータの活用

に向けた協議を進めてまいりたいと考えており

ます。

【松本委員】 本日、ながさきSociety5.0推進費
として質問させていただきました。やはりこの

最先端の事業というのを率先して取り組むこと

は評価をいたします。ただ、やはり具体例を聞

かないと、なかなか何をするのかが伝わってこ

ないのも事実でありまして、金額も大きい金額

になっております。ですから、ここはもう全て

に共通して言えることなんですけれども、必要

なのはわかっているが、それをいかに県民の方

に伝えるか、長崎県がこれらの事業を何のため

にするのかというのを、しっかりとわかりやす

く発信していくということが必要だと思ってお

ります。

これは、多分全国で競争的に各県も取り組む

事業でもありますし、国もデジタル田園都市構

想交付金を予算として交付金があるわけですか

ら、そういった中で長崎県は進んでいるんだと、

そして民間がこれを活用してこれだけの効果が

上がったんだと、人口減少に対してもこれを導

入することによって離島・半島のハンディも克

服できるんだと、そういうところをしっかり強

く訴えて、そして市町や民間と連携して事業を

実施していただくこと、そして、やはり民間委

託しているということも一つ大きなことで、民

間に任せてしまった時に県としてのハンドリン

グがどこまでできるのかと、そういうところも

含めて、随時こういう成果が上がったというの

を報告できるようにお願いしたいと思います。

以上です。

【石本分科会長】ほかにご質疑はありませんか。

【湊委員】先ほど、松本委員からもメタバース

について質問がございましたけれども、仮想空

間の中でいろんなコミュニケーションがとれて、

行政サービスの効率化や企業のPRイベント等
いろいろ可能性があると、私も個人的には思っ

ております。

そういうところで、今年度の実績や得たもの

について、何かあれば教えていただきたいと思
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っております。

【井手デジタル戦略課長】メタバースの活用に

つきましては、今年度初めて予算を計上いたし

まして、その活用に着手いたしました。

どのような活用をするのか、セキュリティを

含めてどのような環境を準備するかなどの検討

に時間を少し要しまして、令和5年12月に、よう
やくメタバースを使用できる環境を確保したと

ころでございます。

今年度につきましては、着手してからの期間

も短く、試行的な利用にとどまっておりますが、

庁内10所属にアカウントを配付いたしまして
活用をしております。

一例でございますけれども、教育庁におきま

しては県立学校教員がメタバース空間に集合い

たしまして、IT技術を教育分野に活用した取組
事例というのを発表し、意見交換するミーティ

ングを実施いたしました。参加者の皆様方から

は、「出張経費や時間の削減ができた」とか、

「仮想空間であるけれども、会場にいる感覚で

参加できた」、また「おもしろかった」などの

好意的な感想が多く聞かれているところでござ

います。

ほかの所属におきましては、テレワーク職員

も含めて参加できる執務室としての利用などが

行われております。

庁内での活用とか、教育庁のような少し規模

の大きいイベントでも活用できたということは、

来年度につながる成果であると捉えております。

【湊委員】メタバースの空間は臨場感があると

いうところで、私も経験がないものですから、

しっかりそこも勉強して取り組んでいきたいと

思います。

そこで、今年度の予算250万円から来年度は
870万円になるということで、予算拡充となっ

ておりますけれども、今後、どうやってメタバ

ース空間の活用について広げていきたいのかを、

考えがありましたら教えてください。

【井手デジタル戦略課長】現在導入をしており

ますメタバースは、3Dではなくて平面的な2D
のメタバース空間でございます。直感的な操作

が可能でございますので、比較的多くの職員に

とって活用のハードルというものはそれほど高

くないのではないかと考えております。

今年度、試行的にではございますが、活用事

例を得ることが徐々にできておりますので、今

後はこれらの事例を積極的に庁内に周知いたし

まして、活用に前向きな所属に対しましては準

備段階からしっかりサポートをするなど、着実

な活用拡大に地道に取り組んでまいりたいと思

っております。

【湊委員】庁内の職員の皆様はじめ、松本委員

もおっしゃっていましたけれども、やっぱり県

民の皆様、そして各世代の皆様に理解してもら

えるようにしっかりと取り組んでいってもらい

たいと思っております。

ありがとうございました。

【浅田委員】私もメタバースについてお伺いで

きればと思います。というのが、私自身も昨年

の選挙で既にバーチャル選挙事務所というのを

メタバース空間でつくって発信をして、いろん

な若い人たちを取り込もうと思って実はもうや

ったんですね。だけど、なかなか、要は活用、

活用と県が言っているよりもっと前の段階で、

理解をしていただけているところが少ない。大

学生世代とか、若い世代に関してはおもしろが

って参加はしてくださった。会議をやったとい

うのはあるんですけど、なかなか広がりのとこ

ろが難しくて、庁内で活用をといっても、どこ

に目途を置くかというのがあると思うんですね。
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例えば教育庁においてのひきこもりの学生さん

対応において、何かもっともっと学びをここか

らスタートさせて、興味を持たせて、その後、

外に向かわせるとか、例えば大きいところでは

バーチャルマーケットとかをやって長崎県の物

産展をこういうところで、参加しやすい形で、

実際手に取らせてというか、バーチャルの空間

でというのがあると思うんですけれども。

やっぱりなかなか、今回870万円ですけれど
も、庁内での円滑、多分やってみると普通にズ

ーム会議の方が手っ取り早かったりというのが

往々にして出てくるというのがあって、もちろ

ん新しいことに参入するというのも必要なこと

だし、後れをとらないというところですごく必

要だなという気はしているんですけれども、実

態として横串でほかの庁内の方たちとはどうい

う状況で話をしていますでしょうか。まず、そ

こからお聞かせいただければと思います。庁内

でのという活用のところが、今までお話を聞い

てまだ実感として見えてこないなというのがあ

るものですから、お願いします。

【井手デジタル戦略課長】メタバースにつきま

しては、現在のところは先ほども申し上げまし

たように12月にようやく着手いたしまして、ま
ず庁内にメタバース空間というものの良さをご

説明するとともに、活用の希望を募って、まず

は10所属にアカウントを配付したというとこ
ろでございます。

今後、活用事例を様々な機会を捉えて、庁内

の会議でもメタバースの良さというものをしっ

かりとお伝えしていきますとともに、特に県民

の皆様方が参加するようなイベントですとか、

そういったところを考えておられるところにつ

きましては、メタバースの活用というものを推

していきたいというふうには思っております。

そうすることによりまして、実際に県民の皆様

方にメタバースに入っていただくことができま

すので、例えば企業の取組の説明会ですとか、

そういったものは非常に使えると思っています。

様々なブースを一つのメタバース空間の中に複

数構えて、一つ一つに参加者が参加していくと

いう活用の仕方が可能でございますので、そう

いったものはWeb会議よりも非常に使いやす
いものかなと思っております。そういったとこ

ろをしっかりと各所属と話をしながら進めてい

きたいと思っております。

【浅田委員】確かに企業説明会とか、そういう

ところでは若い人たちの参加ですし、おもしろ

いかなと、たくさんのブースを見に行けるかな

というのは感じるところなんですけれども、一

つお伺いしたいのは、10所属、手を挙げた部署
は具体的にどういうところがあって、どういう

活用をしたいと今の段階で思っていらっしゃる

のか、お聞かせいただければと思います。

【井手デジタル戦略課長】今現在、10所属と申
し上げましたけれども、具体的に申し上げます

と政策企画課、デジタル戦略課、スマート県庁

推進課、それから農業経営課、未来人材課、島

原振興局の地域づくり推進課、島原振興局の道

路第二課、教職員課、教育DX推進室、県埋蔵文
化財センターとなっております。

先ほど事例として申し上げました教育庁にお

きましては、少し規模が大きめな会議をメタバ

ース空間の中で実施していただいて、多くの方

にそれなりのと申しましょうか、使ってみてよ

かったという評価をいただいたところでござい

ますが、そのほかの所属におきましても、まず

は、そこは庁内のコミュニケーションなどにと

どまっているところもあるかもしれませんけれ

ども、県民の方を巻き込んでのイベントを企画
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しているところもあるようですので、そういっ

たところはしっかり後押し支援をしていきたい

と思っております。

【浅田委員】そうですね、これからのところが

大きいかなという気はしますが、いかにしても

税金を使ってやる事業でもありますので、いろ

んな形で県民参加型であり、県民にプラスにな

る形というものをしっかりつくり上げていただ

ければと思います。

もしかしたら、議会の方でもメタバース議会

みたいなものに挑戦しようという話も出るやも

しれませんし、いろんな形で県民参加型、それ

を念頭に置いて進んでいただければと思ってお

ります。

以上です。

【宮本委員】おはようございます。2～3点お聞
かせいただきます。

まず、部長説明資料の2ページになります。ご
説明いただきました「新しい長崎県づくり」に

ついて、「新しい長崎県づくりのビジョン、未

来大国、みんなで大きな夢を描こう」という冊

子ができております。私も拝見させていただき

ました。

大きく4つに分かれているということとか、
確認もさせていただきましたが、まず、当初予

算編成に当たって企画部が中心となる部ではな

いかと考えております。

令和6年度当初予算編成に当たって、この「未
来大国、みんなで大きな夢を描こう、新しい長

崎県づくりのビジョン」をどのような形で、こ

の実現に向けて進めていくのか、その姿勢につ

いて、まずは企画部のご意見をいただきたいと

思います。

【内田政策企画課長】今お触れいただきました

ビジョンの関係でございます。

お話がありましたようにこの冊子そのものは

企画部の方が中心になって取りまとめをしてお

ります。

今回の令和6年度当初予算においても特別事
業ということで、4つの分野において、いわば特
別な青天井な事業ということで組み立てをして

いますが、その際、これまでと違うポイントと

して考えているのが、部局横断、融合的に取り

組むということ、それから全ての施策において、

この冊子にも記載しておりますけれども、例え

ばデジタル技術の活用でありますとか、戦略的

情報発信ブランディングといった共通の視点を

持っていくというようなことが重要だというふ

うに考えております。

そうしたこともございまして、令和6年度予
算編成に向けましては、事業検討に着手する結

構早い段階から、企画部としましても各部局と

方針を共有して、先ほど言いましたような意識

を徹底しつつ、いわば全庁的な議論を重ねてき

たところでございます。

そして、令和6年度でございますけれども、ビ
ジョン実現に向けた初年度ということもござい

まして、まずは各分野のありたい姿の実現に向

けた最初の第一歩として、今後の施策を推進し

ていくための基礎づくり、土台づくり、こうい

ったものを中心に力を注いでいくということに

しているところでございます。

【宮本委員】姿勢を確認させていただきました。

キーワードは部局横断というのがキーワードに

なろうかと思いますし、非常に新しい視点での

ビジョンであろうと思います。

広報のところでもお話をしたいと思うんです

が、広く県民の皆様方にこういったビジョンを

持って今後10年間県として進んでいくんだと
いうものをPRすることも重要じゃないかと思
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います。それは先ほどおっしゃった部局横断的

という観点からするならば、秘書・広報戦略部

なんですよということではなくて、企画部とし

ても、これを県民の皆様方に広く広報していく

必要性はあろうかと思います。それについては

連携をとっていただきたいと思いますが、今の

段階でホームページ、「つたえる県ながさき」

もある、あらゆる広報媒体に載せるということ

もあろうかと思いますが、広報に向けての戦略

としてはどのようなものがあるか、お聞かせい

ただければと思います。

【内田政策企画課長】まさに、委員お触れにな

られましたように、予算としては秘書・広報戦

略部の方にPR予算ということで計上はしてお
りますけれども、これは県一体となってやって

いく必要があると思いますし、冊子を作った責

任を持つ企画部としてもそこはしっかりやって

いく必要があると思っています。

例えば、知事の車座であります「どがんです

会」を活用するとか、三役等がいろんな場面に

出ていくといった場面等も通じましてPRをし
ていきたいと思いますし、我々もそういう姿勢

で臨んでいきたいと考えております。

【宮本委員】どうか広く普及を、活動にも力を

入れていただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。

いろいろ見させていただいて、企画部に関す

るところ、DX、デジタルということを強く来年
度から発信をしていくんだということも確認を

させていただきました。

先ほどからあっていますながさきSociety5.0
推進費、いわば地域情報対策費について私も聞

かせていただきたいんですが、このメタバース

空間、先ほどからもあっていますけれども、な

かなかすうっと入ってくるものではないんです

よね。浅田委員も言われたようにズームの方が

早いんじゃないかという思いもあったりします。

先ほど、教育分野での活用事例というのがあ

りましたが、このメタバース空間を活用して医

療の分野、先ほどの10の部局の中にはたしか医
療関係は入ってなかったんじゃないかと思いま

すが、これを医療の分野にも取り入れて、メタ

バース空間を利用することで健康長寿日本一の

長崎県づくりなどでも十分活用できると考える

んですけれども、教育分野では先ほどお示しい

ただきましたが、医療分野におけるメタバース

空間の活用については、今現在、課として何か

お考えがあられるのか。なければないでもいい

ですし、何かありますならばお聞かせいただけ

ればと思います。

【井手デジタル戦略課長】メタバースの医療分

野での活用についてのアイデアというところか

と思っておりますけれども、正直申し上げまし

て、今のところまだ医療分野につきましてメタ

バースの活用というアイデアというものについ

はないというのが実情でございます。

他県の事例でございますけれども、医療とは

少し違うかもしれませんけれども、福祉の分野

で相談対応など、例えばひきこもりの方であり

ましたり、そういった方の相談をもう少しリア

ルに近い形で、ただ、顔は隠すことはできます

ので個人が見えない、プライバシーが見えない

形で、よりちょっとリアルに近い形で面談をす

るとか、そういった使い方をされているという

事例は見たことがございます。

福祉保健部の方とも、そういったところの活

用ができないかといったようなことは協議をし

てまいりたいと考えております。

【宮本委員】 今からの取組なので、今後、いろ

いろ協議していただきたいと思います。
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正直言ってちょっとわかりにくいですね。こ

ういったものだろうなという想像がつきにくい

というのが正直なところなので、今から私もつ

いていけるように、活用に向けてどういったも

のができるのかというのをどんどん提案できる

ように勉強していかなければならないというこ

とを、改めてお聞きしながら感じたところです。

今後、このメタバース空間の活用がいろんな

ところで、ここにいながら、例えば各地域の振

興局と結んだりとか、離島と結んで利用できて、

すぐ地域の実情がわかるというようなものにも

活用していただきたいと思いますし、県民の皆

様が参加するというのが、なかなか難しいんじ

ゃないかという気もしますので、これも先ほど

言いましたとおり、広報活動にも力を入れてい

ただいて、県民の皆様が参加できるような広報

活動にも力を注いでいただきたいと思いますが、

その広報について、今、考えがあればお聞かせ

いただければと思います。

【井手デジタル戦略課長】メタバースの活用に

ついての広報というところにつきましては、実

際にメタバースを活用していくのは各所属が主

体的に使っていくことになりますので、例えば

何かの説明会を行うとか、そういった場合には

関係者には必ずリアルでやる場合であっても周

知をされると思います。それよりも、もっとメ

タバースを使うとなりますと、やはり参加者の

方は戸惑うところもあると思いますので、そう

いったところをしっかりまずはお知らせする、

周知をするというところは、十分に伝わってい

くように私どもも、具体的にはすみません、ア

イデア、考えというものは今のところございま

せんけれども、どういう伝え方をすれば滞りな

くメタバースがしっかり活用されていくかとい

うことは考えてまいりたいと思います。

【宮本委員】どうやって伝えるかという伝え方

ですね、これは非常に難しいと思います。納得

できるように伝えていくというところに執着し

て、今後事業を進めていただきたいということ

を要望させていただきます。

それともう一つ、補足説明資料の6ページに
なります。特定複合観光施設対策費約2,200万
円です。これについて、事業概要、目的、それ

から事業内容については1と2と書いてありま
すけれども、再度、これについて詳しく教えて

いただければと思います。

【小宮IR推進課長】 令和6年度当初予算に計上
いたしております2,264万3,000円につきまし
ては、昨年12月の審査結果を受けまして、この
4月以降、対応が想定されます国との調整、それ
から情報開示等の業務がございますので、それ

に必要となってまいります法務アドバイザリー

の業務委託契約、こちらが1,320万円、そのほか
旅費、需用費等の事務費が約940万円となって
おります。

【宮本委員】国との調整というのは、具体的に

どういったものがあるのか、もう少し詳しく教

えていただければと思います。

【小宮IRIR推進課長】 大阪の例で申し上げま

すと、大阪が昨年4月に認定をされて以降、概ね
半年経過した9月末から観光庁のホームページ
で審査の経過について、用いられた資料等、ま

た議事録が開示をされております。

今回、不認定の結果でございましたけれども、

観光庁において、こうした審査の経過等につい

て、今後、観光庁のホームページで公表される

ということも想定されますので、そういった際

に様々な企業情報ですとか、私どものヒアリン

グ対応等を含めて、どういった部分を開示する

のか、またはどういった部分を一部非開示にす
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るのか、そういった内容については随時弁護士

とも協議を行いながら慎重に整理をしていく必

要があると想定しておりますので、弁護士との

協議の業務委託の経費を計上いたしております。

【宮本委員】観光庁とのやり取りの中における

情報開示は、全てが開示されるというわけでは

なくて、すみません、私は全てが議事録という

形で出てくるのかと思っておりましたが、そこ

についてはやはり網かけの部分、つまびらかに

情報が開示できるというわけではなくて、弁護

士といろんな協議をした上で隠す部分、非公開

の部分もあるという認識でいいのかどうか。

そして、どれくらいで観光庁のホームページ

で情報開示になるのか。先ほど、4月から9月の
間ということですが、大体の間隔がわかれば、

ホームページで開示できる期間、そして、その

情報開示については、県の方で調整できる、全

部はできない、それについても改めて教えてく

ださい。

【小宮IR推進課長】国におきましては、法律に
基づいて非開示の条項に該当すれば非開示、特

に企業情報でありますとか、今後の行政の執行

に重要な案件であるというものに関しては一部

非開示というふうな処理もございますし、一方、

県におきましては、県は条例がございますので、

条例の様々な条項に該当する際には非開示とい

うものがございますので、そこはそれぞれ法律、

条例に基づいた対応が必要になると思いますし、

現に国におきましても、様々な情報開示請求が

なされております。その際に、本県の審査に該

当する部分については、現に今、国から照会も

あっております。

県におきましても、この間、情報開示請求は

複数ございますので、その都度、県は顧問弁護

士、このIRプロジェクトに関する事業者の区域

整備計画のやり取りについては、法務アドバイ

ザリーの業務委託で対応してきた経緯がござい

ます。

【宮本委員】 議案外のところでもIRについて
はお聞きしたいんですが、法務アドバイザリー

支援業務、これは今まで県が、どう言いますか

ね、お願いをしていたところとはまた別のとこ

ろという認識でいいのか。その法務アドバイザ

リーというのは具体的にどこを、会社というん

ですか、法律事務所というのか、弁護士事務所

というのかわかりませんが、そこがわかれば教

えていただければと思います。

【小宮IR推進課長】 宮本委員もご認識のとお

り、この間、ベーカー＆マッケンジー法律事務

所に随意契約で業務委託を行ってまいりました

ので、この業務の継続性という観点から、4月以
降もベーカー＆マッケンジー法律事務所への委

託を想定いたしております。

【宮本委員】 わかりました。後ほど、また議案

外の方でいろいろお聞かせいただければと思い

ます。

以上です。

【大場委員】 1点お尋ねをいたします。
今回、MaaS推進事業に1,100万円の予算が計
上されております。九州MaaSとは、九州の公共
交通機関等と一つのプラットフォームというか、

そういったことでサービスを統一化して、いろ

んな形で人の移動を促そうという内容だと思っ

て、私自身も非常に注目している事業なんです

が、今回、長崎県がそういった事業に参画しよ

うとする理由を、まずお聞かせいただきたいと

思います。

【内田政策企画課長】 もともとMaaSにつきま
しては、長崎県内でもこれはいい取組だという

ことで、県が音頭をとりまして、各事業者に声
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をかけながら進めてきた経緯がございます。

このたび、九州地方知事会、それから九州の

経済界でつくります九州地域戦略会議の方で、

もっとスケールメリットを活かして、九州で一

つのMaaSを導入することで、もっとその効果
を高めていこうというような議論になりまして、

その方向性で合意を得られましたものですから、

それは我々としても、さらに大きくなって利便

性が高まるという意味においては非常に効果的

な取組だと認識をしておりますので、賛同して

我々としてもさらに利便性を高めていくという

ような観点で参加することといたしております。

【大場委員】 調べてみますと、今年の4月には
運営主体の設立が予定されているということ、

それに間に合わせるということだと思います。

県として、そういったいろんなサービス等々、

今考えていることが、この予算自体では、まだ

その参画費等々ですか、そういった企画費だろ

うと思いますが、今後、県がMaaSを活用してい
ろんな取組を考えられていると思いますが、ど

ういったことが考えられますでしょうか。

【内田政策企画課長】委員がお触れになられま

したように、今まさに九州の経済界を中心に

様々な議論が重ねられて、どういうサービスを

提供しようかというのが検討されている状況に

あります。我々もその一員でございますので、

例えば観光事業者との連携で、一つのチケット

で観光施設にも入れるとか、今まで以上に、よ

り利便性を高めるといったことが必要かと思っ

ていますし、それは長崎県内だけではなく、他

県も含めて、まさに九州一体として取り組める

ように我々としても必要な意見等は申し上げて

いきたいと考えております。

【大場委員】ぜひ取組を進めていただきたいと

思います。

「九州はひとつ」という理念のもとに、今回、

この九州MaaSというのができるんだろうと思
います。その中の大きな目的としてあるのが人

の移動です。周遊という言葉がよく出てきます。

周遊を促すために、人が移動の目的といいます

か、そこに対していろんなコンテンツ、目標と

いいますか目的がないと人は移動をいたしませ

んので、それが観光情報であったり、いろんな

施設であったり、またはアクティビティ、商業

施設、そういったものがいろいろあるところに

対して、そういったものを今度は九州の中身と

して全体をいろんな形で活用していこうという

ふうな取組だろうと思いますので、ぜひそうい

ったことで県内も非常に厳しい立場がある、今

のバス事業者も含め、鉄道も含めて厳しい状況

で、もとはと言えば福岡の西鉄とか、大きな公

共交通事業者がそういったいろんな課題がある

中で、単体としてそういった課題を克服するの

ではなくて、要は強いところは強いところで活

かして、弱いところはいろんなところで補完で

きないかというのが、こういったMaaSのはし
りだと伺っております。

ですので、長崎県としても今、バス事業者は

運転手不足であるとか、そういったところもあ

ります。そういったところがいろいろ問題解決

につながるように、また、県内のこれに参画す

る各事業者がその恩恵をしっかり受けられるよ

うな形で、県もしっかり推進していただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。

【内田政策企画課長】 本県は、離島・半島が多

く、地域特性がございますので、事業者のお声

もしっかりくみ取りながら、長崎県としての必

要な意見は申し上げていって、よりよいものに

なるように努力を重ねてまいりたいと考えてお

ります。
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【石本分科会長】ほかにご質疑はありませんか。

【坂本委員】総務分科会の補足説明資料の中で

幾つか質問させていただきます。

まず、補足説明資料の4ページの企業版ふる
さと納税対策費です。400万円の予算でありま
すけれども、先般、予算決算委員会の中でも年

度ごとの企業版ふるさと納税の実績報告があっ

ておりました。それによりますと、今年度、2月
20日現在ですか、4,186万円というふうなこと
であります。今年度こういう実績があって、実

際、幾つぐらいの企業が寄附をされたのか。県

内・県外、全国あると思いますので、そこら辺

の内訳がわかれば教えてほしいのと、それから

企業数が大体20とか30とかというところで推
移しているのかなと思いますけれども、例えば

毎年しているところとか、あるいは単年度とか、

いろいろあろうかと思いますので、そこら辺の

割合というのは大まかにどれぐらいになってい

るのか、その辺について教えてください。

【山下政策調整課長】 令和5年度における企業
版ふるさと納税の本県へ寄附をいただいた企業

でございますが、令和6年2月20日時点で42社か
ら寄附をいただいております。

それから、お尋ねをいただきました県内・県

外の内訳でございますが、企業版ふるさと納税

の制度上、本社が県外ということが要件になり

ますので、全て本社が県外にある企業というこ

とになります。

それから、新規、継続、いわばリピーター的

な企業だと思いますが、その内訳でございます

が、42社中15社が新規の企業という内訳になっ
ております。

【坂本委員】 今年度は42社ということで多か
ったということですね。わかりました。

それで、この間の総括質疑の時に、令和3年度

が多分7,550万円ということでかなり多かった
ということなんですけれども、要するにこのい

ただいた企業版ふるさと納税が県のどういった

事業に使われているのかということをお聞きし

たいんですけれども、例えば、私の手元に令和

元年度の実績ということで、この時は全国16社
から合計1,550万円ということですけれども、
地方創生プロジェクトということで、「長崎の

宝物を世界と未来につなぐプロジェクト」だと

か、あるいは「地域の将来を担い支える若者の

人材育成プロジェクト」とか、そういったこと

に使われているということであったんですけれ

ども、今年度になるのかな、今年度は無理なん

ですかね、令和4年度を教えてください。
【山下政策調整課長】本県におきましては、企

業版ふるさと納税による寄附金を活用する事業

といたしまして、現在、9つのプロジェクトをお
示ししておりまして、寄附をいただいた企業の

意向に沿ったプロジェクトに寄附金を充当しま

して活用させていただいております。

令和5年度の寄附金、これは2月20日時点の
4,186万円の使途の内訳でございますが、「しま
の活性化のプロジェクト」に12件、こちらは一
つの企業が複数のプロジェクトに寄附金をいた

だいているところもございますので、件数別で

申し上げますと、12件、2,088万円。それから「若
者の人材育成確保に向けたプロジェクト」に18
件、1,000万円。それから「デジタル化、DX促
進に向けたプロジェクト」に10件、540万円。そ
れから「産品振興」に7件、232万円、それから
「スポーツ振興、芸術振興」に4件、112万円。
「世界遺産の保全」に2件、100万円。それから
「健康増進に関するプロジェクト」に2件、52万
円。それから「まちづくりに関するプロジェク

ト」に1件、50万円。最後に「子育て支援」に2
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件、12万円。以上のような施策に活用すること
としております。

【坂本委員】これはもちろん県の大きな収入に

なっていると思いますし、そういったいろんな

プロジェクトをお示しして、企業にも募集をし

ているんじゃないかと思いますけれども、やっ

ぱり寄附した企業と、そして長崎県のいろんな

主要な取組だというふうに思いますけれども、

両方ウィンウィンになっていくような取組が必

要だと思いますので、今後もぜひそういった視

点で進めていただければと思います。

次に、先ほどもちょっとありましたMaaSの
推進事業費であります。私もMaaSが長崎でも
立ち上がったりした時に、いわゆる交通の移動

の利便性というか、スムーズにですね、それが

先ほどありましたように周遊という形で多くの

交流人口が増えていくということで理解してい

たんですけれども、この事業内容を読んでみま

すと、そういう移動の利便性向上と地域の課題

解決にも資するということが書いてあります。

具体的にその地域の課題解決に資するという

中身を、何かあれば教えていただきたいです。

【内田政策企画課長】一つ考えておりますのは、

先ほどもご答弁申し上げましたけれども、観光

施設等との連携というのがありますので、地域

課題といいますか、地方創生的な一つの活性化

を図るという意味で捉えていただいても結構か

と思います。

【坂本委員】なるほど、先ほどの答弁であった、

要するに観光施設をつないで、そこに多くの人

たちが流れる、そういうにぎわいの場をつくる

というか、そういう地方創生という意味での活

性化と、地域課題の解決というふうな位置づけ

ですね。わかりました。

せっかくですから、もう少し地域のいろんな

課題が観光にとどまらずあると思います。観光

を通じて来たいろんな人たちというのが、そこ

の地域の課題といいますか、結構地域の課題っ

て地域のよさというところがあるじゃないです

か。地域のよさがあるのに、それをなかなか地

域の人が一桁に減ったりとか、担い手が減った

りとかいうことがあると思いますので、ぜひそ

ういった地域のよさというのを、もちろん観光

でそういうものをアピールするとは思うんです

けれども、そういったものを含めて、関連しな

がら取り組めるようにぜひしていただければと

思います。

それから、次に7ページのながさきSociety5.0
推進費でメタバースの空間ですけれども、率直

に言って私もなかなかイメージがですね、課長

のご答弁と皆さんとのやり取りの中でなるほど

なというふうに思っているんですけれども、確

かに各種イベントで使うというのは、私も映像

では見たことがありますから、あまり面識がな

い人も含めて、多くの人が参加しやすいという

のはあるんじゃないか。イベント的な部分では

かなり活用というのがあるんじゃないかと思う

んですけれども、ただ、少なくとも、県の中の

各部局、先ほど10所属ぐらい参加してやったと
いうことですけれども、そういうところでコミ

ュニケーションがこのメタバースを使って円滑

化するというのが、あまりイメージも湧きませ

んし、あまり納得がいかないんですよね。やっ

ぱり県庁の職員の皆さんの意思疎通というか、

コミュニケーションというのは、基本対面であ

ったり、もちろん物理的な問題がありますから、

そこはオンラインとかで、仮想空間じゃなくて、

それこそリアルなところでする中で、例えばこ

の事業についてのイメージをお互いに共有する

ためのメタバースというのだったらわかるんで
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すけれども、多分これはメタバースによるコミ

ュニケーションの円滑化ということは、例えば

私が何かになって、課長が何かになって、そこ

でコミュニケーションをとるとか、そういうこ

とじゃないのかなと思うので、それはどうなの

かなという感じがちょっとするんですけれども、

課長の認識を聞かせてください。

【井手デジタル戦略課長】メタバースにつきま

しては、やはりインターネット上につくります

仮想現実の空間でございますので、やはり実際

に対面で行うコミュニケーションとはどうして

も異なる部分があると思います。

コロナ禍を通じまして、Web会議というもの
は随分皆さん活用されるようになりまして、遠

くにいてもコミュニケーションをすぐとれると、

会議もすぐできる、打ち合わせもできるという

ような形になってまいりましたけれども、よく

言われますのは、Web会議の対応によって少し
対面によるコミュニケーションで得られるメリ

ットといいますか、雰囲気がうまく伝わるとか、

そういった部分がWeb会議の多用によってち
ょっと足りなくなってきているという部分は、

少しそれよりもメタバースを活用することでリ

アルな感覚が得られますので、例えば自分の分

身を近づけていきますと声が聞こえてくるとか、

離れていくと声が聞こえないとか、少しリアル

に近いような活用方法がございます。

ですので、例えば執務室として使う場合であ

ってもテレワークをしている職員であったり、

出張中の職員でありましても、そこに入ること

で所属の職員が一堂に会して打ち合わせができ

るとか、また、本庁の所属と振興局の所属で、

関係する所属が協議をする場のようなメタバー

スを一つ設置しておくだけで、いつでも集まっ

て協議をすることができるとか、そういった使

い方も想定されるかなと思っております。

そのようなことで、メタバースを使うことで、

リアルよりもコミュニケーションが非常にやり

やすいというところは、なかなか難しいかもし

れませんけれども、それぞれのよさがあると思

っておりますので、活用の仕方をうまく、何と

いうのでしょうか、活用することによってメタ

バースというものはこういうものということを

学んでいくしかないのかなと思っております。

【坂本委員】 わかりました。といいますか、私

自身は何となくすとんといかないところがあり

ますけれども、先ほど、浅田委員からもありま

したように、議会がメタバースになったら、多

分こういうことかというふうになるかもしれま

せんので、それを期待したいと思います。

それから、最後にドローンワールドプロジェ

クト費ですけれども、先ほどのやり取りで大方

理解はできたんですが、このプラットフォーム

の設立・運営、普及というふうなことなんです

けれども、このプラットフォームの枠組みとい

うんですか、先ほどありましたホームページ上

につくって、事業者とそれを利用する方をつな

ぐみたいなこともありましたけれども、例えば

プラットフォームへの加入を促進するとか、あ

るいはオペレーターの資格取得支援については、

このプラットフォームに加入することが要件と

かありますので、プラットフォームの枠組みと

いうのはどんな感じなのかということを教えて

ください。

【井手デジタル戦略課長】ドローンプラットフ

ォームの枠組みということでございますけれど

も、県内のドローンを使ったサービスを提供し

ている事業者におかれましては、ドローンプラ

ットフォームにおいて発信をしていただくこと

ができると思っておりまして、そこに何という
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のでしょうか、制限を加えるということは今の

ところは考えておりませんけれども、ドローン

を活用した様々な事業、サービスを提供してお

られる事業者は県内にたくさんございますので、

そういったところにはお声がけをして、ぜひ登

録をしていただきたいと思っております。

そこに登録していただくことでサービスも拡

大していくことができると思いますので、そこ

に登録された事業者におかれましては、さらに

オペレーターを増やしていきたいというふうな

取組につきましては、オペレーター育成支援と

いう形で補助をすることで、供給面でも支援を

していきたいと考えております。

【坂本委員】要するに、事業者等が登録をする。

オペレーターで言うと、オペレーターというの

は個人だと思うんですけれども、例えばこうい

うドローンを使っている事業者以外にも、本当

に個人で資格を取って、個人事業ということで

やると思いますから、例えば事業者が社として

登録をする。個人でも登録をする。そういうイ

メージでいいんですか。登録というイメージな

んですが、設立と書いていますから、協同組合

みたいなものを設立してやる、一つの業界団体

じゃないですけれども、そういうものなのかな

と感じたものですから。

【井手デジタル戦略課長】まず、オペレーター

というところから少し考えていきますと、ドロ

ーンの操縦の資格を取られる方々につきまして

は、個人的な趣味でドローンを本当に飛ばした

いというような趣味から民間資格を取られる方

も多いと聞いております。そういった皆様につ

きましては、サービスを提供するという形では

なくて、個人的な活用ということになりますの

で、そういった活用の仕方を目的とされている

方々につきましては、ドローンプラットフォー

ムに登録するということは特に合致しないのか

なと思っておりますが、個人の方でもしっかり

としたドローンを使った空撮ですとか、農業に

おける薬剤散布などを請け負いますというよう

な事業としてサービスを提供するということで

ありましたら、プラットフォームに登録すると

いうことにつきましては、私どもとしてはよろ

しいのではないかと思ってはおります。

ただ、やはり私ども行政として推進していく

ことでございますし、公共的な意味合いといい

ますか、そういうものもございますので、事業

としてしっかり推進していく上では、事業者の

皆様であったり、薬剤散布でしたら農協とか、

そういった組織形態もあると思いますけれども、

そういった事業者がドローンプラットフォーム

にたくさん登録していただければよろしいので

はないかというふうに考えてはおります。

【坂本委員】ちなみに、このプラットフォーム

に登録する費用、それからプラットフォームの

ランニングコストというのか、そこら辺はどう

考えていますか。

【井手デジタル戦略課長】登録する上での費用

というものは、特に今のところは不要と考えて

おります。当面は、県におきましてこれは運営

していきたいと思っております。

将来的には、例えばもっともっとドローンの

活用が広がっていって、このようなプラットフ

ォームの運営そのものを民間に任せるとか、そ

ういうことも想定はされますけれども、当面は

これは県行政として推進したいことと思ってお

りますので、県が運営していきたいと思ってお

ります。

【小林委員】この企画部のいわゆる議案の説明

資料のまず冒頭から驚きますけれども、企画部

の取り組む方向性についてご説明いたします。
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県民の皆様と、選ばれる「新しい長崎県づくり」

を推進していくためのビジョンについてはと、

こういうところで今回突然出てきた未来大国か、

こんな新しい計画が突然出てきたものを、これ

から企画部は、いわゆるどういう位置づけで、

これを予算議案の冒頭にもってくるような異次

元のこういう、私も25年こういう議案説明書を
ずっと見てきているけれども、初めてこんな異

次元の特別扱いの所信表明を聞いたような感じ

がするんだけれども、これは大体ここに書いて

いるのはどういう意味ですか。

【早稲田企画部長】今般、作成いたしました「新

しい長崎県づくり」のビジョン、「未来大国」

というフレーズのもとで作成しておりますけれ

ども、令和6年度当初予算におきまして、このビ
ジョンに基づきまして様々な事業というものを

構築しております。

今回、4分野ということで構築しております
けれども、4分野の中の「こども」、「交流」、
「イノベーション」、「食」というものにつき

ましては、各部局の連携事業ということで特別

事業というものも構築しております。そういっ

た重点的に取り組む分野ということで、今回、

予算議案の説明の中で、冒頭、ご説明申し上げ

たところでありまして、そのほかに様々な事業

がございますので、そちらについてはこの説明

の中で、総合計画の着実な推進にも力を注ぐと

いうことで、併せて表記をしているところでご

ざいます。

【小林委員】 そうすると、部長、この「未来大

国」、要するに10年後のありたい姿を求めて今
からやっていくんだが、今年度というか、次年

度がまさにスタートになるわけだ。

そうなってくると、これは事業費というのが

大体どれくらいかかるであろうと、こういうこ

とについては大体計画はできていますか。

【早稲田企画部長】現在、10年スパンの事業費
というものについては、計画というものは立て

ておらず、施策の目指すべき方向性ということ

で立てており、毎年度の予算編成の中で議論を

して、予算立てをしていくということで考えて

おります。

【小林委員】 大体10年後のこんな姿をひとつ
明らかにしながら、県民の皆様方の幸せと意欲、

やる気、長崎県が選ばれる「新しい長崎県づく

り」と、最高の言葉ですよ。これ以上の言葉は

ない。これを実現するために、大体幾らぐらい

の予算がかかるだろうかと。どこも民間も当た

り前ですが、このIRだってそうだろうと思うん
だけれども、大体どれくらいの予算がかかるか

らと、こういうような事業計画をある程度立て

てやっていくというのが普通常識的な捉え方だ

と思うんです。だから、所信表明みたいな、こ

のいわゆる議案書の中にこれを入れるというこ

と、しかも、予算は幾らかわからんと。やって

みて出たとこ勝負、こんなようなことを言われ

て、ああそうですかと。あんまり県議会を能な

しみたいなことを言われても、それは少しいか

がなものかと率直に思うんですが、どうですか。

【早稲田企画部長】 ビジョン全体の10年間の
スパンの事業規模というのは、施策についての

これは目指すべき方向性ということで、特に計

画というものは現在のところ持ち合わせていな

いところですけれども、この方向性に沿って、

来年度の予算をどのように組み立てていくかと

いうことでは集計をしております。

例えばビジョン特別事業ということでありま

すと、新規事業で6件、2億1,543万5,000円、ま
た、ビジョン関連事業ということに関しますと

新規で19件、5億4,319万円、合わせまして新規
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事業ということでは25件、7億5,862万5,000円
ということで、来年度予算編成をしております

ので、この予算に基づいて、冒頭の部長説明の

中ではビジョンの今後目指すべき方向性という

ことでご説明申し上げたところでございます。

【小林委員】そうすると、今の部長のご説明で

は、今、新規で25件、この長崎ビジョンに関係
するやつ、これが大体7億強、こういう形で予算
を確保されているということですか。新たな新

規ですね、これはどこから予算をもってきまし

たか。

【早稲田企画部長】今回、予算編成の枠組みの

中では、ビジョンの特別事業として、各部局が

連携して融合していくような事業につきまして

は、予算編成の中で要求枠を設けないような形

での予算要求というのがございました。そのよ

うな予算について、事業を構築していく中で、

既存事業の見直しや国の財源等も見ながら、こ

の予算というものを構築しまして、全体の予算

編成の中で歳入予算というものを財政課の方で

整理してまいりますので、その中でこの新規事

業というものについても、今回予算計上させて

いただいているところでございます。

【小林委員】何もあなたと財政論を、これは総

務の財政課じゃないんだから、財政論を戦わせ

るつもりはないんです。

ただ、こうやって事の流れの中で、こういう

未来大国を事業化していくと。いかに10年のス
パンであったとしても、どういう事業をやって、

この4分野をきちんと成功させて、もたらす結
果を県民の皆様方にお与えしていかなければい

けないという重大な使命が、責任が我々にある

わけです。それは行政だけじゃなくして、こう

いう予算を我々も認めていくわけですから。

そうすると、そこの内容というものが、きち

んと我々にインプットされておかなければなら

ないし、我々も地元に帰り、また県民の方々と

面会してお話をする時に、この未来大国の流れ

を全く語ることが、明快にすることができない

と、こうなっていくと、非常に我々の立場がな

いわけです。

だから、あなた方でも率直に言ってどこまで

おわかりなのか。わからないままやっている。

ただ、知事が大石色を出したいと。やっぱり仕

える身として、社長がそう言うんだから、やら

ざるを得ないと、こういう弱い立場であること

も重々わかっているけれども、一応我々はこう

いう委員会をして、予算の議論をして、この予

算はいいのか悪いのかと、こういうようなこと

をやるのが我々の役割、責任ですから、県民の

皆様方の税金をお預かりし、国民の税金をお預

かりして、これを正しく配分していかなければ

いけないと、こういう役割の中における我々の

使命があるわけですよ。だから、そういう意味

からいって、新しい事業が出てきた。この新し

い事業が出てくること自体が悪いと言っている

わけではない。

ただ、我々は基本的な政策を、これまで総合

計画を軸にしてやってきたし、また、今からも

やるわけですね。一つは令和7年で終わり、また
令和8年度から新しく最後の5年間が待ってい
るわけですよ。そういうものとこの新しい未来

大国が、いかにしてきちんと整合性が感じられ

るか。そういうところで、とにかく我々長崎県

は脆弱な県税、予算が限られているわけですよ。

だから、今、私が7億円をどうしたのかと、新規
25件と、こう言えば、要するにこれはいつだっ
たか、40％のシーリング、そんなようなでたら
めな、頭から大変な枠をはめられて、今回は

40％というのはないと思うんだけれども、大体



令和６年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月６日）

- 78 -

95で5％のシーリングははめられている。固定
経費で大体3％ぐらいをね。また、いろいろな政
策も要するに新規の政策が3年したならば、大
体それを見直して、やるかやらないかどうする

かと、こういう方針を出す。そこで、やっぱり

見直しをしてもらう。そこでお金が新たに要る

のか、また別にお金が要る部分もあるし、ある

いは要らない部分もあると。こういうような調

整をやって、大体知事が毎年度、毎年度、政策

的な経費として約15億円から20億円、ある時に
は10億円から20億円と、このくらい枠を持って
いる。こういう予算を今回の25件の7億円にぶ
ちこんでいるのかどうか、そこはどうなんです

か。そうすればかなり整合性がわかるけれども、

どこかを削って、これをやるためにこれだけの

ものをつくったと、こういうことになるとちょ

っと県政はおかしくなると思うんですが、いか

がですか。

【早稲田企画部長】今回のビジョンにおける予

算編成の取組の中ですけれども、今委員おっし

ゃったように、複数の事業がありまして、事業

の終期を迎えるものもございます。また、予算

の中で国費、財源が交付金などを使えるものも

ございますので、歳入面、それから事業の集約、

終期を迎えたもの、そういった財源を見計らい

まして、今回予算編成を行ったところでござい

ます。

【小林委員】ちょっと説得力が弱い。長崎ビジ

ョンに代わってやるというところで、この長崎

ビジョンの必要性というものがどれだけ我々に

アピールすることができるかと。

それから、さっき言ったように、県民の皆様

方に具体的にアピールすることができるかと。

今まで長崎県は基本理念として、基本方針とし

て、長い間、前任の中村知事時代のものである

かもしれないが、知事は交代したんだと。そし

て、大石県政の大石色が明らかになる、この未

来大国をつくるんだと、こういうような、また

私は天国、天国と、頭がそんなに悪くないけれ

ども、天国などといっているようなこの程度の、

もうちょっとしたら大国ということは間違いな

いと思うけれども、総合計画も覚えるのに時間

がかかったと思うんだけれども。

ちょっと聞きますが、各部長さんたちは今回

の議案説明の時に、こんな内容のものを、ほか

のやつを見てないから、各部の方でこういうよ

うな今回のビジョンをこのような形で、この文

章のようなこれでみんなやっているんですか。

これはいかがですか。

【石本分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時３８分 休憩 ―

― 午前１１時３８分 再開 ―

【石本分科会長】 分科会を再開いたします。

【内田政策企画課長】 特に、4分野の主管部局
等におきましては、その所管をいたします分野

の説明として何かしらのものとして入っている

という状況でございます。（発言する者あり）

ビジョンに関する記載がございます。ビジョ

ンに関する記載を今回の予算の説明の中で、特

別事業をつくったという意味において盛り込ん

であるということです。

【小林委員】私が聞いているのは、今回の議案

説明の中に各部局で、冒頭、これまで見たこと

もない、聞いたこともないような長崎ビジョン

みたいな説明を部長が我々にされたんですよ。

こういう内容を他の部局でも同じように議案の

中の冒頭に、まさにこれから我々の部はこうい

う取組の方向性でございますと。こういう同じ

ような文章を全部でやっているんですかと、こ
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う聞いているんです。

【内田政策企画課長】例えば例示で申し上げま

すけれども、（発言する者あり）入っておりま

す。こども政策局であれば「こども」の分野の

説明をしております。

【小林委員】私の日本語があんまり通じないみ

たいです。私は、これは要するに普通こういう

もので、タブレットで見るんだろうけれども、

私はあんまりこれを使いきらんから、これを打

ち出して、うちの事務所でやってくれているん

だけれども、こういうふうに昔と同じような紙

ベースで申し訳ないけれども、これはとても大

事な権威のある関係議案説明資料なんだ、我々

議会に。この議案の説明資料は、各部の委員会

において、当然これがあるわけだ。そういうよ

うなことで、普通予算議案から入っていくんだ

けれども、こういうふうにいわゆる自分の部の

取組の方向性を説明いたしますというような形

で、各部全部が同じように右へ倣えしてやって

いるんですかと単純に聞いておりますが、教え

てもらいたいと思っているんです。

【内田政策企画課長】 お答えいたします。

今回のビジョンにおきましては、「こども」、

「交流」、「イノベーション」、それから「食」

という4つの分野においてありたい姿を記載し
ておりますので、その主管部局におきましては、

その説明を盛り込んでいるという状況でござい

ます。

【小林委員】 それは、こんな具体的に、いわゆ

る所信表明的な特別な取組と、こういうものに

特化したような、これだけのスペースを使って

きちんと説明をしているんですかという、それ

が今、事業計画なる7つのところが、事業説明の
中に、これは長崎ビジョンの計画の一環ですよ

と、これが政策ですよというような形で書いて

あるということだけで、いわゆる自分の部の取

組の方向性と、ここまでのいわゆる状況ではな

いんでしょう。どうですか。

【内田政策企画課長】委員お触れになられまし

たように、企画部のようなスペースを使って説

明している部局はございません。企画部は、冊

子を作ったという所管課として、全てを網羅し

て記載していますけれども、各部局の記載にお

いてはここまでのボリュームにはなっておりま

せん。

【小林委員】わかりました。わからんようでわ

かった。

実は、一番大事な未来大国の実現に向けての

重点的に取り組む分野と、こういうふうに冊子

に書いてある。とても大事な4つの分野と。
ところが、これは4つとこうなるけれども、5
つの分野ということで1つ欠けておりゃせんの
か。どうですか。

【内田政策企画課長】 9月の素案の段階におき
ましては、5つの分野として健康分野を素案と
してお示しをしておりましたけれども、今般、

特別事業との兼ね合いでありますとか、さらに

検討が必要だということで、現段階においては

4分野を重点分野としているところでございま
す。

【小林委員】大体が4つ、4つと思っておったん
ですね。そうすると、財政課の財政指針の中で、

このビジョンは主たる5つの分野と、こう書い
て、今課長が説明するように健康の問題が入っ

ているんだよ。これは、今言うように4つではな
いんです。健康の問題です。ところが、この冊

子を作るまでに間に合わなかったから健康を外

したのか。ここはどうですか。

【内田政策企画課長】健康分野の必要性、重要

性については認識をしておりますけれども、さ
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らに検討が必要だということで考えまして、そ

の連携、融合施策の構築も併せて、今後、ビジ

ョンにおける重点分野の追加というのも、検討

していく必要があると考えております。

【小林委員】結論的にいろいろ言うても間に合

わなかったわけだ。だって、主たる最も大事な

分野、4つ、これが5つと9月には言うて、結局こ
れを作るまでに健康についてのそれだけの政策

を並べることができなかった。やっぱり実現可

能な政策をきちっと並べることができなかった。

だから、結局は現時点においては載せられない

と。しかし、現実に4分野でいくのか、5分野で
いくのか、これはとても大事なことであって、

こんないいころ加減な事業計画かと。

そして、これはなんだ、大石知事がつくって

いるんじゃなくして君らがつくっているのか。

君たちが作っているのか、企画部で作っている

のか、これは。大石知事の考え方というのは、

きちんと主たる分野ということで知事自らがこ

れは肝煎りでやろうとされているわけだろう。

それはそれで我々は、その気持ちの入り方は評

価をするわけだけれども、こんなアンバランス

ないい加減な状況の中で、何か事を急がなけれ

ばいかんのか知らんが、出した以上はちゃんと

した内容を書いて、4つか5つかというのはとて
も大事なことだよ、たった一つといえども。こ

んなようなことを、こんなふうな形で、だって

財政課は令和6年度の長崎県予算編成方針の中
で、5つの重点分野ということの中で、こうやっ
て財源の割り振りをしようとやっているのに、

なんでこの健康がないのか。君らは4つ4つとこ
う言うのか。いかに、これが部局横断的なと、

言葉だけではそんなことを言っているけれども、

君らが言う部局横断的なこととは一体何なのか。

誰が横串を刺すのか。どうですか。

【早稲田企画部長】今回、「こども」、「交流」、

「イノベーション」、「食」という4分野ありま
すけれども、こちらについて横断的連携という

ことでは、各部局、関係部局集まりまして議論

をそれぞれ重ねております、こども、交流、イ

ノベーション、食ということです。

イノベーションの分野では、ドローンワール

ドプロジェクトということでありましたけれど

も、こちらについても企画部と農林部や土木部、

それから教育庁などが一緒に集まって、それぞ

れ議論を重ね、そこに横串を刺す意味での一つ

のパッケージ事業ということでプロジェクトを

組んだところでございます。

【小林委員】早稲田部長、例えばあなたが旗振

り役になると。大体が通常、人口減少問題にお

いても、統轄監的なものを置いて、そこで副知

事的な役割をして、各部長さんたちを全部まと

めて横串を刺していって、部局横断と初めてな

ったわけだよ。

しかし、現実の現時点においては、スタート

したばかりで、まだまだ暗中模索のところが正

直言ってある。だから、なかなか旗振りをする

にしても、あんた、IRのこと、もっと顔が燃え
尽きとかんばいかんとに、IRはどこになっとっ
とか。IRこそ本当に長崎県のこういう将来にお
いても未来大国に値するような内容ではなかっ

たかと、こんな感じがするわけだけれども、そ

こにもっとあなたは力を入れんといかんところ

だよ。

そういうような状況から、やっぱり横断的な

部局の力合わせをやっていくと。言うても4つ、
5つのこんな違いが私から露呈されるようでは、
私は入院しとったんだよ、君。そういうような

形で、私からそんなことが指摘されるような、

それでおたおたするような、そんなようなこと
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ではいかんともしがたい。

だから、本当に横断的にやるならば、今申し

上げるような統括的な統轄監をきちっと、そこ

に力のある人をきちんと置いて、そして知事の

意向が、考え方が、みんなで燃え上がるような

そういう空気をつくっていかなければ、なかな

か難しいぞ。

そして、我々は民間で事業をやっているから

よくわかるんだけれども、事業計画をきちんと

立てんばいかんのだよ。幾らかかるかと。この

財源の確保はどういう形でやっていくのかと。

こういうことをやっていかないと、さっきから

言っているように、なかなか知事の政策経費を

いわゆる盗んできて、そこでやってもらうと。

おまえさんが言い出しっぺだから、そのくらい

の予算をつくらんかと、こんなような形になっ

たらおしまいだよ。長崎県がつぶれてしまうぞ。

そんなわけにはいかないと、そういう感じがす

るわけだよ。

それで、まだこれは大事なことで、もう時間

的なこともあるので終わるが、総合計画とこの

ビジョンをどういうふうにきちんと位置づける

のかと、ここのところだけははっきり、我々が

眠っていてもわかるようなそれだけのことだけ

はしっかりやってもらうと。ここのところを午

後からひとつご答弁をいただくということを期

待して、まず、ここで一回終わります。

【石本分科会長】審査の途中ですけれども、午

前中の審査はこれにてとどめ、午後は1時30分
から再開いたします。

― 午前１１時５１分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【石本分科会長】それでは、分科会を再開いた

します。

午前中に引き続き、企画部関係の質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【小林委員】午前中の最後の質問の中で、お許

しをいただいて、現在の総合計画と今回のビジ

ョンとの兼ね合いをどうやっていくのかと、大

変重要な問題であります。総合計画も大事、今

回のビジョンも大事と。しかし、この総合計画

については、長い長い歴史があって、各部各課

で全庁挙げて、数値目標も明らかにしながら、

この実現のために大変ご苦労いただいてきてい

るわけですね。現在、なお生きていると。そう

いう状況の中で、新たにこうやって未来大国が

やってきたと。未来大国をどういう位置づけに

していくのかと。総合計画はやっていくと言っ

ているわけだから、総合計画と新たな未来大国

をどういうふうに結びつけていくのかと。この

辺の質問に、午後からぜひとも答弁をしてもら

いたいと、かように言って一応終わったわけで

ありますが、改めてそこのところをお願いしま

す。

【早稲田企画部長】総合計画とビジョンの関係

でありますけれども、総合計画は毎年度の進捗

管理を図りながら着実に推進していくべき県政

運営の全般にかかる基本的な計画、施策である

と認識しております。

その上で、ビジョンについては、計画という

位置づけではなく、今後を見据えた重点的な分

野について、様々な立場の皆様と思いを一つに

して取組を進めていくための旗印として、あり

たい姿と施策の大きな方向性をお示ししたとこ

ろでございます。

こうしたことから、現総合計画の方向性に沿

って進めるものについてはさらに力強く推進し、

総合計画に反映すべきものについては総合計画
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に盛り込む、いわゆるタイアップするような形

で施策を推し進めてまいりたいと考えておりま

す。

【小林委員】 これは企画部長が大変な説明を、

お答えをいただいているわけです。やっぱり県

政の基本的な路線をどのようにやっていくかと、

こういう大事な路線の中に、これをうまくミッ

クスしてタイアップしていくと。

だから、今の状況の中で、この未来大国の中

に今の総合計画と類似するもの、一緒になって

やっていくもの、あるいは総合計画を見直して

いくもの、そういうようなところで、さらに光

り輝く総合計画にしてもらうと。そして、県民

の皆様方の将来のあるべき姿を目指して、前に

向かっていくと、こういう形になることができ

れば、しかも、予算も県政は限られております

から、あなた方の給料を払わんわけにいかんか

ら、そういう点からして事業についても、なん

だかんだいっても、やっぱりコストを一番最低

にすると。そして、最大の効果を上げる。最低

コストで最大の効果を上げると。だから、この

総合計画のお金とビジョンのお金と、これによ

って何か膨らんでしまって、そして実現したと。

これでは本当の経営ではない。やっぱり最低コ

ストを上手に割愛しながら、そして最低コスト

でいろいろなことを実現していく、そして、多

くの方々に幸せを提供すると。こういうやり方

でやっていただくということで、そういう2を
足して1できちっと答えを出す。そんなような
形のタイアップという表現ができていますので、

ただし、一番大事なことは、これは知事が了解

をしてもらうかということ。それから、全部長、

県庁内部でこのやり方でやっていこうと、やっ

ぱり両方を立てて、2で足して割るというやり
方はなかなかできんことだよ。これを早稲田部

長がそういうふうに、内部で語り合ったかどう

か知らんが、そういう線をもってこられたので、

私はそういうやり方がもしできれば本当にあり

がたいと。これこそ本当の新しいビジョンとい

う形になっていくんではないかと、かように思

いますから。

何でもかんでも反対しているわけではないん

だよ。いいものはいいわけだよ。そういう結果

オーライにつながらないようなことは、我々と

してはチェックすべき立場でありますから、あ

えて言わせていただくわけだよ。まず、今の答

弁を大変ありがたく了として、なんか非常に楽

しくなったような感じがします。

それで、もう一つあえて言わせていただくな

らば、今の大石県政、大石知事ではマニフェス

トというものがありますよ。マニフェストもた

くさんに広がっている。このマニフェストを、

子ども政策については医療費の無償化をいわゆ

る高校生まで実現をした。いろんな約束された

ことを、ずうっとお金がかかっている。40％シ
ーリングも、結局はそういう自分のマニフェス

トを実現するために、結局はそれだけの財源を

捻出すると。こういうことになっておったんだ

けれども、これからマニフェストの関わり方に

ついてはどういうふうにやっていくのか。今言

う総合計画と未来大国と、それからマニフェス

トと、このマニフェストも知らんというわけに

いかんから、この辺も妙案を考えて、みんなが

立つように。

結果的に立つようにということは、限られた

財源の中で、いかに幸多かれと県民の皆様方に、

長崎県で住む楽しみ、生まれた楽しみ、こうい

うものをきちっと与えていかなくてはいかんの

が、基本的に県政の一番の大事なところだろう

と思うんですよ。だから、そのマニフェストに
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ついても、これからここの兼ね合いと、あなた

のところでちょっと整理していただかんといか

んと思うけれども、何かご見解があればお願い

します。

【早稲田企画部長】マニフェストについてであ

りますけれども、現在の総合計画においてもマ

ニフェスト101項目を見たところ、79項目は既
に記載がありまして、一部の今回の見直しとい

うことで、途中見直しをしておりますけれども、

動物の殺処分ゼロや教育関係者の職場環境の改

善、行政におけるデジタル人材の育成など、新

たに総合計画にも盛り込むような形で現在調整

を進めているところでございます。

マニフェストについても、それぞれの施策と

いうものがありますけれども、例えば民間人材

の積極的な登用など、人事や組織に関するもの

を除きまして、施策として関係するものについ

ては毎年度の予算編成、それから現総合計画に

反映させるような形で、こちらも同じような形

でタイアップさせて、一体として施策を推し進

めていきたいと考えております。

【小林委員】そういうような落としどころとか、

政策の乱立にならんと。やっぱりそういうよう

なことでどこの会社にしても、2つも3つも基本
計画があるはずがないと。だから、そういう意

味からいって、そこを集約していかなくちゃい

かんと。

こういうことで、さっき言ったように限られ

た予算でいかに成果を生むかと、ここがひとつ

お互いの知恵の使いどころと、実績としてはそ

ういうところで評価されるような経営を、いわ

ゆる行政の中の都市経営をしっかりやっていた

だくことを重ねてお願いをしておきます。

まだいっぱいいろいろ言いたいこともあるけ

れども、とりあえず予算を上げましょう。そう

いうことで終わります。

【石本分科会長】ほかにご質疑はありませんか。

【まきやま委員】私からはドローンのオペレー

ター育成支援についてお聞きいたします。

民間の資格と国家資格があるようですけれど

も、どのように異なるか。それと年齢制限があ

るかお聞かせください。

【井手デジタル戦略課長】ドローンのオペレー

ターの資格につきまして、現在、民間の資格と

国家の資格があるわけでございますけれども、

国家の資格につきましては令和4年12月に制度
化されたものでございまして、それまでは民間

の機関が資格を与えるというような形で運用を

されてまいりました。

国家資格につきましては、1等と2等とござい
まして、令和4年12月にレベル4飛行といいます
けれども、有人地帯を目視外で飛行できるとい

うような、かなり高度な飛行をするというレベ

ル4飛行というものが制度化されております。
こちらを飛行する場合には、国家資格の1等ラ
イセンスが必ず必要というようなことで運用さ

れているものでございまして、国が資格を与え

るという形になっております。

そのほか、民間の資格と国の資格でいきます

と、1回の飛行ごとに、毎回飛行申請を行う必要
が民間資格では必ずございますけれども、国家

資格を所持しておれば、それが不要な場合もあ

るというようなことで違いがございます。

年齢制限につきましては、ないものと承知し

ております。

【まきやま委員】 年齢をお聞きしましたのは、

例えば農業分野であれば、農薬のドローン防除

をするのであれば、農業大学生とか、そういっ

た活用が可能だと思います。水産とかですね。

それで、まずお聞きしたいのが、民間と国家
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資格、両方の補助金を活用できるかどうかです。

【井手デジタル戦略課長】民間の資格の補助金

と国家資格の補助金を両方活用できるかという

ことでございますけれども、国家資格を取得す

る場合に、民間の資格を保持していれば、国家

資格を取得するためのカリキュラムが軽減され

るとか、そのような運用をされているようでご

ざいます。ですので、両方とも補助を必要とす

る場合は、想定はしていないところでございま

す。

【まきやま委員】ぜひ学生に勧めて、卒業した

ら即戦力で現場で働けるような土俵をつくって

いただきたいと思います。

それで、例えば大学生がドローンの資格を取

った場合に、在学中ですけれども、プラットフ

ォームへの加入が義務づけられると思うんです

けれども、どういった形の加入になるのか、そ

れを教えてください。

【井手デジタル戦略課長】オペレーター資格取

得支援を受ける際の要件となっておりますプラ

ットフォームへの加入でございますけれども、

実際には補助金の制度を今構築中でございまし

て、まだ確定的なものはございませんけれども、

想定といたしましては、オペレーターの資格取

得支援を受けるためには個人という形ではなく

て、やはりいずれかの団体でしたり事業者に所

属して、その所属する組織の中でオペレーター

の資格取得を、組織そのものがオペレーターを

確保していくというような活動に対して補助を

するということを考えておりまして、先ほども

少しご答弁させていただきましたけれども、個

人としての特に趣味ですとか、そういった形で

資格を取得する方も多くございますので、それ

よりも業としてドローンのサービスを拡大させ

ていきたいということでそのような仕組みにし

ていきたいと思っております。

【まきやま委員】私が聞きたいのは、農業大学

校の学生等が資格を取った場合に、このプラッ

トフォームが規制になって補助が受けられない

とか、そういったことは生じないですかという

ことです、このプラットフォームに入る、入ら

ないの問題が生じてということで。

【早稲田企画部長】今回、ドローンのプラット

フォームの設立ということで、今お尋ねがあり

ましたようにオペレーターの部分ですけれども、

こちらの想定としましては、現在、ドローンサ

ービス事業者とか農協とか建設事業者などの

方々ということで、そういった事業に直接参画

されるような方をまず団体と、事業者というこ

とで想定しておりますけれども、委員ご指摘の

とおり一つの塊として、例えば学生の方々が事

業に参画されると、もしくは、事業に参画され

る予定があるといった時に、その学校単位でや

るのか、それとも新たな所属先のところで組み

立てるのかといったことについては、今後の制

度設計の中で検討させていただければと思いま

す。

【まきやま委員】最後に、このプラットフォー

ムの年間のランニングコストについては、どう

考えられていますか。

【井手デジタル戦略課長】プラットフォームに

つきましては、県が運営していくものでござい

ますけれども、今のところは予算上措置をして

おります33万円程度の運営費が必要というこ
とはわかっておりますので、その額を措置させ

ていただいております。

それから、先ほど年齢制限のことについて申

し上げましたけれども、国家資格の方につきま

しては16歳以上から申請が可能となっている
という制限がございます。お詫びして訂正申し
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上げます。

【まきやま委員】 ありがとうございました。

以上で終わります。

【石本分科会長】ほかにご質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了します。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第59号議案の
うち関係部分については、原案のとおり可決す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は原案のとおりそれぞれ可

決すべきものと決定をされました。

【石本委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

企画部においては、委員会付託議案及び陳情

がないことから、所管事項についての説明を受

けた後、議案外の所管事務一般について質問を

行います。

まず、企画部長より、所管事項の説明を求め

ます。

【早稲田企画部長】企画部関係の議案外の所管

事項についてご説明申し上げます。

「総務委員会関係議案説明資料」企画部をお

開き願います。

（民間企業との連携について）

県と民間企業との連携については、去る2月

15日にあいおいニッセイ同和損害保険株式会
社と、地方創生の推進を目的とした、包括連携

協定を締結したところであり、地域の安心・安

全に関することなど、双方の資源を有効活用し

ながら、地域活性化や県民サービスの向上に連

携して取り組んでいくこととしております。

今後とも、民間企業との連携強化を図りなが

ら、地方創生のさらなる推進に努めてまいりま

す。

次に、恐れ入りますが、「総務委員会関係説

明資料（追加1）」企画部をお開き願います。
追加1の2ページのところです。
（特定観光複合施設（IR）区域整備の審査結果
への対応について）

IR区域整備計画については、昨年12月27日に
国土交通大臣から「要求基準に適合しないため、

認定を行わないこととする。」との審査結果を

発表されたことを受け、国と県との間に認識の

差があることから、去る1月12日、国に対して、
質問書を送付いたしました。

国から質問書に対する回答として、2月9日に
関係資料の提供を受けましたが、質問項目に対

する直接的な回答ではなく、全ての項目には答

えていただいていないと認識されるとともに、

「資金調達の蓋然性」や「IR事業の適切かつ継
続的な実施」を担保しうる基準等は明らかにさ

れませんでした。

そのため、2月16日、知事が観光庁長官と面談
し、現状では説明責任を十分に果たすことが困

難である旨を説明し確認したところ、これ以上

の回答はないとの明確な返答がありました。

知事からは、国の回答に対する県議会でのご

議論を踏まえた本県の課題として、「要求基準」

に客観的な指標等があらかじめ明示されないと、

地方版IRにチャレンジするのは相当程度ハー



令和６年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月６日）

- 86 -

ドルが高いのではないかと認識しており、観光

庁におかれては、これまでの長崎県の九州・長

崎IRプロジェクトにかけた努力を踏まえて受
け止めていただきたいとの申し入れを行ったと

ころであります。

県においては、国から提供された資料を基に

質問書に対する回答の整理を行ったところであ

り、県議会及び関係者のご意見をお聞きしなが

ら、今後の対応を検討してまいりたいと考えて

おります。

続いて「総務委員会関係議案説明資料」企画

部にお戻りいただき、3ページをご覧願います。
（デジタル化やDXの推進について）
マイナンバーカードの利活用・取得促進とあ

わせ、物価高騰の影響を受ける子育て世帯の消

費下支えを図ることを目的として実施してまい

りました「U18マイナカード生活応援事業」に
ついては、去る1月29日をもって申請受付を終
了したところであります。

申請状況としましては、保護者などから約9
万件の申請があり、18歳以下の給付対象者数は
12万2,601名、目標としている対象者14万5,000
人の約84％の方から申請をいただいたところ
であります。

また、マイナンバーカードの取得状況として

は、昨年12月末現在の18歳以下の取得率が約
79％となっており、長崎県全体の取得率の約
80％には届かなかったという状況であります
が、マイナンバーカードの利活用・取得促進に

対し一定の効果はあったものと考えております。

今後とも、関係部局や市町とも連携のうえ、

マイナンバーカードの利活用・取得促進を図っ

てまいります。

最後に、恐れ入りますが、再び「総務委員会

関係議案説明資料（追加1）」企画部にお戻りい

ただき、3ページをご覧願います。
（令和6年度の組織改正について）
令和6年4月1日付けで組織改正を行うことと

しておりますので、その概要についてご説明い

たします。

企画部につきましては、九州・長崎IR区域整
備計画の審査結果を受けた、国との調整や情報

開示等に関する対応など、引き続き必要な業務

に対応するため、IR推進課をIR室に改組するこ
ととしております。

今後とも新たな組織体制のもと、より効率的、

効果的な県政運営の実現に努めてまいりたいと

考えております。

以上をもちまして、企画部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」に

ついて、説明を求めます。

【山下政策調整課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出しております企画部関係の資料についてご説

明申し上げます。

資料の2ページをお願いいたします。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

令和5年11月から令和6年1月までの間に県議会
議長宛にも同様の要望が行われたものは、島原

半島振興対策協議会などからの1件となってお
りまして、これに対する県の取扱につきまして

は、記載のとおりでございます。

説明につきましては、以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。
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【石本委員長】次に、IR推進課長より補足説明
を求めます。

【小宮IR推進課長】配付いたしております「総
務委員会補足説明資料」IR推進課①をご覧くだ
さい。こちらは、既に全ての県議会議員の皆様

に配付いたしております。昨年12月27日付けで
公表されました審査結果につきまして、IR事業
者とともに国土交通大臣宛に1月12日に送付い
たしました質問書でございます。

4ページをお開き願います。
中段に丸数字で一部の出資予定者から資金調

達の確実性を裏付ける客観的な資料等が提出さ

れていないという指摘に対して、この丸数字が

合計で12ございます。この12の分類に対しまし
て、21の質問を国へ送付をいたしております。

15ページをご覧願います。
⑫（2）総合して判断すると、要求基準11及び

要求基準15に適合していないとの指摘に対し
て、ここまでで質問項目が21ございます。
次に、補足説明資料、IR推進課②をご覧くだ

さい。

2月20日に県議会が開会された際に、この質
問書に対する国からの回答について取りまとめ

たものを整理いたしております。

1月12日に観光庁に提出いたしました質問書
に対しまして、2月9日に回答がございました。
その内容は、別添資料をもって回答するという

趣旨で事務連絡が発出されましたけれども、第

35回の審査委員会資料抜粋と第40回審査委員
会資料抜粋、合計7ページが提供されました。
このほか、参考資料として、第1回から第8回

の審査委員会資料及び第28回から第40回の審
査委員会資料、合計300ページの送付がござい
ました。

今回の審査結果における指摘項目は、大きく

整理いたしますと、「資金調達の確実性」と「IR
事業の適切かつ継続的な実施」の2点と整理を
いたしております。

質問書では、12分類、21項目について質問を
行ったところではありますけれども、その結果、

21の質問に対して回答として推察できたもの
は4項目ございました。
具体的には、1点目として「提出されていない
レターとは、どの出資予定者を指しているのか」、

2点目「撤退した企業とは、どの企業を指してい
るのか」、3点目「コミットメントレター等のい
ずれの部分が不明確と指摘しているのか」、4点
目「出資・融資予定者が申請時から大きく変更

されているとは、どのようなことを指している

のか」、このような質問に対する回答でござい

ました。

いずれにつきましても、これまで審査委員会

及び事務局による確認事項及び4回のヒアリン
グにおいて、県並びにKYUSHUリゾーツジャ
パンが丁寧に回答してきたという認識でござい

ます。

残りの17項目につきましては、資金調達の確
実性及びIR事業の適切かつ継続的な実施を担
保しうる基準等に関するものとなりますが、観

光庁から提供された文書では示されていなかっ

たという状況でございます。

この観光庁からの回答を受けまして、2月16
日に知事が観光庁長官とお会いし確認をいたし

ております。

長官からは、これ以上の回答はないという返

答がなされたところでございます。

次に、補足説明資料、IR推進課③をご覧くだ
さい。

別表で整理をいたしておりますけれども、左

から分類、丸数字が①から⑫までございます。
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このうち項目として1番から21番までございま
す。

長崎県からの質問に対して、観光庁から資料

を提供されたもので推察されたものを整理いた

しております。黄色で網掛けをいたしておりま

すのが、今回明らかとなった4項目でございま
す。

1点目ですけれども、「具体的にどの出資予定
者を指してレターが提出されていないと判断し

たのか説明いただきたい」ということに対しま

して、観光庁から提供されました資料で推察さ

れますのが、国内企業の出資について、特定目

的会社SPCを通してKYUSHUリゾーツジャパ
ンへ資金提供を行うという計画になっておりま

したけれども、この特定目的会社SPCから
KYUSHUリゾーツジャパン宛のレターが提出
されていないということが推察されます。

この点につきましては、県及びIR事業者の認
識といたしましては、国内からの出資について

はKYUSHUリゾーツジャパン、またカジノ・オ
ーストリア・インターナショナルジャパンが資

金調達の協力をお願いしていることから、出資

予定者からは必要なレターは全て取得し、国へ

提出しているという認識をしております。

また、観光庁に指摘されておりますSPCにつ
きましては、国内企業からの出資が不足した場

合のバックアップという目的で立ち上げた

SPCでありますので、現在、予定の351億円を上
回る資金調達が充足しているということであり

ますので、このSPCからKYUSHUリゾーツジ
ャパン宛のレターは不要であるという認識でご

ざいます。また、この点は、ヒアリング時にお

いてIR事業者から説明済みでございます。
次に、2ページをお願いいたします。
④撤退した企業がいるという指摘に対しまし

て、「『撤退した企業』とは具体的にいずれの

企業を指しているのか説明いただきたい」とい

う質問に対しまして、資金計画において、当初

はCAIJ社に対して出資予定であったが、最終的
には出資が予定されなくなった2者があるとい
う指摘が推察されました。この点は、IR事業者、
また県の認識として、審査期間が長期化する中

で、KYUSHUリゾーツジャパンが世界的な金
利の上昇等の金融情勢を踏まえて、よりよい資

金調達のあり方として選択した結果であって、

観光庁に指摘された2者が自ら撤退したわけで
はないという状況でございます。

また、このアレンジャーとの協議に基づく

KYUSHUリゾーツジャパンの選択であります
ので、資金調達の確実性に悪影響を与えるもの

ではないという認識でございます。

加えて、区域整備計画本編に記載している出

資・融資の比率、それから国内外の出資の比率

は当初から変更はございません。

次に、⑤不明確な内容という指摘に対して、

「具体的にいずれの部分を『不明確』と指摘し

ているのか説明いただきたい」との質問に対し

まして、レター内に法的拘束力がないと明記さ

れているものがある。レター内の出資・融資の

条件が不明確な記載のものがあるということで、

出資・融資予定者の8者の例示が推察されまし
た。

この点は、IR事業者の認識としてはコミット
メントレター及びコミットメントレター等の定

義が事前にIR整備法や基本方針、手引き等で確
認できない中、観光庁に、その定義、要件等に

ついて事前に問い合わせを行ったものの明確な

回答が得られなかったという状況でございます。

出資・融資予定者から取得したレターについ

ては、主幹事行であるドイツ銀行のほか、海外
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の類似案件において資金調達の実績がある

CBRE社、キャンターフィッツジェラルド証券、
こういった大手の金融機関等が取りまとめた世

界標準的な記載内容であると認識をいたしてお

ります。

また、手引きにおきましては、「コミットメ

ントレター等の書類」との記載となっており、

日本版IRの認定プロセスの特殊性、認定の時期
が未定であること、定量的・一義的ではない審

査委員の裁量的な評価を含むものであること、

認定に当たり、計画変更の条件が付される可能

性があること、こういったことを踏まえますと、

アレンジャー及び出資・融資予定者としても、

そのコミットメントを示す書類の提出に当たり、

段階的な対応をせざるを得ないという状況にあ

ったものでございます。

また、諸外国のIRの公募・入札におきまして
も、公募時点においては法的拘束力のある書面

に限られず、状況に応じた各種の書面を通じて

資金調達の確実性を客観的に裏付けることが求

められているという状況でございます。

次に、⑥「出資・融資予定者が申請時から大

きく変更されている。今後も出資・融資予定者

の変更が生じうる」という指摘に対して、「『大

きく変更されている』とは具体的に何を指して

いるのか説明いただきたい」との質問に対しま

して、当初の計画から最終の出資・融資予定者

が変わっているという指摘が推察されました。

この点につきましては、区域整備計画本編に

記載している出資・融資の比率、国内外の出資

の比率は当初から変更はございません。

審査期間が長期化する中で、出資・融資の構

成に関して、世界的な金融情勢等を踏まえて、

観光庁への補足説明を行いながら対応した、そ

の結果を反映したものでございます。

このほかの項目については、提供された資料

からは推察できるものはございませんでした。

よって、審査・評価の基準、それから判断の

根拠は示されていないという認識でございます。

私からの説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。

【浅田委員】それでは、議案外の質問をさせて

いただきますが、IRについて質問をさせていた
だきたいと思います。

一般質問でも私は、この件に関しまして様々

な形で、知事、副知事にご答弁をいただきまし

たが、全くもって納得いかない状況で終わりま

したので、担当部署の方に、より詳細に詳しく

ご説明をいただければと存じます。

やはり一番最初に気になったのが、答弁して

いただいた時に、知事は、本当にこのIRの事業
の不認定を受けたことに悔しさがにじみ出ない

のだなと思ったんです、全然悔しくないのかな

と。これほどまでに予算や年月をかけやってき

た事業が、駄目だったということを、なんかさ

も終わったかのように受け止められてしまって

いると。

知事自身が、これまで、今、担当課長が説明

いただきましたけれども、ポイントなどを推察
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し、整理し、そして議会とか関係者のご意見を

踏まえながら一連を振り返っていきたいと。も

う終わったのかなというようなご答弁でありま

した。

それを受けて、担当の部署の皆さん、部長を

はじめとした方々は、まずもって、これはもう

終わりというふうに判断をしたのかどうなのか。

皆さんも時間、労力、そして思いを込めて、こ

れまで長きにわたりこの事業をやってきたもの

だと私は理解をしております。そういう意味に

おいて、皆さん自身はどのように思っているの

か、部長でも構いませんが、教えていただけれ

ばと思います。

【吉田企画部政策監】 このIRの不認定につい
ての私どもの受け止めというご質問でございま

す。

これまでの間、特に県議会のご指導を仰ぎな

がら、また、元議長、複数の議長さん方からも、

九州各県の議会の議長様などを回っていただく

など、大きな協力を得ながら進めてきた事業で

ございます。

ここに令和4年の4月に議決をいただきまし
た議案、区域整備計画の本体、今、手元にござ

いますけれども、この議決をいただくに当たり

ましても、議員各位のご理解とご協力あっては

じめて、これが議決として成立をして国に申請

できたものでございます。

議会のご支援もさることながら、この間、課

長以下職員が一生懸命頑張って、この計画を成

し遂げて国に申請したものでありますので、本

当に門前払いに近いような昨年12月の決着の
つけ方というのは、本当に、誠にもって不本意

であるということで、悔しいかと言われれば、

本当に悔しさの極みでございます。

【浅田委員】今、政策監がご答弁いただきまし

たけれども、やはり悔しいという思いがあって、

それを知事自身も受け止めているのかなという

気さえもしました。それによって今後の歩みと

いうのが全然違ってくるのではないかと思い、

それが心配だったのでお伺いをしたんですが、

やはりこれで終わらせてはならない。これまで

の皆さんたちが培ってきた長年にわたるノウハ

ウもあるわけじゃないですか。そういったもの

をいかに、確かに再募集をされているわけでは

ない状況の中で、手を挙げるような場はまだな

いのかもしれないけれども、今だったらもっと

自信があるものなのかどうなのか。そういった

ことも含めて、皆さんたちはどう思っているの

か。本当に知事の熱意を感じなかったものです

から、それが気になって、このまま終わらせて

いいのかどうなのか。多くの方たちが再チャレ

ンジの声を議会の中でも質問をしておりました。

そのあたりはどうなんでしょうか。

【吉田企画部政策監】今、浅田委員のご指摘に

ありましたとおり、仮に再チャレンジをすると

いたしましても、そこには国からの募集という

行為が先にないとできないものでございます。

ご承知のとおりでございますが、3つの上限
とされている区域認定に対しまして、今、大阪

のみが認定をされている状況でございますので、

残り2つをどうするかについては、去る1月17日、
観光庁の長官は、記者からの質問に対しまして、

「まだ何も決まっておりません」というふうに

答えられております。なので、この国の動向も

見ながら、地域の皆様、またこれまでご支援い

ただいた皆様のご意見も参考にしながら、今後

の方針を立てていくのだろうと思っております。

【浅田委員】観光庁長官にお会いした、再三知

事がそのことを述べられます。しかしながら、

観光庁の長官にお会いしたからそれで終わった

と言えることではないと私は思っているんです
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ね。

また、お会いした際に、この長崎のことを今

後もしっかりと応援していきたいというような

お言葉、ある意味ありがたくもあるんですが、

やはりそれはIRが駄目になったから、よりその
分を応援するというそれではなくて、これまで

これも観光振興部署の皆さんが頑張ってきた長

崎の様々なポテンシャル、そもそもの長崎に対

しての意見なのかなというふうに受け止めたん

ですね。

そうであるならば、もっともっと我々もやっ

ていかなければいけないことがあるのではない

かと思います。だからこそ予算が計上されたこ

とに関しましても、しっかりと国からの調整と

書いてありましたので、今後もこの観光庁長官

にお会いしたことで終わりではなく、さらに国

ともしっかりと調整していく強いお気持ちがあ

る、だからこそそれを載せているんだというふ

うに私は受け止めまして、これからもその姿勢

でいろいろと質問をしていきたいと思っていま

す。

そのことに関しては答えが出ないことであり

ましょうから、詳細についていろいろお伺いを

させていただければと思っています。

私が質問した際に、まずアドバイザーの委託

について、コンサルに8億円も支払ったことに
関して、果たしてそれが適正だったのかどうな

のかという質問をいたしました。

答弁としては、聞きたかったところとはちょ

っと違ったんですけれども、その際に気になる

なと思ったことが、コンサルの方は十分に合理

的な資料が提出されている、これが委託先の認

識であるとおっしゃっていました。その委託先

の認識の部分を、その後しっかりと、まずは県

の皆さんと確認したのかどうなのか。それが今

後の説明責任にもつながっていくわけですけれ

ども、そのあたりはいかがなんでしょうか。

【小宮IR推進課長】国のヒアリング対応等、国
へ確認事項の書類等を提出する際には、この法

務アドバイザーのベーカー＆マッケンジー法律

事務所、それから全体的にあずさ監査法人に業

務委託を行っていますけれども、そこは都度、

協議をし、どのような書類を提出するか、どの

ような回答をするかということは、常に情報共

有を行っておりましたので、私どもとこの受託

業者については同じ認識を共有しております。

【浅田委員】同じだけれども、結論から申し上

げますと、それで不認定だったわけですよね。

そこをやはり解明していかなければ、説明責任

を十分に果たしたというところにはつながって

いかないと思うんです。そこの中、予算も法務

アドバイザリーの方々に今後もついていただく

ことが決定しているわけですけれども、その方

たちとどのような形で今後協議をなさるのか。

自分たちは正しいと思ってその書類を提出して

いるわけですけれども、でもそれが認められな

かった。この現実をどう受け止めて、どういう

ふうに今後もっていくか、ここが重要なことだ

と思うんですね。

【小宮IR推進課長】 浅田委員ご指摘のところ

は、私どもも十分理解するところではあるんで

すけれども、やはり事前の情報として、コミッ

トメントレター等がどういう要件かというもの

がわからない中で、私たちも国内にIRというも
のがなく、初めてのプロジェクトということも

あって、世界でIRプロジェクトに多く携わって
いる専門の知見を持つ方、そういった方の助言

を受けながら取り組んできたわけですけれども、

やはり私たちはIR事業者とともに、国際標準的
なレターということでレターを準備して臨みま

したけれども、一方審査委員会におきましては、

審査委員会の裁量が大きくて、その中で判断を
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されたというところが今回の審査結果において

明らかになったというところで認識をいたして

おります。

また、今後の進め方につきましては、2月2日
の総務委員会におきまして、第三者のご意見も

踏まえながら振り返りを行うということをして

おりますので、今、そういった客観的なコメン

トがいただける専門家の意見等をまとめている

最中でございます。

【浅田委員】コミットメントレター、先ほどか

らご説明があって、そこに関しては国際的な商

慣習に基づいてしっかりとやってきたと。これ

は今までも経験があるコンサルの方たち、海外

ではそれで通っていた。それが日本で駄目だっ

た。だけれども、そのコミットメントレターに

関しては、大阪も同じようにコミットメントレ

ターを出しているわけじゃないですか。それが

なぜ長崎は通用しなかったのか。大阪は通用し

たわけですよね。大阪にとっても、日本で最初

を目指したのは、規模感が違うから、そこは比

較ができないということを一般質問で知事が答

弁いたしましたが、私はそれもおかしいなと思

ったんです。時間がなかったので、その時には

そこは再度お伺いすることはしませんでしたが、

規模感、確かに大阪の方が都会ですから、規模

感は大きいかもしれない。予算も違う。だけれ

ども、コミットメントレターの出し方とか、そ

こに付随する様々なことに関しては同じじゃな

いとおかしいわけじゃないですか。それを皆様

方は、国際的な商慣習にのっとったということ

だけを繰り返す。でも、のっとったけれども、

駄目だった。そこをきちっと理解しないと駄目

だし、先ほど私は、知事の答弁で大阪とは比較

ができないというふうに再三言われたわけです

けれども、午前中の答弁の中で、大阪の審査が

開示され出したというのがたしかあったかと思

います。課長が述べられました。

ということであれば、大阪がどのようなコミ

ットメントレターで、それが長崎とどう違うの

かがわかるはずじゃないのかなと思うんですが、

そのあたりはいかがですか。

【小宮IR推進課長】 観光庁のホームページで

公表されておりますのは、審査委員会で用いた

資料のほか、議事概要、そういったものは公表

されておりますけれども、大阪のIRプロジェク
トで国へ提出されたコミットメントレター等に

ついては公表されておりません。

【浅田委員】ということは、コミットメントレ

ター自体が、国際的な商慣習にのっとってきち

っとやっているというのであれば、同じような

形なのかなと思ったんですが、それがわからな

いので判断ができないというものなのか。今後、

どうなのか。だからこそ、私は国会議員の方々

に言って、同じ思いをした方たちがいるわけで

すから、国の方でもしっかりと質問をしていた

だいて、ここはいろんな党がおりますので、そ

こはしっかり、それぞれにご質問をいただくぐ

らい、私は県からお願いをすべきだと思ってお

りますが、そのあたりはこの間も答弁しづらい

ということだったので控えますけれども。

だとするならば、もう一点、今の答弁で気に

なったのが、審査委員会の裁量があまりにも大

きいのではないかという見解、ここがよく意味

がわからなかったんです。審査委員会の裁量が

大きかったら長崎は駄目なのか、大阪がいいの

か、ここはどういうふうに受け止めればよろし

いんでしょうか。

【小宮IR推進課長】 先ほどご説明しましたと

おり、今回の審査結果を受けましてIR事業者と
も協議をして、なぜ我々がこの要求基準で適さ

ないと判断されたのかというところを整理をい

たしまして、その判断に至った基準を示してく
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ださいということ。その基準があるのであれば、

そういった判断に至った根拠を示してください

ということを質問書の中で記載をして提出いた

しました。

先ほど述べました4点については、国から提
供いただいた資料をもって推察することができ

ましたけれども、その残りの17項目がIR事業者
と私どもが求めた審査の基準、それから判断の

根拠、そういったものが明示されてないという

状況、これはもう審査委員会の裁量の中で判断

をされたということで理解をいたしました。

【浅田委員】ごめんなさい、私は頭が悪いから

か理解ができないんですが。

じゃ、審査委員会の裁量が大きくなければと

いうか、何というんでしょうね、審査委員会の

中の裁量があまりにも大きいので駄目だったと

いうことですか。すみません、ごめんなさい、

繰り返しになりますが、よく理解できないんで

す。

【小宮IR推進課長】 繰り返しの答弁で恐縮で

すけれども、やはりこういうコミットメントレ

ターの審査にかかる部分であれば、どういう内

容の記載を充足されたものを提出すればいいの

かとか、そのレターの記載内容であるとか、あ

とは審査の基準であるとか、あらかじめ手引き

等において明示をしていただければ、そこに沿

った事業者の公募選定から区域整備計画の作成、

添付書類の準備等、対応が可能であったのでは

ないかということがありますので、それが今現

在も明示をされてないということは、やはり私

たちの対応としては難しかったと。専門的な商

慣習に基づく書類の提出ということで申請せざ

るを得なかったという状況でございます。

【浅田委員】わかったようなわからないような

なんですけれども、なぜかというと、規模感が

違おうが何だろうが、やっぱり大阪が認定をさ

れているというところは大きいと思うんですよ

ね。一つはしっかり認定をされている。だとす

れば、同じように作業をしてきた皆さんにとっ

ては、大阪はなぜ認定されたというふうに今の

ところお感じなんでしょうか。

【小宮IR推進課長】 なぜかということについ

は、私の立場からはなかなか申し上げることは

できませんけれども、国が求めている要求基準

の全ての項目に合致したと。それゆえに次の審

査の1,000点満点の点数評価の審査に進んだと
いうことに尽きると思います。

我々は、その評価に進むことができずに、こ

の要求基準の4、要求基準の11、15、ここで満た
さないと判断をされたわけですので、なかなか

大阪と比較するということについては、コメン

トは難しいと思います。

【浅田委員】ならば、やはり最初の段階に戻ら

ざるを得ないという気がしてならないんですね。

確かに大阪とは違う。だけれども、コミットメ

ントレターというのは大阪も出さなきゃいけな

い。長崎も出さなきゃいけない。それがしっか

り通っているところがあるわけですから、やっ

ぱり我々が何か劣っていたというところは何な

のだろうと。ここはどうしても大阪が認定を受

けているので、県民自身が思っていることなん

ですよ。なんで一方はよくて一方は駄目なの。

地方だから駄目なのか。

でも、もともとは、このIRは地方の起爆剤に
なるということによって、首都圏と地方ととい

うのが明確にあったわけですから、規模感の違

いだけは言い訳にできないのではないか。

この間の知事答弁、私はそこが納得がいかな

い。おかしいなということでした。

だとするならば、最初の段階に戻って、県が

策定をした募集要項、ここ自体が何か違ったか

というそういったところはどうなんでしょうか。
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【小宮IR推進課長】 事業者の公募選定段階に

おきまして、募集要項等によって令和3年1月か
ら事業者の選定を始めたわけですけれども、そ

の際、5者から応募がございまして、最終的にカ
ジノ・オーストリアのグループを選定したわけ

ですけれども、その1月の募集を開始した際に
も、こういった審査委員会における審査の手引

きですとか、どのような形で国の審査が行われ

るかというところは全く示されていませんでし

たので、私ども、それから大阪、和歌山が周辺

情報等を踏まえながら、本県で言えばあずさ監

査法人、ベーカー＆マッケンジー法律事務所、

こういった知見を持ち寄って募集要項を作成し

たというところでございますので、これから先

は、今回の国の審査結果に基づいて、どのよう

な視点で要求基準の審査が行われるのか、評価

基準について審査が行われるのか、明らかにな

ったわけですので、仮に次回のチャレンジがあ

るとするならば、その国から示されている内容

に基づいて、事業者の公募選定を行うという状

況になろうかと思います。

【浅田委員】最終的に今のお話で言うと、再公

募があって応募できれば、長崎県は自信がある

ということにつながるのかなというふうに今理

解をしたところですが、やはり県民の方々には

非常にわかりづらいと思うんですね。かなりの

方たちがここに希望を持って、この十数年挑ん

できたわけですよね、特に佐世保の方。そして、

「九州はひとつ」という言い方で九州全体を巻

き込んでここに挑戦をしてきたわけです。私以

上に、本来で言うと皆さんの方が一番悔しいん

だろうなということも思うんですが。

それでは、先ほどおっしゃっていた第三者的

な方々のご意見、この第三者的立場とは今度は

どういう方になるんですか。

【小宮IR推進課長】この間、IR推進法、それか

らIR整備法、法制度作りから、日本のIRプロジ
ェクトに携わった方、そう多くはいらっしゃい

ませんけれども、そういった方にご相談をし、

客観的に本県の取組がどうだったのかを評価い

ただける方を選定いたしまして、ご相談してい

きたいという状況でございます。

【浅田委員】 時間ですか。では、一回やめて、

また後で質問します。

【宮本委員】 私の方からも特定複合観光施設

（IR）の区域整備についてお尋ねをいたします。
私も1月23日の全員協議会の折、質問に立た

せていただきました。そして、先の一般質問の

中でもこの問題について取り上げておりまして、

先ほど浅田委員からも質問がありました。重複

する部分がありますならばご承知おきいただけ

ればと思いますが、私の観点から幾つか質問を

させていただきます。

まずは、ここに至るまでの様々なご尽力につ

いて非常に感謝するとともに、非常に悔しい思

いは隠しきれません。特に佐世保においては、

訪問するたびに、佐世保は新幹線も来ず、ビッ

クプロジェクトもなく、IRも来ない。お叱りを
受けるのが常でございます。そういった意味も

踏まえて質問に立たせていただきました。

それと同時に、前の商工会議所の会頭の、も

うお亡くなりになられましたけれども、前田元

会頭が非常に熱心に取り組んでいらっしゃって、

私も同じ思いでここまで進んできたという思い

を感じながら、今日も質問をさせていただきま

す。

まず、私が全員協議会の時に質問した時の知

事の答弁と、先日の一般質問における答弁にお

いてトーンダウンしたような感じがありました。

私からは、再チャレンジをすべきですよという

ことも申し上げたけれども、先の一般質問にお

いては、IRに対する知事の思い、知事の思いと
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いうのは県の思いになるので、ちょっとトーン

ダウンしているような気がします。これについ

て、改めて見解をお尋ねいたします。

【小宮IR推進課長】 1月23日に全員協議会で宮
本委員にもご質問をいただきました。その際は、

まだ国からの回答もなく、私どもが国へ質問書

を送った段階で、その後、2月9日に国から回答
という形で資料の提供がありました。それを踏

まえまして、知事が2月16日に上京して観光庁
長官と会われました。

この間で様々なことが明らかになりました。

先ほど浅田委員のお尋ねにもお答えいたしまし

たけれども、やはり国際的な商慣習に基づいて

準備をしてきた私どもの計画と、IR事業そのも
のが刑法の特例的な措置として厳格に審査され

ないといけないという審査委員会の裁量をもっ

て判断をされたというこの点を踏まえると、こ

の一般質問での答弁も、1月23日の全員協議会
の際と同じかと言えば、進歩はあっていると思

います。それが宮本委員の受け止めとして、そ

のように認識なされたというところであればそ

うなのかもしれませんけれども、今の県のスタ

ンスとしては、現状においてはなかなか再申請、

再チャレンジについて判断するのは難しいとい

う状況でございます。

【宮本委員】 同じくして「IR推進課」から「IR
室」に改組するということも発表になり、いや

増してその思いをちょっと強くしたところでも

あります。

推進というのがなくなって、課から室になる

ということからすると人数も減るんだろうなと

いうこと、それから、IRに対する思いというの
が非常になくなるということを感じます。

経時的変化において知事の思いも変わったと

いうことは、一定程度理解するものの、思いと

しては変えてほしくないということは、この場

でも改めて述べさせていただきます。

1月23日には聞くことができませんでしたが、
今回のIR不認定、そして、国からの質問に対す
るある程度の回答を受けて、ハウステンボスの

受け止めについてお聞きしたいんですが、その

後、ハウステンボスと何か協議をなされたのか

どうか、これについてお尋ねいたします。

【小宮IR推進課長】 1月23日の全員協議会後、
私もハウステンボスに出向きまして、高村社長

と面会の機会をいただきました。

その際、この間のIR候補地としての企業地の
提供に対するお礼、それからこの間の協力に対

するお礼等申し上げました。

併せて、想定よりも審査期間が長くなったと、

1年8か月に及んだということで、この間、ハウ
ステンボス様には宿泊の予約の状況ですとか、

ブライダル、従業員の雇用等について、多大な

るご迷惑をおかけしたということについても改

めてお詫びを申し上げて、今後につきましては、

国の再募集の有無もわかりませんし、どの時期

にもなるかもわからないため、今後については

引き続き情報提供、情報共有をさせていただき

たいということでお話はさせていただいたとこ

ろでございます。

【宮本委員】確認ですが、そういった形で次も

またあるならば、ハウステンボス側としてはお

断りになることはなかったという認識でいいの

か、再度確認をさせてください。

【小宮IR推進課長】再度のチャレンジ、再申請
については、その面会時においては言及はなか

ったという認識をしております。

【宮本委員】ハウステンボスにおいては、今回

の受け止めについては、どういった形、県に対

する応援のメッセージがあったものなのか、厳

しいご意見もあったものなのか、再度詳しくお

聞かせください。
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【小宮IR推進課長】 繰り返しの答弁で恐縮で

すけれども、今回の審査結果に対するご報告と

この間のお礼、ご迷惑をおかけしたということ

のお詫びについて面会した内容でございますの

で、その先、再チャレンジについてですとか、

今後についてはお話されていませんし、私もそ

のような情報があるということは認識をいたし

ておりません。

【宮本委員】候補地としてするならば、ハウス

テンボス以外にないという思いで確認をさせて

いただきました。

そうするならば、長崎IRは九州全体として動
いてきたという経緯があって、九州で一つIRを
獲得したいという思いで動いてこられたという

ふうに考えております。

九州の経済界の思い、考え、そして何かご意

見についてはどのようなものがあったのか、お

聞かせください。

【吉田企画部政策監】 昨年12月末の結果の公
表を受けまして、これまで本県のIRプロジェク
トにご支援とご協力を賜ってきました九州経済

4団体はじめ、九州の経済界の皆様、また県内の
経済団体の皆様、自治体等々の皆様に、この現

状の結果のご報告と内容の説明を行ってまいり

ました。

その中で、九州経済連合会の倉富会長からは、

「九州にIRが必要という認識は今も変わらな
い」ということでおっしゃっていただきまして、

「また、長崎もチャンスが、機会が巡ってきた

らぜひチャレンジしてほしい」というふうな温

かいお言葉を賜ったところでございます。ほか

の経済団体の皆様方、また、各企業の皆様方も

おおむね同様の反応だったと承知しております。

【宮本委員】九州からするならば、他県におい

て次はという動きが、何か今の段階で承知して

いらっしゃればお聞かせいただければと思いま

す。

【吉田企画部政策監】準民間レベルでの、例え

ば志賀島の自治会長さんが希望されているとか、

福岡のJCの方がそういったご要望をされたと
か、そういった情報はございますが、少なくと

もこのIRの申請に必要な自治体、都道府県また
は政令市のレベルで、現在、IRに向けた誘致の
表明をされているところは九州ではないという

ふうに承知しております。

【宮本委員】今まで、佐世保市とは連携を取り

ながらずっとやってこられました。今後は、IR
室に改編することになって、佐世保市ともまた

再度、今後もこのIRに向けた連携を取っていく
のかどうか。取っていくとするならば、どうい

った観点で取っていかれるのかというのも、今

の段階でわかっていれば教えていただければと

思います。

【早稲田企画部長】佐世保市・県北地域におき

ましては、歴史と文化や特色ある産業など、多

くの魅力的な資源というものを有しております。

今般、IRの審査結果というものが出ましたけれ
ども、IRに関わらず、佐世保市・県北地域を中
心として県下全域に振興を図るということは非

常に大切な課題でありますので、引き続き、佐

世保市とはIR関係も含めまして連携を取って
地域振興に努めてまいりたいと考えております。

【宮本委員】そうするならば、ここにも追加も

あります。そしてまた、部長説明資料等もあり

ますが、今後、国に対する動き、先ほどちょっ

と答弁もあったかもしれませんが、なかなか納

得されてない部分があろうかと思います。

これをこのままにしておくのではなくて、も

っと踏み込んだ形で国に対しても働きかけ、な

いし歩み寄りという言い方じゃないですね、要

望していく必要があるのじゃないかと思います

が、今後、国に対する動きという観点からする
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ならば、県としてどのように体制を取っていく

のかについても教えてください。

【小宮IR推進課長】今回、国に対する働きとい
うことにつきましては、まずは今回の審査結果

についての振り返りを優先すべきと思っており

ますので、今回の取組について、この審査結果

を受けて、どう総括するかというところを、ま

ずもって取り組まなければいけないと思います

ので、その先に、今後の対応については県議会、

また経済界の皆様ともご意見をよくお聞きしな

がら検討を進めてまいりたいと考えております。

【宮本委員】今回の補足説明資料の中にもあり

ますが、長崎県の質問に対して観光庁提供資料

から推察されること、それに対する県の認識と

いうのがあって、黄色い網かけのところがある。

ここについては、いやいや、県はこういった考

えなんですよということを国に対して働きかけ

というのはなされるのかどうか、それも確認を

させてください。

【小宮IR推進課長】 先ほどもご説明いたしま

したけれども、この黄色で指摘されている部分

については、一定観光庁から提供された資料で

推察されるということで取りまとめましたけれ

ども、この内容については既にヒアリング等で

審査委員会にも説明いたしておりますし、その

ほかの項目につきましても、右の欄に記載して

おりますとおり、県の認識と書いていますけれ

ども、これはIR事業者の認識とイコールでござ
いますので、このIR事業者の認識についても書
面での回答ですとか、ヒアリング時において説

明をしておりますので、改めて観光庁、審査委

員会に対して説明を行っていくということは考

えておりません。

【宮本委員】わかりました。なかなかすっきり

しないような感じですよね。

先ほど、浅田委員も言われましたが、ここに

「要求基準に客観的な指標等があらかじめ明示

されないと相当ハードルが高い」とありますが、

大阪は通っているわけですよね。だから、問題

というのは、ここの客観的な指標がなくても通

るんですよね。通るんだと考えます。だから、

何かというと、メガバンクとか、確たるSPCの
存在、これが大事じゃないかなとやはり思いま

す。

これについて、私も、1月23日にこの点につい
てはメガバンク、そして確たるSPCの存在、こ
れが次のチャレンジの時は必要であるというこ

とを申しましたが、ここについては県の認識と

してはいかがでしょうか。ここに欠点があった

のではないかというような考えというのはあり

ませんでしょうか、お尋ねいたします。

【小宮IR推進課長】 今回の審査結果を見ます

と、やはりカジノ・オーストリア・インターナ

ショナル、この事業者はカジノ、それからエン

ターテインメントについてはヨーロッパを中心

に実績がございますけれども、今回県とIR事業
者が提出したこの大規模な計画、この開業運営

実績はないという審査委員会の指摘ですので、

今、宮本委員が指摘されるように、そういった

大規模IRの開業運営実績があるSPC、これが求
められているというのはこの審査結果から読み

取れるものではないかなと思います。

先ほどの浅田委員の質問にもお答えする形に

なるかと思いますけれども、大阪は現に認定を

もらっているという状況でありますと、やはり

大規模なIR事業者の出資があり、オリックスと
いう国内の企業が出資をし、複数の国内のメガ

バンクが融資を担うという体制が一つの例とし

て認定を受けていますので、これは一つの指標

になるのではないかと考えております。

【宮本委員】そうするならば、もう限られてく

るはずですよね。大規模にIR、カジノを運営し
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ているというところは数社しかないわけであっ

て、そういったところを持ってこないとできな

いというような位置づけになろうかと思います。

だから、非常に国の基準からしても、客観的

な指標ということからしても、なかなかそこを

引っ張ってこないと難しいんだろうというふう

にちょっと考えたところです。

よって、明示されなくても通るものは通るの

であって、県の計画というものが、もちろん最

初はわからなかったところでの挑戦であったの

で、こういった結果になったということは致し

方ありませんけれども、そこについて再度協議

もしていただきたいというふうに考えておりま

す。

今後「IR室」になりまして、県としては、繰
り返しになるかもしれませんが、今からのもの

を精査していきながらということになろうかと

思いますが、改めて「IR室」における業務のあ
り方、業務の進め方について、今後、どのよう

な形で取り組んでいかれるのか、また改めてお

聞かせください。

【小宮IR推進課長】 分科会でも答弁申し上げ

ましたけれども、国との調整がまず大きな業務

となると思います。それから、公文書開示請求

等の対応もあろうかと思います。

今回の審査結果に対する、このIRプロジェク
トへチャレンジしてきた、佐世保市とともに取

り組んできた振り返りも必要になってくると思

います。

また、この間、様々な経済界、企業様と一緒

に、IRが実現したならば、こういうふうな未来
を描いていこうとしておりましたので、そうい

ったIRで計画に盛り込んだものが一つでも二
つでも、IRがなくても実現できるように、IRプ
ロジェクトで検討してきたものが、先ほど部長

がお答えいたしました県北地域、佐世保地域の

発展につながるように、各部各課、それから民

間企業の皆様と共有できればよろしいかと考え

ております。

【宮本委員】地元の県北地域においても、経済

界の方々も考え方については非常に冷ややかな

ところも若干あります。だから、そういったの

も県として対応していただきながら、丁寧に丁

寧に説明をして、今後、こういった形で盛り上

げていきますと、県北の振興、そして、県の振

興についても盛り上げていくという姿勢を貫い

ていただきたいということを改めて要望申し上

げますが、最後に部長、一言、今回の認定を受

けて、そしてまた、今からの県の取組について、

考え方、決意、そして取組内容について、再度

ご答弁いただければと思います。

【早稲田企画部長】 九州IRプロジェクトとい
うものは、県議会をはじめ、立地自治体である

佐世保市や九州各県の皆様、多くのご支援、ご

協力をいただいて、約20年来にわたって進めて
きたプロジェクトでありまして、県としまして

も予算額、事業費としまして約6億円近くの事
業費をかけて、時間、労力、多大なコストいう

もので対応してきた施策、プロジェクトであり

ます。そのため、今回、非常にこのプロジェク

トが認定に足らなかったという点につきまして

は残念でありますし、力が及ばなかったという

ことに対しては、非常に申し訳なく思っている

ところであります。

一方で、これまで培ってきましたIRの施策、
広域観光周遊でありますとか、地元調達の仕組

み、それから依存症対策、これは九州各県でネ

ットワークをつくって推進してきたものであり

まして、こういったものについては力強く進め

られるように、引き続き取り組んでまいりたい

と考えております。

また、佐世保市・県北地域の振興につきまし
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ても、令和6年度予算におきましては、基地を活
かしたまちづくりということで、基地と地域と

の共存共生に向けた取組に対する支援制度とい

うものを創設したところであります。

今後とも、佐世保市・県北地域の発展に資す

るインフラ整備も推進するとともに、本県観光

の中核的な施設でありますハウステンボスを基

軸とした観光振興など、佐世保市とも連携の上、

引き続き全力で取り組んでまいりたいと考えて

おります。

【石本委員長】 ここで休憩したいと思います。

3時から再開したいと思います。

― 午後 ２時５３分 休憩 ―

― 午後 ３時 ０分 再開 ―

【石本委員長】 再開いたします。

【小林委員】先ほど、浅田委員と宮本委員から

IRについてお話がありましたが、私からも同じ
ようにIRについてお尋ねをしたいと思います。
ちょっと余計なことだけれども、浅田委員も

非常に元気がいいし、宮本委員も大きなポイン

トを突いて質問されておったと思うんだ。こっ

ち側は元気だけれども、そっち側があまり元気

がない。特に小宮課長、大丈夫ですか。何か具

合でも悪いのかね。何か非常に気になるところ

だけれども。本当に何かこう、一つひとつの答

弁を聞いておっても、あまり元気を感じないよ

うな状況で、そんな状況だけど、しっかりやっ

てもらいたいと思っております。

まずお尋ねしますが、今回2月16日に観光庁
長官に大石知事が面会を求めて面会をされたと

聞くけれども、これは一人で行かれたんですか、

誰かが同行したんですか。

【早稲田企画部長】 私も同行してまいりまし

た。

【小林委員】それでは、16日に観光庁長官と大
石知事と早稲田部長が同席をしていただいて、

それで3人でお話をされたということでござい
ますが、どのくらいの面会時間でございました

か。

【早稲田企画部長】先方は、観光庁長官と観光

庁の次長、それから担当の方ということで3人
いらっしゃいまして、長崎県の方としては知事

と私と2名ということです。時間にしては約15
分程度であったと記憶しております。

【小林委員】国側が3名、本県が2名と、トータ
ル5名で、僅かの15分と、こういう扱いを受けて
いると、今改めて聞いてびっくりしますがね。

大体がこれだけの大きなプロジェクトを、今

回はいろいろ理由があるにせよ、残念ながらと、

こういうところだから、やっぱりそこはね、観

光庁長官も、国側もちゃんと長崎県に、何とい

うか、労をねぎらうとか、あるいはこれからの

こととか、やっぱり長崎県が不思議に思う、こ

ういうところについては丁寧に話をすべきでは

ないかと。それすらできないという状況でいく

ならば、要するに今回の一番、何というか、お

っしゃっているあなた方の基本姿勢は、なぜ不

認定になったのかと。いわゆる国と県の考え方

に隔たりがあると、この1点が一番大きい問題
なんだ。国と県の考え方に隔たりがあると。こ

の隔たりが全く、15分程度の面会では立ち話の
挨拶程度みたいなもので、実際的に全然隔たり

を解消するまではいかなかったのではないか

と、こう推測をするんだけれども、これはどう

ですか。

【早稲田企画部長】 今回の面談におきまして

は、長崎県から、今回のIRの審査結果における
主張ということで、今、委員ご指摘のとおり、

審査結果に対する本県の質問というものに対し
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ての見解を求めたところであります。

先方からは、やはり刑法上の特別な取扱いに

よるプロジェクトということで審査を重ねた結

果の判断ということで、これ以上の回答はない

ということでのお話があったところでありま

す。

【小林委員】 結局、長官側から、国側から「こ

れ以上の回答はない」と。21ある中において、
4つぐらいしか実は回答がね、回答らしきもの
はなかったと。そうすると、あとの17の質問は
全くもってね、12月27日の不認定、それから1
月12日か、この質問状の経過の中で21を重ねて
質問をしたわけだよ。4つしか答えらしきもの
がなかった。17項目については、全くもって答
えがないと。

しかも、5名でお会いして、国3名、長崎県2名
と、こういう状況で、本県を代表する、県民の

代表である大石知事が行っていて、僅か15分と
かいうのはね、先ほどちょっと大屋さんも言い

よったけれども、大屋さんがこんな言葉を使う

のは、あんまりないのではないかと思うけれど

も、「まさに門前払いに近いような、門前払い

が下された」と、こういうような状況に捉えら

れても仕方がないのではないかと。なんでここ

まで長崎県がなめられなければいかんのか。な

んでこんなにばかにされなければいけないのか

と、つくづく感じますよ。怒りを感じますよ。

そういう点からしてみて、ちょっとこれから

質問をいたしますけれども、僅か15分で、また
帰る者も帰る者たい。やっぱり知事は、「ちょ

っと待ってください」と、「時間をください」

と、こうやって食い下がって、この隔たりを何

とか越えなければいけないという、最大の隔た

りを超えると、隔たりをしっかり解消すると、

この目的を持って行っているわけだから、ここ

が全くもって解消できなかったことは、返す返

すも残念と言わざるを得ないと。これは事実で

ありますから、あえて言わせていただく。

もうちょっと、大石知事は粘り腰があるはず

なんだよ。もっと粘らんばいかん、こういうと

ころは。

そういうところから考えてみて、今回の状況

はどうしても理解ができないし、納得できない

し、国側のそんななめた姿勢は改めてもらわな

ければいけないと。長崎県はそんなにばかにさ

れるほどやせ細ってはいないと、こういうよう

なことを声を大にしておきたいと思います。

問題は、浅田委員もおっしゃっておりました

けれども、審査委員会の裁量が大きいと、これ

はどんな意味ですかと言われているわけだろ

う。私もよくわからんよ。要するに審査委員会

が勝手に決めていると。要するにしきたりもル

ールも何もないと。ただ、7名かな、その審査委
員の方々の裁量が大きいと。だからなかなか難

しいんだと、そういうふうなことを決めつけて

しまっている。

だから、そういうところがよくないんだよ。

審査委員会の裁量が大きいということは、この

人たちに決定権があるということを言っている

わけか。そこをもう一回きちっと言ってみてく

れ。

【小宮IR推進課長】 要求基準の審査に当たり

まして、事前に明示されております基準としま

しては、MICEの国際会議場、それから展示場
の規模、この組み合わせは必ず満たさなければ

ならないということで事前に明示されておりま

す。

また、ホテル等の客室につきましても、世界

標準の客室から想定される約2,500室以上の規
模を持つ宿泊施設の整備、これは明示をされて
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おりますけれども、そのほかについては、先ほ

ど申し上げましたように、コミットメントレタ

ー等の要件や基準等は明示をされておりません

し、IR事業者の出資割合とか、IRを運営する規
模、年数、そういった要件も示されておりませ

んでしたので、こういったものはやはり小林委

員ご指摘のとおり、審査委員7名の裁量によっ
て判断をされるということで、我々は、要求基

準の4、11、15に合致していないという判断が
下されたものと認識しております。

【小林委員】例えば仮に、また再申請するチャ

ンスが巡ってきたと。同じ7名が審査委員にな
るかどうかはわからんわけだろう。だから、そ

ういう点から考えてみても、どうしても国のや

り方に理解ができないと、こういうことはひと

つきちんと押さえておかなければいけないと思

うんです。

それから、資金調達の確実性というのをでき

なかった理由の1番目に挙げていますよね、資
金調達の確実性と。

資金調達の確実性、コミットメントレターで

1兆円を超える、1兆円だよ。1兆円を超える、そ
れだけのコミットメントレターを集めたにもか

かわらず、これが単なる紙切れみたいなね、実

際的に法的な拘束力があたかもないかのよう

な、二束三文的な言われ方をするとは、私はけ

しからんと思うんだよ。

区域認定を申請する時に私が質問した、幾ら

集まったかと。約5,000億円を超えたと。だから
目的は一応クリアしましたと、こんなことを答

弁されたことをよく覚えていますよ。

それからまた頑張っていただいて、約1兆円
を超えたと。1兆円を超えるということは並大
抵ではない頑張りなんだよ。

ところが、これは法的な拘束力がないのか。

どこにこのコミットメントレターの評価がこん

なにですね、資金調達の確実性というような言

い方をされんばいかんのか、二束三文的に言わ

れんといかんのか、この2点についてはどうで
すか。もっと短く、ぱっぱっと言うてくれ。元

気をもって答えろ。

【小宮IR推進課長】 資金調達の確実性を示す

コミットメントレター等につきましては、あら

かじめ手引き等について法的拘束力を有すると

いうことは明示されておりません。我々が区域

整備計画を提出した後に、観光庁とやり取りを

する中で、法的拘束力を有すると、それも相当

高いレベルでのコミットを求められているとい

うことが明らかになりました。

【小林委員】 何かね、それだけ1兆円も集めた
ようなコミットメントレター、何がどう違うの

かと。そういうようなところの中から、だから

基準をね、大幅に何かね、こっちも誤っている

のか。しかし、それについても今までの経験の

ある方々、いろんな方々の意見を聞きながらコ

ミットメントレターを集めているわけだよ。こ

れで十分と、これ以上のものはないと、これだ

けのことをやって、それでもって何かね、こう

やっていろいろ法的な拘束力がないとか、いろ

いろ言えばどこまでも言えるけれども。

だって、言っている基準が何のことか全くわ

からないわけだよ。これも私は、2番目にどうし
ても理解ができないと言っているわけよ。

そこでお尋ねしますが、いわゆるコミットメ

ントレターの定義や要件が示されておれば、ち

ゃんとそのとおり長崎県はやっていますよと。

それが示されなかったから、後になってからど

うだこうだと難癖をつけられたような、できな

い理由をそこにくっつけられたような、そんな

感じもしないこともないんだよ。
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だから、このコミットメントレターは、説明

をしなければならない国側の義務、責任、こん

なようなことはないんですか。そこのところを、

むしろ反対に、いわゆる何というか、審査委員

の7名は、あなた方に大事なね、いいですか、も
う一回言いますよ。いわゆるコミットメントレ

ターの問題点を指摘しているけれども、そうい

う定義や要件については、むしろ国の方で丁寧、

親切に説明をしなければならない義務と責任が

あるのではないかと、こう思いますが、その点

についてはいかがですか。

【小宮IR推進課長】 今回のIRプロジェクトは
国内初のプロジェクトであったということで、

他の空港コンセッションの例とか、そういった

例も併せて検討をしてまいりましたけれども、

あらかじめ国からそういう要件等の明示がある

べきと、義務というところまでは私どもも認識

をしておりませんでした。

【小林委員】 だから、むしろ我々は、県議会で

決議して申請をしているんだよ。決議をしたん

だよ、我々も。責任があるんだ、我々も。だか

ら我々も、黙ってこのままでいいのかと。我々

もあなた方と一緒になって行動を起こす時はち

ゃんと起こさんといかんと、こう考えているわ

けだけれども、要するに、定義をもし示してい

ただくならば、要件を満たしていらっしゃれば、

我々はちゃんとそれに応えるだけの力量を持っ

ているんだと。むしろこういう義務と責任を

我々に対して果たさなかったのではないかと、

この見解はどうですか。

【小宮IR推進課長】 今回の国の審査のあり方

については、今回の基準の明示がされていなか

ったこと、審査期間が長期に及んだということ

も踏まえ、やはり一定程度、私ども、またIR事
業者が区域整備計画を作成するに当たって、ど

のような資料を準備して、添付書類としてコミ

ットメントレターの内容を踏まえればよかった

のかというところは、明示していただければ、

そのような対応が可能ではなかったのかと認識

をいたしております。

【小林委員】 だから、何度も言うように、そう

いういわゆる基準とか、あるいは定義とか要件

とかいうのは、明示することが義務であり責任

ではないのかと。本来やらなければいけない、

こういう基準をむしろやらなかったと、あなた

方にちゃんと指導しなかった、あなた方に話を

しなかったと、そこの大きな義務と責任を逸脱

したのではないかと、こういう受け止め方がで

きないのかと、考えられないのかと、そこはど

うですか。はっきり、短時間で明快に。

【小宮IR推進課長】その点につきましては、な
かなか私ども県の立場でお答えすることは難し

いポイントではありますけれども、今、小林委

員がご指摘された点につきましては、知事と観

光庁長官との面談において、まさにこういう基

準、要件があらかじめ明示されなければ、我々、

IRプロジェクトにチャレンジするのは難しい
んじゃないかということは、申し入れをさせて

いただいております。

【小林委員】そんなものじゃなくて、まずやっ

ぱり、国の方も初めてのことであるがゆえに、

やっぱり基準はきちっと示さなくちゃいかん手

引きがあるはずだよ、普通だったらね。コミッ

トメントレターを作成すると、コミットメント

レターはセーフと、これでやってくれと、これ

でちゃんと確認をした上でやってくれと、こう

なっているわけだから、それをやるに当たって

の注意する事項と、法的な拘束力とか、いろん

なことについては、こんなことをやっぱり国が

丁寧に指導していただかないと、できるものも
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できていかないと。そこに結局落ち度はあった

と。これはむしろ審査委員会の落ち度、国の落

ち度と、こういうふうな位置づけを私どもはし

たいと。

あなた方がしにくいから、県議会は、やっぱ

り我々も決議した以上、国の落ち度がこんなと

ころにあったんだと、だからできなかったんだ

と、1兆円を超えるお金を集めておきながらと、
こういうことは声を大にして言っていかなけれ

ばいけないと思うんです。

それでね、何にもやろうとしないような状況

では困るわけで、例えば行政不服審査について

も、これについての問題点があるとか、何かず

っと聞きよけば、できない理由ばっかりを並べ

ている。できる理由が全く出てこない。出てこ

ない。できない理由ばかり並べている。

それから、あなた方は大事なことを忘れてお

らんか。ここは長崎県だけが申請しているんじ

ゃないぞ。共同申請者がおるということを忘れ

ておらんか。共同申請者がいたことを忘れてお

らんか。KYUSHUリゾーツジャパンの大屋さ
んはどうなっておるんか。これは共同申請者よ。

運命共同体だよ。お金も彼らが全部つくるんだ

よ、最終的に。県が立て替えておったというこ

とになるけれども、道路についても、公共事業

でやらなくちゃいかんようなことでも、147億
円とか、いろんなことについても、共同申請者

がお金を全部出すわけだ。

じゃあ、今回の行政不服審査について、

KYUSHUリゾーツジャパンの大屋さんの意見
を聞いたのか。そこはどうですか。尋ねんとい

かんじゃないか。

【小宮IR推進課長】 KYUSHUリゾーツジャパ
ンの大屋社長とは、この間も随時、連絡、情報

共有を行っておりますけれども、現時点におき

まして、行政不服審査への対応については、意

思の表明はいただいておりません。

【小林委員】だから、今も声を大にして叫ぶよ

うに、我々は長崎県だけでやっているんじゃな

いんだ。これは事業者がおってはじめて成り立

つわけだよ。だからこの人たちは一生懸命、コ

ミットメントレターを通して資金集めをやって

くれているわけだよ。

そういうような形で、やっぱりこの人にもき

ちんと意見を聞いて、そういう行政不服審査を、

3月二十数日までが締切日だけれども、やるか
やらないかとか、いろんな戦略を一緒になって

練ってもらわなければいけない。長崎県だけで

決めるべき問題ではないと。

だから、もう何かね、できかねるかのような、

できない理由ばっかり並べて議会で答弁した

り、何かそんなようなこともね、大屋さんに対

して、いい時だけは業者を使い、いい時だけは

この人たちにいろいろとやってもらい、いざこ

うなった時には全然相談もせずにね、何かこう

やって行政不服審査も長崎県ひとりだけで決め

るものではないと、こういうところはよくわか

ってもらえると思うけど、重ねてこれは部長、

どうか。

【早稲田企画部長】行政不服審査につきまして

は、共同の申請者でありますIR事業者において
も、その意向を確認する必要があると考えてお

ります。

現在、IR事業者におかれても、顧問弁護士な
どの方々に相談されて、今後の対応というもの

を検討されているところであります。

また、関係者の方々が多くいらっしゃいます

ので、県としましては、法律の専門家など、ご

意見を伺いながら検討してまいりたいと考えて

おります。
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【小林委員】今言ったように、念のためにもう

一回言っておくけれども、長崎県だけでやって

いる事業ではないし、長崎県だけではできない

わけだよ。一番の屋台骨と一番大変なところは、

こういうところが、林さんというのもおったな。

大屋さんは後であなた方が加えて非常に立派な

ものになったんだけれども、そういう意味では、

林さんの子会社が大屋さんとなっているみたい

だけれども、大屋さんの力量は経験が非常に豊

富で、やっぱりこの方の意見も十分忖度するよ

うに、ここだけは基本を忘れたらいかんぞ。あ

まりにもこの人にも失礼と、そういうような考

え方を持ってもらいたいと思っている。

そこで、行政訴訟法というのが別にあるとい

うことはご存じか。行政不服審査と別に、行政

事件訴訟法、あなたたちは行政のプロだからお

わかりだと思うけれども、行政事件訴訟法とい

うのが、約6か月ぐらいの期限であるというこ
とはご存じですか。ここのことについても、要

するに処分取消し認定で国をあえて訴えると、

こういう形もできないことはないが、ここにつ

いても考えたことはありますか。

【小宮IR推進課長】 小林委員ご指摘のとおり、
国からの教示におきましては、行政不服審査と

併せて、行政事件訴訟法に基づく訴えが教示さ

れていますが、ここも行政不服審査と同じよう

に、審査結果が覆ることは極めて難しいのでは

ないかという弁護士の意見もございます。先ほ

ど、IR事業者の意向の確認ということもござい
ましたので、その点も併せて、IR事業者の意向
確認を進めてまいりたいと考えております。

【小林委員】ちょっとね、まだ私も途中だけど

も、時間がきたので終わらなければいかんが、

とにかく、少しあなたも元気が出てきたけれど

も、もうちょっとね、やれない理由ばかり並べ

るな。こんなにばかにされて、こんなに大変な

ことが、もうちょっとね、やっぱりやる気を出

してやってもらわないと。また、私は再チャレ

ンジの話をしようと思ったけれども時間がなく

なったから。

ただ、今日は朝10時から大村市議会で一般質
問があった時に、大村の園田市長は、再チャレ

ンジについては、国が公募するならば、これま

でのノウハウを活かしてどんなことがあっても

再チャレンジすべきだと、こういう答弁をして

いるぞ。それに比べて、なんか、あなたたちは。

小宮課長、生き返ったか、少し頑張れ。

以上。

【石本委員長】 委員長を交代します。

【冨岡副委員長】 委員長、発言をどうぞ。

【石本委員長】今、小林委員が言われたことで、

私も最後に発言しようかと思っていたんですけ

ども、今回の結論に対しては、先ほど発言があ

りましたとおり、県だけじゃなくて、KYUSHU
リゾーツジャパン、またはカジノ・オーストリ

ア・インターナショナル・ジャパンの、それぞ

れ代表がおります。この代表の方にも、今回の

不認定についてどのように受け止めているのか、

今後、どういう考えがあるのかということにつ

いては、我々も県議会で決定した身であります

ので、しっかりと県民の皆様には説明していか

なければならない責任があるし、先ほど言いま

した2つの、今、共同申請者という話が出ました
けれども、こちらの代表についても県に招致を

して、この総務委員会または観光・IR・新幹線
対策特別委員会、議会に呼ぶのかどうかは判断

したいと思いますけれども、もう一回ここに招

致をして、本来の事業者からも、今回の不認定

に対する受け止め方、今後の対応についても、

しっかりとどういう考えがあるのかというのを
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確認すべきではないかと思いますが、そのとこ

ろはどうですか。

【小宮IR推進課長】 先ほど、資料の3でお示し
しております質問に対する国の回答の総括につ

いて、県の認識と記載をしている欄については、

KYUSHUリゾーツジャパンの大屋社長とも共
有をし、指摘事項そのものが、資金調達のとこ

ろとIR事業者の体制のところですので、IR事業
者がしっかりと回答をつくってきたということ

ですので、今回、委員長のご発言につきまして

は、持ち帰って、知事、副知事とも協議を行い、

IR事業者へも共有を図って、今後、委員長等、
議会の対応に我々も対応してまいりたいと考え

ております。

【石本委員長】先ほどから説明があった回答に

対する県の考え方、いわゆるこれが回答ではな

いかという想定の資料が出ていますけれども、

これも先ほど言いましたとおり、KYUSHUリ
ゾーツジャパンの社長とも協議した上の受け止

め方だというお話がありましたけれども、これ

はあくまでもこちら側の受け止め方であって、

それが正しいかどうかというのは、まだはっき

り国の回答がないということから、推察する域

を越えてないのではないかというふうに思って

いますし、県からの説明と併せて、やはり当事

者本人からの説明も聞くべきだというふうに考

えております。

それからもう一点は、これも意見が出ました

けれども、国に対しても、今回、知事と企画部

長が観光庁長官と会われたという話ですけれど

も、こういう場合にも、本来であれば本県選出

の国会議員全員が揃って、その結果については

ただすべきが本来あるべき姿であると思ってお

りますので、今後は、本県選出の国会議員とも

しっかり協議をして、再度、認定基準に照らし

て、どうして不認定となったのかというところ

をしっかり回答を引き出すような対応といいま

すか、そこをしっかりしてもらいたいと思いま

すが、企画部長、どういうふうに考えますか。

【早稲田企画部長】今回、県の方から質問項目

ということで国に対して多くの項目を投げまし

たけれども、基準のところ、それから根拠のと

ころというものが明らかになっておりません。

その部分を含めまして、今後、どのような形で

国に対して協議、要望等を行っていくのかとい

うことについては、今の委員長のご意見も踏ま

えまして検討させていただきたいと考えており

ます。

【石本委員長】 以上です。

【冨岡副委員長】 委員長を交代します。

【浅田委員】今、委員長がほぼ言ってください

ましたけれども、先ほどの質問の続きになりま

すので、質問を続けさせていただきたいと思う

んですが、先ほど、第三者との振り返りについ

て、ここはしっかりやりたいというようなお話

でございました。

関わっている人が少ないので、まあまあ限ら

れてくると。ここは非常に重要だと思っている

んですね、第三者、どなたを選ぶのかというと

ころが。例えば、我が県に手を挙げてくれた5者
の方がいらっしゃいますよね。ほかの4者にと
っても長崎県が不認定になったことは、きっと

非常に残念に思ってくださっていると思います

し、そういう手を挙げた方々とか、いろんな有

識者がいらっしゃると思います。言葉は悪いで

すけど、都合のいい方ではなくて、厳しくしっ

かり振り返ってくださる方を入れていただかな

いと振り返りにはならないかと思いますが、そ

のあたり、いかがでしょうか。

【小宮IR推進課長】今回、本県のIR事業者公募
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選定におきまして、カジノ・オーストリア・イ

ンターナショナルグループのほかに4者がござ
いましたけれども、そういった方々に客観的に

コメントをいただくということは考えておりま

せん。

また、どのような方に客観的に評価を、コメ

ントをいただくかということで、私ども、本県

の区域整備計画、このIRプロジェクトに寄り添
った甘い評価をしてくださる委員等を選定する

つもりは毛頭ございません。我々に足らなかっ

たこと、今回、要求基準を満たさずに門前払い

に遭ったことを厳しく評価していただく方を選

定したいと思っております。

【浅田委員】 なぜそんなに4者の方々は駄目だ
という明言になるのか、ちょっとそこは理解で

きないんですけれども、たまたま関わっている

方が少ないという流れの中で、そういう方は関

わっているんじゃないかというところで聞いた

んですけれども、そこが入らないとすると、例

えば第三者、どういった方を想定していらっし

ゃるんでしょうか。

【小宮IR推進課長】 IR事業者等、今回、公募選
定で、CAIJ、IR事業者と区域整備計画を作成し、
国へ提出したわけですけれども、カジノ・オー

ストリアグループほか4者については、これは
可能性の話で申し上げますと、3つの枠に対し
て、今、大阪しか認定がない状況の中で、ほか

の地域への応募、または本県が事業者を公募し

た際にも、また応募してくださるかもしれない

という環境の中で、必ずしも浅田委員が今ご発

言なされた4者の方にコメントをもらうという
のが、果たしてどういうふうな影響を及ぼすか

というのは、慎重に検討し、判断すべきものか

と考えますので、私、今、答弁した状況でござ

います。

また、具体的にどういった委員を想定してい

るかということにつきましては、先ほど答弁し

ましたように、IR推進法ですとか、IR整備法の
法案の立案に携わった委員の先生方や、国内で、

少ないですけれども、このIRのプロジェクトを
客観的にこれまで論評された方がいらっしゃい

ますので、そういった方にアプローチをしたい

と思っております。

【浅田委員】よくわかりました。今後のことに

関わる、また、これから国内数者、様々なとこ

ろに出てくるという可能性もあるのでというこ

とに関しましては理解しました。しっかりと、

この振り返りが次につながることになると私は

信じておりますので、ここはしっかりやってい

ただきたいなと思っています。

先ほど、私自身もKYUSHUリゾーツジャパ
ンにつきましては、一般質問でもさせていただ

いたわけですけれども、これだけCAIとか、皆
さんも300以上のカジノの複合施設の運営に関
わってきた実績があるところを選んだ。だけど

も、実績がないと国から言い切られてしまうと

いう、そこは非常に問題かなと思っているんで

すけど、そこはどのように捉えていますか。

【小宮IR推進課長】 浅田委員のご指摘はごも

っともでございまして、私どもは、カジノ・オ

ーストリア・インターナショナルがカジノのラ

イセンスを有する企業体ということで中核に据

えて、ホテルですとかエンターテインメントは、

それぞれの専門の企業がコンソーシアムを組ん

で事業を行う、IRプロジェクトを行うというこ
とで国へ提出いたしましたけれども、今回の審

査結果では、それではないと。実際に海外で大

規模なIRの運営実績がある事業者じゃないと
駄目なんだというメッセージだと受け止めてお

ります。
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【浅田委員】 例えば、選定する時に、逆にその

ような判断、最初から運営実績がきっちりとあ

るというところを選ぶということには長崎の場

合にはならなかったということですか。

【小宮IR推進課長】 繰り返しの答弁で恐縮で

すけれども、私どもが令和3年1月に事業者を公
募して選定した際には、国の評価の内容等は全

く示されていない状況でございました。

その中で、私どもは、広くIR事業者に応募い
ただくために必要最低限の募集要項、応募の要

件で募集したわけですけれども、今回、国の審

査において、そのIR事業の経験年数ですとか規
模要件、そういったものが全く明示されない中

で、このような判断をされたということであり

ますので、先ほど小林委員のご質問にもありま

したけれども、やはりそういった裁量的な審査

をされるのであれば、あらかじめそういう基準

なりを明示していただけば、我々の事業者公募

選定の段階から、こういう規模、運営の年数、

それを要件として募集ができたのではないかと

反省をしております。

【浅田委員】おっしゃっていることも非常にわ

かりますが、しかし、例えば自分だったらと置

き換えた時に、今おっしゃった必要最低限の基

準、幅広く応募してほしいから必要最低限の基

準。でも、日本にとって初めてのカジノをつく

ろうとしている場合においては、やはりここ自

体の基準がかなり求められるという想定に立つ

必要性があるのではないか。本当に運営ができ

るしっかりとした会社を想定するものじゃない

のかなというふうに私自身は感じずにはいられ

なかったというところは感想にとどめますが、

正直そう思います。

これからまさしく第一案である県を選ぶ時に

希望的観測のところとか幅広さというよりも、

やっぱりきっちりとしたというところを、国と

しても失敗は許されないという観点からいうと、

求めてしまうのではないかなという、前々から

私たちが、最初に財政面とか運営面に対して、

ここ、本当に大丈夫ですかと、繰り返し、繰り

返し質問していたところに立ち返らなければな

らないのかなという気がしてなりません。

そのあたりはもう少ししっかりと振り返りで

もやってほしいですし、KYUSHUリゾーツジ
ャパンに関しましても、長崎県としっかりと今

後の対応を議論していきたいとおっしゃってお

りました。委員長からも委員会に呼んでという

ようなお話、ぜひとも私はそれをやっていただ

きたい。

前、議会に対して来ていただいた時にも、ご

本人、大屋社長に私も繰り返し、林社長とかに

そこを質問させていただいた経緯がありますの

で、ぜひともそこは聞きたいですし、また、繰

り返しになりますが、議場でも話しました国会

議員の方にも、陳情するだけじゃなくて、国の

中においても、部長、やっぱりそこは質問にか

えてでも国の見解を聞く必要性があると思いま

す。

委員長もおっしゃっておりましたけれども、

私は、そこはぜひともやっていただきたいと思

いますが、いかがでしょうか。

【早稲田企画部長】今回の審査結果を見ますと、

IR事業というものが刑法上の特例的な取扱い
ということで、国においては厳格な法規制など

を踏まえまして、定量的、一義的な審査基準だ

けでなく、審査委員会等の裁量をもって総合的

に判断されております。

その審査基準の中で明らかになっていない事

項について、観光庁に今回質問したところ、こ

れ以上の回答はないということでありましたけ
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れども、今後のIRの展開、日本全国で考える上
で、どのような発展、設立というものが目指さ

れるかといった視点においては検討に値するも

のだと思いますので、今後、検討していきたい

と考えております。

【浅田委員】しっかり検討いただけるというこ

とですし、これは本当に我々長崎県だけでとど

めてしまうべきものではないかと存じます。国

のインバウンド対策を踏まえた上でも重要であ

るということで十数年関わってきた。職員さん

たちも様々な思いを持って取り組んでいただい

たものであることを無駄にしないためにも、何

かあれば私たちは国の方に行って陳情して、そ

こでそれを国の中でしっかり議論していただい

てということをやるわけですから、ここは長崎

と我々県議会と一体になっていただいていたそ

ういう国会議員の方々にやっていただく必要性

は絶対的にあると思いますので、検討にとどめ

ず、やっていただくことを希望しまして、質問

を終わります。

【石本委員長】 休憩します。

― 午後 ３時４１分 休憩 ―

― 午後 ３時５１分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

今、ご意見がありましたとおり、本委員会に

参考人としてKYUSHUリゾーツジャパンの大
屋社長を招致することについて、ご異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、本委員会に参考人としてKYUSHU
リゾーツジャパンの大屋社長を招致することと

決定をされました。

日程等につきましては、理事者、参考人と調

整の後、ご連絡したいと思っております。

以上でよろしいでしょうか。

〔「異義なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】では、そのように対応させてい

ただきます。

ほかにご意見はございませんか。

【小林委員】大体方向づけは少しずつ出てきて

いると思いますが、ちょっと聞きたいのは、一

つは資金調達の確実性と、それからIR事業の適
切かつ継続的な実施と、こういうようなことを

2つ目に、いわゆる今回の審査結果の不認定の
理由に、IR事業の適切かつ継続的な実施と、こ
れは何を言っているのか。

今回、率直に言わせていただくと、カジノ・

オーストリア、要するに本国政府のカジノ・オ

ーストリア、ここのところを指しているのか。

そういう点については、ここはどんな意味合い

のことを言っているのか。

【小宮IR推進課長】 小林委員ご指摘のIR事業
者の継続的な事業運営等の指摘、これは要求基

準の11、それから要求基準の15で指摘をされて
おりますけれども、今回、国の指摘においては、

カジノ・オーストリア・インターナショナル、

オーストリア本国の出資比率が低いという点と、

カジノ・オーストリア・インターナショナルは

大規模なIRの運営実績がないというのがまず1
点ございます。

もう一点は、今回は、プロジェクトファイナ

ンス型の資金調達でございますので、アレンジ

ャーによって多くの投資家に出資をいただく計

画となっておりますけれども、カジノを含むIR
の事業収益が、そういった多くの投資家に配分

をされることが優先される懸念があるので、こ

ういったギャンブル等依存症対策に十分な措置

が行えないのではないかという懸念があるとい
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う指摘でございます。

私ども、この点は評価基準の20で、先ほど答
弁しましたように、カジノ・オーストリアを中

心とした様々なプロの専門の企業様が入ったコ

ンソーシアムをつくって、ホテル事業、エンタ

ーテインメント事業を実施するという計画でご

ざいましたけれども、そうではなくて、1社が大
規模なIRの運営実績が必要であるという指摘
をされたという認識をいたしております。

【小林委員】ここのところも一つ大事な問題な

んだよ。いわゆるいろいろチャイナ系とかオー

ストリア系とか、こんなのが今回あったわけだ。

しかし、アメリカ式の本場のいわゆるカジノ、

こういう実績のあるところ、こういうものが全

然入ってないと。つまりこのカジノ・オースト

リア・インターナショナルでは、出資比率が当

初の予定よりも相当低かったと。こんなものは

オープンにすべきじゃないんだけれども、これ

は私に入ってきた情報で、前回の委員会でそれ

を明らかにしたわけだけれども、実際的にお金

が入ってないわけよ。

そういうところをもって非常に覚えが悪くな

っているというようなことで、こんなインター

ナショナルで大丈夫かと、このくらいしかお金

を出さないのにと。あそこもいろいろカジノ汚

職があったりなんかして、本国政府が非常に揺

れ動いているというアクシデントがあった。そ

ういうところから、あえてそういう表現になっ

ているんじゃないかと思うけど、この2つ目の
IR事業の適切かつ継続的な実施と、これも不認
定の中の大きな柱の一つになっていると。

だとすれば、こういうところをよくよく考え

ながら、これからの選定を、ウィーン少年合唱

団でちょっと間違ったかもしれないと。そうい

うようなことであるがゆえに、よくよくひとつ

あなた方もここは検討してもらわんといかんと。

そういうところをしっかり、同じ間違いを二

度とやるようなことがないように、しっかりお

願いをしたいと思います。

以上です。

【石本委員長】ほかにご質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ほかに質問がないようですので、

企画部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時５６分 休憩 ―

― 午後 ３時５６分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開します。

以上をもちまして、企画部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、地域振興部関係の審
査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５６分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年３月７日

自  午前 ９時５９分

至  午後 ３時５５分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 石本 政弘 君

副委員長(副会長) 冨岡 孝介 君

委 員 小林 克敏 君

〃 浅田ますみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 まきやま大和 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

地域 振興部 長 小川 雅純 君

地域振興部政策監
（離島・半島・
過疎対策担当）

渡辺 大祐 君

地域振興部次長兼
交 通 政策課 長

鳥居 祐輔 君

地域振興部政策監
(県庁舎跡地活用担当)

坂田 昌平 君

地域づくり推進課長 宮本浩次郎 君

地域づくり推進課企画監
(離島振興対策担当)

坂本 敬作 君

市 町 村 課 長 大塚 英樹 君

土地 対策室 長 吉田 良則 君

新幹線対策課長 川口 正剛 君

県庁舎跡地活用室長 松島 勝久 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５９分 開議 ―

【石本委員長】 おはようございます。

ただいまから委員会を再開いたします。

なお、吉村委員から欠席する旨の届けが出て

おりますので、ご了承をお願いいたします。

これより、地域振興部関係の審査を行います。

【石本分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

地域振興部長より、予算議案及び報告議案の

説明を求めます。

【小川地域振興部長】 おはようございます。

地域振興部関係の議案についてご説明いたし

ます。予算決算委員会総務分科会関係議案説明

資料2ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分、
報告第1号知事専決事項報告「令和5年度長崎県
一般会計補正予算（第9号）」であります。
はじめに、第1号議案「令和6年度長崎県一般
会計予算」のうち、地域振興部関係についてご

説明いたします。

令和6年度当初予算においては、県議会や市
町、有識者懇話会のご意見等をお伺いしながら

策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」に

掲げる、概ね10年後のありたい姿の実現に向
け、施策を推進していくための基礎づくり・土
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台づくりを中心に、部局横断的に取り組んでい

くこととしております。

併せて、県勢のさらなる発展を図るため、長

崎県総合計画の着実な推進にも力を注いでまい

りたいと考えております。

予算額は、歳入予算で合計49億3,597万円、歳
出予算で合計127億2,790万4,000円を計上いた
しております。

この歳出予算の主な内容は、県と市町が連携

し地域課題の解決を図ることが、ビジョンのコ

ンセプトに掲げる未来大国の実現につながるこ

とを踏まえ、市町における地域活性化等の取組

を支援するための経費、主に若い世代のめぐり

あいの機会の創出や交流拡大による地域活性化

を図るため、交流と婚活の間をつなぐ「めぐり

あいながさきイベント」実施のための経費、選

ばれるワーケーションの実践先となるため、ノ

マドワーカー誘致に係る戦略的なロードマップ

作成、都市部住民と地域をつなぐ取組実施のた

めの経費、交通事業者等の人材確保の取組や市

町におけるコミュニティ交通への転換を支援す

るための経費、西九州新幹線の安定的な利用者

の確保や九州新幹線西九州ルートの全線フル規

格実現に向けた気運醸成のため、県内周遊促進

対策や、新幹線の子ども向け乗車会等を実施す

るための経費などを計上いたしております。

なお、7ページでございますが、債務負担行為
につきましては、住民基本台帳ネットワークシ

ステム代表端末及び業務端末保存保守に係る令

和7年度に要する経費等を計上いたしておりま
す。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち、地域振興部関係
についてご説明いたします。

今回の補正予算は、歳入予算で合計2億9,464

万1,000円の減、歳出予算で合計4億9,276万
1,000円の減を計上いたしております。
この歳出予算の主な内容は、国境離島創業・

事業拡大等支援事業の見込額の減に伴う交付金

等の減、市町村振興宝くじ収益金の減に伴う交

付金の減、県議会議員選挙経費の減のほか、厳

しい経営環境にある公共交通事業者における

DXによる経営効率化、生産性向上に係る取組を
支援するための経費の増、国の交付金の内示に

伴う長崎本線の維持管理経費等に係る負担金の

増、離島航空路線事業者に対する離島航空路線

確保対策事業費補助金等の増などを計上いたし

ております。

なお、11ページでございますが、債務負担行
為につきましては、しまのビジネスチャレンジ

促進事業について、ホームページサーバー利用

料にかかる令和6年度から令和7年度に要する
経費96万円の増を計上いたしております。
また、12ページでございますが、繰越明許費
につきまして、長崎本線の維持管理経費等に係

る負担金等でありますが、今回計上しておりま

す予算については、年度内に適正な事業期間が

確保できないため、繰越明許費を設定しようと

するものであります。

次に、報告第1号知事専決事項報告「令和5年
度長崎県一般会計補正予算（第9号）」について
ご説明いたします。

これは、衆議院議員補欠選挙の執行並びにこ

れらの啓発に要する経費について、緊急に実施

する必要があるため、令和5年度予算の補正を
令和6年2月2日付で専決処分させていただいた
もので、その概要をご説明いたします。

歳入予算は、国庫支出金3,948万2,000円の
増、歳出予算は、選挙費3,948万2,000円の増と
なっております。



令和６年２月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（３月７日）

- 112 -

なお、13ページでございますが、債務負担行
為につきましては、衆議院議員補欠選挙県分関

係業務及び衆議院議員補欠選挙臨時啓発関係業

務にかかる令和6年度に要する経費について、
緊急を要することから1,120万円を計上いたし
ております。

最後に、令和5年度の予算につきましては、今
議会に補正をお願いいたしておりますが、今後、

年間執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必

要が生じてまいりますので、3月末をもって令
和5年度予算の補正について専決処分により措
置させていただきたいと存じますので、ご了承

を賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、地域振興部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【石本分科会長】次に、提出のあった政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料につ

いて、説明を求めます。

【宮本地域づくり推進課長】 私からは、「政策

等決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員

との協議等の拡充に関する決議」に基づきまし

て、本分科会に提出しております政策等新規事

業の計上状況についてご説明いたします。

資料は、表紙に「総務委員会提出資料 秘書広

報戦略部 企画部 危機管理部 地域振興部」と記

載がある3枚ものの資料でございます。
2ページをお開きください。
この資料は、決議第5の3に基づきまして、政

策的新規事業に係る令和6年度当初予算要求の
内容について査定結果を提出するもので、地域

振興部の事業につきましては、長崎・食の賑わ

い創出プロジェクト費をはじめ、計6事業を記
載しております。

各事業の計上額につきましては、予算編成過

程において、一番右側にありますように、事業

内容等を精査した上で予算案として計上した額

を記載しております。

以上でございます。よろしくご審議を賜りま

すようお願い申し上げます。

【石本分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】それでは、縦長の補足説明資料の

8ページ、新規のワーケーション推進事業費、こ
れは一般質問でも予算総括質疑でも出ておりま

したが、その中の1つ目、ノマドワーカー誘致に
係る調査研究、有識者会議について質問をいた

します。

まず、ノマドワーカーという言葉です。ワー

ケーションというのは、これまでもよく話が出

ていまして、地方に来て仕事をしていただく、

観光も兼ねてと経済効果が大きいということ

で、コロナ禍の中では一定効果があったという

話は聞いていますが、新たに今回ノマドワーカ

ーに取り組まれるということで、このノマドワ

ーカーとは何か、また、その着目した理由、そ

してノマドワーカーが実際に本県にどれくらい

来ているのか、経済効果も含めてお尋ねをいた

します。

【宮本地域づくり推進課長】まず、ノマドワー

カーとは何かというところでございますが、ノ

マドワーカーとは、場所とか時間、そういった

ものを自分自身の裁量で選択しながら仕事がで

きる人のことの総称となっております。日本人

もいますし、外国人もいるところでございます。

ノマドワーカーに着目した理由といたしまし

ては、ノマドワーカーの現状、年収が高いとさ
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れております。アメリカの大手旅行代理店等の

調べでは、世界中に3,500万人程度いると言わ
れており、今後さらに増加する見込みとなって

おります。そして、約75％が欧米人で、仕事と
してはマーケティング、ITソフト開発等の職業
が多いところでございます。ただ、日本人が何

人ぐらいいるのか、あるいは日本での経済効果

がどのくらいあるかというところまでは、まだ

わかっていないところでございます。

こうした中で、国においても外国人のノマド

ワーカーを対象に6か月滞在できる専用の在留
資格を新設する予定であるなど、日本を訪れる

ノマドワーカーが増加することも見込まれる中

で、未知数な面はあるんですけれども、長崎県

が全国に先駆けて取組を開始して、ノマドワー

カーを誘致することで交流拡大、地域経済の発

展につなげていけたらと考えているところでご

ざいます。

【松本委員】 おっしゃることはわかるんです

が、ここの中で、さっきの答弁を伺っていて気

になるのが、世界に約3,500万人いると言われ
ており、75％が欧米人ということはわかってい
るが、日本人が何人いるのか、日本での経済効

果がどのくらいあるかは把握できていない。つ

まり長崎県に何人いるかもわからない、全くの

未知数の状態であるということ。だけど、今後

ノマドワーカーの増加が見込まれるという状況

の中で、今回県費を2,353万円投入するという
ことに、ちょっと不安を感じるわけでございま

す。一体どうやってその足掛かりをつけていく

のか。

日本中でまだどこもやってないから、長崎県

が率先してやるということは了といたします

が、予算の中に調査研究、有識者会議に2.300万
円となっております。具体的に何をやるのか、

お尋ねをいたします。

【宮本地域づくり推進課長】この予算の中身は

委託料が中心になっておりまして、有識者会議。

ノマドワークの実践者とか、あるいは日本の

大学等々でノマドの研究といいますか、ワーケ

ーションの研究だったり、そこにノマドワーク

もあったり、そういったところの有識者会議を

立ち上げながらアドバイスをいただいて、ノマ

ドワーカーの誘致戦略、あるいはロードマップ、

どういったことをどういう時にしていけばいい

のかというのを、来年度、できるだけ早期に着

手し、そういった委託調査の中で海外視察も含

めまして、ノマドワーカーにとって魅力的にな

るロードマップ、戦略を策定していきたいとい

うふうに考えているところでございます。

【松本委員】これは委託費で、県が直接やるわ

けではありません。そうすると、委託する事業

者は、ノマドワーカーに対して具体的に何か実

績があるんでしょうか。

【宮本地域づくり推進課長】ノマドワーカーで

何らかの実績があるところに委託していく形に

なろうかと思っております。

【松本委員】まだちょっと見えてこないところ

はあります。ノマドワーカーがどうやったら本

県に来てくださるのか、そもそも把握できてい

ないわけでございますから、そこの部分からま

ず予算計上するというところにちょっと不安を

感じますし、委託事業でもあります。

逆に言えば、全国まだどこも手掛けていない

ので、しっかりと情報収集をしていただく。そ

して、委託でも丸投げにしないで、しっかりと

状況の報告をしていただいて、具体的に委託先

に費用対効果がちゃんと出るようにチェックす

る体制、そして委員会にも報告していただきた

いし、関連する観光の経済効果も大きいと思う
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ので、市町等に協力要請、民間も連携していた

だくようにお願いをいたします。

次に、2番目のオンラインコミュニティの運
営に828万円出ています。「県内外の長崎ファン
を繋ぐコミュニティを中心に、オンライン及び

オフラインでの交流を深め、関係人口の拡大を

推進」とあります。

オンラインコミュニティというのは、つまり

ネット上でコミュニティをつくって、そこで関

係人口を拡大することですが、今までの効果と

その成果、そういったものについてお尋ねいた

します。

【宮本地域づくり推進課長】オンラインコミュ

ニティについてのご質問でございます。これは、

令和4年3月に「長崎・新たな暮らし方会議」と
いう民間団体と連携協定を結んで、関係人口を

増やしていこうと取り組んできておりまして、

大体2年が経過したところでございます。
オンラインコミュニティの内容としては「長

崎友輪家」という名称で、長崎のいわゆる核と

いいますか、コアなファンをつくるというよう

な形で、LINEのオープンチャットを利用して
オンラインコミュニティをつくっております。

そういった中で長崎好きの人が集まって、県

内、県外両方いるんですけれども、長崎の食や

観光、あるいは移住などについて自由な意見交

換をとっていただいて、あるいはリアルイベン

トも実施しておりまして、LINEグループ自体
は350人程度が参加して、長崎のコアな参加者
が出てきているところでございます。

移住相談会とか、こういったLINEのオープ
ンチャットのチャンネルがあることで気軽に参

加できるようにして、長崎のコアのファンをつ

くっていって、将来的には移住にもつなげてい

きたいということでやっているものでございま

す。

【松本委員】昨日もメタバースの話が出て、こ

れも新たな取組として導入していくことも考え

られるということでしたが、これもまた委託な

んですね。828万円、民間に委託して運営をして
いただくということです。

コアなファンをつくっていく、関係人口の拡

大はもちろん必要だと思います。ただ、これも

また難しいのが、オンラインコミュニティに人

が増えました、それが成果になるのか。オンラ

インコミュニティに入った人が移住に何名つな

がったとか、そこで何かビジネスの機会が増え

たとか、そういったものがなかなか見えづらい

のではないかと思います。

しかも、委託している維持管理費になります

から、その部分の成果をどこまで報告できるか

なと。今の答弁は確かに否定はしませんけれど

も、そこの部分について令和6年はどういうふ
うにこのオンラインコミュニティを使うのか、

効果についてもう一度確認をさせてください。

【宮本地域づくり推進課長】我々、移住もそう

ですけれども、関係人口という切り口で長崎の

ファンをつくっていく仕事も大事に思っており

ます。そのツールとしてというか、やり方とし

て、このオンラインコミュニティは大きな効果

があるのかなと思っているところでございま

す。

令和6年度も、そういったメンバーを増やす
取組も引き続き行っていきたいと思いますし、

参加した人たちも、自分のSNSとかで上げる行
動をしていただいているので、そういったとこ

ろもまた広げていければというところで、将来

的な移住もにらみながら、引き続き力を入れて

いきたいと思っているところでございます。

【松本委員】 先ほどの答弁の中に登録者が350
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人ということでした。少なくともその350人を
1,000人に増やしていくとか、もしくは、移住に
つながるとおっしゃっていましたけれども、移

住関係のチャンネルを増やして登録者をその目

的に集めていく。

要するに、通常の媒体とは違う新しい手法で

関係人口を増やしていく目的であれば、やはり

人数は少なくとも増やしていくし、どうやって

増やしていくかというのも明確に打ち出せるよ

うに、そしてそれによる効果も、移住に何名来

たとか、そういったものも発表できるように進

めていただきたいと思います。

次に、補足説明資料の13ページの土地対策
費、地籍調査費について質問させていただきま

す。

予算額が8億4,687万4,000円、国の財源も入
っておりますが、資料によると令和5年度末進
捗率見込みが69.3％でございますね。今回の8
億4,687万4,000円を活用して、事業進捗をどこ
まで図ろうとしているのかということが1点。
それと、この資料に、3市8町は既に完了して

おりまして、実施主体が9市となっております。
進捗率が低い市町の状況について、重ねてお尋

ねいたします。

【吉田土地対策室長】 令和6年度事業において
は、繰越事業を含めて、県内10市において調査
面積24.49平方キロメートルを計画しており、
令和6年度末での進捗率を、現在の69.3％から
70％までに引き上げていきたいと考えており
ます。

また、県内各市町の進捗状況でありますが、

今現在10市で取り組んでおりまして、進捗率
90％台の市が2市、60％台が3市、50％台が2市、
50％未満の市が3市となっております。
【松本委員】かなり格差がありますね。終わっ

ているところもあれば、50％未満が3市ありま
すし、8億円以上使ってもプラス0.7％というこ
とで、100％にはまだまだ、何年かかるのかと毎
年質問が出ていると思います。

進捗率を向上させる手法もいろいろ検討しな

きゃいけないと思うんですが、なかなか進捗率

が上がらない課題についてお尋ねいたします。

【吉田土地対策室長】課題でありますが、予算

の確保がまず第一であるかと考えております。

さらに進捗を図る、あるいは加速化させていく

には、予算の確保に加えて、最近ではドローン

などを使った新しい技術も普及してきておりま

すので、このような技術を県内でも導入してい

くことが課題かと考えております。

【松本委員】山岳地帯とか、なかなか中に入っ

て行けないところもあると思いますので、これ

も前に委員会で、ドローンを県も進めていくと

いう話がありましたが、新しいやり方をどんど

ん導入して効率を上げていかなければ、なかな

か進まないと思います。

効率的な調査手法の導入促進に向けて、今後

具体的にどのように取り組んでいくのか、お尋

ねいたします。

【吉田土地対策室長】ドローンの技術が普及し

てきておりますので、県としましては、昨年11
月に県内市町職員及び県内測量事業者を対象

に、実際にドローンを活用した実演講習会を開

催したところであります。今後については、県

としてもこのようなタイミングを逸することな

く、このような技術を具体的に活用した方がい

いエリア、あるいは活用すべきエリアを具体に

ピックアップした上で、個別に市町と今現在も

協議しているところでありますので、このよう

な具体的なアクションを起こすことで市町の取

組を促していきたいと考えております。
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【松本委員】 次に19ページ、鉄道対策費の
Hello！KAMOME新幹線開業効果拡大事業費
について質問させていただきます。

フル規格に向けて本当に進めていかなきゃい

けないと思いますが、開通して、その経済効果

も高めていかなければなりません。

その中で今回質問したいのは、子ども向けの

利用促進に945万円を計上されています。1つが
こども向け乗車会の開催で、小学生以下の親子

を対象に新幹線の乗車会を実施するということ

ですが、予算をかけてこれを実施する狙い、そ

れと何名を対象とするのか、お尋ねをいたしま

す。

【川口新幹線対策課長】こども向け乗車会につ

いてのご質問でございます。

まず、狙いといたしましては、長崎県内のお

子さんを対象にするんですが、まだまだ乗られ

ていないということでございます。

私どもは今年度、出前講座ということで、申

し込みがあった小学校、あるいは中学校に行っ

て新幹線の説明をさせていただいております。

その際に、乗ったことがあるかとアンケートを

取っておりまして、そういったアンケートの中

で3割程度しか乗っていないということで、ま
だまだ乗っていない方がいるという背景もあり

まして、できるだけ多くの方に乗っていただき

たいと考えております。

併せまして体験することで、西九州新幹線（長

崎～武雄温泉間）、そこから対面乗換方式で佐

賀の方につながっていく状況ですが、その現状

も含めてご理解いただくことで、さらなるフル

規格に向けた機運の醸成というものも考えてい

るところでございます。

次に、人数についてのご質問でございますが、

子ども向け乗車会では945万円の予算のうち約

540万円を見込んでおります。乗車会につきま
しては1編成で360人ぐらいに乗っていただき
まして、合計約720人にご利用いただこうと計
画をしております。

【松本委員】私も大村から通勤で、まきやま委

員にも会うんですけど、ビジネスで使う場合が

当然多いし、観光と言いましても車やバスの手

段もありますから3割ほどだったと、子どもが
乗らないというのはあると思います。ただ、新

幹線自体はお子さんに人気でございますし、フ

ァンを増やしていくという意味では、その360
人のきっかけになればとは思います。

それと同時に、対面乗換を実際に経験したこ

とがない方が多いので、そこも乗ってみればそ

んなに不便ではないとか、何かきっかけがない

とわからないと思います。県民の方々の利用を

増やして、子どもが行くということはもちろん

親御さんも行くわけで、そこを増やしていくこ

とによって今後の利用促進につながると思いま

すので、これが応募者が少なかったということ

がないように積極的に周知をしていただきたい

と思います。

次に、修学旅行における新幹線利用の支援と

いうことでお尋ねをいたします。修学旅行は、

もちろん学校単位で動きますから、ある程度ま

とまった人数になると思います。実際にこれの

予算が幾らなのか、また、令和5年の修学旅行の
実績、何校で何名だったのか、お尋ねをいたし

ます。

【川口新幹線対策課長】修学旅行における新幹

線の利用支援ということで、予算としては405
万円を計上しております。内訳として、中学校

で1,000人、小学校で1,500人、合わせて2,500人
の利用を見込んで予算を計上しているところで

ございます。
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新幹線利用支援は今年度も実施しておりまし

て、令和5年度の支援した実績は県内46校、人数
で1,327人となっております。内訳は、いわゆる
沿線3市、長崎、諫早、大村で17校、それ以外の
ところから29校、松浦とか佐世保、少ないです
けれども五島と壱岐の学校も利用いただいてい

るところでございまして、新年度も引き続き県

内学校の利用を促進したいと思っております

し、来年度は県外学校の修学旅行も支援したい

と思っておりまして、今はその準備を進めてい

るところでございます。

【松本委員】 今年度も46校1,300人と実績が上
がっておりまして、令和6年度は2,500人、倍を
目指すということです。先ほど答弁にありまし

たが、県外も追加したのは大きいと思います、

もちろん経済効果も大きくなりますし。ただ、

県外の学校が長崎の新幹線を利用するのは、営

業というか、旅行代理店としっかりと話をしな

きゃいけないと思いますし、そういったところ

でも働きかけをしっかりやっていただきたいと

思います。

重ねて、修学旅行生が新幹線に乗ることだけ

が社会科見学ではありませんので、そういう時

に大村にある車両基地、これが九州に2つしか
ないわけで、一番新しい車両基地です。報道で

も先日、芸能人が大村の車両基地を見ている姿

をテレビで見ましたが、観光資源としてもです

ね。せっかく新幹線に乗るならば、在来線の沿

線にありますので、車両基地への誘致も併せて、

それがまた相乗効果も上がってくると思うんで

す。

そちらに関して状況はいかがでしょうか。

【川口新幹線対策課長】大村の車両基地の利活

用というご質問だと理解しております。

これまでも大村市から、地域振興、観光振興

を含めて車両基地の利用促進という要望をいた

だいておりましたし、私どももJR九州に働きか
けを行っておりました。

これまでの実情でいいますと、車両の数とか

人員体制で、なかなか受入れが難しいというよ

うなお話をいただいておったんですけれども、

このほどJR九州は、4月から一般見学の受付を
開始するという発表をされておりました。なの

で、私どもといたしましては、修学旅行を支援

する際にそうした情報もお伝えすることで、修

学旅行だけじゃなくて、社会科見学としての新

幹線の利用、車両基地の見学も見込めると思っ

ておりますので、そこも併せて教育委員会とか

のご協力も得ながら周知して、利用を促してい

きたいというふうに考えております。

【松本委員】大村市からの要望も上がっており

ました。もちろん業務がある中で協力いただき

ますから、体制が整っていないというお話は伺

っていました。4月から一般見学を受け入れる
体制ができたということ、本当にありがたいと

思いますので、そこをしっかり大村市とも連携

して、社会科見学も含めて誘致に取り組んでい

ただくことを要望いたします。以上です。

【石本分科会長】 ほかにございませんか。

【宮本委員】確認の意味も踏まえて、2～3、お
尋ねいたします。

まず、部長説明資料5ページ、補足説明資料14
ページです。交通企画費、地域公共交通ネット

ワーク再構築等推進事業費についてお尋ねをい

たします。

事業目的等々書いてありますが、非常に大事

な問題です。2024年問題、そして人材不足、公
共交通ネットワークが非常に厳しい状況になる

ことに対する事業となっていると理解いたしま

す。
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事業内容に1と2とありますが、まず1つ目、運
輸業界合同企業説明会の開催です。これをもう

少し詳しく、どこで何回、どのような形で行わ

れるのか、教えていただければと思います。

【鳥居次長兼交通政策課長】来年度の地域公共

交通ネットワーク再構築等推進事業費の中の運

輸業界の合同企業説明会の詳細についてでござ

います。

具体的に取り組む内容といたしましては、委

員からご指摘がありましたとおり2024年問題
に対応していくということで、持続可能な地域

公共交通のネットワークの構築をしていく必要

があるというのがまず大前提にあると考えてお

ります。

その中の一つの取組として、運輸業界の人材

確保のために合同企業説明会を開催しようとい

う目的でございます。予算としては600万円を
計上しておりまして、バス業界、タクシー業界

やトラック業界も含めてでございますが、一つ

の団体、個社で取組をしていると、ハローワー

ク等に求人を出してはいるものの、なかなか取

組も大きく広がらないというところもありまし

て、団体の力を結集して人材募集、人材確保を

図っていこうという取組を、県としても経費の

面から支援をしようというものでございます。

この3団体と連携いたしまして合同で企業説
明会を開催しようとしており、県内の特定の市

町に限定することなく、県内全体の運輸業界に

就職していただける方の掘り起しを図ってまい

りたいと思っております。

開催場所といたしましては、県南は長崎市、

県北は佐世保市が想定されると思いますが、各

1回ずつできればいいかなと考えておりまし
て、時期といたしましては、これから業界とも

調整をしていく必要がございますが、秋ごろに

実施ができればと考えております。

【宮本委員】 非常に大事な視点ですね。バス、

タクシー、トラック、3団体が一堂に会して行う
企業説明会というのは、今まで開催がなかった

かと考えますので、非常に大事な取組であると

想定いたします。

やるからには準備万端でしていただきたいと

いう要望です。どういった方々をターゲットに

し、そしてどう広報をしていくのか。どうして

もトラック運転手、バス運転手、タクシー運転

手となれば中高年層がイメージされるんです

が、そうではなくて若い方もターゲットにした

合同説明会にしていただきたいという希望もあ

ります。

年齢層について、広報について、どのような

形で開催を考えていらっしゃるのかをお尋ねい

たします。

【鳥居次長兼交通政策課長】ターゲットにして

いる年齢層、それから広報の仕方についてでご

ざいます。

年齢については、委員からご指摘がありまし

たとおり、特に中高年に絞るものではないと考

えておりまして、幅広く、特に若い人たちに入

っていただくことは非常に大事かなと思ってお

ります。

広報については、委員からご指摘のあったと

おりで、しっかりとPRをしていく必要がありま
して、様々な広告媒体、テレビのCM、新聞の広
告等いろいろ考えられると思いますが、どうい

ったところに広告を打っていけば対象となるタ

ーゲットの方に届くかというところは、よく検

討してまいりたいと考えております。

若い人ということになりますと、テレビとか

新聞以外の媒体も含めて検討していく必要があ

ろうかと思いますので、そこも含めて、秋の開
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催を目指して、それまでに業界ともしっかりと

詰めていきたいと考えています。

【宮本委員】東京とか大阪、都市部では若いタ

クシー運転士も増えてきていると聞いておりま

す。隔日勤務で休みが十分に取れる職種だと、

労働時間が長く賃金が安いというイメージを払

拭するために、自分自身の時間を使いやすい職

業ですよと、車好きにはもってこいの職業です

というような広報をしながら、若い方々をター

ゲットに取り込みをしている実例もあるので、

そういった形で、広報をする際にちょっとイメ

ージアップできるようなおしゃれな、ちょっと

やってみようかなみたいな意欲感が出るような

広報活動をしていただきたいと要望させていた

だきます。

2つ目の人材確保につながるコミュニティ交
通への転換支援、これは大事ですね。コミュニ

ティ交通について、もうちょっと詳しくお伝え

いただければと思います。

【鳥居次長兼交通政策課長】 2点目の人材確保
につながるコミュニティ交通への転換支援の内

容についてでございます。

事業の内容といたしましては、記載のとおり

でございますが、市町の域内を走る、いわゆる

コミュニティ交通の部分には、民間のバス事業

者が大型のバスを走らせている路線が残ってお

り、中には路線全体の効率化が図られていない

部分も見受けられております。そういったとこ

ろについては基本的にコミュニティ交通、域内

交通でございますので、市町にしっかりと担っ

ていただきたい部分とかんがえておりまして、

そういった効率化を図っていくというところ

で、デマンド化や車両のダウンサイジングを図

ることができるコミュニティ交通への転換を県

としても後押しをしてまいります。運行そのも

のは市町にしっかり担っていただく必要があり

ますが、転換を後押しするという観点で、車両

の導入経費とか、デマンド交通であれば配車シ

ステム等を整える必要がありますので、そうい

ったイニシャルコストを今回対象経費として市

町に対して補助をしたいと考えております。

これによって、大型のバスの運転士を、より

輸送量が多い路線のバスに充当させることがで

きると考えておりますので、こういった面から

も人材の効率的かつ適正な配置を促す目的で、

この事業を行っていきたいと考えております。

【宮本委員】市町でのコミュニティ交通、コミ

ュニティバス、豆バスといったものがどんどん

出てきていますが、現時点で県に市町の方から、

つくりたいという要望があっているのかどう

か、あれば教えてください。

【鳥居次長兼交通政策課長】今の市町の検討の

状況でございますが、この予算を構築、検討す

る段階において、市町にも、こういった予算が

あれば活用する意向がありますかと内々に調査

を行っています。

その市町がやるかどうかはまだわからないの

で具体的な市町名は避けたいと思いますが、2、
3市町ほどは、考えていると認識しております
ので、今後また改めて調査をかけて、具体的に

この事業を活用するところがあるかは詰めてい

きたいと思っております。

なお、市町に対する支援でございますので、

市町に主導して動いていただかなければいけな

いというところは大前提としてございますの

で、案件発掘という観点でも市町に対してしっ

かりと後押しをしていきたいというふうに考え

ております。

【宮本委員】これについても各市町と連携を取

っていただいて、十分な活用を促していただき
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たいと思います。

今回の交通企画費を使うことによって、今は

本当に交通事業者においては大きな問題となっ

ておりますし、佐世保でいいますならば西肥バ

スも4月から減便になりますし、長崎市内にお
いてもそうでしょう。いろんなところで高齢者

の方々、通学の足に大きな影響が出ている現状

があります。要は、もう企業努力だけではどう

にもできない状況にあるのが実情ではないかと

考えます。

よって行政も、今始まったわけではないとは

思います。ずっとやってきてはいるんでしょう

けれども、さらに手を差し伸べていく状況が大

事であると考えております。

賃金が安いとか労働時間が長いというような

イメージを払拭していくためにも、こういった

事業を引き続きしていただきたいという思いも

ありますし、どうか県においては、10年先の公
共交通ネットワークのビジョンをもって取組を

していただきたいと考えております。

昨日は企画部において、新しい長崎県づくり、

未来大国ということで10年先のビジョンをい
ろいろな形で議論をさせていただきました。公

共交通ネットワークについても、10年先のビジ
ョンをもって行政として取り組んでいくことは

重要であると考えます。

今、県において、「10年先に県としてこうや
っていこう」というようなビジョンをお持ちで

あるならば、人材不足に向けた確保対策であっ

たりコミュニティの推進、そして様々なバス事

業者、タクシー事業者、トラック事業者と連携

を取っていくようなものを踏まえて、10年先の
ビジョンを教えていただければと思います。

【鳥居次長兼交通政策課長】公共交通に関する

10年先のビジョンについてのお尋ねでござい

ます。

現状、長崎県の地域公共交通については、利

用者の減少とか、2024年問題も含めた運転士不
足で本当に厳しい状況が続いているところで、

まさに持続可能な公共交通ネットワークの構築

が必要というところは、近年課題になっている

ところでございます。

現行の話を申し上げますと、国の地域公共交

通活性化再生法というものがございまして、い

わゆる地域交通法と呼んでいるものですが、こ

の法律に、それぞれの自治体で公共交通のマス

タープランを策定することが努力義務として規

定をされていまして、これに基づいて、令和4年
度末に長崎県地域公共交通計画というものを策

定しております。こちらの計画は3年間の計画
になっていまして、終期が令和7年度末となっ
ています。

計画の内容については、先ほど申し上げた持

続可能なネットワークの構築で、1つが持続可
能な幹線公共交通ネットワークの構築、それか

ら地域との共創による最適なモビリティの推進

と、この2点を最重点項目、基本方針に掲げまし
て、これに関する具体的な数値目標、目標達成

のための具体的な施策、方針を盛り込んでいる

ところでございます。

大きな思想としては、持続可能な公共交通と

いうのは、3年後もそうですし、5年先も10年先
も大きく変わるものではないと考えておりまし

て、一方で計画自体の終期が3年となっており
ますので、令和8年度以降はどうするんだとい
う話になってまいります。令和8年度以降につ
いては、基本的には今の計画を改めて、リバイ

スというか改定をしていく必要があると思いま

すが、その先の計画を何年にするかという点も

問題になってくるかと思っております。
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なお、国の地域交通法に基づく基本方針とい

うものがございまして、こちらで地域公共交通

計画の基本的な原則の期間が5年と定められて
おり、多くの自治体が大体5年を目安につくっ
ていますので、次の計画もまた5年程度になっ
てくるかと考えております。

そういった意味で、計画自体は10年先を書い
たものにはなっていませんが、大きな方針とし

ては、持続可能な公共交通ネットワークを実現

していくというところは変わらないものと考え

ております。

【宮本委員】 2024年問題、そして今回令和6年
度、こういった形で予算編成もしています。交

通崩壊をしないためにも、行政がしっかりとし

たビジョンを持ってやっていくことは非常に重

要であろうと考えますから、引き続きいろんな

対策を講じていただきたいと思います。

次に、横長資料の21ページです。地方バス対
策事業費についても、久し振りの総務委員会な

のでお聞きをいたします。約3億1,000万円です
が、これは地域における生活に必要なバス路線

の維持存続を図るために、運行費、バス車両導

入に対する補助とあります。この内容、内訳に

ついて教えてください。

【鳥居次長兼交通政策課長】交通企画費のバス

対策費についてのお尋ねでございます。

地方バス対策事業費は、記載のとおり地域住

民の生活に必要なバス路線の維持確保を図るた

めに、乗合バスの事業者に対して運行費やバス

車両購入費等に係る助成を行っており、車両購

入への補助というのは減価償却費への補助とい

う形で行っているところでございます。

補助の内訳といたしまして、国と共同して公

益的、幹線的な路線に対して支援をする、いわ

ゆる幹線補助と呼んでいる長崎県バス運行対策

費補助金というものがございます。こちらが約

2億4,600万円。
それから、それに漏れる準広域、準幹線的な

路線に対して支援をする長崎県生活バス路線運

行対策費補助金、いわゆる県単補助と呼んでい

るものでございますが、こちらが約6,700万円
になります。これに事務費を加えた合計額が3
億1,440万円となっています。
【宮本委員】一般財源だけですね。国との共同

ということもありましたが、一般財源でありま

す。

これは、前年度の比較で増額になっています。

これについて再度説明をいただければと思いま

す。

【鳥居次長兼交通政策課長】

増額の理由でございますが、幹線バスの対象

路線となる要件等が決まっており、輸送密度と

か、1日何本運行していないといけないといっ
た補助金上の要件がございまして、対象事業者

や対象路線の増によるものでございます。

【宮本委員】次に、補足説明資料に戻って、UI
ターンについてお尋ねをいたします。

UIターンにつきましては、ずっと取組を推進
していただいております。次年度におけるUIタ
ーンについて、補足説明資料5ページ、UIター
ン拡大事業費について、事業内容で多項目の取

組をされています。引き続きの拡充になろうか

と考えておりますが、UIターン推進プロモーシ
ョンというのが3番にあります。移住潜在層の
掘り起こしを目的としたPRイベントの開催と
あります。これについて少し詳しく教えていた

だければ幸いです。

【宮本地域づくり推進課長】 5ページの3番、上
の方のポツの移住潜在者の掘り起しPRイベン
トにつきましては、私どもがいろいろ移住施策
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をやっていく中で、来年度新たに取り組もうと

いうものでございます。

具体的には、潜在層の掘り起しというところ

で、移住の潜在層向けに事業者と連携しながら

広告を打って、例えば東京で2回とか、そういっ
たあたりでイベントを、お声かけをして潜在層

を掘り起こしていきたいと思っております。

今年度も試験的に少しやってみたんですが、

やっぱり潜在層がいるなという感触があります

ので、そこを深掘りするような形で掘り起しを

行った上で、先ほど松本委員から質問があった

長崎友輪家というのは我々が独自で民間と連携

して関係人口から移住につなげたいというとこ

ろですけれども、それとはまた別途、東京とか

で改めて広告を打って、移住潜在層の掘り起こ

しに努めて、移住者の増につなげていきたいと

いうところでございます。

【宮本委員】移住潜在層という言葉を初めて聞

いたものですから、移住潜在層というのは、移

住をしたいなという人ですか、ちょっと教えて

ください。

【宮本地域づくり推進課長】移住の仕事をやっ

ておりますと、明らかに移住したい人は、例え

ば私どもの移住サポートセンターの窓口に相談

に来たりします。全く関心がない人もいるんで

すけれども、心のどこかで、移住してもいいか

なという人が意外と世の中にはいて、そういっ

た人たちに、長崎に関連のイベントをやります

よということが届けば、参加していただけるこ

とがあります。真ん中といいますか、全く考え

ていないわけではなくて、どこかで意識をされ

ている人がいます。明確に来たいというわけで

もないけれどもというところを、あまり聞きな

れない言葉かもしれませんが、我々は移住潜在

層と。そういったところを掘り起こして長崎に

つなげていきたいと思っているところでござい

ます。

【宮本委員】心理戦みたいな感じですね。初め

て聞いたものですから、一定いらっしゃるとい

うこと、そして新しい事業ということで、ちょ

っと期待もするところです。

次年度のUIターンの目標数、令和6年度はこ
れだけ長崎の方にUIターンで持ってこようと
いう目標数を教えてください。

【宮本地域づくり推進課長】次年度につきまし

ては、令和6年度は3,000人が目標になっており
ます。

【宮本委員】なかなか大層な数ですね。今まで

もされていたでしょうから、引き続きですね。

若者の県外流出は、私も子どもが3人おりま
すが、止められないところが多々あるんですよ

ね。UIターン、戻って来る層を増やすのは非常
に大事なので、どうか力を入れて行っていただ

ければと思います。

それともう1点です。4ページ、めぐりあい人
口創出・拡大事業費についてお尋ねをいたしま

す。

「めぐりあいながさきイベント」、めぐりあ

いを増加させるためのイベントということで、

事業内容に各振興局を単位としたとあります

が、この理由についてお聞かせください。

【宮本地域づくり推進課長】「めぐりあい」と

いうのが、少し婚活を連想させるような単語か

とは思うんですけど、実際は婚活イベントとも

違いまして、婚活のイベントと、例えば地元の

お祭りとか交流イベントの間をつなぐイベント

をやり県内各地で、全体が盛り上がった方がい

いと考えたところでございます。

そうした時に、振興局がそれぞれあるよねと

いうところで、長崎地区でやる場合は本庁直轄
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になろうかと思うんですけれども、各振興局で

めぐりあいイベントをやりながら、県全体とし

て新たな視点を持ったイベントができて、めぐ

りあい人口を増やし交流が県全体でさらに発展

できるように振興局に着目したところでござい

ます。

【宮本委員】 この開催経費約1,500万円につい
て、ちょっと教えてください。

【宮本地域づくり推進課長】予算の積算を申し

上げますと、本土地区は1か所200万円ぐらいの
イベント経費がかかるということで4地区、離
島はもう少しかかるということで250万円、委
託料等々になってくるかと思います。250万円
掛ける3地区、その合計額に事務費が少しのっ
ているというような計算でございます。

【宮本委員】 このイベントについても、2つ目
に広報経費とありますが、いかに若い世代を呼

び込むか、ここがポイントであろうかと考えま

す。どのような形で情報発信を県内外に向けて

されるのか、教えてください。

【宮本地域づくり推進課長】インタ―ネット広

告等、工夫をしながらやっていく必要があるか

なと思っているところでございますので、Web
とかも使いながら、あるいは秘書・広報戦略部

との連携もしながら進めていきたいと思ってい

るところでございます。

【宮本委員】時期と場所、非常に大事だと思い

ます。呼び込むための広報、先ほど交通の面で

も言いましたけれども、見て、できるだけ意識

をそそるような、行きたいと思わせるような広

報活動をしていただくように要望いたします。

【石本分科会長】 ほかにございませんか。

【浅田委員】先ほど、ノマドワーカーについて

松本委員から質問がございました。2,300万円、
まあまあのお金を費やす、注ぎ込んでいると思

います。

私もこれに反対しているわけでは全然なく、

新しい試みをやることは非常に重要かなと思い

ます。長崎県は多分、他県に比べてノマドワー

カーとかを実践している人たちが集まる拠点に

なっているHafH（ハフ）とか、それを推奨して
全国的にもいろんな展開をしている大瀬良君と

かいらっしゃって、そういう意味においては、

よそよりも1歩2歩進んでいるような状況かな
とは感じているんですが。

ここに「各プレーヤーの役割を整理したうえ

で」とありますが、これはどういったところを

あらわすのか。

そして、そもそも有識者会議はどのような方

がいて、委託ということでしたが、もう少し詳

細に。先進地に行ったりロードマップをという

ことはわかるんですけど、そもそもの有識者会

議の中身とか、各プレーヤーの役割の整理とい

うところをまず教えてください。

【宮本地域づくり推進課長】各プレーヤーの役

割といいますと、これからそこも含めて調査す

るんですけれども、長崎に、委員がおっしゃっ

たHafHとかある、あるいはそういったところ
に長けている人もきっと長崎にもいるだろう、

コミュニティマネージャーといいますか、人と

人をつなげるような人、その人たちがどこまで

何をするか。

そして、仮にノマドワーカーが次年度、次々

年度以降に本格的になってきた時に、どういっ

たところに案内すればといいますか、マップ的

なものとか、そういったものを誰がどう作るの

が一番効率的か、そこにコミュニティマネージ

ャーみたいなキーマンは必ず出てくるので、そ

うした人たちが、あるいは行政が、市町村が何

をするのかというところを含めて、そういった
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ところをプレーヤーの役割を整理していきたい

というのがプレーヤーの役割でございます。

委託の中身といたしましては、1つは海外調
査、一番ルートになっているポルトガルとか、

あるいはベトナム、ベトナム人のノマドワーカ

ーが多いというわけではないんでしょうけれど

も、ルートになっているポルトガル、ベトナム

あたりに、本当のノマドワーカーみたいなとこ

ろと連携しながら行った上で調査をしていきた

いと思いますし、そしてロードマップを作成す

るのにやっぱり一定、企画的な費用はかかって

くるんだと思います。そういったものが委託料

の中身になってまいります。

また、有識者会議につきましては、実際に日

本でノマドをされている方、あるいは大学でワ

ーケーション、ノマドワーカーの研究をされて

いる方、もちろん市町も入った中で有識者会議

をつくって、そういったところでノマドワーカ

ー誘致の戦略、あるいはロードマップをつくっ

ていきたいと思っているところでございます。

【浅田委員】お気持ちはわかる、理解はしてい

るんですけど、具体性が見えていない中で2千
数百万円が計上されているわけです。そうする

とやっぱり私たちは、そこの中身を一定詳しく

知りたいし。

有識者会議も、今の説明では、どこの有識者

会議も一緒ですよね、このノマドワーカーに限

らず、大学の先生、先進事例をなさっている方

と、一緒にも関わらずというところが非常に気

になるのと、ある一定、ノマドワーカーの人と。

3にワーケーションガイドの配置とあります
が、ここは結構ダブってくるところもあると想

定できるわけです。そこをどう分けながら、ど

ういうふうな形でやっていくのかというのが、

あまりにもふわっとしている気が私はどうして

もするんです。これ自体は賛成なんですけれど

も、そこにこれだけの金額をかけて。

今、海外にと言っていましたけれども、海外

に行っていらっしゃる方とか、海外から来てく

ださる方から意見を聞く中で、誰が海外に行く

んですか。委託先ですか、それとも県の方です

か。

【宮本地域づくり推進課長】 海外調査ですと、

委託先と我々、県もそこは一緒に行く想定をし

ております。

もう1つ、ワーケーションガイドにつきまし
ては、従前、都市部の企業のワーケーション誘

致をやっておりまして、相談窓口とかモデルコ

ースを提案したりとかですね。ここはノマドと

違って、ワーケーションガイドというのは従来

からある分の継続でございます。

【浅田委員】県の方と委託先と両方が行かれる

と、ポルトガルとかいろんなところに。

別に行くことも反対ではないんですが、それ

なりの結果とか状況とかを、つまびらかに我々

委員会にはお伝えいただかなきゃいけないので

はないかと思っていますので、ここはよろしく

お願いします。

そして、オンラインコミュニティの運営とは

何なんだろうと実は思っていたんですが、長崎

友輪家だったんですね。

私、長崎友輪家ができた当初からずっと入っ

ているんです。ものすごくチェックも最初のこ

ろはしていました。今、ラインワークスが、議

会の方を優先的にどうしても見なきゃいけない

ことが多いので、ここ最近の長崎友輪家はあま

りのぞいたりできていないんですけれども、そ

こに350人しか今のところはいないわけですよ
ね、正直言って。ここに入っている面々も大体、

半分以上はわかっているんですけど、そういう
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状況の中でも800万円以上を注いでいると。
そこでやっていることの報告とか、これまで

私が失念していたのかもしれませんけれども、

ここでどういうことが行われて、どういう成果

があった、効果があったと議会に、委員会が違

ったのでわかりませんが、報告等々はしっかり

していたんでしょうか。

【宮本地域づくり推進課長】 昨年、ちょうど1
年前の総務委員会でもご指摘を受けたものです

から、令和4年度の実績はホームページで公表
しております。

それから令和5年度につきましては、ぼちぼ
ち終わるんですが、同じようにホームページで

公表をさせていただければと考えているところ

でございます。

【浅田委員】ということは、オンラインコミュ

ニティの運営を委託していて、それを活用して

ホームページで瞬時に、タイムラグがないよう

な形できちっと報告をしていると思っていいん

ですか。

今、首を振っているということは、タイムラ

グがあって後々ということ。それ自体がちょっ

とどうかなと思うんです。

そうやってオンライン運営費を出していて、

そこで集めた情報がしっかりとした形で県民に

伝わっていく、この350人の情報量、発信に委ね
ているのであれば、そこまでやらないと、800万
円って何かなというふうになってしまうのでは

ないかと思いますが、いかがでしょうか。

【宮本地域づくり推進課長】ご指摘を踏まえま

して、よりわかりやすい形で情報をしっかり発

信していきたいと思います。

【浅田委員】こういったことも全部関わってく

ると思うんです、ノマドワーカーにしても、オ

ンラインコミュニティにしても、ワーケーショ

ンガイドを設置すると、長崎がどうやっていろ

んなものを出していくのかというところがあり

ますし、特に情報発信に力を入れると県も言っ

ているわけですから、明日またそこも聞かせて

いただきたいと思っていますけど、その部署に

対してですね、こういうことをもう一回しっか

りやりたいと思うんですが、これは期待をした

いと思います。で、その後、しっかりチェック

をさせていただければと思います。

ワーケーションガイドは引き続きということ

ですが、ワーケーションの対応窓口や情報発信

をやることによって、現状はどのような感じな

のか、企業の状況。長崎の中で、県外の方から

というところですけど、他県と比べて今の状況

をもう少し詳しく教えてください。

【宮本地域づくり推進課長】他県との比較が厳

密にはなかなかできないものですから、県内の

状況で言いますと、私どもは昨年度か一昨年度

か、富士通、東京のIT企業とか三菱地所とかの
ワーケーションの連携協定等々もやっておりま

して、そういったところからは定期的にといい

ますか、島原でワーケーションをやっていただ

いたり、五島でワーケーションをやっていただ

いたりというようなことで、形ができてきたか

なと思っています。連携協定はないにしても、

東京の企業が来週もワーケーションに来ます。

それから、今年度までの事業として、市町と

都市部の企業をつなぐような、市町のワーケー

ションの意識を向上させる事業もしておりまし

て、そういったところで一定、市町も含めてワ

ーケーションの取組が進んできているところで

はないかと思っております。

例えば五島市は、取組が早い、ある意味先進

地でございまして、数まで直ちに言えませんけ

れども、ワーケーションでかなり五島に行って
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いる状況があろうかと思っております。

【浅田委員】私自身も、ワーケーションという

部分においては、長崎県はかなりポテンシャル

の高い地域性であると思います。企業の方にと

っても。

一度だけ茂木で、企業に数日間、長崎市内に

居ていただいて、その会社の方が長崎市内をめ

ぐってみて、どういうことができるかトライア

ルしたところに参加したことがあるんですが、

実態として今、年間にどれぐらいの企業との連

携とか、実績とかはいかがでしょうか。（発言

する者あり）

【石本委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時１２分 休憩 ―

― 午前１１時１３分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

【宮本地域づくり推進課長】実態として市町村

等数字を把握しておりますが、令和3年度が13
件だったものが、令和4年度は25件という数字
になっております。

【浅田委員】こうやってガイドを設置したこと

によって数値が伸びていると、それだけ可能性

があるんですよと、部長、前向きに、しっかり

実績があるんですよと言っていただければ、私

たちも安心できます。そういうところを最初の

説明に入れていただければいいんじゃないかと

思います。

確かに国からの交付金活用ではありますが、

これだけの予算をかけているので、その効果は

しっかり目に見える形で私たちにも教えていた

だきたいと思っております。あとは議案外で質

問いたします。

【石本分科会長】 ほかにございませんか。

【坂本委員】 何点か質問させていただきます。

部長説明の前段のところで、令和6年度当初
予算においては、県議会、市町、有識者懇話会

のご意見等をお伺いしながら策定した「新しい

長崎県づくりのビジョン」に掲げるものを、基

礎づくり、土台づくりを中心に取り組んでいく

ということです。特に地域振興部の場合は、ビ

ジョンの土台づくりのための市町との連携、そ

こら辺が非常に重要じゃないかなというふうに

感じています。

この間、新年度の予算を作成するに当たって

市町の皆さんとも様々意見交換を行ってこられ

たんじゃないかと思いますが、具体的にどのよ

うな形で行ってきたのかですね。各市町の皆さ

んの新しい長崎県づくりのビジョンの受け止め

といいますか、そこら辺を県として、地域振興

部としてどう認識をしているか、そこら辺をま

ずお聞かせください。

【宮本地域づくり推進課長】ビジョンの実現に

向けてというところでいきますと、私どもの課

では、市町と連携した未来大国づくり応援補助

金ということで、市町に対する補助金を新たに

つくることとしております。もちろんこの議会

で予算が議決されれば、正式にはそれの後とは

なるんですけれども。

この間、ビジョンを実現するために、市町の

地域課題の解決に資するような何か、今回私ど

もが予算提案している事業が、市町と民間が連

携すること。3か年で5,000万円と考えているん
ですけれども、4年目からは何らかの自走をす
るようなところを要件として、具体的には4分
野で何が出てくるかはこれから市町に丁寧に説

明していくというところです。

市町としても、仮に予算が成立すれば、3年間
で5,000万円というのは相当程度の規模だし、
自分たちも2分の1、県費だけじゃなくて市町も
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ちゃんと出してくださいというスキームにして

おりますので、全ての市町の意見をまだ聞いて

はいないんですけれども、相当程度の希望があ

るなというところで、5,000万円という数字に
ついては、そういった期待感があるなというふ

うには思っています。追ってもっと丁寧に説明

しながら、事業については組み立てて出してい

ただく必要があるのかなと思っているところで

ございます。

【坂本委員】すみません、その質問に移る前の

前段の基本的なところ、各市町が、新しい長崎

県づくりのビジョンの基礎づくり、土台づくり

を新年度にやっていくと、県としてやっていく

と、そういう新しい長崎県づくりのビジョンそ

のものについて、多分、地域振興部の皆さん方

が各市町とはいろんな形で連携を取ると思いま

すので、どういうふうに市町が受け止めている

のかということをまず聞きたかったんですけ

ど、今、課長から少し触れられましたので、そ

の上で、この未来大国づくり応援事業費につい

てお尋ねをいたします。

なんで私が前段にそういうことを聞いたかと

いうと、未来大国づくり応援事業費というのは、

まさにビジョンの中核をなすようなイメージか

なと思っていてですね。その割には、要求額が

5,200万円、実際の計上額は査定が入って3,300
万円、65％ということで、ちょっと低いなと。
もちろんほかのいろんな事業でも6割7割とい
うのはあるんだろうと思いますけれども、新年

度予算の中核をなすようなところで、ちょっと

少ないなというふうに感じました。

事業内容を見ると、採択件数が2件というこ
とですね。1,650万円の2件で、補助対象が市町
になっていますから、県内には21市町があっ
て、たった2つかと、ちょっとそういう思いがあ

りました。力が入るとかなというふうな感じが

しましたし。

県地域振興部が新年度にこういう事業をしま

すよとメニューを示して、それを各市町が、引

いているんじゃないかなという感じもするわけ

です、これだけ見ると。「それはぜひやりたい」

というふうになっていないのが、どうなのかな

と思ってですね。

そこら辺を、例えば査定の中で事業を少し絞

り込んだからそうなったのかとか、いろいろ理

由があるのかもしれませんけれども、そういう

のを含めてお答えいただければと思います。

【宮本地域づくり推進課長】 査定で5,000万円
が3,000万円に見えているのは、要求の時には
内容が固まっていなかったものですから、1件
で5,000万円ぐらいと最初は考えていました。
そこを、3か年で5,000万円で、2件、そしてこれ
を3年間やろうと考えていまして、要は6件にな
るんですが、一応今はそういう想定で考えてお

ります。

そうこうしている時に、内々で市町に規模感

とかを話すと、5,000万円というのは3年間だと
しても相当程度の規模だなと、そういったやり

取りをさせていただいて、今の額になっている

ところでございます。

ぜひやりたいというところについては、やは

り我々も、予算をご議決いただきましたら、丁

寧に市町村に個別も含めて説明して、一緒に事

業の組立てをやっていきたいと考えているとこ

ろでございます。

【坂本委員】 もちろんこれは補助事業ですか

ら、県が2分の1、市町が2分の1、それぞれ2分の
1出し合ってということですね。市町も当然お
金を出さんばいかんですから、そう簡単にはの

ってこないのもわかります。
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もう1つは、県・市が3分の1、3分の1、民間が
3分の1ですね。そういうスキームもあるようで
あります。

また、ソフト事業と一部のハード事業も可と

いうことで、私も中身は詳しくわかりませんけ

れども、今回は新年度、令和6年度のスタート
で、とりあえず2件で3年間を限度として補助す
るということでありますので、これはこれでス

タートしていただいて、様々な問題点があれば

また議会の中からもいろんな指摘も出ようかと

思っておりますので、それを受けながら、その

辺を踏まえて取組を進めてほしいと思います

が、スタートの新規事業としては、ちょっとぼ

やっとしているなということは指摘をさせてい

ただきます。

次に、先ほど宮本委員からありました公共交

通ネットワークの関係です。交通政策課ですね。

これも非常に重要な事業ですよね、宮本委員が

言われたとおり。とにかく今、県内の公共交通

網が、まさに寸断寸前というふうな状況になっ

ているんじゃないかなと思います。

これも地域振興部としては当初6,698万円を
要求していて、査定で2,100万円で、採択率とい
いますか、32％ですよね。今、地域公共交通の
ネットワークを再構築しなければいけないとい

う重要な時期にも関わらず、3割の採択率とは
少ないなというふうに感じました。

それで、先ほどちょっとやり取りがありまし

た合同説明会、これも県南と県北でたった1回
ずつと。PRはもちろん、周知して人をたくさん
集めんばいかんとでしょうけれども、たった1
回ぐらいでいいのかなと。

今、運輸業界になぜ人が足りないかというと、

ブラック的なところがかなり報道されるわけで

すよね。例えばトラックとかは宅配のところで

かなり長時間労働がありますし、タクシー関係

でも、もちろん先ほど宮本委員からあったよう

に自分の時間を使えるというのはあるかもしれ

ませんけれども、現実コロナの中でがたっと営

業収入が落ち込んで、収入がものすごく減って

いるわけですよ。8時間換算したらこれは最低
賃金違反じゃないかというぐらい、時間調整す

るぐらいの感じになっていて、非常に厳しい状

況にある。

そういうところに対して、コロナ禍とか物価

高で、交通の方は地域振興部からも随分支援し

ていただいたと思うんですけれども、それがだ

んだんなくなってきて、事業としてかなり厳し

いところにきてしまっていると。そういう感覚

があるところに、合同説明会に来てくださいと

言って人が来るのか。年齢的にこの業界は上が

っていますから若い人がいいと思うんですけれ

ども、そういうのを年に1回やって、効果がどう
なのかなと。

今、それぞれ各事業者はもうかなり、企業努

力だけでは厳しいですから、地域公共交通のネ

ットワークを再構築するために、もう少し違う

方法を考えんばいかんとじゃないかなと感じて

いるんです。

この合同説明会、内容を含めて、県南・県北

で長崎と佐世保でということになろうかと思う

んですけれども、もう少し拡充はできないもの

かどうか、そこら辺はいかがお考えですか。

【鳥居次長兼交通政策課長】まず、全体の予算

額、査定で3割程度になっているというご指摘
でございますが、もともと合同企業説明会の部

分とネットワークの再構築、コミュニティ交通

への転換支援に加えて、二種免許の取得費用の

助成といったものも実は考えていたところでご

ざいます。こちらについては国の補正予算がつ
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いておりまして、二種免許の取得費用や研修の

費用などを助成するような国の補助制度がござ

います。

それから、バス業界に関しては運輸事業振興

助成補助金、これは軽油引取税の財源を活用し

た事業で、バス協会やトラック協会に補助金を

交付しているものがございまして、そちらを財

源にして各団体で免許取得の支援制度等を実施

していただいています。このように制度の重複

等もありまして、県はそこ以外で何かできない

かということで、最終的に今の形に予算として

は仕上がっているところでございます。

二種免許費用支援については、会社に入った

後に取得の支援をする形になりますので、まず

入り口の部分で、合同企業説明会で間口を広く

して呼びかけるところを県として後押ししてみ

たいというところで制度構築しています。もち

ろん委員がおっしゃるとおり、これだけで解決

するかというと大変難しい面はあるかと思いま

すので、本当にあらゆる施策を組み合わせてい

く必要があるだろうと思っています。

それから、業界自体がブラックだと報道され

る面もあって、そもそも人が来るのかというと

ころは、まさに委員のご指摘のとおりでござい

まして、長時間労働で賃金もほかの業界に比べ

てあまりよくないというところは事実関係とし

てもあり、イメージとしても定着してしまって

いるところです。

2024年問題と最近特に声高に叫ばれていま
すが、2024年問題が生じる背景は労働規制の強
化でございます。年間の時間外労働の上限が

1,170時間程度だったものが、4月以降は960時
間に制限をされることで、残業自体が法令上で

きなくなります。

運転手側から見れば、まさにこれは働き方改

革を目的に制度化するための法律ができたもの

でございますので、そういった面で運転士にと

っては働きやすい環境ができていくというとこ

ろはしっかりとアピールをして、ブラックなイ

メージは少しでも取り払っていく必要があるか

なと思っております。業界のイメージアップと

いう面で、この合同企業説明会においてはしっ

かり発信していく必要があるかと思っておりま

す。

それと回数でございますが、県南、県北1回ず
つで足りるのかというご指摘はごもっともかな

と思っております一方で、何回やればいいかと

いうところもなかなか難しい面があります。ト

ラック協会においては、今年度既に独自で長崎

市内で1回、説明会のイベントをしていただい
たところで、ある程度の集客が見込めましたの

で、そういった実績も踏まえて、来年度は、県

で支援する形で実施をして、ここで実績が上が

れば、これはいいんだということでさらにやっ

ていくことも考えられると思います。そこの効

果を我々としてもよく見極めていきたいと考え

ておりますので、まずは県北、県南で1回ずつ実
施しようということで予算としては要求させて

いただいたところでございます。

【坂本委員】交通運輸事業者の厳しさは十分に

認識されていると思いますし、交通政策課も、

いろんな事業者の聞き取りかれこれも個別にさ

れていると思いますので、ぜひその実情を踏ま

えた取組をお願いしたいと思うんです。

2024年問題は、課長から答弁があったとおり
で働き方改革なんです。ただ、業界は、残業を

減らされたら食っていけないというところなん

ですよ。それだけ基本給が低いんですよね。そ

れだけ基本給が低いというか、上げきれないと

いうことは、事業者がカツカツでやっていると
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いう状況なんですよ。さっきタクシーの例を出

して、8時間労働で計算したら最低賃金を切る
から7時間にしたりとかするわけですよ。そう
いう状況にあるということを、ぜひ再認識をお

願いしたいと思います。

明るい部分も出してもらわないと人は応募し

ないと思いますから、そこはあまり表に出さな

くていいんですけれども、そういう事情を踏ま

えた上で、ぜひ事業者の皆さんとも連携を取っ

ていただければと思います。

次に、補足説明資料の6ページ、移住・創業・
地域貢献支援事業費で2億8,000万円。地域振興
対策費では額的にかなり大きな部分でありま

す。昨年よりも3,000万円ぐらい増えている予
算です。これは、移住支援事業と創業支援事業

と地域貢献支援事業とあるんですが、移住支援

事業の中に地方就職支援金を入れて、その分で

3,000万円増えたという理解でよろしいでしょ
うか。

【宮本地域づくり推進課長】その分で増えたと

いうわけではございませんで、移住支援金の予

算の積算は市町に照会をしているところで、例

えば1世帯100万円とか、市町のそういった件数
の見込みが次年度に多くなっているところが大

きな原因でございます。

【坂本委員】 これの令和5年度の実績はわかり
ますか。

【宮本地域づくり推進課長】 令和4年度の実績
は84件でございました。令和5年度は1月末現在
で80件でございまして、去年の84件は超えてく
るんじゃないかと思っているところでございま

す。

【坂本委員】 令和4年度が108件で84人、雇用
創出が84人ということだと思うんですけど、今
年度は1月末現在で雇用創出が80人ぐらいにな

っているということですね、80件と言ったの
で。

【宮本地域づくり推進課長】 6ページの1、移住
支援事業1億7,750万円に関しまして、昨年度の
実績が84件です。2人で移住する場合もあるし、
単身の場合は60万円ですけど、要は84件でござ
います。令和4年度は1年間の実績が84件でござ
いました。令和5年度は、まだ3月が終わってお
りませんので1月末の時点で80件の実績になっ
ておりまして。

これは令和6年度予算ですから、市町は令和5
年度よりもさらにこの活用は大きくなるんじゃ

ないかということで、令和5年度と令和6年度の
この部分の予算を比較しますと増えているとこ

ろでございます。

【坂本委員】多分、移住支援事業と創業支援事

業、これはまあまあ、それぞれ前年度並みの件

数を想定しているんじゃないか、各市町もです

ね。そういうふうな取組だろうと思うんです。

3番目の地域貢献支援事業、これがなかなか
今は厳しいように聞いているんですけれども、

各市町の状況、受け止めはどんな感じですか。

この18件というのは多分、減っているんじゃな
いかと思うんですけどね。

【宮本地域づくり推進課長】この事業もやり始

めて3年目か4年目になっておりまして、18件と
いうのは次年度見込みでございます。市町とし

て特段厳しいとかという受け止めにはなってい

ないものと認識しております。

【坂本委員】ちょっと戻りますけど、東京圏か

ら長崎県内で就活するための交通費の半額を補

助する地方就職支援金を新年度に新設をしてい

ます。これについての効果というか、そこら辺

をどういうふうに考えているか教えてくださ

い。
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【宮本地域づくり推進課長】 まず前提として、

この仕組み、制度自体は国がつくっております。

もともと移住支援金というのが国の制度である

んですが、そこに新たに国が追加したというこ

とです。東京都の密集を、東京都への転入が多

い状態をどうにか地方にという考え方で国がや

っているところでございます。

効果としましては、今までは移住ですので、

1回社会に出た人が帰ってくるというところを
国も狙っていたと思うんですが、今回、それを

新卒も狙うと。若い人が地方に移住することを

狙い、最終的には就活の費用の交通費の2分の1
を補助するということです。

国の方では、これは令和6年度じゃなくて、も
う1年先になるんですが、来年、交通費をもらっ
た大学生は実際、本当に地方に就職することに

なると思いますが、その段階でもまた支援金を

やろうと。新しくできた制度なので、今はここ

までしか見えていませんけれども、もう一歩先

も国は考えているといった状況でございます。

【坂本委員】衆議院議員補欠選挙の予算がつい

ています。選挙のたびに、これは国政・地方選

挙を問わず投票率がずっと下がってきている状

況、これは全国的にもそうみたいですし、長崎

県内でもずっとそういうふうな状況になってい

ます。

これは主に各市町に交付金としておろして、

そこの中で啓発も含めてされるんじゃないかと

思いますが、一応この事業内容に啓発費も入っ

ておりますので、投票率を上げるための広告を

市町村課としてどういうふうに考えているか、

教えてください。

【大塚市町村課長】投票率につきましては、昨

今、低下傾向にございますので、皆さん方に選

挙に関心をもっていただいて、投票に行ってい

ただくような取組をしたいと思っております。

今回の補欠選挙に当たりましては、これまで

「明るい選挙推進協会」が全国に意識調査をや

っておりまして、その中で接触度の高かった媒

体がございます。高齢者層は新聞広告であると

か広報誌、テレビ広告、広報車、若年層はイン

ターネット上の啓発動画であるとかホームペー

ジ、こういったものが接触の割合が高いという

結果が出ておりますので、こういうものも参考

にしながら、周知、投票の呼びかけを図ってま

いりたいと考えております。

特に若い世代の投票率が低下傾向にございま

すので、今回、YouTubeのバンパー広告とか、
大手検索サイト、ヤフーの検索ページなど活用

した啓発を取り組んでいきたいというふうに考

えているところでございます。

【坂本委員】ぜひいろんな媒体を通じて、特に

若い方々に、そうした呼びかけをお願いしたい

と思います。

選挙権が18歳からになっています。今回の補
欠選挙が4月ですから、高校生は数が少ないか
なという感じがしていますけど、これまでの統

計、県の選管が発表している投票率の推移を見

ますと、18歳、19歳って、意外とそこそこいい
んですよね。高校で主権者教育をしたりという

こともあろうかと思います。一番少ない20代か
ら34歳ぐらいまで、この辺が本当に低い数字で
ありますので、よろしくお願いいたします。

それともう1つは、高齢者の投票率も意外と
少ない。先ほど言った年齢層から70代ぐらいま
で上がっていくんですけれども、80歳以上にな
ると極端に下がるんです。これは投票所に行け

ない状況があります。

前にも私は総務委員会でお願いしたと思うん

ですが、例えば要介護、支援が必要な方々に対
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して、介護タクシーを使うと少し補助があると

か。そこら辺は、選管の事務をする部署と福祉

部署の連携がちゃんといっていないんじゃない

ですかと指摘させていただいたと思いますの

で、こういうのを介護保険で使えるというふう

なことを含めて、ぜひ各市町にそこら辺も周知

徹底をお願いしたいと思います。

これまでもそういったことでされてきたの

か、そこら辺も含めてお答えください。

【大塚市町村課長】高齢者の方々の投票参加に

ついては、どうしても足腰が不自由になられた

りということで交通手段にご不便される方も多

いものですから、市町の選管に対しまして、自

動車を投票所とする移動期日前投票所の導入と

か、あるいは送迎バス等の運行、料金の負担、

職員による送迎などの移動支援、こういった取

組についてもぜひご検討いただくようにお願い

をしてきているところでございます。

引き続き今回の選挙につきましてもそのよう

なお願いをしておりまして、これからも取り組

んでまいりたいと考えております。

【小林委員】 12時まで、あとわずかであります
が、先ほどから議論されている2024年問題で、
私も若干お尋ねをしたいと思います。

今、長崎県の2024年問題に絡む交通企画費そ
の他の関連する予算は、全体で幾らになります

か。

【鳥居次長兼交通政策課長】 2024年問題関連
の予算全体ということでございますが、当初予

算に関しては、これまでご議論いただいていま

す地域公共交通ネットワーク再構築等推進事業

費の2,000万円ちょっと。
補正予算の方で申し上げますと、デジタル化

の推進事業というものを計上しています。補足

説明資料の18ページ、交通企画費の地域公共交

通デジタル化等推進支援事業費でありまして、

DX、デジタルトランスフォーメーションによる
経営効率化や生産性向上に係る取組を支援する

ものでございまして、特にデジタル化によって

業務効率化を支援するものが（発言する者あり）

1億400万円となっていますので、合わせます
と、先ほどの2,000万円と1億400万円で1億
2,000万円強ということになります。
【小林委員】 わかりました。今のDXによる経
営の効率化、これは当然やってもらわなければ

いけない、アドバイスをしてもらわなくちゃい

かん。そこまでやっているところが県内では少

ないような感じもする。だから、DXを使った経
営の効率化を図ってもらうと、これも非常にタ

イムリーな支援だと思うわけです。

ただ、それ以外は2,000万円ぐらいしかない
と、今の状況からして、もうちょっと支援する

ような予算的な措置がなかったのかということ

も、ひとつ課題として申し上げておきたいと思

うわけだけれども。

先ほどからずっとご意見があっておりますよ

うに、この4月から残業の上限規制が行われる
と、960時間しかだめだと、今までは1,170時間
あったんだと。1,170時間から960時間に縮小さ
れたと。

しかし、これは働きやすさを結果的には生む

と、また同時にイメージアップにもつながると

いうことだけれども、現実は残業代で生活を維

持している人、ローンなどを払って何とかやり

くりをしている、そんな方もたくさんいらっし

ゃるわけです。

そこで、実際的にバスとかトラックとかタク

シーにどれぐらいの影響が、この2024年問題で
本県にもたらされるのか、その点についてはど

のようにお考えになっていますか。



令和６年２月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（３月７日）

- 133 -

【鳥居次長兼交通政策課長】 2024年問題の本
県への影響でございます。

少し大括りな数字になりますが、先ほど委員

からもご指摘のあった1年間の時間外労働の規
制に関しては1,176時間から960時間になると
いうことで、これで単純計算いたしますと81％
ぐらいになりますので、もちろん全ての運転士

が時間外労働を1,176時間ぎりぎりでまでして
いるわけではございませんので、それよりは少

ないですが、単純計算で19％ぐらい余分に働け
なくなるという部分はございます。

また国の方でも様々、物流の2024年問題の対
応策について議論がされておりまして、その中

での数字で、シンクタンクによるものですが、

2024年問題の対策を講じない場合、2024年度に
は14％不足をし、さらに進んで2030年度には、
物流量も増えることも見込んで34％不足する
という見込みがございます。別の調査でも、運

転士ベースで見て2030年度に35％ぐらい不足
するというような調査結果が出ております。

本県における影響ということで申し上げます

と、これも若干抽象的な話になるんですが、物

流の種類で農林水産物が多く、長崎県から大阪

や東京方面に長距離トラックで輸送するケース

がありまして、こういう長距離輸送に関しては

まさに時間外労働、あるいは1日の拘束時間の
規制が関わってきますので、こういった農林水

産物の輸送には、それなりの影響が出てくると

考えております。

【小林委員】いま一つわかりにくいね。長崎県

に2024年問題がどういうふうに影響を生じる
のか、これはやっぱり地域経済にとってもゆゆ

しき内容になっているのではないかと。

だって、現実に西肥バスの路線廃止などが新

聞などで報道されておったし、当然のことなが

らサービスの行き届かないような、これまでは

できておったけれども、そういうふうにはなら

んと、やっぱりドライバーが不足してしまうと。

実際的には働きやすさと言いながら、結果的

にはこれがいつまで続くのか、どういう状況で

推移していくかということは将来的にはわから

ないけれども、現実には今もうまさに減便した

りとか、あるいはサービスが、ここまではでき

ておったけれども、ここまでしかできないとか、

とにかく人手不足に輪をかけているような状況

である。なんで不足するのかと、なんで働きや

すさを求めながら不足するのかと、給料がそれ

だけ下がってしまうと、こういうことが言える

んじゃないかと、こんなこともあるわけです。

長崎県の2024年問題の支援の中で、要するに
県の方は、うがった言い方をすれば、お金を出

せばいいと、それで一応自分たちの支援は大体

事足りるということであるけれども、我々は願

わくば、出した支援のお金がどれだけの効果を

生んでいるのか、どうプラスになっているのか

と、それなりの調査をかけていただいて、その

中で足らざるところが一体何なのかと、こんな

ふうにもっていっていただければ、県民の皆様

方は、より行政の皆様方のお力添えを、ご協力

を大変頼みにされていくのではないかと。

そして、経営のあるべき姿でどこに無駄があ

るのか、どういうところを改善していかなけれ

ばいけないのかと、こんなようなことから行政

の支援を心からの頼みにされている。

コロナ対策の時に、いろいろなところの運行

関係の皆様方に支援金を配って、そして元気を

出してもらうというようなことをやっていただ

き、その時には今の部長が交通政策課長じゃな

かったかと思うんだけれども、それなりに頼り

にされ、倒産を免れたというような状況も結構
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あるわけです。

だから、どんな影響が生じるのかというよう

なところの影響の大きさというもの、状況をあ

る程度見込んでいただいて、そのための対策を

どのようにしていかなければいけないのかと、

こういうところをお願いしたいと思っていま

す。

どうですか、私が今言う、いろいろと支援を

した、その支援の効果をあなた方で確認すると

いう作業ができますか。そういうことについて

はどう考えますか。

【鳥居次長兼交通政策課長】その施策の効果に

ついて調査をして、それを改善に活かしていく

べきというご指摘でございますが、委員のご指

摘のとおりでございまして、我々としては一旦

この形でやらせていただきたいとは思っており

ますが、ほかの委員からもご指摘がございまし

たように、この対策で足りるのかというところ

もございます。どういったところに予算をつぎ

込めば効果が大きいかというところも、実際に

やってみて効果を測定していくというところは

重要かと思います。

例えば運転士不足を例にすると、どれぐらい

足りないのかといったところについて、バス、

タクシー、鉄道含めて業界団体を通じて聞き取

り等は常にさせていただいております。

現状、今足りていない部分の人数等は聞き取

りをいたしておりますが、2024年問題が始まる
来年度の4月、来月から実際にどれぐらい足り
なくなるのかというのは、単純計算で見えてく

る部分はありますが、実際に需要はどれぐらい

あるかというところに左右される部分もあっ

て、さらに様々な施策、国の支援もありますし、

県の施策等でどれくらい確保につながったのか

というところは、しっかり確認をしていかなけ

ればいけないと思っております。

県の予算をつぎ込んだところに関して、どう

いった効果につながったかというところは、基

本的に業界団体を通じてということがメインの

形になろうかと思っておりますが、常に把握を

して、足らざるところ、あるいは効果が出たと

ころをはっきりさせた上で、次なる展開を考え

ていきたいと考えております。

【小林委員】重ねて言うまでもないことである

けど、今の答弁で大体、事は足りていると思い

ますが、要は、いろんな支援金を補助金という

形で事あるごとに出していただくことはありが

たい。ただ、それがどういう効果をもたらし、

どういう結果につながっているかというところ

が、これはコロナのお金も、全体的に言えるこ

とかもしれないが、どれだけの効果を生んでい

るかということを、役所の体質としても、それ

だけのことは考えていただかなければ、要する

に補助金を出しただけで終わらないということ

だけははっきりしておかなければいけないと思

います。

だから、2024年問題で、来月4月から始まる
とどういうふうな影響が出てくるかということ

は、忙しい皆さん方ではあるけれども、当面の

大きな課題であるからして、やっぱりきちんと、

バスではどんなもの、タクシーではどんなもの、

トラックではどんなもの、どういうところに影

響が生じるかと、こういうようなことは、しっ

かり今日の委員会で、人数的にわかりやすく明

らかになるかなと思っておりましたけれども、

そこの点がなかなか、いまいちはっきりしてい

ないし、まだそこまでは手が回っていないとい

うところで、実際にこれからが問題であって、

今から果たしてどのくらいのドライバー、社員

が必要になってくるのか、そういう点もまだ会
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社で出し切っているのか、出しきっていないの

か。

とにかく今はっきりしていることは、公共交

通の手段が、我々の毎日の生活のあり方に大変

影響している。生活を支えていくためには、通

勤・通学、高齢者の方々も、公共交通が少なく

なること、減便することによって大変生活がし

にくいと、こういうことになったら、長崎県の

イメージ、長崎県に住んでいても、何か地域経

済が相当トーンダウンしていくようなことにも

つながるし、もう少しそこのところははっきり

してもらった方がいいと思うんだけれども、こ

の点については部長からのご意見が何かありま

すか。

【小川地域振興部長】公共交通の維持と、特に

2024年問題を踏まえた部分でございますが、私
も、トラック・タクシー・バス事業者の関係団

体の皆様とは、これまで2024年問題に対する状
況について意見交換をしてまいりました。そう

いう中で、なかなか人材確保というのは厳しい

と、特効薬はなかなかないという話もお聞きし

ております。

その影響でございますが、バスについてはや

はり減便等々をせざるを得ないと、もしくは最

終便の時間の繰り上げ、そういうものが出てく

るおそれがあるというお話をお聞きしていま

す。

トラックについては、大阪・東京までの輸送

になると、例えば今まで1人だったのが2人、2人
だったのが3人必要になるということで、そう
いう部分の人員の確保がさらに必要になるとい

うお話をお聞きしております。

バスの部分でいきますと、実は昨年からDX
等々による支援をさせていただきまして、佐世

保市では先にバスロケーションシステムが稼働

しています。長崎と諫早、大村においても、こ

の3月中にはバスロケーションシステムが稼働
するようになっています。そういう中で、一番

利用者の方々としてありがたいのは、自分が乗

りたいバスが今どこにいるのか、そのバス停を

通り過ぎているのか、まだ手前のバス停にいる

のかと利用状況が見えるのが非常に大きいとい

うお話もお聞きしておりますので、人員の確保

と併せまして利用者の利便性、もしくは事業者

の経営改善というところを併せた施策を打って

いきたいと思っておりまして、今回の交通企画

費の事業につきましては、まずは事業者団体と

一緒になってやらせていただくと。

委員ご指摘のように、その効果として、どう

いう形での人材確保ができたのか、どういう形

で経営改善とか利用者の利便につながったのか

というところを、私どもとしても効果測定を行

いながら、次の施策につなげてまいりたいと考

えております。

【小林委員】今、部長から的確なご答弁があっ

たんじゃないかと思いますが、こういう時の行

政の役割というものが非常に頼りにされている

ところから、その期待に応えてもらいたいと。

また我々も立場上、県民の皆様方の市民生活を

しっかり支えることができるように、行政の皆

さん方のご指導を、またご支援をより以上にお

願いしたいと、こういうふうなことをお願いせ

ざるを得ないと思うんです。

2024年問題は、果たしてこれが良くなってい
くのか、それとも、バス会社などにしたら会社

がもてるのかと、減便をするか、路線を廃止し

てしまうかと。この路線廃止で、減便だけでも

市民の生活は大変なのに、路線を廃止してしま

うと、そうせざるを得ない。なぜならば人が来

ないから、ドライバーがいないからと。そうい
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うようなことの中で、給料を上げるにしてもど

こまで上げることができるかと、こういうこと

についてもなかなか難しい。

こういう点から考えて、長崎県の経済の行く

末に大きな翳りを残すことがないようにやって

いただかなければいけないので、もう少し内容

を交通政策課は、どれくらいの人数が具体的に

不足し、どういう支援の中でより手助けをさせ

てもらっていると、こういうことを胸を張って

言えるように、ひとつお願いをしたいと思って

おります。以上です。

【石本分科会長】ほかにご質疑はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】なければ採決までいきたいと

思うんですが、よろしいですか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】討論がないようですので、採

決を行いたいと思います。

第1号議案のうち関係部分、第59号議案のう
ち関係部分及び報告第1号については、原案の
とおり可決・承認することにご異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は、原案のと

おり、それぞれ可決・承認すべきものと決定を

されました。

午前中の審査はこれにとどめ、午後は1時30
分から再開をします。

しばらく休憩します。

― 午後 零時 ４分 休憩 ―

― 午後 １時３１分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

議案を議題とします。

地域振興部長より総括説明を求めます。

【小川地域振興部長】地域振興部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。お手元の総務委員

会関係議案説明資料をお開き願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第20号議案「長崎県住民基本台帳法施行条例の
一部を改正する条例」であります。

この条例は、「情報通信技術の活用による行

政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行

政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手

続等における情報通信の技術の利用に関する法

律等の一部を改正する法律」等の施行等に伴い、

所要の改正をしようとするものであります。

次に、議案外の報告事項についてご説明いた

します。

和解及び損害賠償の額の決定について。

これは、公用車による交通事故のうち和解が

成立した1件の損害賠償金2万7,531円を支払う
ため、去る1月31日付で専決処分をさせていた
だいたものであります。

次に、所管事項についてご説明いたします。

UIターンの促進等について。
UIターンの促進については、市町と連携しな
がら、ながさき移住サポートセンターを中心と

して丁寧な移住相談対応に努めるとともに、県

の公式サイトにおける情報発信等に取り組んで

おります。こうした中、今年度12月末までの移
住者数は1,349人となっており、前年度同期と
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比較すると110人の増加となっております。
来年度においては、移住潜在層の掘り起しを

目的とした大都市圏でのPRイベントの開催や、
デジタルコーディネーターを活用した県・市町

の移住支援ホームページの情報発信強化、国の

制度を活用し、東京圏の大学生を対象とした県

内企業への就職活動をする際の交通費助成など

の実施により、さらなる移住促進に努めてまい

ります。

一方、関係人口の創出・拡大については、ワ

ーケーションの受入れを促進するため、去る2
月5日に都市部企業を対象としたトークイベン
トを東京都内で開催し、本県の魅力を発信した

ところであります。

また、来年度においては、時間や場所を自分

の裁量で選択しながら仕事をするノマドワーカ

ーから、本県がワーケーションの実践先として

選ばれるよう、効果的な施策の構築に向けた調

査・研究を実施してまいります。

半島振興法の改正・延長に向けた取組につい

て。

半島振興法は、半島地域の活性化を図る目的

で、昭和60年に公布施行された後、これまで3度
改正・延長され半島地域の振興に貢献してきて

いるところであります。現行の半島振興法は令

和7年3月末に期限を迎えることから、県としま
しては、本県の実情を踏まえた実効性のある改

正・延長の実現を目指すとともに、本年1月に発
生した令和6年能登半島地震を踏まえ、災害に
強い交通網の整備などの社会基盤についてもさ

らなる充実が図られるよう、県内関係市町や全

国組織である「半島振興対策協議会」等とも連

携して、国や関係機関への要望活動を行ってま

いります。

離島地域の振興について。

国境離島地域の振興については、平成29年の
有人国境離島法施行以来、国の交付金を有効に

活用しながら、雇用機会の拡充をはじめ、航路・

航空路の運賃低廉化や輸送コストの支援、滞在

型観光の促進などに関係市町と一体となって取

り組んでまいりました。

国の基本目標である人口の社会増減につい

て、令和5年実績は、五島市において令和2年以
来となる社会増を達成されるなど、各種施策の

効果が一部で現れているものの、全体としては

マイナス608人と前年よりやや悪化しており、
目標の達成に向けてさらなる取組が必要である

と考えております。

離島における新たな取組として、今年度初め

て開催した「しま」のビジネスコンテスト「し

まチャレ2023」については、全国から100件の
応募があり、雇用機会拡充事業の活用について

も、令和6年度採択に向けた新規申請件数が88
件と、前年度の75件から増加が見られておりま
す。

令和6年度においても、新たなチャレンジが
できるしまづくりの実現に向け、引き続き、本

県の離島に思いのある先輩実業家等と連携し、

島内外の人的ネットワークを構築して「しま」

の魅力や国の施策を活用した手厚い支援制度に

ついて認知時向上を図るとともに、「しま」の

ビジネスコンテストの開催を通して、地域課題

の解決等につながる優良事例の創出や新たな人

の呼び込みに関係市町と一体となって取り組ん

でまいります。

併せてしまの産品の振興による地域活性化を

図るため、引き続き食品流通専門の団体と連携

しながら、消費者視点を重視した商品の開発や

販路拡大を見据えた生産規模の拡大など、官民

一体となったプロジェクトを展開してまいりま
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す。

長崎空港の活性化に向けた取組について。

長崎空港の活性化に向け、今年度は様々な取

組を行っており、運用時間外の実証運航につい

ては、昨年に引き続き、ソラシドエアとANAの
共同運航により、3月6日から8日にかけて、長崎
－羽田線で早朝2便、夜間2便の計4便の臨時便
を運航することとしております。今回はビジネ

ス需要が見込まれる平日に運航しており、より

多くの利用を目指して、経済団体や大村市等と

連携した周知・啓発を行っております。

恐れ入りますが、総務委員会関係議案説明資

料追加1をご覧ください。
また、航空ネットワークを活用した県産品販

路拡大を目的として、庁内関係部局と連携し、

ANAの協力のもと、2月に長崎の鮮魚を水揚げ
当日に関東のスーパーマーケット「東急ストア」

で販売する取組や、長崎の旬のみかんを北海道

のコンビニエンスストア「セイコーマート」で

販売する取組を行っております。

今後もこうした取組の中で需要や課題を探り

つつ、長崎空港の24時間化や県産品の販路拡大
につなげられるよう、引き続き取り組んでまい

ります。

恐れ入りますが、総務委員会関係議案説明資

料にお戻りいただき、5ページ上段をご覧くだ
さい。

九州新幹線西九州ルートについて。

西九州新幹線（長崎～武雄温泉間）について

は、開業2年目となる本年においても毎月約20
万人の方にご利用いただいております。

長崎駅周辺では、本年1月には九州初となる
「マリオットホテル長崎」が開業し、より一層

の賑わいをもたらしているところであります。

また、新大村駅周辺では、「サクラミライ新

大村」が一部店舗の開業を迎えるなど、新幹線

がもたらすまちの変化によって新たな賑わいが

期待されるところであります。

一方、九州新幹線西九州ルートにおける新鳥

栖～武雄温泉間の整備のあり方については、国

土交通省と佐賀県との協議や、与党プロジェク

トチーム検討委員会等で議論が続けられており

ます。

昨年末の国土交通省と佐賀県による協議にお

いて、佐賀県から、原点に立ち返り地元の長崎

県と佐賀県で合意形成を図る必要があるとの意

向が示されました。

1月18日には、長崎、佐賀両県の副知事による
面談を行い、佐賀県は、いつでも長崎県との話

に応じるとの姿勢を示されているところであり

ます。

現在、国土交通省において、今後の議論の方

向性について検討されております。県としまし

ては、こうした動向をしっかりと把握しつつ、

関係者と様々な対話を積み重ねるなど、引き続

き、西九州地域全体の発展に資する全線フル規

格による整備の実現に向けて取り組んでまいり

ます。

恐れ入りますが、総務委員会関係議案説明資

料追加2をご覧ください。
県庁舎の跡地活用について。

県庁舎跡地の活用については、令和4年7月に
取りまとめた県庁舎跡地整備基本構想に基づ

き、敷地をオープンスペースとして暫定供用し、

賑わいづくりと利用状況などの検証に取り組ん

でいるところであります。

去る2月23日から24日には、県内市町等と連
携し、特産品の販売や観光PRと併せて、県産品
を使用したグルメが堪能できる県産品フードマ

ルシェを開催しました。県内外の観光客など約
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6,000人の方にご来場いただき、改めて、県内の
魅力を伝える情報発信のニーズ等を確認できた

ところです。

また、跡地については、子どもの遊び場や楽

器の練習など日常的な利用に加え、長崎大縁日

や大学生によるイベントなど、多様な形で利活

用いただいており、これまでに雨天時等におけ

る屋内施設の必要性や広場スペースと屋内施設

との近接の必要性などのご意見をいただいてお

ります。

県としましては、こうした利用状況の検証を

踏まえながら、令和6年度から整備内容や機能、
配置等の具体化を進めてまいります。

以上をもちまして、地域振興部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【石本分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【大塚市町村課長】第20号議案「長崎県住民基
本台帳法施行条例の一部を改正する条例」につ

いて、ご説明いたします。委員会補足説明資料

の1ページをお開きください。
本条例改正議案につきましては、内容が第1

条と第2条に分かれておりますので、順に説明
させていただきます。

まず、第1条関係でございます。「1、改正要
旨」の1つ目の丸でございます。
住民基本台帳法が改正され、国外に転出され

た方々に係る事務の処理に関し、当該者の本人

確認をするため、附票本人確認情報を住民基本

台帳ネットワークシステムで新たに確認検索で

きることになりました。

ここで、法改正の背景等についてご説明いた

します。恐れ入りますが、次のページの「参考」

をご覧ください。「国外転出者によるマイナン

バーカード・公的個人認証の利用について」と

いう資料でございます。

こちらの改正の背景のところでございます

が、まず1つ目です。マイナンバーカード・公的
個人認証は、住民票を基礎とした制度となって

おります。住民票は、国外転出時に消除される

ため、国外転出者は現在利用できないこととな

っております。

2つ目でございます。一方で、国外に長期滞在
する日本国民が増加しております。

3つ目です。デジタル化の進展により、官民の
オンライン手続が多様化しており、国外転出者

についてもインターネット上で確実な本人確認

を行うニーズの高まりということで、こういっ

た背景をもとに、国外転出者もマイナンバーカ

ード・公的個人認証を利用できるようにしよう

とするものでございます。

このために、下の方に3つ、法律の改正が示さ
れておりますが、一番左でございます。今回、

住民基本台帳法の一部改正が行われようとして

おりまして、①戸籍の附票の記載事項を現行の

住所氏名から4情報、すなわち住所、氏名、生年
月日、性別と住民票コードに改め、②国の機関

等に対し、国外転出者の附票本人確認情報を提

供できるようにするとともに、国外転出者のマ

イナンバーカード、公的個人認証の発行等に本

人確認情報を利用できるようにしようというも

のでございます。

恐れ入ります、前のページにお戻り願います。

2つ目の丸でございますが、今回改正しよう
としております条例につきましては、住民基本

台帳法で定める事務に加えて、県が独自に住民

基本台帳ネットワークシステムを利用できる事

務、手続等を定めているものでございますが、

法改正に合わせまして、先ほどご説明いたしま
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した附票本人確認情報の確認に係る規定等を整

備するため、所要の改正を行うものでございま

す。なお、この改正につきましては法改正に伴

うものでありまして、各都道府県においても同

様に行えるものでございます。

また、本条例別表第1において規定する法律
の名称が変更されていたことから、カッコ内に

記載しております「肥料取締法」を「肥料の品

質の確保等に関する法律」に改めるものでござ

います。

施行日につきましては、改正住民基本台帳法

の施行日と合わせ、令和元年5月31日から起算
して5年を超えない範囲において政令で定める
日から施行することとしております。すなわち

令和6年5月30日までに施行されることとなり
ますが、現在のところ、当該政令は制定されて

おりません。

ただし、肥料取締法の名称変更に伴う別表第

1の改正につきましては、公布の日から施行す
ることといたしております。

次に、第2条関係でございます。こちらはいわ
ゆる条ずれに伴う改正となります。

行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律、いわゆるマイナ

ンバー法でございますが、この法律等の一部を

改正する法律により、住民基本台帳法に条ずれ

が生じることから、本条例における引用条文を

改正するものでございます。

また、2つ目の丸のところですが、この改正法
等によりまして、長崎県行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人の情

報の提供に関する条例、略して番号条例と称し

ておりますが、この条例が一部改正されること

に伴い、本条例別表第1及び第2における引用条

文を改正するものでございます。

施行日につきましては、改正住民基本台帳法

の施行日と合わせ、令和5年6月9日から起算し
て1年3月を超えない範囲において政令で定め
る日から施行することとしております。すなわ

ち令和6年9月8日までに施行することになりま
すが、現在のところは当該政令は制定されてお

りません。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願い申し上げます。

【石本委員長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第20号議案については、原案のとおり可決す
ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第20号議案は原案のとおり可決すべ
きものと決定されました。

次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について、説明を求

めます。

【宮本地域づくり推進課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本委員会に提
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出しております地域振興部関係の資料について

ご説明いたします。

資料の2ページをご覧ください。
11月から1月までに内示を行った補助金の一

覧でございます。内訳は、長崎県地域公共交通

デジタル化等利便性向上事業費補助金の9件と
なっております。

3ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でありますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

11月から1月までに県議会議長宛てにも同様の
要望が行われたものは、対馬市などからの要望

となっておりまして、3ページから22ページま
でにお示ししているとおりでございます。

次に、23ページから附属機関等会議結果報告
でございます。11月から1月までの実績は、長崎
県地域公共交通活性化協議会の1件でございま
して、その議事概要につきましては24ページに
記載をしております。

以上で資料の説明を終わります。

【石本委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。審査対象の陳情番号は3番及び
80番でございます。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【坂本委員】陳情番号80番について、ちょっと
質問させていただきます。これは、3つの陳情が
出ています。長崎県を拠点とするフェリー・旅

客船事業者に対する支援措置というふうなこと

で。その中で具体的に2つ、1番目の船員の確保・
育成の推進と、17番目のフェリー・旅客船の維
持・存続について、ご質問をさせていただきま

す。

船員の確保・育成の推進については、県とし

ての独自の部分はあるかなと思うんですけれど

も、この2つについて、県の考え方をお聞かせく
ださい。

【鳥居次長兼交通政策課長】 陳情80番の要望
の内容に関しての県の考え方のお尋ねでござい

ます。

船員の確保・育成の推進に関して、委員ご指

摘のとおり、本県としての取組に関しては、船

員に特化したものではございませんが、離島航

路の補助ということで、島民生活に欠かせない

航路の確保・維持を図るために、船員費も含め

て補助を行っているところで、直接的ではない

かもしれませんが、支援をしております。

要望の回答にも記載のとおり、国の方で中高

生の出前講座とか、海運事業者による企業説明

会、就職面接会の開催に取り組まれているとこ

ろであり、県の方でも連携できる部分があれば、

国ともよく協力をしながら、何ができるかとい

うところを考えていきたいと思っております。

それからフェリー、旅客船の維持・存続に関

しても、赤字の航路については、先ほども申し

上げた欠損補助制度、あるいは事業運営の資金

の貸付制度がございます。補助金が入ってくる

まで時間がかかりますので、そういったところ

の活用もいただきながら航路の維持を県として

も図っているところでございます。

一方で欠損補助を受けていない航路もありま

して、こちらに対しての金銭的な支援とについ

ては、燃油価格高騰によりまして経費が大きく

増大していることから、燃油高騰により増加し

た費用分を支援金として交付をしています。燃

油の高騰の前も、コロナ対策ということで事業

継続のための支援金を、これは欠損補助を受け

ていない事業者に交付をさせていただいたとこ
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ろでございます。

恒常的な支援というのはなかなか難しい部分

でございますが、欠損補助航路と、それ以外の

航路も含めて航路の維持・確保に努めていると

ころでございます。

【坂本委員】船員の確保の分は、先ほどあった

とおりで、欠損補助に船員の費用の経費も含め

ているかと思うんですけれども、これもやっぱ

り交通運輸産業の関係で、人手がなかなか大変

だということです。

長崎県の場合は水産県で、今は名称を変えて

います水産高校があったり、あるいは口ノ津に

は海員学校もあるんです。長崎県立の水産高校、

今は鶴洋高校ですが、これは部局が違うんです

が、すごい定数割れでですね。本来であれば、

ここで育った子どもさんたちが船員になること

があるんですけど、そこはぜひ教育委員会等、

関係部局とも連携を取っていただきたいと思い

ます。

それと、フェリー・旅客船の存続の関係です。

従来そういう措置をしていただいておりますの

で、ぜひ継続をお願いしたいのと、コロナ禍と

か物価高で、国の補正に伴って本年度も6月補
正だったですかね、していただきました。来年

度はそれがどうなるか、国の経済補正に伴う部

分ということもありますので、国の補正が仮に

少なくなっても長崎県で独自に頑張るとか、そ

ういうのをしていただきたいと思います。

特にフェリー・旅客船については、陳情書に

も書いてありますように第二次交通政策基本計

画で、フェリー・旅客船を利用した大規模自然

災害時における緊急輸送の対応とあります。も

ちろん長崎の場合は離島・半島がたくさんあっ

て、この間の能登半島地震みたいに、陸上交通

が遮断された時の海上輸送は非常に重要になっ

てきますので、従来からいろんな支援をしてい

ただいておりますけれども、ぜひ大規模自然災

害時における緊急輸送という視点もですね。

国は計画を決めていますけど、具体的にそれ

に対する支援はないとなっていますので、そこ

はぜひ国とも連携をしていただければと思いま

す。

この緊急輸送あたりの認識があるのかどう

か、それを最後にお聞かせください。

【鳥居次長兼交通政策課長】緊急時の輸送に関

して、委員ご指摘のとおり、まさに今回の能登

半島地震でも緊急物資輸送に海上輸送が非常に

役に立っているところもございまして、代替手

段等を用意しておくのは非常に重要ということ

が改めて認識されたものと考えております。

予算的な支援に関しては、先ほど委員から、

国の方はないとご指摘がありましたけど、県の

方でも今、何か予算で用意しているものはない

状況でございます。

一方で、緊急時に輸送をしていただけるよう

な体制を組んでおくことは非常に重要かと思っ

ております。そこに関しては、県庁でいえば危

機管理部とも連携をしながら、緊急時の輸送体

制をしっかりつくっておくことは非常に重要な

視点かと思いますので、引き続き庁内でも連携

をして、そういったところに不備がないかとい

うところは確認をしていきたいと思っておりま

す。

【坂本委員】わかりました。ぜひお願いします。

危機管理部と連携はもちろんしていただきた

いんですが、緊急輸送をきちんと確保するため

にはやっぱり人が要るし、船がもちろん要るわ

けですから、そのためには通常の事業継続が必

要だと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。以上です。
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【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】それでは、陳情については承っ

ておくことにしたいと思います。

次に、議案外所管事務一般について、ご質問

はございませんか。

【小林委員】新幹線について、改めてお尋ねし

ます。

3月16日に北陸新幹線、金沢から敦賀まで延
長すると、いわゆる延伸の開業が目の前に控え

て、北陸一帯が非常に燃え上がっていると、こ

んな情報がお互いに入ってきていると思いま

す。

そういう状況の中で、長崎ルートが果たして

これからどうなっていくのかと、当然のことな

がらいろいろ関心が高まっているところでござ

います。これについてお尋ねをします。

今、国土交通省と佐賀県を含めて、長崎県も

当然入るんだけれども、幅広い協議が行われて

おります。その幅広い協議が今、7回ぐらいにな
っているんじゃないかと思うけど、7回まで開
いて何も全然決まっていないのか、その辺につ

いてはいかがですか。

【川口新幹線対策課長】佐賀県と国土交通省に

おける幅広い協議は、委員ご指摘のとおり令和

2年から7回行われております。その中で何か決
まったのかというご質問でございます。

これまで7回の中で変遷がございます。当初
は5つの整備方式、フリーゲージトレイン、ある
いはフル規格、それから昔ありましたスーパー

特急とか、整備方式5つについて、それをアセス
で検討したらどうかと、アセスの中で5つの整
備方式を検討したらどうかというご提案が国土

交通省からなされまして、それに対して佐賀県

は、なかなかフル規格を含めたものは考えられ

ないということで、最初の2～3回ほどはそうい
った議論をなさっていました。

それから4回目の議論の中で佐賀県から、こ
れは佐賀県議会でのいろんな議論があったこと

が背景と承知しておりますが、駅を通るルート

と駅より北側を通るルート、それから駅の南側

を通る3つのルートについて、メリットを含め
て試算をしてほしいということが、令和3年の
第4回の協議で佐賀県から提案をなされていま
す。

それを受けまして、その次以降の協議におき

ましては、国土交通省から3つのルート、北、南、
駅を通るルートの試算を出されて、それに関し

ても協議はなされたんですけれども、その試算

と佐賀県が求めているものが違ったと。佐賀県

としては、中・長期的なメリットのようなもの

も示してほしいということであったんですが、

そこの議論がなかなか進まなくなっておりまし

て、今は南回りのルートについての議論がなさ

れてはいるのですが、新聞等でご承知のとおり、

なかなか平行線をたどっているというふうに認

識をしております。

【小林委員】昨年の末、国土交通省と佐賀県の

副知事が協議していますが、ここではどういう

ことが話されたんですか。

【川口新幹線対策課長】昨年末の国土交通省鉄

道局次長と佐賀県副知事との協議に関する内容

でございます。これは、佐賀県庁の中で行われ

ておりまして、これも経緯がございまして、与

党PTの中で、佐賀県としっかり協議をするべし
と国土交通省に要請をされて、それを受けて協

議がなされております。

佐賀県はその中で幾つか、これまでどおりの

主張ではあるんですけれども、まずルートにつ

いては、佐賀駅を通るフル規格は考えられない
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ということ、それから南回りのルート、空港関

連ルートについては議論する価値があるとおっ

しゃっています。

併せまして、ルートを議論するに当たっても

それ以外の課題があるということで、財政負担

や在来線、地域振興といった課題もセットで議

論する必要があるとおっしゃっています。

そして最後ですが、地元である長崎県と佐賀

県で、原点に戻って議論をして合意形成を図る

必要があるのではないかと、これは国土交通省

に対してご提案をなさっているところでござい

ます。

これを受けまして、その時の鉄道局の回答と

いたしましては、鉄道局としては、佐賀駅を通

るアセスルートが最も効果が高いこと、南側に

つきましては、駅を通るアセスルートと比較し

ますと距離も長くなり、コストも増え、既存の

交通ネットワークの接続といった点で利便性も

低下するだろうとご指摘されています。

そして、課題解決に当たっては、JRなど関係
者も含めて話をしていくことで、いい知恵が出

るのではないかという発言もあり、長崎と佐賀

の合意形成に関しましては、鉄道局で持ち帰っ

て検討したいということで、今の時点において

は国土交通省の中で検討をなされているものだ

と承知しております。

【小林委員】詳しいお話を新幹線対策課長から

いただきました。その中で長崎県と、原点に返

って両県でやってみようじゃないかと、これが

新しい提案ですかね。

これまでは佐賀県側は、前中村知事時代は全

然会おうとしなかった。中村知事からアプロー

チしても、全く新しい提案がない限りは会わな

いと、そういうようなことの中でやっておった

わけだけれども、今ここにきて、やっぱり原点

に戻って両県だけで話そうと。

これについては、どういう背景でそういう言

葉が出てきたのかということと、本県は、その

言葉を、要請を受けてどうしようと考えている

のか、その辺についてお尋ねをしたい。

【川口新幹線対策課長】原点に戻って地元で議

論をしたらどうかということでございますが、

私どもは佐賀県と協議をしているわけではない

ので真意はわかりかねるところではあるんです

けれども、ご発言等を伺っておりますと、平成

4年の合意が原点なんだということをおっしゃ
っています。平成4年の合意といいますのが、短
絡ルートに決定した際に、長崎県が基本的な考

え方というのを示させていただきました。それ

は、福岡～武雄市間は在来線を活用して、武雄

～長崎間は極力距離を短縮してスーパー特急方

式で進めるということを、県議会の全員協議会

の中においても説明させていただいて、その了

承を得た上で、福岡県、佐賀県、それからJR九
州、ほかの関係者もいるんですが、合意したも

のと思っておりまして、これが原点だというこ

とを佐賀県の南里副知事が記者会見等でおっし

ゃっております。

そこを考えると、原点に戻るといった際に、

武雄と鳥栖間の区間について在来線を活用する

ことで合意したんだよね、ということを改めて

おっしゃっているものだというふうに承知をし

ておりまして、そこからまた今の区間をどうす

るかは考えなければいけないということをおっ

しゃっています。

その受け止め方とは思うんですけれども、長

崎県としましては、これまでの延長、合意とい

うものもいろんな変遷をして移り変わってきて

おります。平成4年もですが、途中でフリーゲー
ジトレインを導入することもみんなで話し合っ
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て動いてまいりましたし、そしてその導入を断

念したこともいろいろな経緯があって進めてお

ります。今の状況は平成4年を経て今に至って
いるわけでございますので、十分そこを踏まえ

た議論をしていくべきではないかというふうに

考えているところでございます。

もう1点が、それに対して長崎県としてどう
向き合っていくかということでございますが、

やはり意見交換といいますか、両県として可能

な限り、新幹線も含めてでございますが、様々

なことがあります。西九州地域の発展に向けて

観光振興もございますし、そういったものにつ

いては積極的に意見交換をしていかなければな

らないということで、これまでも機会を捉えて

知事も対話を重ねてまいりましたし、私ども担

当も、担当部局とお互いに意見交換は重ねてい

るところでございます。

ただ、合意形成というお話がございました。

合意形成をどうするかということに関しては、

これもまた佐賀県がおっしゃっているとおり、

課題を解決しないといけないと、そうしないと

前に進まないというふうに考えております。

課題と申しますのが、財政負担や在来線、あ

るいはルート、こういったものが課題になって

いるというふうに認識しております。この課題

を解決するに当たって、両県で解決できるもの

かというと、やはり新幹線というのは国家プロ

ジェクトで大変な事業でございます。財政負担

につきましても法律の枠組みの中で決められて

おりますので、こうしたことを解決するに当た

っては、国あるいはほかの関係者、JR九州の皆
様とも協議をしていく必要があるのではないか

と考えております。

繰り返しですが、佐賀県とは今後もこれまで

と同様、対話は重ねていくつもりでございます

が、課題を解決するに当たりましては様々な関

係者と協議、議論していく必要があるのではな

いかと考えております。

【小林委員】 令和2年に、幅広い協議でいろん
な問題点を解決していこうではないかというこ

とで、JR九州とか、国土交通省とか、そういう
ところで話し合いをしながらやっていこうと決

めてスタートしたわけでしょう。その幅広い協

議を7回もやっていて、全く決まらないと。
これまで長崎県は、何を提案したいのかとか、

何をどうしてもらいたいのかと、これすらあま

り出てこなかった。しかし、今、財政負担が出

てきた、それからルートが出てきた、それと同

時に在来線、並行在来線をどうするかと、こう

いう3つに大体絞られてきたような感じ、正式
には出ていないけれども、そんな感じとして

我々は、長崎県側は受け止めているわけですね。

国もそうだろうと思うけれども。

この3つ出てきた問題で、財政負担について
は、大体どういうふうな考え方を佐賀県側は持

っているんですか。

【川口新幹線対策課長】財政負担に関する佐賀

県の考え方、これも鉄道局と佐賀県副知事が協

議なされた際のご発言でございますが、佐賀県

の負担については、長崎県と比較いたしまして、

佐賀県の負担は最大でも長崎県の2分の1ぐら
いじゃないかということをおっしゃっていま

す。

【小林委員】 佐賀県の負担は2分の1ぐらいで
はないかと、こう言いながら、結局それをどう

せよと言っているのか、どうしたいと言ってい

るわけか。

【川口新幹線対策課長】 この2分の1以内とい
うのはあくまで例示でございまして、佐賀県と

しては、佐賀県の受益と負担のバランスを考え
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て、できるだけ佐賀の負担は減らしてほしい、

併せてフリーゲージトレインの断念については

国の責任だという認識のもと、国において財政

負担については考えてほしいということで、そ

れ以降の記者会見とかで副知事は、長崎県に対

して何か求めているわけではないと、ただ、感

覚的なものとして、長崎県の2分の1以内が佐賀
県が負担できるだろう金額だというようなこと

をおっしゃっています。

【小林委員】財政負担のこと、当然それが狙い

だろうと当初から推測はしておったわけです

が、法律があるということで、それをカバーす

るとか、例えば国が出すとか、長崎県が出すと

か、今は法律で縛られて、それはできないわけ

でしょう。そういうことをわかっておきながら、

そういう提案をする。

しかし、佐賀県の意向を酌んで新幹線をどう

するかと、こういうような考え方になっている

わけだから、佐賀県側の提案を決して無視をす

ることはできないというようなことだけれど

も、財政負担について、具体的に佐賀県の負担

を減らしてくれというようなことが出てきてい

るけれども、これに対しては長崎県も協力して

国に働きかけると。

長崎県もフリーゲージトレインでよかったわ

けですよ。本来ならばもう走っているわけだ。

フリーゲージが失敗したので、ならばフル規格

だと、こうなっているわけ。しかし、佐賀県は

そうはなっていない。だから長崎県は、佐賀県

側に、一緒に働きかけていいではないかと、そ

んなことをずっと話をしてきたけれども。

財政負担について、法律は法律だけれども、

これは国で検討すれば変えることができるの

か、そういうことだけれども、一緒に財政負担

について軽減措置を求める、こういうことを一

緒になって行動をとることはできるか、可能性

があるかどうか、そこは部長、どうですか。

【小川地域振興部長】新幹線の財源負担のご質

問でございますが、実は長崎県単体で、政府施

策要望等において、新幹線の現状を招いている

のはフリーゲージトレインを途中で断念したこ

とが大きく影響していると、ですから、そうい

うものを踏まえて国の方で、例えば貸付料の延

長だとか、もしくは地方財政措置の拡充という

形で、長崎、佐賀両県、どこがというんじゃな

くて、地方負担をできるだけ軽減するような対

応をしてほしいという要望はこれまでもさせて

いただいております。

これを佐賀県と一緒にできるかどうかという

のは、佐賀県が今まで新幹線フル規格は望んで

いないという前提のお話でございましたので、

今回こういうお話が出てきている中で、そうい

う部分について一緒に国に対する要請ができる

どうかというのは、今後、佐賀県ともお話をし

てみたいと思っております。

【小林委員】 それは非常に大事なところです

ね。フル規格を望んだことはないと言いながら、

財政負担を軽減してくれと言っている、それは

大きな変化と思うんです。

それに対して中村前知事の時代は、佐賀県は

何をどうしたいのかと、財源の話ですらしなか

った。ただ、新幹線は佐賀県に有益にならぬと、

メリットは何もないと、今の状況で十分と、在

来線とか何か要らぬ迷惑だというような話だっ

たわけだ。

今、財政の問題で、どこまでが正式な話か、

よくわからないけれども、具体的に財源を、佐

賀県側の負担を軽減してほしいということだか

ら、長崎県と一緒になって国に働きかけるとい

う一歩前進はできないのかどうか、この辺につ
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いて、もう一度お答えをいただきたい。

【小川地域振興部長】財政負担の軽減に向けた

国への要請ということは、先ほど答弁したとお

り長崎県としてはやってきておりますが、佐賀

県と今後協議をして、どちらの県の負担という

よりは、地方負担そのものを軽減いただくよう

なことを国に対して一緒になって要望ができな

いかというお話は佐賀県ともしていきたいと、

まずはその協議をしたいと思っております。

【小林委員】佐賀県の負担分を長崎県が立替え

るとか、そういうことは断じて法律が許さんだ

ろう。だから、今みたいな話でどうしたものか

と思うけれども、具体的に財源の問題を長崎県

と話し合って、長崎県と佐賀県の両県知事が国

に働きかけるということになってくると、これ

は大きな一歩にもつながるのではないかなとい

う感じがするので、あえて検討すべきことじゃ

ないかと思うけど。

確かに政府要望の中でそんなことを言ってい

るけれども、今私が言っていることは、両県知

事が一緒になって、新幹線が未整備の武雄から

新鳥栖までの間の51キロメートル、この間の整
備費について国からの特段の配慮を受けるとい

うようなことを、両県そろって行くことが、一

つの大きな流れの変化になっていくようなこと

は考えられますか、考えにくいですか、どうで

すか、部長。

【小川地域振興部長】今回の新幹線の地方負担

の軽減も一つの大きなポイントだとは思ってお

りますが、多分、このお話を進めるに当たって

は、ルートの問題とか、並行在来線の問題とか、

セットでないとお話を進められないのかなと思

っております。あくまで新幹線の建設に伴う地

方負担の軽減だけを先行して話を進めていこう

としても、そこは一緒に進めることはなかなか。

佐賀県とお話をしてみないといけませんが、当

然ルート等に関係すれば、営業主体であるJR九
州のお考えとかも当然入ってまいりますので、

そこは地方負担だけという話ではなくて、ほか

の案件も併せて協議をした上で前に進める形に

なろうかなと私どもでは解釈しております。

【小林委員】 ちょっとまだ話が途中だけれど

も、例えば財源の問題、それと同時に今出てい

る南回り、空港回りについては新しい提案です

よね。しかしながら問題点が多いと。これを国

の方でいろいろ試算してみた時に、とてもじゃ

ないがと、はっきりとした答えは出ていないと

思うけれども。

長崎県は、空港ルートについては、正式に佐

賀県側に、本県の考え方として賛成だ、反対だ、

どっちか言うてあるんですか。

【川口新幹線対策課長】空港回りのルートに関

して、長崎県が何か発言をしたかということで

ございますが、実は空港回りのルートに関して、

幅広い協議の中で試算してほしいというお話が

出ていたんですけれども、その試算については

一定、佐賀空港に一番近いルートに関して国土

交通省が示されて、それについては、費用面で

あるとか技術的な課題、高速運行と様々な課題

があるので困難だということを国土交通省から

佐賀県に説明されて、佐賀県側も、空港を通る

ルートについてはなかなか難しいだろうという

ことはご理解されたようです。

今現在、空港と駅の間を通るルートについて

様々な案が出ているということで、この様々な

案というのが具体的にどなたからというもので

はなくて、いわゆる新聞報道等で出ているよう

なものでございまして、どういったルートを通

るものか、費用は幾らかといったものが出てい

ない内容でございますので、長崎県としては、
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中身がわかっていないということでコメントも

出していない状況でございます。

【石本委員長】議案外の質疑を受ける前に、政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料について、ご質問はございませんか。

【宮本委員】それでは、政策等決定過程の透明

性等に関する資料から質問をさせていただきま

す。

2ページです。これは確認をさせてください。
補助金名は長崎県地方公共交通デジタル化等利

便性向上事業費補助金です。午前中にもいろい

ろ質疑がありましたが、午前中の分はデジタル

化等推進支援事業費補助金でした。これと違い

があるんだろうと思っています。

上から5つ、県交通局を含めた各バス会社に、
バス事業者が実施するデジタル化等の利便性向

上に対する助成となっております。この助成に

ついて、事業概要についてご説明ください。

【鳥居次長兼交通政策課長】補助金内示一覧で

示しております長崎県地域公共交通デジタル化

等利便性向上事業費補助金は、事業名にデジタ

ル化と利便性向上と入っています。

事業の目的といたしましては、大きくはデジ

タル化を推進するというところでございまし

て、そういった意味では、午前中にご審議いた

だきました地域公共交通デジタル化推進事業

費、今回の2月補正予算と大枠、デジタル化とい
う意味では共通しています。

前回の令和5年度の6月補正については、そこ
に加えて利便性向上と入れておりまして、補助

をする対象といたしまして、デジタル化の中で

も利用者の利便性を向上させようという目的の

ものに対して、県としては支援をしていこうと

しておりました。

デジタル化に関しては国でも予算措置がなさ

れておりまして、一般的ないわゆるデジタル化

の中で、多言語対応とかも含めていろいろな補

助がなされていますが、こちらに関しては利用

者の利便性向上に直接資するものを対象にした

ところであり、

中身といたしまして、例えばスマートバス停

の設置とかバスロケーションシステムの導入、

そういったところの経費を主に対象にしており

まして、逆に言うと事業者の内部管理的なもの

は、前回の補助では対象にはしていなかったと

いう点で、目的は異なってございます。

【宮本委員】スマートバス停も関連するという

ことですね。

長崎県交通局が約854万円、その他とちょっ
と開きがあります。飛びぬけて長崎県交通局の

内示額が大きいですが、これについてはどう捉

えたらよろしいでしょうか。

【鳥居次長兼交通政策課長】交通局の具体的な

支援対象としては、いわゆるOBCと言っている
もので液晶型運賃表示機です。この導入につい

て12月に交付決定を出したものになりますが、
結果的に導入する補助対象事業の額が大きかっ

たものですから、県の補助額も大きくなってい

るところでございます。

【宮本委員】ほかのバス会社に対して周知が遅

れたとか、案内が遅れたということではないで

すね。それを確認させてください。

【鳥居次長兼交通政策課長】今回お示ししてお

ります補助金内示一覧表に関しては、予算とし

ては昨年の6月補正で措置したものでございま
して、第1弾と申し上げたらいいのか、1回目の
交付を夏ごろに行っております。そちらで、バ

スロケーションシステムとかスマートバス停と

いったものに支援しておりまして、第1弾で効
果の高いものを優先的に交付決定して、第1弾
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の事業者の計画変更といった進捗状況等を踏ま

えて生じた減額等もありますので、次に効果が

高いだろうというものを選定して、今回2回目
の交付をさせていただいたところであります。

周知自体は、6月の予算を議決いただいた直
後から事業者に連絡をしておりますので、そこ

については特に問題はないというふうに考えて

おります。

【宮本委員】飛び抜けて県交通局が高かったの

で、そのほかの会社に不利益になるのではない

かという懸念があったものですから、確認をさ

せていただいたところです。

9ページについてもちょっと確認をさせてく
ださい。三県架橋、島原・天草・長島架橋構想

及び九州西岸軸構想の推進についてです。これ

は土木部だと考えておりましたら、地域づくり

推進課も関わってくるということですね。

三県架橋、県の対応がそれぞれ書いてありま

す。非常に難しい構想だと考えております。

9ページの一番最後に、今年度、去る8・9月に
国、関係国会議員に要望に行ったと記載があり

ます。この時の国の対応、感触みたいなものが

わかれば、教えていただければと思います。

【宮本地域づくり推進課長】 私個人は、8月に
福岡の国土交通省に参りました。

この途中、4行目ぐらいにありますけど、平成
20年度にいわゆる海峡横断プロジェクトが凍
結し、一旦止まっている状況があって、ここを

再開するのは、人口減少等もある中で厳しいだ

ろうというようなお話でした。

ただ、こういった要望とか地元の意識醸成を

とにかく続けていただくことが、今は大事なこ

とかなと国土交通省からもありまた。私どもも

そういうことと思っておりまして、地味ですけ

れども要望活動、あるいはサッカー大会とか、

そういったものを3県合同してやっていくこと
が大事だと国の方も言っておりますし、私ども

も大事なのかなというようなところでございま

す。

【宮本委員】 我々公明党も、長崎・熊本・鹿児

島3県架橋建設推進会議というものをつくっ
て、県議、市議、町議が集まって、コロナでち

ょっと休んでおりますが、毎年、長崎、熊本、

鹿児島、それぞれ場所を移しながら会議をして

おりまして、2022年に国土交通大臣に要望に行
ってまいりました。なかなか厳しいご判断であ

ったんですが、まずは調査から開始してくださ

いというお願いをしているところです。ちょう

ど要望があったものですから、確認をさせてい

ただいたところです。

これは本当に大規模プロジェクトで、なかな

か厳しいだろうなと心の中で思いながらも、先

ほど課長からもあったとおり、地道な要望活動

が大事だと考えておりますから、熊本、鹿児島

と連携を取って、構想推進地方大会なども毎年

行われていますので、もっと機運醸成を図って

いただきたいと考えておりますので、引き続き

よろしくご対応ください。以上です。

【石本委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ないようですので、引き続き議

案外所管事務一般について、ご質問を受けたい

と思います。何かご質疑はございませんか。

【宮本委員】それでは、議案外について質問を

させていただきます。

午前中に2024年問題がありましたが、もう一
つ大きな問題として捉えているのがライドシェ

アです。一般ドライバーが自家用車で有料で客

を輸送するライドシェアについて、今、国の方

でも様々検討がなされています。4月を目途に、
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国では一定の方針、制度が出ることになってお

ります。来月であります。

ライドシェアについては、地方と都市部では

意見の食い違いも出ているようですし、地方に

おいては、本当に適用していいのかという問題

も出てきているかと思います。

まず、ライドシェアについて、国の検討状況、

県が把握していることがあれば、お示しいただ

ければと思います。

【鳥居次長兼交通政策課長】ライドシェアに関

しての国の動き、県の認識、対応に関してでご

ざいます。

まず、国の制度に関しましては、コロナの影

響によってタクシードライバーは多く離職され

ていまして、そこにインバウンドの急激な回復

で、全国的に観光地、過疎地も含めてタクシー

不足が深刻化していることを踏まえ、国におい

ては、タクシー事業者の管理の下、二種免許を

持たない、一種免許の一般ドライバーが運送サ

ービスを提供できる制度を、この4月から開始
できるように、今まさにパブリックコメントを

国で実施しており、制度開始に向けた各種検討

が行われているところでございます。

制度開始が4月からと目前に迫っています
が、国の方で地域、時間帯や、地域ごとの台数

を公示をした後、この事業を行いたいタクシー

事業者に対して許可を出すという制度になって

おります。

東京に関しては、東京ハイヤー・タクシー協

会という業界団体が実施意向を出されています

が、それ以外の地域に関しては、タクシー業界

の方も、どういった対応をするのかというとこ

ろはまだ明らかにされていない部分もございま

す。国も準備を進めつつ、加えて業界の方も準

備を進めている状況であり、目前に迫っている

中ではありますが、まだ本当に準備段階という

ところではございます。

新しい制度が4月から始まるとはいうもの
の、公示の対象に本県が入るのかとか、いつか

らそれが開始できるのかというようなところに

ついても未定でございます。それから、県のタ

クシー協会も含めて、まだ様子を見ているとこ

ろもございますので、県として、この4月から始
まる制度を活用していきますといった何か決ま

ったことは、現状はないところです。

【宮本委員】先般、公明党の県議団とタクシー

協会と意見交換、勉強会をみっちりさせていた

だきましたが、ライドシェアは思っていた以上

に奥深く、非常に難しい問題だなと感じました。

よくよく勉強しておかないと理解できなかった

という印象です。

タクシー協会の方々も、タクシーを数十年や

っていて、二種免許を持ってお客様を運んでい

ると、我々は二種免許を持って仕事をしている

という自負があると。

しかしながら、国の考えは一般ドライバー、

いわば二種免許を持たない方が、タクシー会社

の管理の下、有償で客を運ぶということ、これ

はタクシー会社の管理の下とはいえども、我々

から見ると危険だというお声も頂戴したところ

です。まさにそのとおりだというふうに思いま

す。要は一般ドライバーで二種免許を持ってい

ない方が有償で客を運ぶということ、非常に慎

重にならなければいけないと思います。

先ほど次長からあったとおり、国の指針もよ

く決まっていない状況ではありますが、とはい

え4月から恐らく開始されるでしょう。タクシ
ー事業者以外でもこのようなサービスができる

ことについて、県としてもっと深く考察をして

いき、そして意見交換、しっかり酌み取ってい



令和６年２月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（３月７日）

- 151 -

ただきたいと考えております。

県としてどのようにお考えなのか、改めてお

聞かせください。

【鳥居次長兼交通政策課長】県としても意見交

換をしっかりしていくべきだというご指摘でご

ざいますが、まさしくそのとおりかと思ってお

りまして、4月から始まる新しい制度につきま
しては、タクシー事業者が許可を受ける形にな

りますので、タクシー事業者がそもそも手を上

げないと始まらないところでございます。そう

いった意味では、タクシー事業者というか業界

も含めての意向が非常に重要になってくると思

います。

一方でタクシー運転士不足というところは、

同じく業界からも声高に叫ばれているところで

ございます。そこを解決するためにこういった

制度がまさに検討されている最中でございます

ので、地域の課題を解決するために、こういう

制度を使っていくべきなのかというところは、

タクシー業界の判断も含めて、よく意見交換を

していく必要があると思っております。従来か

ら我々もタクシー協会とは意見交換をさせてい

ただいてはおりますが、引き続き、この意見交

換は密にしていきたいと考えております。

【宮本委員】 確かに午前中の予算のところで、

バス、タクシー、トラックについて合同説明会

をすると、県としてもタクシーの乗務員の確保

対策をやっていくというお話もいただいたとこ

ろです。

とはいえ、これが適しているかどうかという

ところですよね。自家用有償旅客運送は、交通

が弱い地域にとっては重要だろうと考えますか

ら、一方でライドシェアはありながら、自家用

有償旅客運送を適用してデマンドとか、そうい

ったものを提供していくのが長崎ではベストな

のかなという気もしたところであります。繰り

返しになりますが、よくよく意見交換して、酌

み取っていただきたいと考えております。

このライドシェアについて、部長、4月からど
ういった形になるのかわかりませんが、今もち

ろん検討されていますし、制度として出てくる

と思います。長崎におけるライドシェアについ

て、ご意見をいただければと思います。

【小川地域振興部長】長崎におけるライドシェ

アについての見解ということでございます。

委員ご指摘のとおり、有償で人を運ぶとなる

と、今は第二種免許を取得したドライバーが運

んでいると、そこにタクシー事業者がおられて、

安全性の確保とか、そういうものに精を出して

いただいていると思っております。

一方で過疎地域等々になりますと、なかなか

移動手段の確保が難しいこともございますし、

また、地域によっては交通空白地と言われてい

る地域もあるかと思っています。そういうとこ

ろで住民の方の移動手段をどういう形で確保し

ていくのかというのは、大きなテーマにはなっ

てこようかと思っております。

住民の移動手段としては、安全性の確保は非

常に大切なことだと思っておりますので、地域

に応じて、どのような形の姿が望ましいのかと、

それを業界団体と一緒になって、共有とか共に

つくっていけるような形が、どういう形がいい

のかというのは、よく意見交換をしてまいりた

いと考えております。

【宮本委員】 ともあれ、バス、タクシー、トラ

ック運送関係の方々の人員不足による住民、県

民の皆様への影響は計り知れないものがありま

すが、地域に応じた公共交通ネットワークの構

築を、午前中にも申しましたが、大きなスパン

で考えていただければと改めて要望させていた
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だきます。

もう1点です。改正離島振興法についてお尋
ねをいたします。令和5年4月に離島振興法が改
正になりまして、新しい文言が追加になってお

ります。「高速安定航行が可能な船舶に対する

設備投資について」という文言、要はジェット

フォイルについての配慮規定が明記されまし

て、これは我が党の秋野公造参議院議員が国で

何度も質疑をして、やっとこの文言が入ったと

いう状況があります。これについて、ちょっと

確認をさせていただきたいんです。

要は、改正離島振興法にジェットフォイルの

新造及び更新に対する支援ができると、要は補

助金ができるようになったということです。す

ばらしい制度だと思いますが、現時点で、県と

してジェットフォイルについての支援の依頼と

か、要望が上がっているのかどうか、まずは確

認をさせてください。

【鳥居次長兼交通政策課長】ジェットフォイル

に関しての要望が上がっているかについては、

地元の自治体であります対馬市、壱岐市、五島

市から、毎年要望いただく中でも重点項目とし

ていただいているところでございます。実際に

ジェットフォイルの高船齢化が進んでいまし

て、更新を考えなければいけない時期に差し掛

かってきていると、どこの自治体も同じ状況で

ございますので、更新に関して要望いただいて

いることは事実でございます。

【宮本委員】先ほどの政策等決定過程の透明性

等の資料の中にも、対馬市から確かにジェット

フォイルの更新についてという要望が上がって

おります。改正離島振興法についての記載もあ

ります。

ジェットフォイルは、離島の皆様方にとって

は大事な交通の足であるので、支援については

よくよく考慮して対応していただきたいと思い

ます。

年数として大体どれくらいのものが対象にな

るのかという決まりみたいなものがあれば、例

えば何十年、20年とか25年とか、そういった規
約みたいなものがありますならば教えていただ

きたいと思います。

【鳥居次長兼交通政策課長】ジェットフォイル

の使用の年数、耐用年数についてのご質問かと

思いますが、明確な規定なり、メーカーがつく

っている決まりといったものはございません。

一方で、税制上の法定耐用年数に関しては9
年と設定されておりますが、それはあくまでも

減価償却の期間の話でございますので、9年で
更新するのは現実的にはあり得ない話で、実際

にはもっと長く使われています。県内の九州郵

船、あるいは九州商船で運航されているジェッ

トフォイルは、もう実際に30年を超えて運航さ
れておりますので、現にまだ使えております。

先ほど明確な規定はないと申し上げました

が、メーカーの方から、30年から40年を超えた
あたりで、引き続き使用できるのかはしっかり

とチェックをしていかなければいけないという

のは、公式ではありませんが示されていますの

で、一定30年から40年というところは目安にな
ってくると思いますが、じゃあ、40年を超えた
からといって使えないかというと、そういうわ

けでもないところでございますので、明確な決

まりはないという現状でございます。

【宮本委員】いずれにしても、離島には大事な

交通の便であります。対馬、壱岐、そして五島

からも随時要望が上がっている状況であるなら

ば、それに応じて県としても、改正離離島振興

法に明記になりましたので、その面で対応をお

願いしたいと考えております。以上です。
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【小林委員】 先ほどの新幹線のことの続きで、

ちょっと明快にお話を、確認をしたいと思いま

す。

我々は、早くフル規格になってもらいたい。

いかにして佐賀県の了承を取り得るかと、ここ

にかかっているわけですね。

佐賀県から、何を考えているかは別としても、

両県で話し合おうじゃないかと、原点に戻って

と。この変化をどう見るかというところなんで

す。これまでは、新しい提案があったら会うよ

と、そういう状況から、原点に戻ってと。

それに対しての本県の姿勢は、どういうふう

な答えを出すのか、また、佐賀県の呼びかけに

対してどのような対応をしているのか、その辺

をもう一度確認します。

【川口新幹線対策課長】佐賀が提案されました

長崎との協議、そして合意形成というお話につ

いては、繰り返しの答弁になりますが、昨年末

の国土交通省と佐賀県の協議の中において、国

土交通省に対して提案をなされたと認識してお

ります。そして、現在におきましては国土交通

省の中で検討なされていると思っております。

その前提となりましたのが、与党PTから「国
土交通省と佐賀県が協議をしなさい」と要請を

受けて、その要請を受けた協議の中での提案と

なっておりますので、今後、どういう見通しに

なるのかはちょっと私どもはわかりかねる部分

はあるんですが、恐らく与党PTが開かれた際に
は、佐賀県と国土交通省での協議の内容がご報

告がなされるだろうと想定しております。その

ご報告の中では、恐らく佐賀県と長崎県の合意

形成ということを佐賀県が言われたというご報

告がなされるものと思っておりますので、今後

開催されるであろう与党PTでの議論の内容に
ついて、県としては注視していきたいと考えて

おります。

【小林委員】今の答弁では、国土交通省に対し

て、長崎と佐賀両県が原点に戻って、また改め

て話をスタートさせたいと、こう言っていると。

国土交通省は、それに対して何か言っている

んですか。

【川口新幹線対策課長】国土交通省は、佐賀県

から提案があった際には、持ち帰って検討する

ということで持ち帰られています。

長崎県に対しては、正式な連絡はまだあって

おりません。ただ、そういうご提案があったと

いうことは、事務的に報告は受けている、そう

いう状況でございます。

【小林委員】部長、そういう話が新たに出てき

たということ、直接は長崎県にはないけれども、

国土交通省に対してそういう新しい提案をして

いると、どういうふうに受け止めていますか。

【小川地域振興部長】佐賀県の、地元同士で両

県での合意形成を図りたいという発言に対する

受け止めでございます。

これまでは、フル規格については想定してい

ないというのが前提であったのが、いろんなパ

ターンでの議論の余地はあるというようなこと

も言われているので、1つの議論の俎上にはあ
ると思うんですが、今回の案件について両県だ

けで本当に解決できる課題なのかどうかという

のも当然ございます。そこについては、JR九州
とか国土交通省の考え方もあるでしょうし、一

番大きな観点で言うと与党PTの議論も十分見
据えた上で私どもはやっていく必要があろうか

と思っておりますので、そういうものを見据え

ながら、一方で、やはり佐賀県とは、佐賀県の

お考えをお聞きするというところも私どもは持

ちながら進めていきたいと思っております。

【小林委員】とにかくね、新幹線の打開は本県
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の最大の課題ですよ。どこかに解決できるより

どころを、佐賀県に意見を聞きながら、佐賀県

の同意を得なければならんということが1つの
決まりかのような話になって、佐賀が言うこと

を無視はできない状況、我々はある意味では若

干弱い立場になっている。

そういう変化になってきているから、国土交

通省に提案をしたといえども、そこの真意をも

うちょっとはっきり聞いて、長崎県のとるべき

道をしっかりやってもらいたい。

大石知事は、こういう機会を逃さないように

して山口知事とお会いして、真意をはかるべき

ではないかと、そういう努力をしていただかな

ければいかんと、ここはぜひとも担当部長とし

て進言すべきではないかと、かように考えます。

大石知事が山口知事に面会を求めることに対

して、日程の調整はありますけれども、会わな

いとは言っていないんでしょう、どうですか。

【小川地域振興部長】知事の面談のお話でござ

いますが、この面談については両県で、秘書課

等々も通じまして、会う前提でいろんな調整を

させていただいているとお聞きしております。

日程について、それぞれの議会のスケジュール

とか公務のスケジュールがございますので、ま

だ確定しておりませんが、調整は続けていると

お聞きしているところです。

先ほど小林委員からありましたように、私ど

もとしても佐賀県に対して、いろんな意見もお

聞きしながら、また、JR九州とか国土交通省を
含めて、そういう皆さんとも意見交換、情報共

有をしながら、どういう形であれば進んでいく

のかという最善策を探しながらやっていきたい

と思っておりますので、よろしくお願いしたい

と思っております。

【小林委員】部長が言われるように、これは両

県だけで決まる問題ではない。話が国土交通省、

JR九州、与党PT抜きにして考えられるものじ
ゃないことは大体わかります。だから、その辺

との兼ね合いも十分承知しながらも、新しい提

案という動きが出てきた時、それに対してある

程度きちんとした反応を長崎県もやる、そんな

状況であってもいいのではないかと、こういう

ことをあえて申し上げているわけです。

それから、さっきからくどく言っていますが、

財政負担の問題、ルートの問題、それから並行

在来線の問題、この3つの課題は、大体我々も感
じ取っておったところです。その中で財政負担

について、先ほどからの話のように、長崎県と

して立替えはできないけれども、国に対して財

政負担をね。

フリーゲージトレインの失敗が、今日このよ

うな形になっているというようなことは国だっ

てわかっているわけだから、そういうところか

らしてみて、今、フル規格を賛成していないと

言った覚えはないとか言いながら、一方におい

ては財政負担、あるいはルート、並行在来線、

この3つのことに大体集約してきているような
感じがして、何か小出しで出しているような感

じが佐賀県の戦略というか、そんな感じもせん

わけでもないんだよ。

そういうことから考えてみた時に、まず財政

負担について、長崎県と佐賀県の知事が国に対

して一緒に行動をとることができれば、問題解

決にかなり前進をする一つの弾みになるのでは

なかろうかと、こんなことを考えているものだ

から、あえて申し上げている。

仮定の話だけれども、こういうことについて

政府要望をやっていることはわかりますが、両

県知事が財政負担について国土交通省なり財政

当局にきちんとお願いに行くことは、一歩前進
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の大きな道ではないかという判断をするんだけ

れども、これに対してはいかがですか。

【小川地域振興部長】そういう形で両県知事が

揃って要望ができるという姿は非常に望ましい

とは思っております。ただし、ここは佐賀県に

状況をまずはよくお聞きして、本当に国に対す

る地方負担の軽減という1点のみで一緒に要請
ができるのかどうか。

当然のことながらそこには、先ほどから申し

ますようにルートの問題とか在来線の問題があ

るかと思っていますので、地方負担の軽減とい

う1点でできるかどうかについては、佐賀県の
お考えもお聞きしながら整理をしていきたいと

思っております。

【小林委員】あなたも大分用心しながら言って

いるけど、私もそこのところはよくわかるわけ

です。さっきも言っているように、国土交通省

もあります、与党PTもあります、そういうとこ
ろの意見も聞かにゃいかんし、JR九州の意見も
聞かんといかん。

同時にルートについても、在来線問題につい

ても、懸案事項を絞っていって、そういう問題

が、予算の軽減とか財源の確保について、国の

方から佐賀県の負担を軽くしてもらうというよ

うな話ができる状況を我々の方でもつくってい

かなければ、長崎県独自も努力をしていかなけ

ればいかんと、こう言っているわけだから。そ

れは何かといえば、やっぱり話し合いをするし

かないと。

その話し合いの中から果たして雪解けがくる

かどうかわからんけれども、いつまでも西九州

新幹線を眠らせてしまうわけにはいかんじゃな

いか。どんどん、どんどん遅れていって、もう

いよいよ宮崎県までできようとしている。検討

に入ったと、こういう状況の中で。

あの「むつ」の念書は一体何だったのかと。

やっぱりどこかに対応せんといかんというよう

なことから考えれば、問題整理が、これだけの

ことができれば、両県知事が揃って国に働きか

けをやろうではないかと、こういうような積み

上げ方式をしっかりやってもらいたいと思った

りするんだけれども。

打開をするのに、JR九州が何かしてくれる
か、国土交通省が、与党PTが何かしてくれるか
と、そこをただ黙って指をくわえて待つだけで

いいのかどうかと考えた時に、今、問題点が大

体絞られてきたような状況があるわけだから、

もうちょっと打って出ることも必要な感じが私

はするわけで、そういうところはいま一つ見え

ないような感じがするけれども。

改めてもう一回、これについてはどうですか。

条件整備、働きかけることができるよう長崎県

の方でも考えていくということについてはいか

がですか。

【小川地域振興部長】私自身も、これまで以上

に佐賀県に出向いて、部長等とも意見交換を行

いながら、いろんなお考えをお聞きして、そう

いう整理等々がどういう形でできるのか、進め

てまいりたいと考えております。（発言する者

あり）

【石本委員長】 ほかにご意見はございません

か。

【坂本委員】先ほどありましたライドシェアの

関係で、私も県の認識等をもう一回改めて確認

をさせていただきたいと思います。

私も、タクシーに乗務をする乗務員の皆さん

たちとよく意見交換をさせていただきます。ラ

イドシェアについては、かなり危機感を持って

おられるようであります。

先ほど部長とか次長からありましたように、
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4月から進めようとしているライドシェア、こ
れをライドシェアと言っていいのかどうかとい

うのが、まずあろうかと思うんです。正確には

自家用有償運送、自家用の有償旅客運送という

ことで、ドライバー不足によって、タクシー事

業者が管理をする形で一部、特例といいますか

解禁をすると。

その前に、交通空白地とか福祉の関係で、各

基礎自治体、NPO法人等が運営をする非営利の
部分、そういった一部が特例措置で、いわゆる

白タク行為が認められるということです。

今、一般的に国内で言われているライドシェ

アは、どうも混同してしまっているんじゃない

かなと思っているんです。交通の空白地帯だと

か福祉有償の運送と、全く性格が違う。

今、ものすごく気にしているのは、今回4月か
ら解禁される部分が、ひょっとしたらライドシ

ェアの一里塚になるんじゃないかとちょっと思

うわけですよね。

いわゆる諸外国であるライドシェアは、まさ

に白タク行為で、個人が個人にサービスを提供

すると。しかも、個人と個人をつなぐ何とかア

プリとか仲介の業者がいて、仲介の業者は、サ

ービスを提供する個人と全く雇用関係がない、

運行そのものにも何の責任も負わないという形

で、ものすごく問題になっているんですよね。

だから、そこのところにつながらないように

と、非常にそういう思いがあるものですから、

そこら辺をきちんと区分けといいますか、そこ

は違うんだと、自家用の有償旅客運送と違うと、

そこをきちんと認識してもらいたいと思うんで

すけど、そこら辺はどういうふうに県としては

認識されているんですか。

【鳥居次長兼交通政策課長】ライドシェアに限

らず、自家用有償旅客運送等の制度の違いに関

しての県の認識でございますが、まさに委員か

らご指摘のあったとおりであると考えておりま

して、まず今回の4月から始まる制度について
は、まだ正式名称ではないんですが、国土交通

省が出している資料によりますと「自家用車活

用事業（仮称）」というふうに呼ばれておりま

して、自家用車活用事業は、タクシー会社が管

理主体となって行うものであります。

それから、NPO法人等が福祉目的に、あるい
は自治体が行うものが自家用有償旅客運送と呼

ばれているものでございます。

さらに、道路運送法の認可を取って行うタク

シー事業や、タクシー事業者に自治体が委託を

するコミュニティバス、デマンドタクシーなど

の形態がございます。

海外で行われているものは、アプリだけを介

して個人が個人に運送サービスを提供するもの

でございますので、ここに関しては、国土交通

省で活用が検討されている自家用車活用事業と

は明確に違うものと考えております。

ライドシェアという言葉に関して、これもま

さに委員ご指摘のとおりだと思っておりまし

て、国土交通省は「ライドシェア」という言葉

を自家用車活用事業に関しては使っていないと

認識をしています。報道等で「日本版ライドシ

ェア」とか、様々総称して呼ばれていますが、

自家用車活用事業だけではなく自家用有償旅客

運送も含めて「ライドシェア」というふうに報

道等では呼ばれておりますが、これに関しては、

既に制度として存在するもの、あるいは4月か
ら始まるものに関しては、いわゆる海外で行わ

れている完全なライドシェアとは一線を画すも

のであると県としても認識をしています。

制度の説明のようになりましたが、県として

も、それぞれの違いは認識をした上で、既存の
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使える制度の中で地域公共交通を維持、確保し

ていくことが基本的なスタンスであろうと考え

ております。

【坂本委員】そこのところはぜひですね。報道

で日本版ライドシェアというふうに言われて、

どうもごっちゃになっているようでありますの

で、そういう認識を持っているということであ

りますので、安心をいたしました。

ライドシェアに関しては、何年か前に県議会

でも意見書採択されたんじゃなかったかなと思

いますので、ぜひよろしくお願いします。

県のやるべきことは、午前中にもありました

ように、2024年問題、交通運輸事業者の働き手
の確保、そういうのをしていただきたいと、改

めてお願いをしたいと思います。

特にタクシーの場合は、平成14年、2002年に
規制緩和が始まって、これで一気に低運賃競争

が始まって、そこで働いている方々が安い賃金

で働かざるを得ないと、非常に需給のバランス

がぼろぼろになってしまったと。それで、いろ

んなタクシー協会からの要請があって、国も、

需給バランスを調整するというふうな適正化も

随分この間にされたんじゃないかと思います。

その場合にネックになるのが、運賃を上げる

ことはそれぞれ各地域で国土交通省が認可する

んですけれども、そこに対する住民の皆さん、

県民、市民の皆さんの抵抗感があって、なかな

かなっていないのもあるんじゃないかなと思い

ます。本来やるべきことは、行政の役割として

も適正化を、タクシー業界の皆さん等々と連携

してやることじゃないかというふうに思います

ので、ぜひそういった認識を持っていただけれ

ばと思います。

今の件についても、何か考えがあれば教えて

ください。

【鳥居次長兼交通政策課長】タクシーに関して

需給の適正化というところでございますが、一

義的にはこれは国がタクシーの許認可の権限を

持っておりますので、国の方で今まさに行われ

ているところであると認識しています。

委員ご指摘のとおり、規制緩和によって参入

がかなり簡単になったことで、参入自体は、新

たな事業に関しては許可が必要ですが、増車は

簡単にできる実態だと認識しております。車両

数適正化していくために、タクシーの特定地域

とか準特定地域、県内で申し上げれば長崎、諫

早と佐世保に関しては準特定地域になっている

と認識していますが、そういった地域を指定し

てタクシーの台数の規制をかけていくような形

で、これまで取組が進められてきたものと認識

をしています。

タクシー業界の収入も含めて適正化を図って

いく観点も非常に重要な一方、足元を見ますと

運転士不足の問題が並行して出てきてしまって

いるところで、ここをうまくバランスをとって

いかなければならず、そこでまさに出てきたの

が、この自家用車活用事業であるのかなと考え

ております。

先ほど申し上げましたが、自家用車活用事業

に関してはタクシー事業者の判断が重要になっ

てきますので、そこは業界も含めて、我々とし

ても意見交換をしっかり進めていきたいと考え

ております。

【石本委員長】審査の途中ですけど、ここで一

旦休憩します。

再開は25分から、お願いします。

― 午後 ３時１７分 休憩 ―

― 午後 ３時２６分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開します。
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質問はありませんか。

【浅田委員】私も、日本版ライドシェアについ

てお伺いをしたいんです。いろんな県民の方も

混乱なさるんじゃないかなというふうに感じて

おります。

先日行われた長崎市議会の中でもライドシェ

アの話が出ていて、その時に長崎市は、さっき

宮本委員がおっしゃったように、タクシー業界

の方が前向きではないような状況で、検討はま

だまだこれからしっかりしていかなきゃいけな

いと、だとするならば、過疎地域に関しては自

家用の有償の移送サービスがいいんじゃない

か、みたいなお話がたしかあったと思うんです。

その中で、自家用の過疎地域のことは、二種

免許はなくても一種免許でよかったのかなとい

う判断であるんですが、そうなると、日本版ラ

イドシェアが二種じゃないとかという議論が、

またどうなってくるのかなと心配な部分と、最

近は、特に震災があったことも受けてだと思う

んですが、小松市が、地方版ライドシェアみた

いな感じで独自の手法を打ち出している状況が

あります。

そういうことを鑑みると、長崎もバスがどん

どん減っている、長崎市内でも16路線がなくな
って、かなり悲鳴に近い声も聞かれるんです。

そういったところを全体的に踏まえて、いま一

度、そのあたりの考え方をお聞かせいただけれ

ばと思います。

【鳥居次長兼交通政策課長】ライドシェアの考

え方のところでございますが、委員からもご指

摘がありましたとおり、自家用有償旅客運送と

いうものが現行の制度としてございます。これ

に関しては、地域の協議会等で、タクシー事業

者も含めた協議会を通して、この地域で限定し

てやりますという協議が整えば、国土交通省に

登録をして行うことになっております。こちら

については、協議を経れば、運転士については

一種免許でも問題はございません。

ただ、形態として市町村が行う自家用有償運

送もございまして、市町村が委託をする場合に、

その委託先がタクシー事業等になることがあ

り、その場合は二種免許ということになります。

委託をせずに、例えば市町村職員が直接運転を

するとか、NPO法人とか福祉団体の職員の方が
運転するケースは一種免許でも対応ができるこ

とになります。こういったものは自家用有償旅

客運送で、従来からある制度でございます。い

わゆるライドシェアにつきましては、

もともと国土交通省も含めて、この自家用有

償旅客運送に関して「ライドシェア」という呼

び方はしていないのですが、一種免許の方も運

転をするケースがあるところを捉えて、「自治

体ライドシェア」とか「日本版ライドシェア」

と使われることがございますので、言葉の「ラ

イドシェア」の使われ方や定義は、実際曖昧な

部分があり、委員のご指摘のとおり、市民の方

も含めて少し勘違いをしてしまう部分はあるの

かなというふうに考えています。

【浅田委員】そうなんですよね。ある程度整理

しないと、すごく混乱していたり。

うちの地域も過疎地域でバスが来なくなっ

た、買いものも困るとなると、こういうことを

やってくれれば一番ありがたいねという声は実

態としてあるんです。

もちろんタクシー協会の方々、自分たちはし

っかりと二種免許を取っているんだと、プライ

ドを持って仕事をしている人にとってはどうな

のかなと。

これから始まる国の制度は、タクシー会社を

通してやることになっておりますので、今後の
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あり方、公共交通のバス事業の部分とか、様々

なことを含めて、部長、会議をしっかりとやっ

ていただいて。そこには福祉の観点とかも当然

入ってくると思うんです。介護タクシーとかも

ありますが、いろんな人たちの便が悪い状況の

ままにはできないし、長崎のように観光客が来

てくれる地域では産業につながります。ここは、

マスコミ報道とかでどんどん出て、より混乱し

やすい部分だと思いますので、きっちり整理し

て、わかりやすく、例えば県のホームページと

か、県とマスコミの方との連携もわかりやすく

していただいて、県民の不安等々も除いて、か

つ足を守る活動をしていただければと思います

が、いかがでしょうか。

【小川地域振興部長】委員ご指摘のとおり、や

はり、ライドシェアについては特に捉え方がそ

れぞれ違うかと思います。

国の4月から始まる分についても明確に決ま
っていない部分がたくさんあり、果たして長崎

県内に該当する地域があるのかどうかもまだ見

えていない状況でございますので、制度の内容

をしっかりと捉えた上で、そこに誤解がないよ

う、県民、市民への広報もやってまいりたいと

思っております。

また、全体の地域公共交通のネットワークを

今後どうやって維持をしていくのかという部分

については、県の方で公共交通計画はつくって

おりますが、当然時代に応じて変わっていく部

分があろうかと思っておりますので、その時点、

時点で、関係者の皆様のいろんなご意見とか、

制度とか環境の変化を捉えて、その時代に適し

た対応をやっていけるように、私どもとしても

取り組んでまいりたいと考えております。

【浅田委員】様々な方々が、いろんな形で声を

上げていますし、一方で首長の会などが率先し

ていろんなところで導入をしようという動きも

あります。そういう意味においては、県内の首

長の皆さんがどのような考えを持っていらっし

ゃるとか、タイムラグがないような形で、ほか

のところに取り残されることがないような形で

しっかりやっていただければと思います。

併せてお伺いしたいのが、バス路線の廃止が

増えている中で、通学の学生の足が大変な状況

になっている地域があります。それを長崎市内

ではコミュニティバスとかでフォローしている

んですけど、これは教育委員会でも過去にお願

いをして、ぜひ皆さんとも、事業者とも併せて

話していただきたいと言ったんですが、バスの

乗入れがないところの運賃がすごく高い状況に

なっている地域があります。そういうことから

選ばれない学校が、県立高校の中でも月2万円
以上違ってくる地域があるんです。私が知って

いるのは長崎市内。

例えば島原半島は、3万円以上だと、その一定
の部分の補助があるんですけど、2万円強のと
ころがちょっと大変になっていると。保護者は

足がない、不便、定期も持てない、そういうと

ころがあるんです。ですから、そこも併せて横

軸でしっかりとそういったところもですね。

その話は多分、お願いしたので、教育委員会

からもきていると思うんですけれども、その辺

の早期解決を、この部署でもしていただければ

と思っておりますが、いかがでしょうか。

【小川地域振興部長】 スクールバスについて

は、これまで、それぞれのバス事業者と各学校

の間でいろんな協議がなされて、利便性が高い

運行がされてきた経過があろうかと思っており

ます。

しかしながら、昨今の効率化という中で、ダ

イヤの編成や路線系統の見直しが行われている
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中で、委員のご発言のような、利便性が少し損

なわれているとか、運賃が高くなっている状況

が出てきているかと思っておりますので、まず

は現状を、個々の学校ごとにどういう対応にな

っているのかを確認をしながら、また、それに

ついてバス事業者の状況も併せて確認をしなが

ら、私どもとして何ができるのか、教育庁とも

協議をしてまいりたいと考えております。

【浅田委員】しっかりご答弁いただきましたこ

とを感謝申し上げたいと思います。

学校も、これまでバス事業者と直接の話でし

かなかったので、それがどうしても大変な状況

であったと、学校側からもそういうふうなお話

を伺っておりましたし、保護者の方からもそう

いうお話があって、ここは長崎県の子どもたち、

学生を守っていくという視点も併せて、ともど

もに考えていただければ幸いかと思います。

もう1点だけお伺いします。県庁跡地につい
てお伺いをしたいんですが、県庁跡地もようや

く今年度から整備内容、機能や配置の具体化を

進めていくという状況で、これまで精査をして

きています。基本構想案が2年ぐらい前に出て、
そこを踏まえて、様々な形で民間活用をしてい

ますが、そこでの考え方の変更点だったり、新

しい視点だったり、そういうところのお考えが

あれば教えていただきたい。

併せて、あそこは有償で貸したりもするわけ

ですけれども、今までどれぐらいの、売上とい

うとおかしいですけど、そういうものがあった

のか、教えていただければと思います。

【松島県庁舎跡地活用室長】まず、基本構想か

らの変更点と申しますか、新たな点といったと

ころで、大きなところでいきますと、知事から

一般質問で答弁させていただきましたとおり、

人的なネットワークとか、雨天時の対策とか、

そういったところが実際の暫定供用を通じて感

じたところでございます。

もっと事務的なところ、間近に見ている私た

ちから見て、今まで暫定供用に当たってはイベ

ント単体で考えていたんですけれども、いろん

な主催者と話していく中で、集客面とかに非常

に不安があるといったところで、例えばおくん

ちとか、ランタンフェスティバルとかと併せて

開催をしたいといったお話も聞こえてきました

ので、イベントの併催といったやり方も考えて

きたところでございます。

あと、使用料につきましては、今、資料を持

っておりませんので、ちょっとお待ちいただけ

ればと思います。申し訳ございません。

【浅田委員】私の言葉が悪かったですね、使用

料を売上と言ったから。使用料に関しては、ま

た後ほど教えていただければ、それによって、

どれくらいの活用率かということも違った角度

で見えてくるかと思います。

確かに一般質問で人的ネットワークの広がり

があったというお話はあったんですが、それは

あくまで広場を活用する部分においての人的活

用だと思うんです。

そこを貸したことによって、配置図とか、い

ろんなところまで広がりがあるものなのか。ま

た、暫定供用をして、これまで県庁の中で考え

てきたものと、雨天時の水はけの問題とかでは

なくて、もっと大きな部分で何か生まれている

とか、もっと協議をしなければいけないことが

出てきたというようなことがないのかというこ

とをお伺いできればと。

【松島県庁舎跡地活用室長】大きな視点といっ

たところでいきますと、おくんちの時の対応で、

青年協会が今まで江戸町公園で催しをされてい

ましたが、暫定供用が始まって、広い場所でや
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りたいといった中で本館の跡を使いますと。そ

れに連動する形で、長崎商工会議所の青年部も、

併せて自分たちも何かやりたいと。一つの動き

がほかの団体を動かして、結果として大きな催

しを取り組むことができたといった変化もあり

ました。

【浅田委員】私の聞き方が悪いのかと思います

が、今の話を聞くと、建物を建てると、グラン

ドのところ、広場のところを広げなきゃいけな

いと思ったのかなというふうに感じるわけで

す。

そうではなくて、様々な活用の仕方があって、

マルシェがあって観光スペースを広げた方がい

いと思ったとか、暫定供用を受けて、これまで

の基本構想に何かしらの変化とか、そういうも

のを感じ取れなかったのかという質問でした。

【松島県庁舎跡地活用室長】そこの部分につき

ましては、暫定供用を続けてきている中で、そ

こまで大きな違いといったところは今のところ

ございませんが、やってみて、やはりどうして

も段差とかがあるものですから、そういったと

ころの周知と申しますか、そこら辺が難しいな

といったところは感じますけれども、機能的に、

例えばグラウンドがもっと広い方がいいよねと

か、そういったところにつきましては変えない

といけないというところまでは感じてはおりま

せん。

【小川地域振興部長】基本構想を見直すという

ところまではいっておりませんが、今の利活用

状況を見まして、雨天時の水はけというのでは

なくて、屋内施設等々についてもやはり少し検

討が必要じゃないかとか、または、今回の能登

半島の地震を受けまして、防災的な観点で使え

ないのかというような切り口も設けながら、今

後、具体化に向けては検討していかなきゃいけ

ないと思っておりますので、そういう部分につ

いては検証期間中の報告も受けながら、それと

周辺の外部環境を加味いたしまして、できるだ

け具体的な計画にしていきたいと思っておりま

すので、またその折は議会の委員会にもご相談

させていただきたいと思っております。

【浅田委員】まさにそういうところをお伺いし

たかったわけです。何年かたって、時代が変革

する中で、大きく見直すとかではなくて、そう

いったところを入れていく。

例えば、ここは水害になった時に多くの市民、

県民が逃げてきた場所でもある。それならば防

災時に、何か災害があった時に、ここの活用の

仕方とかバリアフリー、いろんなところをもっ

と、せっかく暫定供用をしている中でネットワ

ークが広がっているのであれば、そういったと

ころをもっともっと細やかに入れていただけれ

ばという思いです。

それと併せて、基本構想の中では、県警跡地

に関しましては、もっとオープンな感じで民間

活用でと決まっていました。それに向けて、大

学とかといろいろ協議をしていただきながら、

ここも今年度予算の中で基本構想というか、立

てていくとは思うんですが、大学との話とか、

民間とのあり方、今回の2,000万円ほどで、もう
一回調査をし直すのか、そのあたりを教えてい

ただければと思います。

【松島県庁舎跡地活用室長】県警本部跡地につ

きましては民間開発を基本に考えておりまし

て、そういったところを基本構想に書かせてい

ただいたんですけれども、コロナ禍を経てテレ

ワークが一般化してきているとか、駅のオフィ

スビルができ、スタジアムシティもでき、八千

代町にも新たにオフィス関係の建物ができ、環

境面で変わってきているところがございますの
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で、そういったところも踏まえて民間事業者に

もう一回ご意見を伺いたいと、令和6年度の予
算を計上させていただいているところでござい

ます。

【浅田委員】それでは、県警跡地に関する調査

とかした後に、こういう形と目に見える形でわ

かる、お示しができる目途はあるんでしょうか。

【松島県庁舎跡地活用室長】 まずは、令和6年
度の事業で民間事業者のご意見を取りまとめ

て、そこが終わりましたらご報告をさせていた

だきたいと思っております。

【浅田委員】それは、どこかにまた委託をする

ということですか。前と同じような感じで、県

庁跡地と同じところとかに委託して、聞き取り

とか絵面を描いていただくというふうな受け取

りでよろしいんでしょうか。

【松島県庁舎跡地活用室長】あくまでデベロッ

パーとか、そういったところの開発の意向を確

認したいと思っております。そこにつきまして

は委託でというふうに考えております。また、

どこが取るかといったところにつきましては、

まだ予算のご了解もいただいておりませんし、

契約は当然しておりません。

【浅田委員】全てこれからだと思うんですけれ

ども、前もいろいろ調査とかしてきて、重ねて

やってきているものですから、改めてまたやる

のかなという思いもあったので聞かせていただ

きました。以上です。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ほかに質問がないようですの

で、地域振興部関係の審査結果について整理し

たいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時４８分 休憩 ―

― 午後 ３時４９分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、地域振興部関係の審査を

終了いたします。

引き続き、委員間討議を行いますが、理事者

退席のため、しばらく休憩します。

― 午後 ３時５１分 休憩 ―

― 午後 ３時５１分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時５１分 休憩 ―

― 午後 ３時５４分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

今回の参考人招致については、日程につきま

しては3月11日月曜日15時から総務委員会を開
くということで進めさせていただきたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】それでは、そのように進めたい

と思いますので、よろしくお願いします。

本日は、これをもって散会いたします。

また明日は、午前10時から委員会を再開し、
秘書・広報戦略部、総務部及び危機管理部関係

の審査を行います。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５５分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年３月８日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ３時５４分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 石本 政弘 君

副委員長（副会長） 冨岡 孝介 君

委 員 小林 克敏 君

〃 浅田ますみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 まきやま大和 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

秘書・広報戦略部長 大瀬良 潤 君

秘書・広報戦略部次長 中原 康博 君

秘 書 課 長 黒島  航 君

ながさきＰＲ戦略課長 小川 昭博 君

広 報 課 長 松浦 浩二 君

総 務 部 長 中尾 正英 君

総務文書課長（参事監） 鳥谷 寿彦 君

県民センター長 桒原  恵 君

人 事 課 長 永峯 裕一 君

新行政推進室長 徳永 真一 君

職員 厚生課 長 浦田 浩次 君

財 政 課 長 苑田 弘継 君

財政 課企画 監 鴨川  司 君

管 財 課 長 山道  繁 君

管財 課企画 監 森  祐子 君

税 務 課 長 山口 俊也 君

税務 課企画 監 田端 健二 君

債権 管理室 長 太田 昌徳 君

スマート県庁推進課長 吉村 邦裕 君

スマート県庁推進課企画監 永川 慎吾 君

総務事務センター長 小林 陽子 君

危機 管理部 長 今冨 洋祐 君

危機管理対策監 池田  聡 君

防災 企画課 長 飛永 琢也 君

基地対策・国民保護課長 庄司 貴繁 君

消防 保安室 長 松尾 健自 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開議 ―

【石本委員長】 おはようございます。

それでは、委員会を再開いたします。

なお、本日、吉村委員から欠席する旨の届出

が出ておりますので、ご了承をお願いいたしま

す。

これより、秘書・広報戦略部、総務部及び危

機管理部関係の審査を行います。

【石本分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

秘書・広報戦略部長より、予算議案の説明を
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求めます。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】おはようござい

ます。

では、私の方から、秘書・広報戦略部関係の

議案についてご説明いたします。

秘書・広報戦略部の「予算決算委員会総務分

科会関係議案説明資料」をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第59号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

議案の説明に先立ちまして、秘書・広報戦略

部の新年度の取組の方向性についてご説明いた

します。

令和6年度当初予算においては、県議会や市
町、有識者懇話会のご意見等をお伺いしながら

策定した「新しい長崎県づくり」のビジョンに

掲げる、概ね10年後のありたい姿の実現に向
け、施策を推進していくための基礎づくり・土

台づくりを中心に、部局横断的に取り組んでい

くこととしております。

併せて、県勢のさらなる発展を図るため、長

崎県総合計画の着実な推進にも力を注いでまい

りたいと考えております。

このうち、秘書・広報戦略部においては、ビ

ジョンに掲げるありたい姿の実現に向けた取組

全体を下支えする事業として、ビジョン実現に

関する広報関連予算を集約し、民間の知見を活

用しながら、最適な広報媒体の選択や必要な情

報が届けるべき方に確実に届き、行動変容につ

ながるような効果的かつ効率的な情報発信を展

開してまいります。

それではまず、第1号議案「令和6年度長崎県
一般会計予算」のうち秘書・広報戦略部関係に

ついてご説明いたします。

予算額は、歳入予算で、諸収入347万3,000円、
合計347万3,000円。歳出予算は、総務管理費8億
1,659万1,000円、合計8億1,659万1,000円を計
上いたしております。

この歳出予算の主な内容についてご説明いた

します。

（戦略PR推進事業費について）
有識者や民間団体などで構成する会議におい

て、ブランディング及び情報発信戦略の策定や

県産品ブランド化戦略の見直しについて検討を

行うとともに、ビジョン特別事業のうち広報関

連予算を集約し、効果的かつ効率的な情報発信

の展開に要する経費として5,268万9,000円を
計上いたしております。

（ながさきの魅力発信事業費について）

民間の知見を活用した各部局の情報発信・PR
事業に対する伴走支援による実効性の高い情報

発信の推進や関係人口の創出・拡大に向けた首

都圏等におけるパブリシティ活動やプロモーシ

ョンなどに要する経費として1億1,158万円を
計上いたしております。

（広報誌発行費について）

全世帯広報誌の発行等に要する経費として1
億397万円を計上いたしております。
（債務負担行為について）

令和7年度以降の債務負担を行う主なものに
ついてご説明いたします。

広報業務に係る令和7年度から令和8年度ま
でに要する経費として2億2,076万8,000円を計
上いたしております。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち秘書・広報戦略部
関係についてご説明いたします。

今回の補正予算は、歳入予算で、諸収入2,000
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円の減、合計2,000円の減。歳出予算で、総務管
理費6,812万1,000円の減、合計6,812万1,000円
の減を計上いたしております。

この歳出予算の主な内容についてご説明いた

します。

（ながさきの魅力発信事業費について）

民間人材の活用に関する経費の実績見込減に

伴う報償費等の減4,716万5,000円を計上いた
しております。

（新型コロナ対策の情報発信費について）

新型コロナウイルス感染症対策に係る情報発

信に要する経費の減1,401万4,000円を計上し
ております。

最後に、令和5年度の予算につきましては、今
議会に補正をお願いいたしておりますが、今後、

年間執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必

要が生じてまいりますので、3月末をもって令
和5年度予算の補正について専決処分により措
置させていただきたいと存じますので、ご了承

賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。

【石本分科会長】次に、総務部長より予算議案

の説明を求めます。

【中尾総務部長】 おはようございます。

総務部関係の議案についてご説明いたしま

す。

総務部の「予算決算委員会分科会関係議案説

明資料」をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第9号議案「令和6年度長崎県庁
用管理特別会計予算」、第12号議案「令和6年度
長崎県公債管理特別会計予算」、第59号議案「令

和5年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」の
うち関係部分、第65号議案「令和5年度長崎県庁
用管理特別会計補正予算（第1号）」、第68号議
案「令和5年度長崎県公債管理特別会計補正予
算（第1号）」であります。
はじめに、第1号議案「令和6年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分についてご説明いた

します。

歳入予算総額は、5,628億323万5,000円。歳出
予算総額は、1,945億2,480万5,000円を計上い
たしております。

この歳出予算の主な内容は、本庁舎及び振興

局庁舎の改修、県南振興局庁舎整備等に要する

経費、ふるさと納税の推進に係る経費や令和6
年度のふるさと納税を次年度以降の財源として

活用するための基金積立金、庁内業務のデジタ

ル化推進及び情報ネットワークの維持管理等に

要する経費であります。

また、債務負担行為については、県南振興局

建設工事及びその他関連委託業務、五島振興局

庁舎等空調設備改修工事に係る令和7年度から
令和8年度までに要する経費等を計上いたして
おります。

次に、第9号議案「令和6年度長崎県庁用管理
特別会計予算」についてでありますが、歳入予

算、歳出予算ともに、総額2億7,829万1,000円を
計上いたしております。

また、債務負担行為として、文書集中収受発

送に係る令和7年度に要する経費等を計上いた
しております。

次に、第12号議案「令和6年度長崎県公債管理
特別会計予算」についてでありますが、歳入予

算、歳出予算ともに総額699億9,271万6,000円
を計上いたしております。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
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補正予（第10号）」のうち関係部分についてご
説明いたします。

補正予算額は、歳入予算総額141億6,934万円
の減、歳出予算総額30億2,078万2,000円の減を
計上いたしております。

この歳出予算の主な内容は、令和4年度決算
剰余金の積み立てに伴う財政調整基金積立金等

の増、地方消費税に係る他県との清算金の減、

地方消費税の市町に対する交付金の減でありま

す。

また、令和6年度以降の債務負担を行うもの
として、ふるさと納税に係るインターネットか

らの申込み受付業務等について、ふるさと納税

の寄附総額の増に伴う経費を計上いたしており

ます。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

今回、繰越明許費として、財産管理費4,187万
7,000円、公舎整備費2,714万2,000円を計上い
たしております。これらは五島振興局庁舎等空

調改修工事において、年度内の契約が困難にな

ったことや、対馬宮谷第1アパート外壁改修等
工事において、年度内に適正な工期を確保でき

ないことから繰越しを行うものであります。

次に、第65号議案「令和5年度長崎県庁用管理
特別会計補正予算（第1号）」についてでありま
すが、補正予算額は、歳入予算、歳出予算とも

に5,711万6,000円の減を計上しており、歳出予
算の補正の主なものは、文書集中収受発送費の

減であります。

次に、第68号議案「令和5年度長崎県公債管理
特別会計補正予算（第1号）」についてでありま
すが、補正予算額は、歳入予算、歳出予算とも

に8,803万円の減を計上しており、歳出予算の
補正の主なものは、元利償還金の減であります。

最後に、令和5年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和5年度の予算については、今議会に補正
をお願いいたしておりますが、今後、年間の執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じることから、3月末をもって令和5年度の補正
予算について専決処分により措置させていただ

きたいと考えておりますので、ご了承賜ります

ようお願いいたします。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

らせていただきます。よろしくご審議を賜りま

すようお願い申し上げます。

【石本分科会長】次に、危機管理部長より予算

議案の説明を求めます。

【今冨危機管理部長】おはようございます。危

機管理部関係の議案についてご説明いたしま

す。

危機管理部の「予算決算委員会総務分科会関

係議案説明資料」の2ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和6年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第79号議案「令和5年度長崎県一
般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分で
あります。

初めに、第1号議案「令和6年度長崎県一般会
計予算」のうち関係部分についてご説明いたし

ます。

歳入予算は、合計で2億3,362万3,000円を計
上いたしております。歳出予算については、14
億3,453万円を計上いたしております。
このうち主な事業についてご説明いたしま

す。

（防災対策費について）

長崎県総合防災訓練の実施や、自主防災組織

結成に向けた防災推進員養成講座の実施、長崎

県近海の海域活断層による地震・津波被害の影
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響調査等の防災対策の推進に要する経費として

2億6,630万5,000円を計上いたしております。
次に、3ページをご覧ください。

（消防業務指導費について）

急な病気やけがで救急車を呼ぶべきか、病院

に行くべきかを電話で相談する救急安心センタ

ー事業（♯7119）や消防団活動の充実強化等に
要する経費として5,997万4,000円を計上いた
しております。

次に、4ページをご覧ください。
（基地・渉外費について）

基地と地域との共存共生の推進等に要する経

費として682万3,000円を計上いたしておりま
す。

その他の事業につきましては、記載のとおり

でございます。

令和7年度以降の債務負担を行うものについ
て、主なものをご説明いたします。

防災ヘリコプター運航管理業務に係る令和7
年度に要する経費として2億円を計上いたして
おります。

次に、第59号議案「令和5年度長崎県一般会計
補正予算（第10号）」のうち関係部分について
ご説明いたします。

歳入予算は、合計で1,687万6,000円の減を計
上いたしております。歳出予算は、5,466万
8,000円の減を計上いたしております。
これは、主に火薬類・高圧ガス取締費におい

て、年間所要見込みに基づく事業費の減による

ものであります。

また、繰越明許費について、防災ヘリコプタ

ーの運航に係る燃料保管庫の工事において、入

札の不落により年度内に適正な工期が確保でき

なくなったことから、防災ヘリコプター運航費

453万7,000円について繰越明許費を設定する

ものであります。

最後に、令和5年度の予算につきましては、今
議会に補正をお願いいたしておりますが、今後、

年間の執行額の確定に伴い、調整・整理を行う

必要が生じてまいりますことから、3月末をも
って令和5年度予算の補正について専決処分に
より措置させていただきたいと考えております

ので、ご了承賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願いいたします。

【石本分科会長】 次に、ながさきPR戦略課長
より補足説明を求めます。

【小川ながさきPR戦略課長】 おはようござい
ます。私から、秘書・広報戦略部ながさきPR戦
略課におきまして、令和6年度に計上させてい
ただいております主な事業の概要につきまして

補足説明をさせていただきます。

添付いたしております「予算決算委員会総務

分科会補足説明資料 秘書・広報戦略部」の表紙

をおめくりいただきまして、2ページをご覧く
ださい。

ながさきPR戦略課では、令和6年度において、
大きく3つの事業において国内外から選ばれる
「新しい長崎県」の実現に向けた情報発信やブ

ランディングを推進していこうとしておりま

す。

そこでまず、2ページ目に記載しております
長崎ブランド構築プロジェクト費におきまして

は、総体的なイメージ向上につながる「長崎ブ

ランド」を構築する経費としまして3,309万円
を計上させていただいております。

この事業につきましては、有識者や関係団体

などによる検討会議を設置し、自然や歴史、文

化などの本県の多様な魅力や、県民や地域のア
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ンデンティティと誇り、さらには本県がどう見

られたいかなどを踏まえた上で分野横断的やマ

ーケティングなどの視点に基づき、ブランディ

ング並びに情報発信に関する戦略の策定を進め

てまいりたいと考えております。

このことによりまして、庁内の各部局が共通

の視点、方向性、考え方に基づいて、それぞれ

の分野におけるブランディングや情報発信の展

開を図っていくことで、本県の総体的なイメー

ジ向上につなげていきたいと考えております。

続きまして、補足説明資料の3ページをご覧
ください。

「新しい長崎県づくり」ビジョンPR推進事業
費でございます。

当該事業では、様々な立場の皆様と思いを一

つに、ビジョンの実現に向けた取組を推進して

いくため、ビジョンに込めた思いや施策の方向

性を県民の皆様にわかりやすくお伝えしていく

経費としまして1,959万9,000円を計上させて
いただいております。

内容としましては、ビジョン全体をウェブサ

イトなどでわかりやすくお示しするとともに、

「こども」、「交流」、「イノベーション」、

「食」の各分野にて実施してまいりますビジョ

ン特別事業における広報関連予算をながさき

PR戦略課へ一括計上することにより、ビジョン
実現の内容などを共通の視点とした部局間連携

などのコーディネートや一体的な情報発信につ

いても検討を進め、県内外の皆様へ浸透を図っ

ていきたいと考えております。

最後に、長崎県情報発信促進事業費のうち新

規部分でございます。

選ばれる「新しい長崎県」の実現に向け、マ

ーケティングの視点に基づく情報発信手法や内

容に応じたメディアの選択、情報発信に関係い

たします人脈など、行政職員において少し不得

意な部分につきまして民間人材の知見を活用し

ながら実効性の高い情報発信を推進していきた

いと考えております。

そこで、各部局において実施いたします広報

関連事業につきまして、PR会社等の専門のコン
サルが伴走する形で、ターゲットの明確化、適

切な情報発信手法の採用、成果の定量的な評価

の実施などについて、サポート、助言、アドバ

イスを行っていただきまして、実施効果の最大

化を図ってまいりたいと考えております。

このことによりまして、県における情報発信

の実効性向上を図るとともに、職員におけるノ

ウハウの蓄積も図っていきたいと考えていると

ころでございます。

さらに、モニタリングツールの導入によりま

して、定量的な情報発信効果の把握・分析を可

能とし、情報発信事業の評価、検証、見直しを

実施するため、民間事業者により提供されてお

りますサービスソフトウェアを導入したいと考

えております。

このことによりまして、これまで広告換算額

が中心でありました情報発信効果の把握を、

SNS上での広がりや、投稿が肯定的なものか否
定的なものかなどの論調分析など、多面的な視

点からの評価が可能となりまして、事業の実効

性向上に向けた見直しが可能となります。

今後とも、選ばれる「新しい長崎県」の実現

に向けまして、効果的で、かつ効率的な情報発

信に力を尽くしてまいりたいと考えておりま

す。

ながさきPR戦略課の補足説明は以上でござ
います。よろしくご審議を賜りますようお願い

いたします。

【石本分科会長】 次に、提出がありました「政
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策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について説明を求めます。

【黒島秘書課長】 おはようございます。「政策

等決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員

との協議等の拡充に関する決議」に基づき、本

分科会に提出いたしました政策的新規事業の掲

上状況のうち、秘書・広報戦略部関係について

ご説明いたします。

資料の2ページをお願いいたします。
秘書・広報戦略部関係では、資料2ページのこ

ども場所等官民連携プロジェクト費から、3ペ
ージ上段、長崎ブランド構築プロジェクトの合

計6事業でございます。
内容につきましては、記載のとおりでござい

ます。

なお、先ほど、ながさきPR戦略課長からも説
明がございましたが、資料2ページ記載のこど
も場所等官民連携プロジェクト費から長崎・食

の賑わい創出プロジェクト費の4事業につきま
しては、各プロジェクト関係課で予算要求を行

い、計上された額のうち広報関連予算のみ、な

がさきPR戦略課に計上しております。
資料の説明は以上でございます。よろしくご

審議を賜りますようお願い申し上げます。

【飛永防災企画課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本分科会に提出いた

しました危機管理部関係の令和6年度当初予算
における政策的新規事業の掲上状況についてご

説明いたします。

資料の3ページの3段目をご覧ください。
本県近海の海域活断層による地震・津波被害

の予備調査を実施する経費として1,002万
4,000円を計上いたしております。

4段目をご覧ください。住民が急な病気やけ

がをした時に病院に行くべきか救急車を呼ぶべ

きかを迷った時の電話相談窓口「♯7119」を導
入する経費として2,600万円を計上いたしてお
ります。

以上で危機管理部関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げ

ます。

【石本分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【松本委員】それでは、質問させていただきま

す。

まず、危機管理部から質問いたします。

横長資料の9ページの消防団活動充実強化事
業費について、消防団員の確保というふうに記

載されております。概要説明でも報告がありま

したとおり、消防団を取り巻く環境というのは

大変厳しいものがございます。資料によると、

平成31年、1万9,437人の県内の消防団員が令和
5年は1万7,377人ということで、わずか4
年間で2,060人も減っている状況、そして、約7
割がサラリーマンという状況の中で、今後、人

口減少や少子化を考えた時に、やはり地域の安

全・安心を守るために、この消防団員の確保と

いうのは大変重要な施策だと思っております。

今回、活動充実強化事業費ということで663
万円の記載がありますが、具体的に消防団員の

確保に対して何をするのかの取組と予算、そし

て、その効果についてお尋ねいたします。

【松尾消防保安室長】消防団員の確保につきま

しては、市町が行う消防団員の勧誘活動につい

て県も一緒になって支援することから、消防団

充実強化事業を実施しております。

その中身といたしましては、消防団員の確保

といたしまして、消防団員の勧誘対策、勧誘活
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動を行う市町に対して、全国で効果的な勧誘手

法などの研修会の開催を毎年2回ほどやってお
ります。

また、県において作成いたしました勧誘対策

動画を活用いたしまして、市町が持っている

様々なメディア、会議開催の幕あいなどを利用

して、その勧誘対策動画を流してもらうという

ようなことをお願いしております。

引き続き、市町が行う勧誘活動について連携

して取り組んでいくこととしております。

また、消防庁の委託事業である消防団の力向

上モデル事業は、上限500万円で全額国庫の事
業でございますが、これを活用いたしまして令

和5年度につきましては、勧誘対策の動画を作
成しております。令和6年度につきましては、V・
ファーレン長崎と連携したクラブマスコットを

活用して、クリアファイルやピンバッジなどを

作成いたしまして、各市町の消防団に配付し、

消防団員が身につけたり、イベント等で地域の

方に配布することで消防団に対する理解促進を

図っていくこととしております。

また、今言いました消防団力向上モデル事業

費として499万6,000円を計上しておりますが、
勧誘対策に係る旅費でありますとか、ピンバッ

ジ、クリアファイルの作成、勧誘、その周知に

つきまして、勧誘物品の購入費が約400万円と
なっております。

それと効果といたしましては、消防団員が昨

年に比べ746人ほど減となっておりますので、
効果としては上がっておりませんが、引き続き

市町と連携しながらやっていきたいと思ってお

ります。

それと、ピンバッジにつきましては、消防団

員がつけることで広告塔として活用していただ

きたいと思っております。また、そのピンバッ

ジを消防団員の皆様が日頃から身につけていた

だくためのインセンティブといたしまして、長

崎県消防協会が実施しております「消防団の応

援の店」というのがございます。それにつきま

しては消防団員の方が消防団員の会員証、団員

証を見せることで各種サービスの提供を受けら

れることになっておりますが、それに加えてピ

ンバッジをつけていることでも同じようなサー

ビスが受けられることについて検討してまいり

ます。

【松本委員】勧誘促進の動画というのはわかる

んですけれども、最初、この予算を見た時に500
万円計上して、クリアファイルとかピンバッジ

を配るということが、具体的に消防団員の勧誘

促進と何の因果関係があるのかというのが質問

の趣旨であります。ピンバッジとクリアファイ

ルは、どれくらいの規模で配るのか、お尋ねい

たします。

【松尾消防保安室長】ピンバッジにつきまして

は、現在、約2万個をつくる予定としておりま
す。クリアファイルにつきましては、残予算の

範囲でつくりたいと思っていますが、2万から3
万ぐらいつくれればと思っております。

【松本委員】加入促進ですから、やはり大事に

なってくるのは、ピンバッジを配ったから入る

ということには直接ならないと思いますし、ク

リアファイルをもらったから消防団に加入しよ

うという因果関係もないと思います。国庫の

500万円という金額、それが本当に消防団員の
ためになるのかということをちょっと考えてい

ただきたい。

私も消防団に実際入ってみて、やはりご苦労

というのが本当にわかりました。実は、3月5日
の早朝に、うちの家の裏の小屋が家事になりま

して通報して出動したんですけれども、その時
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も警察、消防の対応もものすごく早かったんで

すけど、やっぱり一番近くにいる消防団員が20
～30人ぐらいですか、早朝に集まってきて、そ
の方々は仕事ができないんです。私は議会だっ

たから8時で抜けたんですけれども、終日、仕事
を休む連絡を会社にされていました。ほとんど

ボランティアに近い状態でやっていらっしゃ

る。しかしながら、団員の数は減っていると。

町内会の入会も減るぐらいな状況ですから、そ

ういった状況の中でプライドを持ってやってい

らっしゃる方に、ピンバッジをどうぞと言われ

て、そしてそれを見せて入りましょうと言うの

かというのは、やはりある程度のインセンティ

ブをやはり持っていただく。それは社会貢献を

していることに対しての対価としてですね。

ただ、今、答弁でおっしゃった「消防団応援

の店」というのがどれだけあるのか。そして、

それを県内に広げていかないと、その効果とい

うのは薄れると思うんですけど、「消防団応援

の店」というのは県内にどれぐらいあるんでし

ょうか。

【松尾消防保安室長】「消防団応援の店」につ

きましては、長崎県消防協会が事業を実施して

おりまして、令和5年3月31日現在で122店舗ご
ざいます。

【松本委員】 県内全体で122店舗というのは、
非常に少ないと思うんですね。OBの方とかもか
なりいらっしゃるはずです、歴史もあるわけで

すから。ですから、これをやはり市町と協力し

て、122をか200、300というふうに増やしてい
く。そして、インセンティブを拡大していく。

これは県だけでできることではないけど、やは

り県が旗振り役として市町に投げかけるという

ことが必要だと思います。そうしていかないと、

この事業の効果というのはなかなか、実際もう

減っているわけですから、現実的にですね。こ

の中でやっぱりどうやって増やしていくか。

それと、消防団員の現場の声というものをど

れだけ聞いているのか、本当に消防団員がこれ

を求めていたのか。それも含めてしっかりと事

業計画はつくっていただきたい。

ただ、動画については大変好評で、見ている

新規の方もいらっしゃるし、あるいは説明がし

やすいというふうにおっしゃっていました。

ですから、そういったことも含めて事業効果

をしっかり出せるように取り組んでいただきた

いと思います。

続いて、横長資料の10ページです。これも新
しい事業です。後段の基地対策費635万円とい
うところに、基地と地域との共存共生の推進と

いうふうにあります。これは基地との共存共生

推進事業費補助金というのが500万円計上され
ているということですが、この補助金の目的と

趣旨についてお尋ねいたします。

【庄司基地対策・国民保護課長】この補助金で

すけれども、今般、国の防衛力整備計画におい

て防衛力の強化を打ち出されたことなどを踏ま

えまして、地元自治体と連携して基地と地域と

の共存共生を推進することを目的として補助金

を創設させていただくこととしているもので

す。

趣旨、内容につきましては、地元企業の受注

機会拡大や基地と連携した交流促進、自衛隊の

部隊誘致の検討など、県内の他地域への波及や

先例として効果が期待できる市町の取組に対し

て支援を行うものでございます。

【松本委員】地域の共存・共生ということだと、

基地というともう大体イメージはつきますが、

県内の基地、対象というのはどこになるんでし

ょうか。
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【庄司基地対策・国民保護課長】基地と明示し

ておりますけれども、こちら、米軍基地と自衛

隊の基地の両方を対象としております。

また、補助の対象は、基地所在市町等であり

ますけれども、基地所在市町限定ではなく、隣

接の市町等、基地経済の取り込み事業などを対

象とすることと考えております。

【松本委員】米軍基地もそうですし、県内には

多数の自衛隊基地がございます。そういったと

ころは人口減少対策にも、そして経済対策にも

貢献をいただいているというところで共存・共

生という趣旨は、大変大きな意味があると思い

ます。

答弁の中に、実際、県が直接やるのではなく

て、補助するということですが、実施のスキー

ムについてお尋ねいたします。

【庄司基地対策・国民保護課長】事業のスキー

ムのお尋ねでございます。

まずは、市町において事業を立案していただ

きまして、県への補助申請を受けて内容を検討

させていただきまして、交付の決定という流れ

になっております。事業主体は市町であり、県

は2分の1の補助を実施するように考えており
ます。

【松本委員】実施主体はあくまでも市町である

ということであれば、今想定している令和6年
度の事業スキームの状況があれば教えてくださ

い。

【庄司基地対策・国民保護課長】 今現在、この

事業につきましては、佐世保市からご相談を受

けておりまして、議会で予算が可決した後は全

市町にも事業のスキームについて改めて周知し

て、相談がありましたら一緒になって検討して

いきたいと考えております。

【松本委員】ぜひ佐世保市と連携していただい

て、効果的な共存・共生に向けて、そして、基

地があるのは佐世保市だけでありませんので、

自衛隊の基地がある自治体はほかにもあります

ので、来年度以降もそういった取組をほかの地

域でもやっていただけるように周知をしていた

だきたいと思います。

続きまして、秘書・広報戦略部のながさきPR
戦略課の、先ほど補足説明いただきました事業

について、長崎ブランド構築プロジェクト費に

ついてお尋ねをいたします。

新しい事業ということで、まず、そもそもな

んですが、長崎ブランド構築とありますが、長

崎ブランドというのは何なのかというところで

すね。これまでも長崎と言えばというふうに、

物産や、自然や、水産加工品や、観光など様々

ありますが、これまでの長崎県の素材をどうや

ってブランディングしていくのか、手法につい

てお尋ねいたします。

【小川ながさきPR戦略課長】 長崎ブランド構
築プロジェクトにおきまして、長崎のブランド

はどういうものを想定しているのかというお尋

ねでございます。

今回、国内外から選ばれる新しい長崎県を実

現するというところを大きなテーマとしており

ます。今ご指摘がありましたように、本県には

多様な魅力がございます。それを総体的にどの

ように打ち出すかとか、今後必要かということ

でございまして、例えば、北海道であれば雄大

な自然ですとか、京都であれば古都ですとか日

本の伝統文化といったものがイメージされるの

かなと思います。やはりいろんな方々が、いろ

いろな情報に接した時に頭の中でイメージされ

る地域ブランドといいますか、そういうことが

基本にあるかなと考えております。

今回、そのあたりを民間の方々の知見もいた
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だきながら、長崎として、どのようなものを、

どのような形で打ち出していくことが効果的か

といったところを検討してまいりたいと考えて

いるところでございます。

【松本委員】ブランディングという言葉が今回

たくさん出ています。ブランディングを検索し

てみると、ブランディングとは、独自のブラン

ドをつくり、これに対する信頼や共感を通じて

自社の価値観や他者との差別化を目指すマーケ

ティング戦略の一つということで、これは民間

で物を販売する時の一般的なマーケティング戦

略です。例えば、ここにある水が水道水なのか、

六甲のおいしい水なのかで、100円か300円か変
わる。同じ水でも付加価値がつくことによって

効果が上がるということ、それはわかります。

しがし、長崎ブランドの構築というのは、も

ともと長崎にある素材を、じゃ、さらにどう付

加価値をかけるかというところがポイントにな

ってくると思うんです。そこの部分が、これだ

けではなかなか見えてこないというところが質

問の趣旨になります。

今でさえもイメージはついているもの、新し

いものをつくるわけじゃなくて、既存のものに

対してどういう付加をかけていくかということ

に対して、どのようにお考えですか。

【小川ながさきPR戦略課長】 ブランディング
ということですが、ブランディングという言葉

自体につきましては、人々に長崎のブランドイ

メージというものを連想していただくことを目

指して、いろんなイメージを確立していく一連

の営みの中の経過だと考えております。

その中で、今、委員からご指摘がございまし

たけれども、長崎には様々な、多様な魅力がご

ざいまして、そこの部分にそれぞれ取り組んで

きた経過がございます。

しかし、今後、長崎という地域、分野を選ん

でいただくということにつきまして、それぞれ

をトータルとして、長崎として、ブランドとし

て打ち出していく必要があるかなということを

考えておりまして、そこの部分を今回のこの事

業の中でしっかりとつくり込み、今後、それを

ベースに長崎を知っていただいて、感じていた

だいて、長崎に来ていただくというところにつ

なげていきたいと考えているところでございま

す。

【松本委員】 大変難しいことだとは思います

が、まだ新規ですので、しっかり取り組んでい

ただいて、そして、県民にわかるように成果を

出していただきたいと思います。

2つ目の、これも情報発信ではあるんですけ
ど、今度は「新しい長崎県づくり」のビジョン

をPRするという事業でございます。こちらは事
業の内容とか、事業を知っていただく、事業を

活用していただくというのはわかるんですけ

ど、それを知らないと事業を認知していただけ

ないから。しかし、今回の場合は、ビジョンと

いう抽象的なものを県民の皆様に発信すると、

その意義についてお尋ねをいたします。

【小川ながさきPR戦略課長】 ビジョンにつき
ましては、概ね10年後のありたい姿ですとか、
実現に向けた施策の方向性を県民の皆様にわか

りやすくお伝えしまして、内容に共感をいただ

きながら、その実現に向けた取組を一緒に進め

ていくことが重要だと考えているところでござ

います。

そのためには県民の皆様へわかりやすくお伝

えするとともに、ありたい姿の実現を図ること

で、県民の皆様が長崎を自慢に感じていただい

たりですとか、さらには住み続けていただく。

最後には県民の皆様方がそれぞれの言葉とし
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て、長崎はいいところなんだということを県民

の皆様自らが発信していただけるような形につ

なげていきたいと考えております。

そのために今回のこの事業におきまして、ビ

ジョンというものをわかりやすくお伝えしてい

こうと考えているところでございます。

【松本委員】 ビジョンは、「こども｣､｢交流」、

「イノベーション」、「食」という4つの大きな
テーマがございますし、それぞれに新規事業も

ございます。

そのビジョンを県民の方々にご理解いただく

というのが、県民の方々にとってどのような効

果があるのかというところを知っていただいた

上で、その事業効果が、それぞれの事業にどう

反映されるのか、そこの部分が、恐らく横串を

刺すという意味でまとめてされたという意味だ

と思います。趣旨はわかります。

ただ、それが効果としてどこまで伝わるのか

なというところ、新しい試みでありますので、

ぜひ頑張っていただきたいと思いますが、そう

いったところを意識して取り組んでいただきた

いと思います。

次の長崎県情報発信事業費で質問したいの

は、先ほどちょっと説明がありましたモニタリ

ングツールの導入というのがございます。情報

発信の効果を上げるためのモニタリングツール

について、もうちょっと詳しく説明をお願いし

ます。

【小川ながさきPR戦略課長】 事業を計上させ
ていただいておりますモニタリングツールにつ

いてでございます。

これまで情報発信の効果というところでいき

ますと、県が発信しました情報が、どこのメデ

ィアですとか、新聞ですとか、雑誌ですとかに

取り上げられたかというところまでで効果の把

握は終わっていたかなというところがございま

す。

今後は、そういったところを、そこまでで終

わることではなく、県が発信しました情報が、

内容が、県以外の媒体でどれだけ取り上げられ

たのかと。最近、特にSNSが中心になってきて
おりますけれども、そのSNSを通した情報発信
がどれだけ見られたのかですとか、当該投稿が

どの程度広がっていったのか、その広がりの中

で肯定的に投稿されているのか、否定的に投稿

されているのかといった多面的な視点の中で分

析をしながら、今後の情報発信にしっかりと反

映させていくということで、その情報をしっか

りと把握できるツールとしまして今回のモニタ

リングツールということで民間のサービスを活

用していきたいと考えているところでございま

す。

【松本委員】情報は流しっ放しだと、どう響い

ているのかが全くわからないわけですよね。流

しましたで終わってしまう。それを、SNSでよ
く言う「バズる」という、反応がばーっと出る

こと、それが数字でわかります。そういったも

のをデータとして取り入れていくことによって

効果、もちろん肯定的なこともあれば、否定的

なものもある。否定的なものに対して、今後、

どうやって改善していくということの対応がと

れること、これは非常に効果的だと。民間でよ

くやる手法ですけれども、こういったものをぜ

ひ生かしていただいて、そして肯定、否定の情

報もぜひ委員会にも上げていただいて、それが

やはり政策決定の改善にも大きく、県民の声で

すから、そこはつながると思いますので、そこ

もぜひ報告していただきたいと思います。

次に、総務部の横長資料の33ページの県民広
聴推進費750万円、広聴活動費762万円、合計約
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1,500万円ほどの予算でありますが、こちらを
質問させていただきます。

さっきから、発信、発信と言っておりますが、

私たち議員も県民の方々の代弁者として現場の

声をお伝えしておりますが、広く県民の方々の

話を聴くことが大変重要だと思います、総務部

ですね。

県民の意見は実際昨年度も計上されてます

が、その広聴の予算として昨年度でどれぐらい

寄せられたのか、お尋ねをいたします。

【桒原県民センター長】 県民の皆様をはじめ、

誰でも県政に対する意見をいつでもお寄せいた

だけるよう、県のホームページの専用メールや

郵送料不要の専用通信用紙提案レターなどで、

県民センターが窓口となってご意見等を受け付

けております。

実績でございますが、今年度1月末時点の数
字でございますけれども、メールや郵送にて知

事への提案に196件、県へのご意見・ご相談に
513件をお寄せいただきました。このほか電話
や来庁されて県政相談コーナーで直接お話を承

ったものが105件ございまして、合わせて814件
となっております。

【松本委員】県庁だけでも、1月末時点でも814
件というのは、大変大きいものがあると思いま

す。私たち議員も毎日のように陳情をいただい

て、それを皆さんと協議させていただいており

ます。そこが一番政策としてニーズのあるもの

に対しての対応というのは、やはり早く対応し

なきゃいけないと思いますし、聞くだけで終わ

っては、なんにも解決にならない。聞いた後に、

どう対応するかというのが大事になってくると

思います。

実際、対応や反映の状況についてお尋ねをい

たします。

【桒原県民センター長】いただいた提案、意見、

相談、苦情につきましては、県の考えや取組状

況を説明すべきものについては、担当課から2
～3週間を目安に回答を差し上げております。
それから、寄せられたご意見が実際に反映さ

れているかどうかについてですが、反映した最

近の例を申し上げますと、長崎県おもいやり駐

車場制度の利用対象者の拡大、道路標識や県有

施設の看板の適切な設置、県の子ども向けホー

ムページの内容の充実、犬猫殺処分ゼロに向け

た取組の推進などがございます。

こうした例は、県としても、県民の皆様の声

が県政に届いているというアピールにもなりま

すし、県民の県政参加の動機づけにもつながる

ものと思っております。以前、松本委員からこ

のようなご趣旨で総務委員会で提案を受けまし

た反映事例の公表は、ホームページや全世帯広

報誌に掲載する形で続けておりますので、今年

度分につきましても、回答後の反映状況を県民

センターで把握いたしまして県民の皆様に紹介

していきたいと考えております。

【松本委員】しっかりと対応していただいたこ

とに感謝を申し上げます。

また、今回、「新しい長崎県づくり」ビジョ

ンとかPR戦略などが始まります。このことをま
だ知らない県民の皆さんが多いと思いますし、

言葉だけを聞いて中身がわからないという方も

多いと思うんですね。だから、大事なのは、意

見を待つだけではなくて、県の方から意見を求

めることも必要だと思うんですが、こういった

広聴活動を広げていく、意見を求めるような取

組はどのようにしていらっしゃるでしょうか。

【桒原県民センター長】県民の意識や意向を把

握する調査広聴の手法を活用してまいりたいと

考えております。
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具体的には、随時、タイムリーに、迅速に実

施できるウェブ県政アンケートと、これまで3
年ごとに行ってきました県政世論調査の2つが
ございます。ウェブ県政アンケートは、あらか

じめ公募で登録した300人のモニターにインタ
ーネットでアンケートにご協力いただく手法で

して、先般、来年度、再来年度の2年任期の県政
モニターを募集したところ、500人近い県民の
方に応募いただいております。

今回の公募に当たり、要件を見直しまして、

より幅広く若い方の意見を聴くため、高校生を

対象に加えるとともに、任期中に進学、就職、

転勤などで県外に転出されてもモニターの継続

が可能といたしました。外からの目線でのご意

見も重要な視点と捉えております。

また、県政世論調査ですけれども、次期総合

計画策定に調査結果を反映させるべく、企画部

政策企画課と連携し、来年度、県民3,000人を対
象にしまして実施する予定でございます。こち

らも15歳以上を対象にしたいと考えておりま
す。調査費の予算は、政策企画課に計上させて

いただいております。

こういった県民の意識や意向をしっかりと踏

まえまして、選ばれる新しい長崎県づくりの実

現に向けた取組など、県の政策にしっかりと反

映をさせてまいりたいと思います。

【松本委員】非常に大きな、重要な取組だと思

います。この意見というのがエビデンス、要は、

政策決定の一つの裏づけとして大きく影響を与

えると思うんですね。さっき言ったブランディ

ングの発信も確かに大事です。しかし、今住ん

でいる長崎県民の方々が何に困っていて、何を

求めているかというのをまず把握することも大

事だと思っています。県のことをブランド化し

て発信することも経済効果があるでしょう。し

かし、やはり政治は生活だと思うんですね。生

活している方々の目線で、今、何をすべきなの

かというのは声を聞かないと、私たちも議員と

して声は言いますけれども、広く求めるという

姿勢を、知事もずっと地域を回っていらっしゃ

いますけれども、限界がありますので、せっか

く秘書・広報戦略部というのができていますの

で、しっかり取り組んでいただくことを要望し

て、質問を終わります。

【浅田委員】お伺いしたいと思うんですが、秘

書・広報戦略部と危機管理部というのは、昨年

から大石知事が肝煎りでつくったということ

で、期待値も非常に高い部署であり、新しくで

きたからには、やはりそれなりの効果というも

のを求められるのではないかなと思っていま

す。

その件に関しては、後ほど議案外でまたお伺

いしたいと思うんですけれども、先ほど来、松

本委員がずっと質問しておりました長崎ブラン

ド構築、非常に重要だなと。長崎といえば何な

のか。日本の名水に入っている多良岳の水をも

って六甲のおいしい水と言われてしまうわけで

すよね。水といえば六甲のというふうに頭の中

でなっていると。ある意味すごいなと思いなが

ら聞いていたわけですけれども、長崎といえば、

ちゃんぽん、皿うどん、カステラとか、そうい

うことが出てくる。それをどういうふうに構築

していくのかなというのが非常に重要だと思い

ます。

ここに書かれている有識者をはじめという、

この会合の方たちは、どういった方々が入られ

て予算をというところ、いま一度しっかり教え

ていただけますか。

【小川ながさきPR戦略課長】 今回、ブランド
を検討していくに当たっての会議ですけれど
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も、有識者もそうなんですけれども、県内のい

ろんな経済団体の方ですとか、市町の方々、や

はり県全体としてのブランドというところを検

討していく必要がございますので、そういった

関係の方々に入っていただきながら検討をしっ

かりと進めていきたいと考えております。

【浅田委員】市町のいろんな方々、それぞれの

市町の思いを一緒に詰めていただいて長崎ブラ

ンドに入れたいということですから、市町の関

係者は大事だと思います。有識者というところ

がちょっと見えづらいなと思っていて、ここ最

近、県の様々な委員会の中でも有識者、有識者

と、昔からよく言われますけれども、果たして

有識者が、どういう状況で、結局どれぐらいの

責任性を持ってこのブラントづくりに携わって

いただけるかというのは非常に大きいなという

ふうに思っているんですけど、どうですか。

【小川ながさきPR戦略課長】 有識者の皆様に
つきましては、まだ具体的な方というのは、こ

れからの選定になるんですけれども、ご指摘の

とおり、有識者が、特にブランドということに

なりますと分野が非常に広くございます。その

中でマーケティングですとかブランディングで

すとか、それぞれの知見をお持ちの方に入って

いただきながらご意見をいただきたいなと思っ

ています。その検討会議の中だけで言いっ放し

ではなくて、そこに提案いただいたものをずっ

とフォローしていただくような形での関わりを

持っていただきたいと考えているところでござ

います。

【浅田委員】もちろん予算がおりた後にという

ことだと思うんですけれども、どういった方が

入っていくのかなというのは我々も非常に注目

をしているところでありますし、その効果とい

うのが、新しい部署ができたというところにつ

ながってくると思いますので、このあたり、ま

たしっかりとご報告をいただければなと思って

おります。

そして、この中に分野横断的な視点というの

がありました。私、前々から議会でも質問をさ

せていただいていたんですけれども、例えば、

お店とかでも、物産、水産、農水、別々にお店

に当たっていて、県産酒の応援とかという旗を

立てて何とかみたいなのがずっと続いてきた。

ある一定の分野では、例えば300店なら300店あ
るけれども、もう一方では100店舗とか、そうい
うなんかすごく無駄な動きが多いなということ

をずっと前から指摘をさせていただいてたんで

すね。

その時も、それを質問すると、各部署が連携

を取ってというようなことを今までも言われて

おりました。それと何が具体的に違うのか。今

までも横の部署との連携を今後しっかりやりま

すというふうに答弁されてきた。それと何が違

うのか、どういうふうに発展的になっているの

か、効果がどれだけ変わってくるのか、具体的

にお願いします。

【小川ながさきPR戦略課長】 今回、この事業
につきましては、先ほど来ご説明させていただ

きましたように、県全体としての総体的なイメ

ージを上げていくブランドの検討と併せまし

て、今回、今ご指摘いただきましたブランド、

長崎の中でそれぞれブランドということで取組

を進めてきましたけれども、そのブランドの在

り方についても併せて検討してまいりたいと考

えているところでございます。

その部分でそれぞれのブランド、長崎四季畑

ですとか俵物それぞれを検討するのではなく

て、全体的なところでのブランドの在り方とい

うものをここの中で検討しつつ、全体的な県と
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してのブランドの打ち出しというところを検討

していきたいと考えているところでございま

す。

【浅田委員】 わかるような、わからんような、

難しいなと思いながら今聞いてたんですけれど

も、俵物、いろいろありますよね。でも、そこ

が無駄な動きをされるのはどうかなというのが

前々からあって、せっかく予算をかけるのであ

れば、個別は個別でもちろん部署部署がやるべ

きことだと思うんですけど、情報発信の仕方と

か、前も店舗さんが一々いろんな部署から来ら

れて大変というようなお声も聞いてましたし、

そういうところの窓口を一元化していくという

のも非常に重要なところかなと。前も、部署部

署でやってます、横で連携を取っていると言い

ながら、なんか中途半端な部分があった。でも、

せっかくこうやって新しい部署として構築され

たのであれば、そういうところをもっと一歩で

も二歩でも進めていただければなと思っている

んですけど、いかがでしょうか。

【小川ながさきPR戦略課長】 失礼しました。
今回、秘書・広報戦略部、また、ながさきPR戦
略課が設置された大きな意義は、今、委員から

もご指摘いただきましたように、県庁全体、様々

な分野の中での情報発信、そこをしっかりと横

串を刺して関わりを持っていく、秘書・広報戦

略部の方でハンドリングをやっていくというこ

とが大きなミッションだと認識しております。

今回、長崎ブランドにつきましても、従来型

の部局連携というところだけではなくて、我々

がしっかりと各部局に入りながら、連携しなが

らといいますか、関わりを持ちながら、必要に

応じてそれぞれの部署をつないだりですとか、

情報発信については、共に実施できないかをコ

ーディネートしていくというところも我々の中

でしっかりと取組を進めていくことによって、

これまでそれぞれの部署で動いていた部分を改

善していきたいと考えているところでございま

す。

【浅田委員】ぜひともお願いします。長崎県情

報発信推進事業の中にもこういうことがしっか

り書かれておりますので、そういったところが

見てわかりやすさを、ぜひとも追求していただ

きたいなと思っています。

何せ、県のホームページを見て、いまだに「ツ

イッター」とでかでかとあります。「X」ではな
く「ツイッター」、わざとそうしているのかな

と思わずにいられない中、情報発信をしますと

言っているところが、そういう何と言うんです

かね、変わったものに対して適応できてないと

いうこと自体も、県って遅れているなと思われ

ると思うんですよ。ホームページをスクロール

すると、いまだに県の各種SNS、ツイッターと
ばっと出てくると、がっかり感満載だなと思っ

てしまいます。

こういうふうに予算をかけてしっかり構築し

ていくというところ以前の基本的な問題であり

ますので、様々な形で情報を発信していくとい

うのであれば、そういったところもお気をつけ

いただければなというふうに思っております。

よろしくお願いします。

あと、広報の情報発信とかの中で、議案外に

なるのかもしれないんですけど、パブリックコ

メントは別部署でやられているということはわ

かっているんですけれども、それに対する情報

発信が非常に薄くて、先ほど課長の答弁の中で、

広聴とか非常に重要な視点であるとおっしゃっ

たんですけれども、県民の声を一番聞かないと

いけない、そこの情報発信が、ホームページと

かを見ても薄いんですね。それ自体も、こうい
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う情報発信促進事業の中に関わってくるのでは

ないかなというふうに思っているんですが、い

かがでしょうか。

【松浦広報課長】パブリックコメント等につき

ましては、これまでも長崎新聞への掲載や、全

世帯広報誌における情報発信等に取り組んでき

ているところでございます。

ただ、確かに足りないとおっしゃるところも

あるかもしれませんので、引き続きこれまで以

上に、例えばホームページへの掲載について、

SNSでの発信に取り組むなど、そういった対応
をしていきたいと考えております。

【浅田委員】やっぱり期間が決まっていること

でもありますし、推進事業をちゃんとお金をか

けてやる中において、県民の声を一番聴けると

ころ、その事業に対してどう思っているかとい

うところ、新聞とかに掲載しているというのが

あっても、Xであり、インスタであり、何であり、
いろんなツールを使ってやっていかないと、若

い方たちの声がより聴きづらいと思うんです

ね。せっかくそうやってSNSをやっている、そ
れこそ横断的な、各部局がという、情報発信に

対しての手法を精査するというふうにここに書

かれているので、ここはしっかりやっていただ

きたい。新しくできた部署の意義だと思ってお

りますので、こういったところにもきめ細やか

さが出てくるのではないかなというふうに思い

ます。

民間人材を活用した伴走型と、この民間人材

というところを具体的に教えていただければと

思います。

【小川ながさきPR戦略課長】 伴走型につきま
しては、各部局で実施いたします情報発信事業

につきまして専門のコンサルタントの方々に入

っていただいての支援を、サポートを考えてお

ります。その内容につきましては、派遣してい

ただく方々につきましては、それぞれの事業の

内容に沿った方々を派遣いただきながら具体的

なサポートを実施していきたいと考えていると

ころでございます。

【浅田委員】広告代理店とかコンサルとか、そ

ういうところになるのかなと思ったんですが、

それと併せてちょっと気になっているのが、こ

れは人事関係になるんですけれども、予算の中

にも出ている、例えば会計年度任用職員さんが

いらっしゃいますよね。これ自体は7億円の予
算が計上されております。そういったところと

の関わりはあるんですか、それは全く別物とし

て考えなきゃいけないのか。会計年度任用職員

さんの中にも、いろんなスペシャリストを呼ん

だ上で、今、各事業に関わってもらっているの

か。別立ての予算になっているので、そのあた

りを一度ご説明いただければなと思います。

【徳永新行政推進室長】会計年度任用職員の給

与費でございますが、こちらの内訳でございま

すと、例えば正規職員の代替とか、例えば育児

休業の時の代替、あとは過去に現業職員の見直

しをしまして、運転士さんとか、そういったと

ころを会計年度任用職員でお雇いしたりと、行

革の観点で人事課の関係で集約して予算を計上

しているものでございます。

【浅田委員】代替職員さんを合わせると、多分、

8億5,000万円ぐらいの経常費になっていたの
で、もちろん必要なところに必要な方をと思っ

たんですが、民間の方とか、中には本当にスペ

シャリストの方をそういうところに配置してい

るのかなというのが気になったので、そのあた

りを改めてお伺いいたします。

【永峯人事課長】今申し上げましたのは、主に、

これまで正規職員が担ってきた業務であります
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とか、そういったところの振り替えというとこ

ろの配置の部分でございます。

ただ、この会計年度任用職員につきましては、

人事課で予算計上している分のほかに、それぞ

れ各所管課で予算計上している職員もおりまし

て、そういった方々の中には、いわゆる専門的

な知識、経験を求めて、事業を実施するために、

そこに事業費としてその人件費も組み込まれて

いるといったケースもございます。そういった

意味では様々な形がございます。

今回の広報の民間人材の活用といったところ

が、雇用してということなのか、外部に適宜、

例えばアドバイザー的に来ていただいてという

ことなのか、そういった雇用形態が私も不案内

なところがございますが、いわゆる外部の方々

の活用という意味におきましては、いろんな形

態を取りながら、各部で必要に応じて今やって

いるというような状況でございます。

【浅田委員】わかりました。いろんな方々の知

見をというところもあるかと思いましたので、

これだけの予算が計上されていたので、そうい

ったところにもしっかりと活用していただけれ

ばなと思ったので質問させていただきました。

先ほど、松本委員からも質問がありました消

防団の話でございます。

私も消防団に入っておりまして、この間も県

庁の岸壁のところで訓練をして、はしご車にも

登ったりとかさせていただいたところなんです

けれども、今、女性の消防団員、少しずつ増え

てきたかなと、若い方たちも増えてきたかなと、

いろんなところに行って思います。本当に団員

がどんどん、どんどん減っているような状況の

中で、若い方たちがだんだん少なくなるから

我々みたいな年代がまだ入っているというよう

な状況もあります。それこそPRする場所という

ところをもっと考えていかないと、ピンバッジ

を配られても、そこにはつながらないなという

のが正直なところです。応援事業のお店があっ

ても、それを知らない団員が多いんですね。消

防団員自体が応援店舗を知らないというような

状況ですし、やっぱりもっともっといろんな

方々に入っていただくには、建築会社とかは、

わかりやすく言うと加点があったり、消防団員

の人数がいれば、採用のところの点数がという

ようなところがありますが、なんかそういう視

点を見ていかないと企業とかの協力がなかなか

得られづらいんじゃないかなと。企業とか、本

当は地域それぞれに、昼間とかになると働いて

いる場所によって全然駆けつけられなかったり

するわけじゃないですか。地域に必ずあるよう

なスーパーとか、いろんなところの方に入って

いただくとか、そういうふうな活動促進もです

けれども、誘致活動じゃないですけども、そう

いう企業との連携とかがこれから非常に必要だ

なと思っているんですが、そういったところの

動きというのは、どのようになさっているんで

しょうか。

【松尾消防保安室長】 消防団の約7割がサラリ
ーマン、被雇用者ということになっております

ので、企業と連携していくということは、全国

的に言われているので重要なことだと思いま

す。

消防団協力事業所表示制度というのがござい

まして、今、浅田委員が言われたように、何人

か消防団員を雇用している協力事業所が指定さ

れております。長崎県内では、この消防団協力

事業所は、令和5年4月1日に465事業所がござい
まして協力をいただいている状況です。

確かに、消防団員が減っていく中で昼間には

いないとか、夜もいないとか、いろんな問題が
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ございます。女性消防団員のお話も出ましたが、

これは全国的に増えてますし、本県も338名、今
いらっしゃいます。いろんな若い方を雇用する

に当たって、女性だったり、学生だったり、そ

ういうところに声をかけながらやっていきたい

と思いますし、消防団協力事業所表示制度につ

きましても、市町と協力しながら、こちらも増

やすようなことで頑張っていきたいと思ってお

ります。

なかなか効果が出ないところもございます

が、長崎市であると3月5日に県庁で、浅田委員
も出席されて訓練されてました。私も見に行き

ました。かなり一生懸命されてますし、地域の

方が消防団員が訓練をしているところを見ると

いうことは、非常に大事なことだと思いますの

で、引き続き、市町でそういう行事があれば顔

を出していきたいと思っていますので、よろし

くお願いします。

【浅田委員】もっともっと増えていかなきゃい

けないですし、協力事業所が465ということで
ありました。それは消防団自体も増やすように

動きはしているわけですね。自分の地域で、ど

うやって増やしたらいいかとか、地域の子ども

たちに見ていただいて、行く先々は入ってもら

うという形を取るようにはしております。

今、大学生とおっしゃいましたが、どれぐら

い関わりを持っているのか。また、県の職員さ

んに何人、消防団員がいるのか、よければ教え

てください。

【松尾消防保安室長】 学生の消防団員数です

が、長崎県内で令和5年4月1日現在で58名の方
がいらっしゃいます。県の職員の消防団員数は、

きちっとした数字を把握していませんが、約

140名というふうに聞いております。140名は、
県の職員だけじゃなくて学校の先生であると

か、そちらも含めての数字になります。

【浅田委員】学生が58人、こういった人たちが
地域に根づいていただきたいなと思いますし、

県の職員さんの140名、多いと思うか、少ないと
思うかは別として、多分、県の方たちとかが関

わっていただくことで、団のことも、よりわか

っていただいたり、それがPRにもつながる一つ
になるのではないかなと思っておりますので、

こういったところも情報発信ともどもぜひ入れ

ていただいて、しっかり取り組んでいただけれ

ばありがたいなと思います。

以上です。

【宮本委員】おはようございます。私からも令

和6年度当初予算編成に当たり、幾つか質問を
させていただきます。

まず、秘書・広報戦略部の方からお伺いいた

します。

先ほど、松本委員、浅田委員、一般質問、そ

して予算総括質疑等でもいろんな質疑がなされ

ており、重複する部分も多々あるかもしれませ

んけれども、ご了承いただければと思います。

まず、補足説明資料になります。大事な事業

になりますので、これについて確認をさせてい

ただきます。

知事の開会当初の所信表明の中にも、秘書・

広報戦略部に「新しい長崎県」づくりビジョン

実現に係る広報関連予算を一括計上すると。民

間の知見を積極的に取り入れながら、情報発信、

PR戦略を図ってまいるという決意もありまし
た。いよいよ来年度から、そういった意味から

いえば秘書・広報戦略部においては、本領発揮

ではないかと考えております。

その事業が補足説明資料に出てくる1、2、3、
（1）、（2）、（3）であろうと考えます。（1）
と（2）を合せて戦略PR推進事業費ということ
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で約5,268万9,000円ですが、先ほどから聞いて
おりまして、なかなかちょっと理解しがたいと

ころがありましたので、ちょっと細かい部分に

なるかもしれませんが、教えてください。

まず、長崎ブランド構築プロジェクト費とあ

ります。これについて聞けば聞くほど難しく感

じたんですが、要は、「新しい長崎県」の要素

を訴求しながらブランディングをして県産品ブ

ランド戦略を見直すということ。これは費用対

効果とよく言われるんですが、これだけの予算

を使って、これをどう効果として考えていくの

かというところですね。

その下に図がありますよね。重点PR商品22
品目とありますが、これをつくることが最終的

な目標なのかな。今の長崎ブランドというんで

すかね、長崎和牛とか、味っこ、味まるとか、

いろいろありますけど、それを再度見直して新

しい長崎ブランドなるものを22品目つくると
いうことを目標にするということなのか、初歩

的な質問で申し訳ありませんが、教えてくださ

い。

【小川ながさきPR戦略課長】 今お尋ねがござ
いました長崎ブランド構築プロジェクトについ

て、長崎ブランド構築プロジェクト自体の大き

な目的としましては、先ほどご説明しました県

全体としましてのイメージ向上につながるよう

な長崎ブランドというものを検討してまいると

いうことが主なテーマでございます。今、ご指

摘がありました重点PR商品22品目をそこの中
で検討していくということではございません

で、まずは大きなイメージを向上させていくた

めの長崎ブランドというところを検討してまい

りたいということでございます。

併せまして、今回のこの事業の中で、重点戦

略の長崎ブランド化の22品目の今後の在り方

についても、統一的に、一体的に検討しながら、

長崎としてどう打ち出していくかということを

検討していく事業として今考えております。

【宮本委員】この22品目は、今既にあるんです
よね。あるものをどうやって全体的にイメージ

を連想していきながら情報発信をするかという

こと。併せて、再度確認しますと、新しい、例

えば水産加工品、農産加工品、観光誘客、移住

などと書いてありますよね。その中から新しい

ブランドをつくっていくということ。例えば、

いちごであったら長崎いちごとか、そういった

ものをつくっていくということもこの事業の中

でやっていくということになるのかも併せて教

えてください。

【小川ながさきPR戦略課長】 後段のブランド
それぞれのものを何かつくり上げていくのかと

いうお尋ねですが、ブランド構築のこの事業の

中で、それぞれの分野ごとの何かブランドもの

をつくっていくということではございません

で、県全体のイメージの部分を今回のこの事業

の中でやっていきたいと思っております。農林

ですとか水産、それぞれの分野ごとのブランド

がございますけれども、そこの部分については

各部局の中で検討されるものと考えておりま

す。

ただ、全体的なイメージの部分と、それぞれ

の部分の関連性は非常に高くございますので、

そこはしっかりと連携、情報を共有しながら進

めてまいりたいということで考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。認識が

間違っておりました。新しいブランドを今から

つくっていくのかと思っておりましたが、そう

ではなくて、イメージということですね。イメ

ージ向上につながる長崎ブランド構築というこ

とだから、今まであるものをいかに戦略的に売
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り込んでいくかという考えでいいんですか。す

みません、もう一回聞かせてください。

【小川ながさきPR戦略課長】 今回、下の方に
も入れておりますけれども、観光誘客ですとか、

農産物であったりですとか、企業であったり、

様々な魅力が長崎にはたくさん詰まっていると

考えております。そこを全てトータルとして長

崎ということをどう打ち出していくべきなの

か、どのような形で打ち出しが可能なのかとい

う戦略の部分を今回のこの事業の中で検討して

まいりたいと考えているところでございます。

【宮本委員】ありがとうございました。わかり

ました。そういった形でこの事業を行っていく

ということですね。ありがとうございます。

それに伴って「新しい長崎県」づくりビジョ

ンPR推進事業費ということも相まって、4つの
分野で部局横断的にやっていくということを確

認させていただきました。

拡充となっておりますけれども、情報発信推

進事業費の中でSNSを使った情報発信とあり
ました。これは長崎県公式アカウントが幾つか

あろうかと思います。ラインであったり、Xであ
ったり、ホームページもありましょうか、イン

スタもあるんですかね。そういったものを今後

どれだけ登録者数を伸ばしていくのかという目

標みたいなものが、今、これだけ登録者数があ

りますと、こういった予算を使って今後もっと

多くの方々に見ていただきたいので、この1年
間で、この事業を使ってこれだけ登録者を伸ば

していく努力をしますみたいなものは、この中

に含まれるのかどうかを確認させてください。

【小川ながさきPR戦略課長】 今回、この事業
の中で、個別、個別のSNSあたりのフォロワー
数ですとかエンゲージメントということで「い

いね」を押していただく方を伸ばしていくとい

うところではなくて、トータルで長崎を推して

いただいて、興味、関心を持っていただくこと

で、結果的にはそちらの方につながっていくも

のと考えておりますけれども、個別の事業のフ

ォロワー数の増加については、事業をこちらで

想定しているというものではございません。

【宮本委員】わかりました。ありがとうござい

ます。公式のホームページはもとより、Xだった
り、そういったツールも広く拡充していただき

たいということを要望させていただきます。概

略は大体確認をさせていただきました。

それと同じく秘書・広報戦略部の中の、これ

も一つ教えてください。

先日ありました概要説明の中に、広報課の中

にちょっとあったんですが、ふれあい広報推進

事業費ということで、額的には多くありません

が、視覚・聴覚障害者に対する広報に要する経

費ということがあります。恐らくこれは毎年計

上されているんでしょうけれども、これについ

てもうちょっと具体的に教えていただければと

思います。

【松浦広報課長】こちらにつきましては、県で

様々な媒体を用いて情報を発信しております。

例えばテレビでありますとか、全世帯広報誌で

ありますとか、そういった媒体につきまして、

テレビにつきましては、手話を挿入したものを

インターネットで情報発信し、また、全世帯広

報誌につきましては、点字音訳版を作成するな

ど、そういった視覚、聴覚の障害をお持ちの方

に対する情報発信に要する経費を計上いたして

おります。

【宮本委員】ありがとうございます。非常に大

事な事業です。もっともっと拡充していただき

たいと考えております。視覚・難聴障害者に対

する広報に要する経費ということですが、先ほ
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ども点字とかありました、手話とかもありまし

た。一つ確認ですが、中途難聴者に対して手話

では、なかなかわかりづらい時に文字表示での

広報活動について、今、県では恐らくされてな

いんじゃないかと思いますが、文字表示による

広報活動について現状でどういったことがある

のか、そして、どういったことを今後考えてい

らっしゃるのか、よかったら教えてください。

【松浦広報課長】文字による広報でございます

けれども、現在放送しております県政テレビ番

組は文字放送を同時に放送させていただいてい

る状況でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。ここに

関するものではないかもしれませんが、知事会

見においても、以前から申し上げておりました

が、リアルタイムでの文字放送も必要ではない

かと思いますから、それがここに入るかどうか

は、私も確認できておりませんけれども、一昨

日ですか、地方の民放を見ておりましたら、デ

ータ放送で文字起こしを一時的に、試験的に行

っておりますとニュースで、リアルタイムであ

っていたので、いよいよ時代もそういった流れ

になってくるというふうに考えております。知

事会見においても、文字をつけ加えたリアルタ

イムでの放送も併せてご検討いただければと考

えております。

次に、危機管理部において質問をさせていた

だきます。

説明資料の3ページになります。これについ
てちょっとお尋ねをいたします。

まず、消防業務指導費の中で新規事業の救急

安心センター事業費、「♯7119」についてお尋
ねいたします。これまでの予算総括質疑、一般

質問でもありました。うちの会派の本多県議も

予算総括で質問しておりましたが、さらにお尋

ねをいたします。

やっとというか、いよいよ導入に向けて進ん

でいきますが、予算額2,600万円の内訳につい
て、まずは教えてください。

【松尾消防保安室長】 事業費2,600万円の内訳
でございますが、民間コールセンターへの委託

費として2,525万円、広報費用として75万円を
計上しております。

【宮本委員】 ありがとうございました。「♯

7119」、民間コールセンター方式と自治体コー
ルセンター方式があって、長崎はメリットを考

えて民間コールセンター方式を選んだというこ

とです。メリット、デメリットそれぞれあろう

かと思いますが、民間コールセンターの設置場

所はどこになるのか、今、検討されている状況

を教えてください。

【松尾消防保安室長】民間コールセンター方式

になりますので、運営業務を委託した民間コー

ルセンターの事業所が自ら設置した場所でコー

ルセンターを行うということになります。既に

ほかの地域では事業を受託している事業者があ

りますので、同一の場所でされると思います。

事業所は、首都圏であるとか関西圏に多く存在

しているような状況になっております。

【宮本委員】ありがとうございます。願わくば

自治体コールセンター方式の方が、土地勘とか、

方言とか、そういったものではベストではない

かというふうに考えておりましたが、今回、民

間コールセンター方式ということになります。

これについては十分な検討をしていただきた

いと考えておりますが、ちなみに、1日に対応可
能な電話件数とかは想定されていらっしゃいま

すか。

【松尾消防保安室長】人口規模ごとに他県の例

を参考にいたしまして、今、年間の想定件数と
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しては2万件と考えておりますので、1日当たり
に換算すると約55件になります。
【宮本委員】 ありがとうございます。1日、約
55件ということで確認いたしました。
ちなみに、ポンチ絵には電話相談窓口運営委

託ということで、医師、看護師、相談員による

救急電話相談と書いてあります。相談員、可能

ならば医学的な知識を持った方がベストだと思

いますが、相談員についてもうちょっと詳しく、

何名体制でしようとされているのか、どういっ

た知識を持った方々なのかについてもお尋ねを

いたします。

【松尾消防保安室長】 委託する際の仕様書に、

これから検討して書いていくような形になると

思うんですが、想定する相談件数を踏まえて、

常時2名以上の相談員、以上ですので3名になる
かもしれませんが、2名以上を今のところ考え
ております。

相談員につきましては、看護師さんを今考え

ておりまして、救急患者に対する応急措置の知

識であるとか、医療の知識、経験を有した方を

配置したいと考えております。配置した後につ

きましても、電話対応研修であるとか、業務プ

ロトコルの研修であるとか、様々な研修を重ね

てスキルを少しずつ上げていただきたいと思っ

ております。

【宮本委員】 ありがとうございます。2名以上
ということで確認いたしました。1人で電話対
応をしていて、かかってきた電話をキャッチで

きないということがなきように2名以上で確実
に対応をお願いしたいと考えております。

このコールセンターにつきましては、長崎県

内の消防とも連携をもちろん取る必要があろう

かと考えますが、その連携についてお聞かせい

ただければと思います。

【松尾消防保安室長】「♯7119」の導入につい
て、これまでも市町の消防本部、また、医療関

係といろいろ協議、検討会を重ねたり、ワーキ

ングをやったりしておりますので、事業実施後

につきましても消防の方とも連携しながら取り

組んでまいりたいと思っております。

【宮本委員】ありがとうございます。いよいよ

始まりますが、この「♯7119」は、質の高い、
使いやすいもの、そして県民の皆様方によりよ

くわかっていただくような広報活動も併せてし

ていただきたいですし、民間コールセンター方

式になりますから、任せっきりではなくて、定

期的に訪問もしていただいて、つぶさに状況を

確認していただきたいと考えておりますが、そ

の点については運営されてからになるかもしれ

ません。その点についてはいかがでしょうか。

【松尾消防保安室長】都道府県単位で実施して

いる19団体のうち、民間コールセンター委託が
14団体あります。平成30年以降、導入した団体
は、いずれも民間コールセンター委託というこ

とでなっております。

運営後に訪問していただきたいというお話な

んですが、今のところ、仕様書に定期的な報告

であるとか、問題が起こった時には迅速な報告

であるとか、そういうのをきちっと明記いたし

まして、常に情報が取れるような形を考えてお

ります。

【宮本委員】ありがとうございます。ちなみに、

先ほど言われておりました広報に約75万円と
いう予算計上だったかと思います。これはどの

ような形で今後県民の皆様方に広報されていく

のかも併せてお尋ねいたします。

【松尾消防保安室長】 広報の75万円につきま
しては、まずは県でポスターとかそういうのを

作成いたしまして、市町、消防であるとか、い
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ろんなところに配布いたしまして広報していた

だくということになっております。

県の広報媒体も使いますし、市町が持ってい

る広報媒体も使いまして、あとは病院であると

か、経済団体であるとか、いろんなところにお

願いしながら広報していきたいと思っておりま

す。

【宮本委員】 どうかよろしくお願いいたしま

す。

それと、同じページの3ページですが、原子力
災害対策整備事業費について最後にお尋ねいた

します。

これは毎年上がっているかと思いますが、玄

海原子力発電所における原子力災害に対処する

ための費用として約2億800万円が計上されて
います。前年度から3,600万円ほど増額になっ
ております。この約2億800万円の内訳と、約
3,600万円増の理由についてお尋ねをいたしま
す。

【飛永防災企画課長】原子力発電施設等緊急安

全対策交付金の内訳といたしましては、主に防

災用の資機材の各種備品購入費でございますと

か、国と各市町村、各県、オフサイトセンター、

そういったところを専用回線で結ぶための統合

原子力防災ネットワーク機器の整備費、あるい

は市町村の方で整備していただいております放

射線防護施設の維持管理費、それから毎年行っ

ております原子力防災訓練の費用などもこちら

に含まれております。

令和6年度におきましては、3,700万円程度の
増額が行われておりますが、こちらにつきまし

ては的山大島、それから度島にございます放射

線防護施設の気圧を上げるためのフィルターの

老朽化に伴いまして、これを交換するための費

用として約3,700万円の増額をいたしておりま

す。

【宮本委員】ありがとうございます。玄海原発

については、毎年、訓練も行われておりますし、

そういった資機材を強化していただきたいと思

います。離島においても非常に大事な取組をこ

ういった予算を使って再度していただくように

要望させていただきます。

以上です。

【湊委員】私も補足説明の中の「新しい長崎県

づくり」ビジョンPR推進事業費の中で、4つの
分野における予算が出ております。その中で交

流、マニアが集う長崎プロジェクトに約520万
円予算が計上されておりますけれども、改めて

このマニアの方々というのはどういった方々な

のか、まず教えてください。

【小川ながさきPR戦略課長】 今回計上されて
おりますビジョンの特別事業が4事業ございま
す。その中に交流ということでマニアが集う長

崎プロジェクトということで計上されておりま

す。この事業全体としましては、文化観光国際

部が主体となるかと思います。今回のこの事業

としましては、先行コンテンツとしましてアニ

メですとか小説、さらにはお酒を一つのコンテ

ンツとして、そういうマニアの方々に訴求する

ような事業を実施していくということでお聞き

しております。

【湊委員】 ありがとうございます。昨年の6月
に佐世保も「艦これ」とコラボして大きなイベ

ントがございました。そこですごいマニアの人

たちがいっぱいいらっしゃって、すごい盛り上

がっていたんです。やっぱりマニアの人たちの

パワーってすごいなと私は感じました。

そこで、今、「君が心をくれたから」を月9で
フジテレビがやっております。そこで長崎県の

すばらしいところがいっぱい映っていて、聖地
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巡礼に来ているカップルや若い子たちが今多い

と思います。

そこで、今、結構チャンスだと個人的には思

ってます。この予算が計上されるので文化観光

国際部と一緒にドラマの聖地を巡礼していただ

けるようなPRは考えておられるのかどうかを
お尋ねいたします。

【小川ながさきPR戦略課長】 今回、ここで計
上されています約520万円の予算につきまして
は、現状の予定として出版社の小説でございま

すので、出版社等との書店フェアをベースに予

算を組んでいるということでお聞きしておりま

す。

今回、ながさきPR戦略課ということで名前を
書かせていただいておりますが、それぞれの事

業の情報発信については、ながさきPR戦略課も
しっかりと関わりを持って検討していくという

ことですとか、各分野の情報発信を連携できる

ところがあれば、そこをコーディネートして一

体的に実施していこうというところで、ながさ

きPR戦略課の方に一括計上させていただいて
いるところでございます。

今、委員からご提案がありました部分につき

ましては、担当部局にお伝えして進めてまいり

たいと考えております。

【湊委員】ありがとうございます。文化観光国

際部としっかり話し合ってもらって、長崎県は

観光県ですので、そこは力を入れてPRしてほし
いと思っております。

あと、私も宮本委員と一緒で、SNSをしっか
りと活用してもらって長崎県をアピールしてい

ただきたいと思っておりますので、そこも要望

して、私の質問を終わります。

ありがとうございました。

【まきやま委員】私からは危機管理部関係の議

案ですけれども、防災ヘリコプター運航費につ

いてです。

防災航空隊の運営とありますけれども、その

内容について教えてください。

【飛永防災企画課長】防災ヘリコプターの運営

についてでございます。県に防災ヘリコプター

を1機整備いたしておりまして、こちらのヘリ
コプターに係りますところの運航自体を民間に

委託しておる経費がございます。

すみません。少し休憩をお願いします。

【石本分科会長】 休憩します。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午前１１時４３分 再開 ―

【石本分科会長】 委員会を再開いたします。

【飛永防災企画課長】防災ヘリコプターの運営

に係る経費といたしまして、大きくは先ほど申

しました運航に係る経費、それから車でいうと

ころの車検に当たります3,600時間点検費等が
大きなところとしてございます。

【今冨危機管理部長】防災航空隊の編成につい

てご説明をいたします。

防災航空隊につきましては、隊長1名、副隊長
3名、隊員3名、合計7名で編成しております。
主な活動といたしましては、救急活動、救助

活動、災害応急対策活動等の業務を行っており

ます。

【まきやま委員】 先ほどの説明で3,600時間の
点検業務、多分、エアバスさんに委託している

と思うんですけれども、3億6,000万円の防災ヘ
リ運航費には入らないんじゃないかと思うんで

すけれども、いかがですか。

【飛永防災企画課長】オリエンタルエアブリッ

ジに委託しております運航経費につきまして

は、防災ヘリの運航経費に入っております。
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【まきやま委員】 これについては、あと、議案

外でやることにして、前年度の予算が9億4,000
万円ほどで、今回の分が3億2,800万円とかなり
減っているんですけれども、この理由について

教えてください。

【飛永防災企画課長】 お答えいたします。

防災ヘリ経費の減額につきましては、昨年度、

実施いたしておりましたエンジンの交換に係る

経費が大きな金額としてございましたので、こ

の減額によるもの、あるいは修繕の方でメイン

ギアボックスの交換も昨年度行っております。

こうしたところの減額が大きく作用しているも

のでございます。

【まきやま委員】まず、防災ヘリについてお聞

きします。

その運用の用途と運用の頻度を教えてくださ

い。

【飛永防災企画課長】防災ヘリコプターにつき

ましては、主に救急、それから救助の用務に当

たっております。昨年度で申し上げますと、救

急といたしまして年間42件、それから救助につ
きましては年間14件を実施いたしております。
【まきやま委員】ありがとうございました。警

察のヘリと連携されているということですが、

警察とはどのようなの違いがあるんでしょう

か。

【飛永防災企画課長】県の防災ヘリにつきまし

ては、先ほど申しましたとおり、主に救急と救

助が主な任務でございます。一方で県警ヘリの

用務といたしましては、救助もするということ

で一部聞いておりますけれども、主に行ってい

らっしゃるのは、警ら、警備に当たるというふ

うに認識しております。

【まきやま委員】ありがとうございます。今回、

点検整備に3億6,000万円上がっていると思い

ますが、年間でメンテナンスに大体幾らぐらい

かかるものですか。

【石本分科会長】まきやま委員、議案外になり

ますので。

【まきやま委員】これ以降はまた議案外の時に

質問させてください。

以上で終わります。

【大場委員】 1点だけお伺いします。
県南振興局の建設工事についてです。総務部

の説明書の5ページになりますが、県南振興局
の建設工事及びその他関連の委託業務費という

ことで上がっております。

まず、その内訳をお願いいたします。

【森管財課企画監】令和７年度と８年度におけ

る庁舎の建築工事及び設備工事費と工事監督等

の業務委託料を計上しております。

【大場委員】そうしましたら、実施設計が終わ

りまして、来年度、令和6年度に工事着工予定
で、令和8年度に完成、移転予定ということの運
びのようですが、その建設に係る部分として工

事に係る発注形態は今どのようにお考えでしょ

うか。

【森管財課企画監】建築工事につきましては、

発注規模によりまして、恐らくWTOになるかと
思われますが、電気、空調、衛生工事につきま

しては、分離して分割発注を検討するなど、可

能な限り、地元発注に努めてまいりたいと考え

ております。

【大場委員】ぜひそのあたりのご配慮をお願い

したいと思います。金額的にWTOにかかるの
は、これはもう致し方ない部分でありますが、

その他の部分で地元業者への発注を心がけてい

ただければと思います。

あと、資料では、令和8年度完成、移転予定ま
でしかなかったんですが、具体的な開設時期は、
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今のところ、めどは立ってますでしょうか。

【森管財課企画監】 できる限り令和8年度中の
完成と移転を目指したいと考えておりますが、

昨今の社会情勢による建築資材の不足などの

様々な要因により、工期延長の可能性も考えら

れます。他の自治体の情報を聞きましても、2か
月ぐらい遅れているというお話も伺っていると

ころでございます。今後も引き続き令和8年度
完成を目指して適切に対応してまいります。

【大場委員】わかりました。何とか予定どおり

の工事完成を目指していただければと思いま

す。

それに併せて島原振興局の業務が整理される

こととなります。こちらは要望に替えたいので

すが、今回、県南振興局の建設に当たっては、

様々な自治体から、また、関係者の方々から意

見を伺って、島原振興局の業務自体が滞らない

ように、まず、地域の方に不利益が生じないよ

うにということでいろんな要望が出された上、

いろんな話、協議がなった上での県南振興局の

建設に行き着いておりますので、そういったと

ころはしっかりしていただきたいと思います。

建設に当たって島原振興局の業務の中身の方

も、農業に関すること、島原道路、その他半島

振興に関することの業務の一部がきちんと残る

ような形になっていくんだろうと思いますが、

そういったところが滞らないように、半島の声

は、島原振興局がなくなるというのは、島原半

島の方々にとって非常に大事なことでありまし

て、そういったところはしっかり認識の上、配

慮いただければと思いますので、よろしくお願

いいたします。

以上です。

【石本分科会長】午前中の審議はこれにてとど

めます。

午後は、1時半から再開いたします。

― 午前１１時５５分 休憩 ―

― 午後 １時３２分 再開 ―

【石本分科会長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

【小林委員】人事課長にお尋ねしたいと思いま

す。

一般管理職員給与費が約47億円になってま
すね。令和5年度の当初予算は幾らだったんで
すか。

【永峯人事課長】職員給与費につきまして、令

和5年度の当初予算は26億9,000万円ほど、約27
億円という数字でございます。

【小林委員】 そうすると、令和6年度の予算が
47億円、令和5年度が約27億円。そうすると、約
20億円の増加になっております。この20億円の
増加の原因は一体何なのか、まずその辺からお

尋ねしたいと思います。

【永峯人事課長】 職員給与費が約20億円の増
となっておりますが、このほとんどが退職手当

の増となっております。この要因といたしまし

ては、今年度から職員の定年年齢が1歳ずつ引
上がる、2年ごとに1歳ずつ引き上がる、定年引
上げという制度が始まっております。

この職員の退職手当につきましては、令和4
年度までは、30億円ほどの予算を毎年計上して
きた経過がございます。令和4年度につきまし
ては32億円という数字でございますが、そうい
った経過がある中で、今年度につきましては、

定年年齢が引き上がるということで、これまで

60歳で退職手当を受給していた職員が1年先に
送られるという形になっておりまして、令和5
年度の当初予算が約19億円の減額となってい
たところでございます。
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したがいまして、来年度、令和6年度につきま
しては、その分の退職手当が元に戻るという形

になっておりまして、令和4年度の予算額とほ
ぼ横ばいの数字となる見込みということでござ

います。

【小林委員】 令和5年度は定年が段階的に延長
になったと、1歳ずつ延長していくと。だから、
令和5年度には県庁の中では退職者が一人もい
なかったと、そこで退職金の約12億円を超える
ぐらいが浮いたと、こういう受け止め方でいい

んですか。

【永峯人事課長】退職者が全くいなかったとい

うことではございませんで、今年度につきまし

ても、従来どおり定年ではない形になりますけ

れども、60歳で退職をするということも選択肢
の一つとしてございますので、そういった形で

退職する職員というのもございます。その分の

人数は、本年度の当初予算におきましては33名
を見込んでおりました。そういった形で退職者

がないという状況ではないということです。

【小林委員】 そうしますと、これまで、要する

に60歳を超えた人が改めて働くと、こういうこ
とをなんというとかね。

【永峯人事課長】これまでは再任用制度という

形で、60歳を超えた形で。
【小林委員】 再任用制度がまかり通っておっ

て、これまではそういうことでやってきたと。

しかしながら、今回、段階的に定年制が延びて

いくと。そうしますと、今までの再任用の方と、

改めて段階的に延びていく人との違いは、一体

どういうところが違いなのか、お尋ねをします。

【永峯人事課長】制度の目的の部分で少しお答

えをいたしますと、再任用制度につきましては、

もともと年金の支給年齢が引き上がるといった

ような部分がございまして、いわゆる雇用と年

金の接続というようなところが一つ大きな視点

としてございました。

したがいまして、任用の形態といたしまして

も、1年更新で65歳まで希望者については仕事
ができるというものでございましたが、今回の

定年引上げにつきましては、昨今の高齢化の流

れ、あるいは生産年齢人口の減少、こういった

部分がございますので、人手を確保していく、

シニアの皆さんの知識、経験を生かすという意

味においては同じでございますけれども、その

部分がより明確化されたと申しましょうか、定

年の年齢が引き上がるということでございます

ので、その部分がよりはっきりした形で打ち出

されているというようなものでございます。

【小林委員】 60歳過ぎてもまだまだ元気で、こ
れまで培ってきたいろんな経験とか知見という

か、そういうものを県政のために使っていただ

くということは、県政のためにもいいことだと

思うんです。

ただ、再任用の方の、1年限りで更新していく
なら更新していくと。結局、再任用というのは、

退職してから年金をいただくまでの間の時間帯

というのが5年ぐらいあるから、その間を再任
用という形でやると、こういうようなやり方が

まかり通っておったと思うんです。

ところが、退職年齢が延びるということは、

また違うわけだけれども、この退職年齢が延び

て、今までの役職とか、あるいは給料とか、そ

れがそのままついて回るならいいんだけれど

も、そこは何割か減らされるとか、そういうこ

とについて延びたことによる身分はどういうふ

うになるんですか。

【永峯人事課長】まず、再任用の部分から申し

上げますと、再任用職員につきましては、60歳
の定年で一旦退職して、その時点で退職金も受
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給し、身分が一旦切れる状態になります。その

後に新たな雇用として再任用という形で雇用さ

れるというものでございます。再任用職員につ

きましても、退職時の職位から、今のところ、

私どもの運用の中では、2段階、2ランク職位を
落として任用するという形で実施しておりま

す。これは若手中堅職員の育成の場を確保する

という視点で、そういった運用をいたしており

ます。

この定年延長の職員でございますけれども、

こちらにつきましては定年が延びるということ

でございますので、60歳を超えても引き続き県
職員としての身分を有したまま県庁に残る。退

職手当につきましても、実際に退職するまでは

受給できない状況になっております。

どういうポストに就くかということでござい

ますけれども、課長級以上の職員につきまして

は、先ほど申し上げました若手中堅職員の後進

の育成といった視点で、これは役職定年制度と

いうような制度になってまいりまして、課長級

以上の職員につきましては、一律、課長補佐級

で残ることができるというような仕組みになっ

ております。課長補佐級以下の職員につきまし

ては、課長補佐の職員であれば、そのまま課長

補佐で残れますし、係長の職員であれば係長で

残ると。今の再任用制度の中では、そこは2段階
落としているんですけれども、課長補佐級以下

の職員についてはそのままの状況で残ることが

できるという状況でございます。

それから、報酬の水準につきましては、定年

延長職員につきましては、現役時代の約70％に
水準が下がる形で任用が続くという状況でござ

います。

【小林委員】要は、退職を延長される方と再任

用の方との違い、そこはきちんと整理してもら

わなくちゃいかんと思うんです。

再任用の方は、先ほども言ったように、65歳
で年金をいただきたいと。申し訳ない言い方だ

けど、それまでのつなぎの部分もひょっとした

らあるんじゃないかと。しかしながら、定年退

職の方は、民間から人手不足で県庁あたりで経

験を積んだ方は民間では非常に有望視する、ま

た、非常にお役に立つと、こういうことは私も

実際わかっておるわけだけれども、そういう中

でなお、いいところがなかったのか、あったの

か、よくわからんけれども、県庁に残ってもら

って、そのまま仕事を続けていただいて、今ま

での経験を明らかにしていこうとしておるわけ

です。そうすると、処遇面において、きちんと

してもらわないと、モチベーションというか、

やる気につながらないと思うことは、これはお

わかりいただくと思うんです。

この点については、これからどういうふうに

考えているのか。現状は100％もらうわけでは
ないんでしょう。やっぱり何割かカットして働

いていただくと。それを果たしてこのままでい

いのか、意欲、やる気が本当に出てきて、いわ

ゆる効果を狙っている目的から遠ざかるのかど

うなのか、ここら辺についてはどうですか。

【永峯人事課長】 先ほど申し上げましたとお

り、定年延長の職員につきましては、現役時代

の70％程度の報酬水準になるということでご
ざいますが、これは国も同様の取扱いでござい

ます。国がこういった措置を取った理由といた

しましては、現状での民間企業等における状況

を踏まえて、この水準が設定されたということ

で私どもは伺っているところでございます。

ただ、今ご指摘がございましたとおり、職員

のモチベーションの確保、あるいは今の60歳の
定年がそのまま65歳に延びるということで、そ
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こが単にスライドするということでいくと、下

がるというようなことがどうなのかというよう

な議論等もございます。

そうしたこともございまして、国におきまし

ても、今回の7割の水準といったところは、当分
の間の措置というような表現をいたしておりま

す。この制度が完成しますのが令和13年度でご
ざいまして、そこで65歳定年が完成するという
ことでございます。その制度が完成いたします

令和13年度までに国の方でも何らかの検討が
なされるものという認識で私どもはおります。

私どもといたしましても、そういった国の状

況も注視するとともに、職員が意欲を持って仕

事ができる環境づくりを進めていきたいと考え

ております。

【小林委員】もうこれ以上、言うことはないけ

れども、人事課長もよく意見が合うわけだけれ

ども、要は、先ほども言ったように、あえて民

間に下らず、残って県のために、県政のために

と、こういうことで引き続きやっていただくわ

けだから、それがやっぱり3割も少なくなると、
手に持つのが。そういうようなことになってく

ると、この3割少ないということは、相当大きい
と思うんです。だから、この辺をしっかり、検

討されているならば早く是正してもらって、5
年間の最後の2年間だけはとか、最後の1年間だ
けはとか、そういうのもあまり好ましくないと

いうような感じがするわけですよ。

ですから、そういう点から考えてみても、や

っぱりいち早く検討し、また、そういう経験の

ある人がそのまま残ってもらうということをや

ってもらうことをぜひお願いをしたい。

それから、もう一つ加えてお尋ねしたいこと

は、若い方を早く成長させなければいけないと。

そうすると、役職のあった方々がいつまでも残

っていると、こういうことが反対に県庁自体の

若い方々の意欲をそぐようなことにもなるのか

どうか、この辺はどう考えていますか。

【永峯人事課長】現状のこの制度の中におきま

しては、先ほども少し触れさせていただきまし

たが、課長級以上の職員については、役職定年

ということで職位をおりるというような仕組み

になっております。この背景といたしましては、

今、委員からご指摘がございましたとおり、若

手職員の意欲の確保、そういった部分が背景と

してございます。

これは、現状は60歳定年といったところが日
本の社会全体のスタンダードというようなとこ

ろもあっての措置ということで私としては認識

しているところでございます。先ほど申し上げ

ましたとおり、60歳定年が65歳定年という形に
スタンダードが移っていくというようなことが

社会全体として生じてくるようなことになれ

ば、またそのあたりの状況というのも少し変わ

ってくるのかなというふうに感じております。

現状におきましては、若手職員の育成といっ

たものを含めて、そういった役職定年制が設け

られているものと認識しております。

【小林委員】ちょっとくどいようだけど、よく

聞いてなかったから、役職定年制というのは、

どっちかというと、こちら側から促すというよ

うなことでやっていくのか。

【永峯人事課長】申し訳ありません。少し表現

がわかりにくかったかと思います。役職定年制

と申しますのは、退職をするということではご

ざいませんで、役職をおりるということでござ

います。なので、課長でいた職員が60歳を超え
ますと課長補佐としてそのまま県庁職員として

残るという制度でございます。

【小林委員】わかりました。以上で終わりたい
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と思いますが、今後とも長崎県政の、県庁内の

活力に効果あらしめるように、ぜひともこうい

ういろんな配置を、異動もあるわけですか、そ

こはどうですか。

【永峯人事課長】いまの通常の職員と同様に人

事異動もございます。

【小林委員】先ほどから長崎ビジョンの広報の

総合戦略、こういう話がずっと続いております。

とても大事な話でございます。

そこで、令和6年度当初で長崎ビジョンの予
算が新規を含めて全体的に幾らぐらいの予算が

出てますか、お尋ねをします。

【苑田財政課長】全体の予算の中で、いわゆる

政策的な事業というものがございます。それが

全体の事業費で大体22億円、一般財源で11億円
ほどございます。その中でお話にございました

ビジョンの実現に向けた特別事業につきまして

事業費ベースで1億7,700万円、一般財源ベース
で1億4,300万円といったような事業が組み込
まれております。

それと、ビジョン関連で申しますと、それを

下支えする事業として3,000万円程度が含まれ
ているといった状況でございます。

【小林委員】 そうすると、なかなかね、本当に

このビジョンというものが、大変失礼だけれど

も、どういう位置づけであるのかと、この辺の

ところがずっと企画部の方でもいろいろ議論を

しましたけれども、いまひとつ、私はよくわか

らないわけです。決して嫌がらせで、わかると

ころをわからんと言っているようなことでは決

してないんです。大瀬良さん、そういうふうに

受け止めてくださいよ。あなたを好きだから、

こういうことを言っているんじゃないと、嫌い

だからとか、そんなことじゃないんだから、そ

んな次元の低い話じゃないんです。やっぱり

我々は議論するために委員会があるわけで、し

かも、県民の本当に熱心な税金で、これだけの

ことをやっているから、当然これをうのみにし

て、わからんのをわかったままみたいな形です

るのはいかがなものかと。だから、そこだけは

よく考えておかなければいけません。

そのいわゆるビジョンの位置づけをどういう

ふうに考えればいいのか。例えば、総合計画は

当然のことながら、やっぱり議決してるんだよ。

この長崎ビジョンとかいうのは、これは県議会

で議決をしましたか、どうですか。大瀬良部長

にお尋ねいたします。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】ビジョンにつき

ましては、議決ということにはなっていません。

【小林委員】そうするとその辺がちょっとわか

らんというんだよ、私が。これは誰から聞いた

話でもないわけだけれども、この総合計画なん

かは、当然皆さん方も、県庁の役人の方々は、

みんな頭がいい人ばっかりだから、総合計画は

5年に1回、議決をしながら、また近いうちに切
り替えがやってくると思うんだけれども、そう

するとビジョン、ビジョンと言っているけれど

も、ここの位置づけは一体どうなるんですか。

これは誰か答えることができますか、大瀬良部

長、どうですか。

【中尾総務部長】私の方からお答えさせていた

だきます。

【小林委員】 待て、これは当てとらん。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】私の方でお答え

させていただきますが、私の認識といたしまし

て、まず、総合計画と申しますのは、県政の指

針や考え方を示すものであるということで、概

ね県の全体的な部分につきまして網羅している

県政運営の基本的な計画であるという位置づけ

と認識しております。
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その上で今回のビジョンにつきましては、計

画という位置づけではなくて、選ばれる長崎県

ということに向けまして今後の概ね10年後の
ありたい姿といったところで、その実現に向け

た施策をお示ししているものというふうに認識

しております。

【小林委員】お示ししているものと、何を示し

ているのか。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】先ほど若干触れ

たところでもありますけれども、まずは10年
後、長崎県というものをどういうふうにありた

い姿としていくかというところでビジョンをお

示ししている。その中で特に10年後により重点
的にこうあってほしいというところを示してい

るものだと認識しております。具体的に言いま

すと、今回でいきますと4つの分野ということ
で、「こども」、「交流」等につきまして県と

してお示しさせていただいているというふうに

認識しております。

【小林委員】言葉としてはわかるんですよ。し

かし、これだけの予算を今回のスタートから確

保しながら、10年後のあり方論を語っていくわ
けですよ。そうすると、これは申し訳ないが、

政策ではなくて、何というか、気持ちというか、

こうあってほしいという希望というか、そうい

うような状況の中で県民の皆様方、一緒に長崎

県に生まれて、これから幸せな長崎県の生活を

確保し、将来さわやかに生きていくことができ

るように、もっと長崎県をこうしなくちゃいか

んと、こういうような形で、いわゆる元気づけ

をして希望を持てるようなものにするというこ

とで、政策じゃなくて、実はこれは委員の皆様

方はご存じなんだけれども、総合計画とこのビ

ジョンの違いは何かということを尋ねてみまし

たら、こんな言葉が出てきたんです。「ビジョ

ンについては、計画という位置づけではなく、

今後を見据えて重点的な分野について様々な立

場の皆様と思いを一つにして取組を進めていく

ための旗印としてありたい姿の施策の大きな方

向性を示しているものである」と。こういうふ

うに実は書いてこられて、これを委員会の中で

明らかにされております。現総合計画の方向性

に沿って進むものについては、さらに力強く推

進し、総合計画に反映すべきものについては、

総合計画に盛り込んでいきますと、こんなこと

を実は担当の企画部長が明らかにされているん

です。

だから、総合計画とこのビジョンの違いは何

ですかと。というのは、これから県民の皆様方

に広報していかなくちゃいかん、こういうこと

を、今、小川さんが担当課長としてその責任を

果たしていこうとされているんです。

仮の話ですが、もし間違ったイメージを、違

ったことを県民の皆様方にいろいろ広報して、

いや、あれは違いましたと、こんなことなんか

も取消しはできないわけだから、どこまで議論

をしながら戦略的にやろうとしているのか、こ

の辺のところについてはいかがですか。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】 総合計画、それ

とビジョンの関係につきまして、まずは1点、先
ほど小林委員からお示しされましたとおり、

我々、企画部が中心になってビジョンを全庁的

に旗振り役としてつくってこられた中での総合

計画とビジョンの関係と申しますのは、先ほど

委員がおっしゃられたとおりだと認識しており

ます。その上で、委員からご指摘がありました、

まさしく間違った方向でお示ししてはいけない

と、そういうふうに理解をしております。

その上で、我々、秘書・広報戦略部が中心に

なりながらも、全庁的にPRしていくところでご
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ざいます。これにつきましては様々なご意見等

もいただきながら現計画をしっかりとお伝えし

ていくということで、今後のビジョンの変更、

内容の拡充等を含めまして、そういったご意見

も伺いながら、我々としましてしっかりと伝え

てまいりたいというふうに考えております。

【小林委員】 大瀬良部長ね、あなたが長い間、

課長をしておった新行政推進室、諫早の県央振

興局、島原振興局と一体となって約80億円ぐら
いのお金をかけて間もなく完成する工事の高い

槌音が聞こえてくると思うよ。あなたの時にや

ったんだ。だから、あなたは頭はいいわけよね、

長崎大学経済学部だけれども。でも、自分が今

言っているビジョンと総合計画の違い。しかも、

旗印と言っているんだよね、担当企画部長は。

旗印というのは一体何ですか。政策じゃないの

かと、こう言っているわけだよ。そこはどう違

いますかということを言っているわけだよ。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】いわゆる政策そ

のもの、皆さんがこれに向かっていくものだと

いうことが旗印だと認識しております。ただし、

旗印と言った時に政策というものがぶら下がっ

てのものだというふうに考えておりますので、

そういった中で政策の具体のところは総合計画

等に折り込んでいくというふうに認識しており

ます。

【小林委員】そこのところはよくわかるように

なったんですよ。これからビジョンをやります

と。そして、それぞれ子育てなら子育て、そう

いうところの少子化対策については、今の知事

が相当熱を入れていらっしゃるから、そういう

中で今の子育てに足らざるところがあり、今回

のビジョンの中で、それを上回るような政策が

出てきたら、あるいは考え方が出てきたら、総

合計画の中に盛り込んで一緒になって実現をし

ていくと。

こういうふうな考え方は非常にいいんじゃな

いかと私は思っておりますが、ただ、今言って

いるように、これは政策じゃないわけです。さ

っきも政策じゃないと言ったろう、政策ですか。

今言っているように旗印と。旗印とはどういう

ことをいうのか、考えてみませんか。旗印とい

うのはどういうことですか、部長どうですか、

あなた、頭いいんだから。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】先ほど若干触れ

たところでございますが、旗印、一般的にも、

これを目指していくものだという意味におきま

して旗印ということになるかと思います。

そういった中におきまして、先ほども少し触

れましたけれども、単なるキャッチフレーズと

いうことではなく、こういう姿を目指していく

ということでございますので、施策そのものと

いうふうには言い難いところはございますが、

施策はやっぱりつながっていくということで、

今回、ビジョンの関連事業についても施策とし

て一部できている。ただし、総合計画は県全体

の計画ということで議決いただいて進めさせて

いただいているところでございますので、さら

にその中に事業推進等は織り込んでいくものも

出てくるかというふうに認識しております。

【小林委員】これは先ほども言ったように、こ

れから広報戦略をやっていく上において、ここ

にも書いてあるけれども、戦略的・統一的なPR
を図ると、こう言っているわけでしょう。この

情報発信の戦略的・統一的と、これはどういう

意味ですか、課長。

【小川ながさきPR戦略課長】 お答えいたしま
す。

ここで表現させていただいています戦略的か

つ統一的というキーワードです。
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まず、戦略的と申しますのは、どういう方に、

どういうふうな形でしっかりとお届すればよい

かというターゲットを明確にした上でお届けを

するというところで戦略的という言葉を使わせ

ていただいております。

また、統一的ということにつきましては、こ

のビジョンにおきましても、いわゆるビジョン

の実現という共通の視点を持ちまして、それぞ

れの分野ごと、各部局で取り組んでいく事業が

ございますので、そこをしっかりと統一感を持

ちながら情報発信を、わかりやすくお伝えして

いくということで、この言葉を使わせていただ

いているという状況でございます。

【小林委員】課長ね、そういう言い方はわから

んでもないわけだよ。だけれども、結局、戦略

的ということは、いかにして一番効果を上げる

かと、こういうことじゃないのか。それを言わ

んとね、素人だよ、君、どこから来たとか。そ

ういう広報戦略を大瀬良部長の下でやろうとし

ているあなただよ。それがやっぱり戦略的、統

一的というのは、どういう意味で言っているん

ですかと。一番効果の上がるやり方をやってい

くんですよぐらいなことをびしっと言わんとど

うするか。

そこで、あなたにも尋ねるけれども、あなた

はビジョンはよくわかっているのか。何をもっ

てビジョンというのか、小川君。あなた、広報

戦略をやってるんだよ。大瀬良部長もそうだけ

れども、秘書課の皆さん方もそうだけれども、

一番よくわかりやすい表現で、いかにして県民

の皆様方に相づちを打っていただけるように、

さすがビジョンだと、こう言っていただけるよ

うにどうやっていくかと。大瀬良部長、こうい

うところが意見交換とか、あなたたちの落とし

どころがまだ足りないんじゃないかと思うけ

ど、率直に認めるか、どうか。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】ビジョンに限ら

ず、この1年間の中におきまして、我々、そこを
戦略としてやってまいりましたけれども、まだ

まだ十分ではないというふうに認識しておりま

す。今、小林委員からご指摘がありましたよう

に、わかりやすい言葉を使うとかということは

本当に基本的なところでございますが、まだま

だ我々としてもしっかり取り組んでいかないと

いけないというふうに認識しております。

【小林委員】このビジョンというのが、よくわ

かったみたいに言う人がおるけれども、本当に

どこをおわかりなのかと。まず第一に総合計画

が基本的にあるわけでしょう。それと違ったビ

ジョン、ここのなんか路線が2つできてしまっ
たかのような、そういうものではないわけで、

そうであってはいけないわけだよ。やっぱりき

ちんとした役割分担でこのビジョンをやる以上

は、総合計画と、このビジョンの違いの関連性

は、県民の皆様方や我々にもわかるようにお話

をしていただかなければいけないと思うんで

す。なんかね、中途半端な、言葉だけが踊って

いるような、そんなような形でやっていくのは

いかがなものかと。

ただ、知事のお声がかりでもあるので、各部

の皆様方は、やっぱりこのビジョン実現のため

にということで新たな政策、対策を取ろうとし

てるんですよ。それが今回の予算の中に出てき

ているわけですよ。それで果たしていいのかと。

しかも、これは議決もしてないんです。県議会

で我々は議決もしてないんです。これはしっか

りとして、議決もしてないものをこういうふう

に審議しているような、こういうところで予算

がついてと、こういうところについても、もう

少し説明があってしかるべきで、そういうとこ
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ろの喧々諤々の議論をしながら、長崎県をどう

やるかというようなところは、やっぱり知事を

交えて、どんどん質問をし、知事の見解とか、

また、多くの皆さん方のご意見を聞きながら一

緒にやっていくことによってビジョンの中身が

だんだん、だんだん出てくるような状況になっ

てくるのではないかと。

だから、小川君の方も、ビジョンがよくわか

らん状況の中で、そういう一番効果を上げるよ

うなことにやっていこうとか、それもちょっと

ね、県議会議員もおとなしい人が多いから、あ

んまりおっしゃらないけれども、私は、少なく

とも25年の表彰を受けて、今日こうしておる以
上、やっぱり本当の言葉は言っておかなければ

いけないと。果たして、これからこの事業を、

ビジョンをやる上において、本当に予算が県庁

で足りるのかと、あるのかと、こういうような

ことについても、あなたたちは予算のことを考

えたことがあるのか。中期財政見通しなんか見

たことがあるのか、幾らぐらいどうなっている

かと。こういうようなことは釈迦に説法で、あ

なたたちの方がしっかり受け止めながらやって

いかなければいかんとこだろう。

そこで、今から財政のところを財政課長にも

きちっとお尋ねし、また、総務部長にも答弁を

していただきながら、ちょっとよく知っていた

だきたいと、こう思いますので、念のためにひ

とつお願いしたいと思います。

そこで、財政課長、こういう令和6年度の予算
編成をされました。ビジョンという話も入って

きたし、また、別に、今言わなかったけれども、

知事はマニュフェストもあるわけです。そうい

うようなことを政策に落として、約束したこと

を、例えば副知事をつれてきたとか、子どもの

医療費を高校生までやったとか、ある程度のこ

とを大分実現されてますよ。しかし、知っての

とおり、シーリングを40％やって事業を割愛さ
せて、それだけの予算をつくったというような

ことになってくると、それは予算はできるでし

ょう。しかし、果たしてそれでいいかというこ

とになってくるわけですね。

今回は40％なんていうことは聞いたことも
ないわけだけれども、全体的に政策的な経費は

5％だったと、このようなことだけれども、どう
いうような状況で予算を編成し、それだけの政

策的な経費を10億円ぐらいつくったのか、まず
その辺からお尋ねをいたします。

【苑田財政課長】 令和6年度の当初予算の編成
に当たりましては、委員からもお話がございま

したように、いわゆる全庁一律のシーリングに

つきましては、政策的経費で5％、固定的な経費
で3％などといった最小限にとどめるととも
に、部局の主体的な事業の見直しによる捻出と

併せまして、全体で財源といたしまして約10億
円を確保することといたしたところでございま

す。

【小林委員】そういう政策的な経費、固定経費、

5％、3％、そして事業の見直し、トータル10億
円をつくりましたよと、そして編成しましたよ

と、ここのところはよくやっていただいたと思

います。

それで、一番申し上げたいことは、私は今こ

こに中期財政見通しを持ってきているんだけれ

ども、これを見て愕然とするわけだな。中期財

政見通しを見てみると、今日一番言いたいこと

は、これから社会保障関係費がうなぎ登りに増

えていくんだよ。それから、公債費の借金払い、

これがますます増えていく。令和5年度から令
和10年度までの約5年間でどうなっていくかと
いうと、ここにもはっきり書いてあるから。
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結局は、社会保障関係費でこの5年間で大体
65億円増えますよと。公債費の借金払いで43億
円増えますよと。トータルしてわずか5年間で
100億円の歳出、支払いが増えていくんですね。
こういうような状態を、どこまで県庁の幹部の

方々がご存じなのか。やっぱりこういうものと

よくにらめっこしていただかなければ事業なん

か簡単にできないと思います。

この状況でやっていけば、結局、どうするの

かといえば、財源調整のための基金を崩してい

かざるを得ないと、こういうことになっていく

んじゃないかと、そうでしょう。そこはどうで

すか、この100億円ぐらいの5年間の支払いが増
える、歳出が増える、ここを補うためには歳入

で補うことがどこまでできるか。そういう点か

らいけば、ここの中にきれいに載っているから、

あなた方がつくったものがきれいに載っている

じゃないですか。これはもう毎年、毎年、お金

を払っていかんばいかん。どうですか。

【苑田財政課長】まず、中期財政見通しでござ

いますけれども、毎年、夏頃に公表しておりま

すけれども、県庁内で幹部職員を含めて、今後

のそうした財政運営の状況といったところを共

有しながら進めさせていただいているところで

ございます。

お話にございましたように、今後の5年間、令
和10年度までの見通しを立てておりまして、社
会保障関係費や、公債費で100億円近い伸びが
見込まれているところでございます。全体とし

て地方財政対策といった国の対応なども考慮し

ていく必要がございますけれども、やはり委員

からもお話がございましたように、財源不足と

いうのが、収支改善に努めながらも、今後、中

期財政見通し上では見込まれると考えておりま

して、令和7年度から10年度までの間におきま

しては、概ね10億円から20億円程度の財源不足
が生じる予定としておりまして、お話のござい

ました財源調整のための基金を取り崩しての対

応が想定される状況でございます。

【小林委員】 令和5年度は頑張っていただい
て、基金を崩さないで財政運営をやっていただ

いたわけですよ。しかし、現実に中期財政見通

しは、今、財政課長もおっしゃったように、こ

れからが大変なんですよ。今のままだったら年

に20億円ぐらい、100億円ということは5年で考
えれば、割ってみれば毎年20億円。そして、こ
こに書いてあるように、令和10年度には282億
円しか財政調整基金がないと。また、もし地震

とかなんかが今回のようなことになってくれ

ば、これは大変なことになる。だから、財政は

とても厳しい状況にありますと。

そういうことからしていけば、これからの新

規事業とか、新しいビジョンとか、そういうと

ころについては、正直な話、旗振りの、いわゆ

る旗印というようなことのスローガン的なもの

なら話としてわかるけれども、これを事業化し

て、しかも、我々、県議会で決議もしてないも

のを事業化して、そしてずっとこれにつぎ込ん

でいくと。

この282億円というのは、あくまでもビジョ
ンとかマニュフェストは入ってないわけです

よ。これがまた入っていけば、282億円ぐらいで
済まないようになるわけです。だから、ここの

ところをようく大瀬良さんのところと話をし、

全体のところと話してやっていかないと、今回

の当初予算の議案は一体何だったのかと、我々、

総務委員会で何の議論をしたのかと、こういう

ふうに言われて、大体このビジョンがどこまで

わかっているのかと。わかってないで、わかっ

たようなふりをして、いろいろ県民の皆様方に
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ご迷惑をかけるというようなことは、いかんと

もしがたい。やっぱりここのところの整理を、

大瀬良さん、よくやっていただかないと、3選し
た県議会議員の方も、ちょっと申し訳ない言い

方だけども、県民の皆様方に対して申し訳ない

というような立場になってしまうと、こういう

ことをやらせては絶対いけない。あなたも長崎

県をつぶそうと思ってないんだから、大石知事

とともに長崎県を広めていこうとされているわ

けだから、こういう議案を見て、私は、もう少

し、よくよく整理をしてしっかり議論をもっと

重ねて、よくよくわかるような、そういうやり

方でやっていただきたい。

以上で終わります。

【石本分科会長】 ほかに質疑はありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了します。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第9号議案、第12
号議案、第59号議案のうち関係部分、第65号議
案及び第68号議案については、原案のとおり、
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【石本委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

総務部長より総括説明を求めます。

【中尾総務部長】総務部関係の議案についてご

説明いたします。

総務部の「総務委員会関係議案説明資料」を

お開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第16号議案「職員の給与に関する条例等の一部
を改正する条例」のうち関係部分、第18号議案
「長崎県行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例」、第21号議案「長
崎県証紙条例の廃止及び長崎県税条例の一部を

改正する条例」のうち関係部分、第40号議案「権
利の放棄について」、第41号議案「包括外部監
査契約の締結について」であります。

はじめに、条例議案についてご説明いたしま

す。

第16号議案「職員の給与に関する条例等の一
部を改正する条例」のうち関係部分でございま

す。

この条例は、地方自治法の改正により、新た

に在宅勤務等手当の支給が可能となったことを

踏まえ、国家公務員の取扱いに準じ、令和6年度
から在宅勤務等手当を新設するとともに、在宅

勤務等に伴い勤務回数が一定減少する職員につ

いて、通勤手当の調整を行うなど、所要の改正

をしようとするものであります。

なお、この議案につきましては、後ほど人事

課長から補足説明をさせていただきたいと存じ

ます。

第18号議案「長崎県行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の
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提供に関する条例の一部を改正する条例」でご

ざいます。

この条例は、行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律の施行に伴い、情報連携を

行うため、法改正前の別表第二に定める必要が

あったマンナンバー利用事務等について、法改

正後は主務省令に定めることで情報連携が可能

となり、当該別表第二が削除されるため、条例

においても所要の改正をしようとするものであ

ります。

第21号議案「長崎県証紙条例の廃止及び長崎
県税条例の一部を改正する条例」のうち関係部

分でございます。

この条例は、長崎県証紙条例が廃止されるこ

とに伴い、同条例の規定を準用している本県税

条例につき所要の改正をしようとするものであ

ります。

次に、事件議案についてご説明いたします。

第40号議案「権利の放棄について」でござい
ます。

この議案は、生活保護法第78条に基づく費用
徴収金に係る債権について、債務者が死亡し、

相続放棄により相続人もなく、充当可能な財産

もないことから、債権の回収が不能であるため、

権利を放棄しようとするものであります。

第41号議案「包括外部監査契約の締結につい
て」でございます。

この議案は、地方自治法第252条の36第1項の
規定に基づき、包括外部監査契約を締結しよう

とするものであります。

次に、議案外の報告事項についてご説明いた

します。

権利の放棄についてでありますが、これは1
件50万円以下である長崎県母子及び父子並び

に寡婦福祉資金貸付金1件及び生活保護法第78
条費用徴収金1件の権利の放棄について、地方
自治法第180条の規定に基づく簡易な事項とし
て専決処分させていただいたものであります。

次に、議案外の所管事項についてご説明いた

します。

今回、ご報告いたしますのは、県南振興局庁

舎の整備について、令和6年度の組織改正につ
いて、令和6年能登半島地震に対する支援につ
いて、綱紀の保持でございます。

まず、県南振興局庁舎の整備についてであり

ますが、県南振興局庁舎の整備につきましては、

1月に実施設計を完了したところであり、現在、
営繕課において来年度の工事着手に向けて発注

手続ための諸準備を進めております。

今後も引き続き、令和8年度の完成・移転を目
指して取り組んでいきます。

次に、「総務委員会関係議案説明資料（追加

1）」をお開きください。
令和6年度の組織改正についてであります

が、令和6年4月1日付で組織改正を行うことと
しておりますので、その概要についてご説明い

たします。

企画部につきましては、九州・長崎IR区域整
備計画の審査結果を受けた国との調整や情報開

示等に関する対応など、引き続き必要な業務に

対応するため、IR推進課をIR室に改組すること
としております。

文化観光国際部につきましては、令和7年度
に本県で開催される第40回国民文化祭、第25回
全国障害者芸術・文化祭の準備態勢を強化する

ため、「ながさきピース文化祭課」を新設する

ほか、行幸啓等の対応強化を図ることとしてお

ります。

福祉保健部につきましては、新型コロナウイ
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ルス感染症への対応を踏まえ改正された関係各

法に基づき、今後の新興・再興感染症や災害等

による健康危機に備え、平時から人材育成及び

関係機関との連携の強化を図る等、計画的な体

制整備を推進するため、「地域保健推進課」を

新設することとしております。

産業労働部につきましては、新産業創造課を

「新産業推進課」と「新エネルギー推進室」に

再編することとしております。このうち、「新

産業推進課」については、県内企業のDXへの取
組支援やスタートアップ企業の創出等を推進

し、「新エネルギー推進室」については、五島

市沖、西海市江島沖などにおける洋上風力発電

の着実な推進とその他の再生可能エネルギーの

導入促進に取り組んでいくこととしておりま

す。

今後とも、新たな組織体制の下、より効率的、

効果的な県政運営の実現に努めてまいります。

恐れ入ります。もとの「総務委員会関係議案

説明資料」にお戻りいただき、4ページをお開き
ください。

次に、令和6年能登半島地震に対する支援に
ついてでありますが、能登半島地震で被災され

た住民や自治体等を支援するため、本県では、

1月5日に「令和6年能登半島地震長崎県緊急支
援室」を設置し、これまで県民の皆様や市町の

ご理解、ご協力の下、職員の派遣による人的支

援、物資の提供や本県への避難者に対する支援

等を行ってまいりました。

被災地への人的支援としては、輪島市や珠洲

市、志賀町等において、避難所の運営や被災者

の健康管理、住家被害等の調査、応急仮設住宅

建設の支援などの業務を行うため、県内市町と

も連携しながら職員の派遣を行っております。

発生から約2か月が経過した現在も、多くの

住民の方が避難生活を余儀なくされている状況

にあり、引き続き、復旧・復興に向けて全国が

一体となった息の長い支援が必要となっており

ます。

今後も被災地の要望を十分に踏まえながら、

積極的に支援していくこととしております。

最後に、綱紀の保持でありますが、令和5年6
月に長崎市松山町の爆心地公園に供えられた千

羽鶴を燃やしたとして、器物損壊の現行犯で逮

捕された職員に対して、令和5年12月25日付で
停職1月の懲戒処分を行いました。
また、令和5年4月から8月の間、部下職員を無
視する等のパワーハラスメント行為を行った職

員に対して、同じく12月25日付で減給10分の1・
3月の懲戒処分等を行いました。
ここで恐れ入ります。「総務委員会関係議案

説明資料（追加1）」の3ページをお開きくださ
い。

さらに、令和5年8月と令和6年1月の2度にわ
たり、公共の場において、女性に対し卑猥な発

言を行ったとして、県迷惑行為等防止条例違反

の容疑で警察の取り調べを受けた職員に対しま

して、令和6年2月16日付で停職4月の懲戒処分
等を行いました。

職員の服務規律の確保については、これまで

も再三にわたり周知徹底を図っている中で、職

員がこのような不祥事を起こしたことは、誠に

遺憾であり、県議会をはじめ、県民の皆様に対

して深くお詫び申し上げます。

今後、県民の皆様の信頼を回復するため、職

員一人ひとりが、法令の遵守はもとより、全体

の奉仕者として高い倫理観を持って行動するよ

う、綱紀の保持の徹底に全力を尽くしてまいり

ます。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ
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ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

いたします。

【石本委員長】次に、危機管理部長より総括説

明を求めます。

【今冨危機管理部長】危機管理部関係の議案に

ついてご説明いたします。

お手元に配付しております危機管理部の総務

委員会関係議案説明資料」の2ページをご覧く
ださい。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第19号議案「長崎県危険物等に係る事務手数料
条例の一部を改正する条例」であります。

この条例は、地方公共団体の手数料の標準に

関する政令の一部を改正する政令の交付等に伴

い、所要の改正をしようとするものであります。

後ほど、消防保安室長から詳細について補足説

明いたします。

次に、議案外の所管事項についてご説明いた

します。

今回、ご報告いたしますのは、令和6年能登半
島地震について、令和5年度長崎県国民保護訓
練について、原子力防災訓練の実施について、

令和5年度長崎県防災会議第2回の開催につい
てでございます。

説明資料の2ページ及び追加2を併せてご覧
ください。

去る1月1日、石川県能登地方を震源地とする
マグニチュード7.6、最大震度7を記録する大規
模な地震があり、石川県を中心に240名以上の
方々がお亡くなりになり、今なお、1万人を超え
る被災者の方々が、避難生活を余儀なくされる

など、極めて深刻な事態が続いております。

本県においては、幸いにも被害は生じません

でしたが、いつ、どこで、同様の大規模な地震

が発生するかわからない状況であることを改め

て認識したところであります。

今回の地震では、半島において道路が寸断さ

れた場合の救助や支援など、様々な課題が生じ

ております。離島や半島が多い本県においては、

そうした課題にしっかりと対応していく必要が

あることから、庁内に検討会議を設置し、各部

局が情報共有しながら、それぞれの課題を検証

し、今後の対策等に反映させるとともに、県内

市町とも協議会を設置し、情報共有しながら、

それぞれの対策等に反映できるように取り組ん

でまいります。

説明資料の3ページをご覧ください。
令和5年度長崎県国民保護訓練についてです

が、去る2月11日、本年度2回目となる長崎県国
民保護訓練を諫早市において、国と共同で実施

いたしました。

今回の訓練では、武力攻撃予測事態を想定し

た諫早市外への住民避難訓練を、図上訓練とし

て実施したところであります。

今後、訓練で得られた課題を検証した上で、

当該実施要領に反映するとともに、関係機関と

の連携を図りながら、引き続き国民保護計画に

基づく体制の充実・強化に取り組んでまいりま

す。

次に、恐れ入りますが、追加1の2ページをご
覧ください。

原子力防災訓練の実施についてですが、去る

2月17日、令和5年度原子力防災訓練を、関係4
市と共同で実施いたしました。

今回の訓練では、これまでの訓練に加え、昨

年度設置された佐賀県道筒井万賀里川線の電光

掲示板の運用訓練を佐賀県と共同で実施したほ

か、UPZ圏内の屋内退避訓練について、参加可
能な方は全員参加していただくよう拡大して実

施いたしました。
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今後、今回の訓練を十分に検証し、その結果

を対策に反映させるとともに、住民の方々のご

理解とご協力を賜りながら、引き続き、市町や

関係機関と一体となって、原子力防災対策に取

り組んでまいります。

次に、令和5年度長崎県防災会議（第2回）の
開催についてですが、去る2月19日、令和5年度
長崎県防災会議を開催し、長崎県地域防災計画

の修正についてご審議いただき、国の防災基本

計画や長崎県水防計画の見直しに伴う修正など

を行いました。

また、能登半島地震での課題等を踏まえた防

災対策の見直しについて、県としての今後の取

組を報告するとともに、委員の方々に対し、関

係部分に係る対策等を検討していただくように

お願いしたところであります。

なお、今回の会議は、今年度2回目の開催とな
りましたが、これは、国の防災基本計画をより

速やかに県の地域防災計画に反映させるため

に、来年度の6月に開催予定であったものを前
倒しして実施したものであり、来年度以降は、

毎年、10月頃に開催したいと考えております。
今後とも、地域の安全・安心確保のため、各

関係機関と連携を密にしながら、地域防災計画

の推進に取り組んでまいります。

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願いいたします。

【石本委員長】 次に、秘書・広報戦略部長より

所管事項の説明を求めます。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】 秘書・広報戦略

部関係の議案外の所管事項についてご説明いた

します。

秘書・広報戦略部の「総務委員会関係説明資

料」をお開きください。

戦略的な情報発信及びブランディングの推進

について。

去る2月15日、本県における戦略的な情報発
信及びブランディングの推進を加速化するた

め、「戦略PRの推進と組織のあり方」をテーマ
に研修会を開催いたしました。

効果的な情報発信はもとより、部局間連携や

地域との連携・協働など、情報発信やブランデ

ィングの取組を展開するに当たっての職員の意

識改革や組織づくりなどについて、本県におい

ても大変参考となる事例や手法などをご紹介い

ただきました。

今後とも、民間の知見等も積極的に活用しな

がら、選ばれる「新しい長崎県」の実現に向け

た戦略的な情報発信やブランディングなどの取

組を推進してまいります。

以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。

【石本委員】 次に、補足説明を求めます。

【永峯人事課長】それでは、私の方から、第16
号議案「職員の給与に関する条例等の一部を改

正する条例」につきまして、補足してご説明申

し上げます。

資料につきましては、「第16号議案関係」と
表記の資料をご覧いただければと思います。

今回の条例改正につきましては、職員の働き

方やライフスタイルの多様化、こういったこと

が進んでいるといった状況を踏まえまして、地

方自治法が一部改正され、また、国家公務員の

取扱い等も踏まえまして、在宅勤務等手当を新

設するほか、所要の改正を行おうとするもので

ございます。

2番の改正条例のところに記載いたしており
ますが、今回の条例改正につきまして、記載の
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条例について改正を行いたいと考えているとこ

ろでございます。

主な内容の部分でございます。

まず、在宅勤務等手当の新設についてでござ

いますが、テレワークといった形を1か月当た
り平均で10日を超えて、それが3か月以上継続
するといった場合に手当を支給するものでござ

いまして、支給額につきましては、月額3,000円
というものでございます。

2番でございますが、その反対に通勤回数が
減少するという形になってまいりますので、通

勤手当につきましては減額する形で調整するも

のでございます。

そして、これに付随しまして、3番、知事等の
損害賠償責任の一部免責の基準等に関する規定

の改正というものでございますが、これは、こ

の条例の中での引用部分が変更になるというこ

とで所要の改正を行うものでございます。

実施時期につきましては、本年4月1日からと
いうことで考えております。

以上で説明を終わらせていただきます。よろ

しくご審議賜りますようお願い申し上げます。

【松尾消防保安室長】第19号議案「長崎県危険
物等に係る事務手数料条例の一部を改正する条

例」について補足して説明いたします。

補足説明資料の1ページをご覧ください。
まず、1の改正理由ですが、総務省において地

方公共団体の各種事務の手数料について、その

標準額を地方公共団体の手数料の標準に関する

政令で定めております。人件費単価または物価

水準の変動に伴い現行との乖離が大きくなった

事務や、事務の内容の変化などに伴い現行の手

数料の標準額の見直しが必要となる事務など、

現行の手数料の標準額の見直しが必要となる事

務について、手数料の標準額が改正されており

ます。

2の改正内容ですが、（1）危険物取扱者関係
については、まず、事務の概要ですが、ガソリ

ンスタンドなどの危険物施設では、知事が行う

試験に合格した資格を有する危険物取扱者が取

り扱わなければならないとされております。

また、危険物取扱者試験は、総務大臣が指定

する機関、消防試験研究センターに試験の実施

に関する事務を行わせることができるとされて

おります。全ての都道府県において、消防試験

研究センターに事務の委任がされております。

危険物取扱作業の保安に関する講習は、危険

物取扱者免状の交付を受けている者のうち危険

物の取扱作業に従事している者が、知事が行う

保安講習を一定期間ごとに受講しなければなら

ないとされております。

それでは、①ですが、危険物取扱者試験の実

施に関する事務については、前回見直し、平成

29年の改正ですが、それ以降の職員単価の上
昇、物価上昇による試験問題の運搬費、経費の

上昇などが積算に反映されていないことから今

回改正となっております。

①の表をご覧ください。

甲種危険物取扱試験は現行1件6,600円を
7,200円に、乙種は現行1件4,600円を5,300円
に、丙種は現行1件3,700円を4,200円に手数料
を改正しようとするものでございます。

②の危険物取扱者の保安に関する報酬に関す

る事務につきましては、保安講習の受講料は、

平成5年から改正されておらず、それ以降の物
価や消費税率の上昇が積算に反映されていない

ことから、今回、改定を行うものであり、②の

表をご覧ください。現行1件4,700円を5,300円
に手数料を改正しようとするものであります。

次に、（2）消防設備士の関係ですが、まず、
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事務の概要として、消防用設備等については、

日常の維持管理が十分になされることが必要で

あり、特に、火災危険度の高い防火対象物の関

係者は、消防用設備の点検を消防設備士等に行

わせる必要があります。また、消防設備士試験

は、総務大臣が指定する機関である消防試験研

究センターに試験の実施に関する事務を行わせ

ることができるとされており、全ての都道府県

において消防試験研究センターに事務が委任さ

れています。

①の消防設備士試験の実施に関する事務につ

きましては、前回の見直し、平成29年度改正以
降の職員単価の上昇や物価上昇による試験問題

の運搬費の経費などの増加が積算に反映されて

ないことから、今回、改正を行うものであり、

（2）の①の表をご覧ください。一番下の表にな
ります。

甲種消防設備士試験が現行1件5,700円を
6,600円に、乙種は現行1件3,800円を4,400円に
改正しようとするものであります。

次に、2ページをお開きください。
（3）高圧ガス保安関係ですが、バルクローリ
ー（LPガスの運搬車）でLPガスの充填を行う際
に、家庭用などの一般消費者等にLPガスを充填
する場合は、液化石油ガスの保安の確保及び取

引の適正化に関する法律に定められた充填設備

としての許可を取得する必要があります。

また、工業用などの一般消費者等以外にLPガ
スを充填する場合は、高圧ガス保安法で定める

移動式製造設備についての許可を取得する必要

があります。

このため、同じバルクローリーで一般消費者

等と一般消費者以外にLPガスを充填する場合
は、2つの法律において許可を取得する必要が
あります。

一方で、2つの法律の許可基準には重複した
内容が含まれておりますので、国において事務

手続の合理化による手数料低減の方針が示さ

れ、当該方針に基づき液化石油ガスの保安の確

保及び取引の適正化に関する法律上の許可を受

けたバルクローリーについては、高圧ガス保安

法上の許可申請に対する審査手数料を低減する

ため、新たな区分を設け、要件に該当する場合

は1件6,000円とし、申請者の負担軽減を今回図
るものでございます。

下の表に参考例と書いております。標準的な

バルクローリーの例ですが、現行では同一のバ

ルクローリーで一般消費者等及び一般消費者以

外にLPガスを充填する場合は、高圧ガス保安法
の許可で2万1,000円、液化石油ガス保安の確保
及び取引の適正化に関する法律の許可に2万
8,000円かかっておりますが、今回の改定後は
液化石油ガ保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律による許可を受けた場合には、高圧ガス

保安法の許可の手数料が2万1,000円から6,000
円に低減されることになります。

次に、（4）その他ですが、液化石油ガス保安
の確保及び取引の適正化に関する法律第37条
の3第1項に基づく貯蔵施設等設置の完成検査
手数料について、完成検査の実施者として、認

定高度保安実施者が追加されたことに伴い所要

の語句の改正を行っております。

最後に、3の施行日ですが、地方公共団体の手
数料の標準に関する政令の一部改正等を踏ま

え、（3）の高圧ガス保安法関係、（4）のその
他につきましては、令和6年4月1日施行、1ペー
ジ目にありますが、（1）危険物取扱者関係及び
（2）消防設備士関係につきましては、試験の受
験者及び講習の受講者が個人の方になっており

ますので、周知期間を一定設ける意味から、令
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和6年5月1日としております。
以上で説明を終わります。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【石本委員】 以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員】質疑がないようですので、これを

もって質疑を終了します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】議案に対する質疑・討論が終了

しましたので、採決を行います。

第16議案のうち関係部分、第18号議案、第19
号議案、第21号議案のうち関係部分、第40号議
案及び第41号議案については、原案のとおり、
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、それぞれ可

決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【黒島秘書課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出しており

ます秘書・広報戦略部関係の資料についてご説

明いたします。

資料の2ページをお願いいたします。
附属機関等会議結果報告でございますが、令

和5年11月から令和6年1月までの実績は、広報
外部評価委員会が1件で、県が行う広報活動に
ついて、効果的・効率的に推進するため、令和

5年11月に開催し、委員の皆様に評価とご助言
をいただきました。

議事概要等は、3ページに記載のとおりでご
ざいます。

資料の説明は以上でございます。よろしくご

審議を賜りますようお願い申し上げます。

【鳥谷総務文書課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出して

おります総務部関係の資料についてご説明いた

します。

2ページをお開きください。
1,000万円以上の契約状況一覧でございま

す。

令和5年11月から令和6年1月までの実績は、
計2件であり、各契約の内容は資料に記載のと
おりであります。

また、3ページから4ページにつきましては、
入札結果一覧表を添付いたしております。

5ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

11月から1月までに県議会議長宛にも同様の要
望が行われたものは、一般社団法人長崎県身体

障害者福祉協会連合会からの1件となってお
り、具体的な要望項目及び県の対応については、

資料に記載のとおりであります。

6ページをご覧ください。
次に、附属機関等会議結果報告でございます

が、令和5年11月から令和6年1月までの実績は、
長崎県公益認定等審議会が1件、長崎県行政不
服審査会が1件、長崎県個人情報保護審査会が3
件、長崎県情報公開審査会が3件、長崎県固定資
産評価審議会が1件の計9件となっております。
それぞれの会議の結果につきましては、7ペ
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ージから15ページにお示しをしております。
以上で資料の説明を終わらせていただきま

す。よろしくご審議を賜りますようお願い申し

上げます。

【飛永防災企画課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました危機管理部関係の昨年11月から本年1
月までの実績に関する資料についてご説明いた

します。

1,000万円以上の契約案件につきましては、
資料2ページに記載のとおり、長崎県防災ヘリ
コプター3,600時間点検整備、原子力防災資機
材点検・校正業務委託の2件であり、契約内容に
ついては、記載のとおりです。

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【石本委員】次に、議案外所管事務一般に対す

る質問を行います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

【坂本委員】 総務部提出の資料の5ページ、陳
情・要望事項対応要旨の陳情番号70の分ですけ
れども、これ、法定雇用率の関係です。障害者

の雇用の確保についてとなっておりまして、参

考値として法定雇用率が載せられております。

知事部局、教育委員会、警察本部、教育委員会

はちょっと低いというのは従来から指摘されて

いたようでありますけれども、知事部局の分で、

これは令和5年6月1日時点、毎年、6月1日時点
のものが公表されていると思います。令和4年
と令和3年の分について数字がわかれば教えて
ください。

【石本委員】 休憩します。

― 午後 ２時５４分 休憩 ―

― 午後 ２時５５分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開します。

【永峯人事課長】 令和5年が2.78％、令和4年、
昨年の数字で申し上げますと2.80％でございま
す。その前の年、令和3年6月につきましては
2.60％でございます。
【坂本委員】ありがとうございました。数字が

上下あるというふうに思うんですけれども、そ

の前の資料をたまたま持ってたんですが、あん

まり上がってないというふうな状況、県の対応

のところにも書いてありますように、県も取組

はされてるんだろうと思うんですけれども、な

かなか伸びてない状況じゃないかなということ

は、この数字で少しあるんじゃないかなと思い

ます。

それで、民間の方は、今、県内で2.85％なん
ですよ。民間の法定雇用率が2.3％ということ
で、民間は結構頑張っているなというふうな状

況になっています。民間は、今年の4月から、こ
の法定雇用率が2.5％に引き上がるわけなんで
すけど、これは公務員の職場も上がりますか。

【永峯人事課長】法定雇用率の引き上げについ

ては、公務員の職場にも適用がなされる予定で

ございまして、本年4月以降につきましては
2.8％ということで、現行法定雇用率が2.6％が
0.2ポイント引き上がるという状況でございま
す。

【坂本委員】 2.8％に引き上がると、昨年6月1
日は切れているという状況になりますし、令和

4年の6月で何とかぎりぎりというふうな状況
でありますので、県としても、ここに書いてい

ますようにいろんな取組をされていると思いま
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すけれども、ぜひ今後きちんとやっていただか

ないと、公務職場で民間に比べて法定雇用率が

なってないということは、よくないというふう

に思いますので、ぜひそこのところを改めて人

事課長の認識と取組の強化を求めたいと思いま

すので、よろしくお願いします。

【永峯人事課長】私といたしましても、この法

定雇用率の引き上げは、当然認識いたしており

ます。採用試験につきましても、これまで身体

障害者のみを対象としていたところを拡大して

いくでありますとか、年齢要件を拡大するとい

ったようなことも行ってまいりました。今後、

法定雇用率の達成に向けて、障害者の職員の配

置の在り方等も含めまして、また、採用試験の

部分も含めまして、しっかり達成できるように

取り組んでいくということで考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。

【石本委員長】 ほかにご質問はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ほかに質問がないようですの

で、次に、議案外所管事務一般についてご質問

ありませんか。

【まきやま委員】引き続き、防災ヘリ関連につ

いてお聞きいたします。

現在、ヘリコプターを1機所有ということで
したが、その機体の価格及び何年間程度使用す

ることを見込まれているのか教えてください。

加えて、機体のメンテナンスについては、平

均で1年間にどのくらいかかるのか、教えてく
ださい。

【飛永防災企画課長】 お答えいたします。

現行のヘリコプター1機でございますが、こ
の機体価格につきましては、9億9,700万円でご
ざいます。購入いたしましたのは平成24年3月

となっております。

それから、今後の使用年数につきましては、

必ずしも何年までという決まりがあるわけでは

ございませんので明確にお答えすることは大変

難しいわけでございますが、ひとつ前の機体に

つきましては、約20年程度使っておりますの
で、同程度になる可能性があろうかと考えてお

ります。

それから、メンテナンスの費用につきまして

でございますが、こちらもその年々によりまし

て幅がございますが、概ね2億円から3億円程度
が毎年のメンテナンス費用になろうかと思いま

す。

以上でございます。

【まきやま委員】ありがとうございます。とい

うことは、ヘリコプターは車と比べるとメンテ

ナンスにお金がかかるという認識でよいかと思

います。このたび、エンジン等をやり換えたと

いうことで6億円かかっていますし、先ほどの
回答からしますと、メンテナンスに10年間で20
～30億円かかるということで、20年間使えば、
その倍、40億円から60億円かかるということに
なります。

機体が古くなればなるほどメンテナンスのお

金もまたかかってくるかと思いますし、車のよ

うに機体の個々の当たり外れもあると思います

ので、入れ替えの時期などの検討をしっかりし

ていただくことで大きな経費の削減につながる

かと思いますので、よろしくお願いいたします。

もう一つ、今、「未来大国」のビジョンでも

ドローンが挙げられていますけれども、今後、

災害救助対策についてドローンの活用も増えて

くると思います。現在、危機管理部としてはド

ローンは所有しておらず、それを所有している

部署との連携を図っているということでした
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が、今後、ドローンを活用した災害救助対策に

ついて思い描いているビジョンがございました

ら教えてください。

【飛永防災企画課長】ご指摘のとおり、危機管

理部としては、現在、ドローンを保有しており

ませんが。県におきましては、農林部や土木部

の出先機関等においてドローンを保有してお

り、災害時には状況把握や情報収集に活用して

おります。

また、警察や消防においても、捜索、警備、

救助等のため保有しておられまして、県の総合

防災訓練などにおいて活用しておられます。

災害時におきまして、危機管理部は対策本部

の総務班、指令本部としての役割を担いますの

で、県の各部や消防等からのドローンを活用し

た被害情報を含めて情報を収集し、初動対応を

行っているところでございます。

今後のドローンによる被災状況の把握や捜索

につきましては、災害時の初動や応急対策に有

用であると考えておりまして、庁内各部や防災

機関による情報収集に加えまして、必要に応じ

て民間機関と協定を締結するなど、民間機関の

協力も視野に入れながら、迅速な災害対応をす

るに当たって必要な体制整備を取っていきたい

と考えております。

【まきやま委員】 ありがとうございました。

【石本委員長】 ここで一旦休憩いたします。

再開は3時15分からといたします。

― 午後 ３時 ５分 休憩 ―

― 午後 ３時１６分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

ご意見ございませんか。

【宮本委員】お疲れさまです。私から1点だけ、
議案外所管事務について質問させていただきま

す。

秘書・広報戦略部にお聞きしたいと思います。

午前中、「新しい長崎県」づくりのビジョン

について質疑をさせていただきました。いよい

よ来年度からビジョン実現に向けて戦略的かつ

統一的な情報発信に秘書・広報戦略部として取

り組むという姿勢も確認をさせていただきまし

た。併せて、「未来大国」ということで各市町

と連携しながら取組を進めていくということも

確認をさせていただきました。

そこで、1つ提案です。そのビジョンの中に、
午前中、湊委員もちょっと触れておりましたけ

れども、交流という分野の中に、「釣りやアニ

メなどの聖地、本場、拠点として県内に多くの

マニアが集まっています」ということで記して

あります。交流という観点から、長崎は、釣り

とかアニメのポテンシャルが高い、これを売っ

ていきますよということであろうと考えており

ます。

これに関連して、私も平成31年、令和元年、
令和2年、令和3年、アニメツーリズムというこ
とで一般質問、そして、総務委員会の折も様々

質問をさせていただきました。その時、部署は

文化観光国際部だったろうと思います。しかし

ながら、ここは広報ということから、あえて秘

書・広報戦略部にお聞きいたします。

その当時、アニメについて質問をしても、な

かなかいい返答がありませんで、「描いてみん

ね！長崎」ぐらいですよということだったんで

すが、やっとアニメという文字がビジョンの中

に盛り込まれ、いよいよ本格的になるんだとい

うことを感じて、うれしく思っているところで

あります。

そこで、本県をもっと強くアピールしていく

ために、長崎県アニメ観光大使というものをつ
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くって、SNSであったりとか、いろんな媒体を
使って長崎をアピールしていく取組をしてはど

うかということを提案させていただきます。

午前中もSNSを使っていろんな広報をやっ
ていくということはありましたが、一つ、強力

にマニアが集うという観点からするならば、絶

好の機会ではないかと。「長崎県アニメ元年」

と題して取組を推進していくべきであると考え

ておりますが、先ほど申したとおり、観光振興

課の所管になろうかと思いますが、あえて広報

という観点から、この提案についてまずは見解

をお聞きしたいと思います。

【小川ながさきPR戦略課長】 今、委員からご
指摘がございましたビジョンの各分野におきま

して、部局横断的な取組をビジョン特別事業と

しまして、今回、秘書・広報戦略部が中心とな

りますけれども、「交流」分野の中でマニアが

集う長崎プロジェクトとして、アニメですとか

小説、また、お酒を先行コンテンツとして取組

を展開されることとなっております。

今回、アニメということで、秘書・広報戦略

部の視点としましては、必要な情報を必要な方

に確実にお届けすることをミッションと考えて

おります。その中で一つ、アニメという切り口

の中でマニアの方々にSNS等を通して情報を
お届けするということも非常に重要な視点じゃ

ないかなと考えております。

今、ご提案いただきましたアニメの観光大使

につきましても、観光の担当部局とも情報をし

っかりと共有しながら、活用の可能性について

も考えてまいりたいと考えているところでござ

います。

【宮本委員】ありがとうございます。ぜひ前向

きに取り組んでいただきたいと思います。一般

社団法人アニメツーリズム協会が示している、

「訪れてみたい日本のアニメ聖地88」、これは
一般質問でも取り上げました。その当時は長崎

県は3か所でしたが、2023年度版は4か所で1か
所増えています。県で4か所あるのは長崎県だ
けなんですね。だから、長崎県においては、ア

ニメ聖地としてのポテンシャル並びにアニメの

ポテンシャは非常に高いということを一般質問

でも申しましたが、なかなか遅々として進まな

かった。しかしながら、今回、こういう新しい

ビジョンの中において、知事も肝煎りの分野で

あろうと考えておりますから、いち早く担当課

と連携を取ってぜひ進めていただきたいと。

私がイメージするのは、長崎県アニメ観光大

使をつくって、各市町にもアニメを宣伝するた

めにいるんですが、例えば、大場委員の島原に

おいては「しまばらん」というすばらしいアニ

メのキャラクターがいますし、「妖怪ウォッチ」

の作者もいらっしゃいます。「温泉むすめ」と

か、佐世保においては「競輪娘」、あるいは「ナ

ミちゃん」とかですね。各市町にもそういった

観光をアピールするようなアニメが点在してい

るわけです。長崎県のアニメ大使と、そういっ

た各市町のアニメのキャラクターが手を結ん

で、どんどんと地域をアピールしていくことに

よって来訪客を増やすということは、一定、あ

り得ることではないかというふうに考えており

ます。

よって、秘書・広報戦略部におかれても、担

当課といち早く連携を取っていただいて具体的

に話を進めていただければと考えております

が、この考えについて部長のご意見をいただけ

ればと思います。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】 ただいま、ご意

見というか、ご提案がございました。そういっ

た中におきまして、当部で実施していくところ
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は、下支えするということで共通する観点から

という形でやっていきますけれども、アニメと

いう発展の可能性というものは、いろいろある

んだろうと思っています。

そういった中におきまして、アニメ観光大使

という形のアニメの部分がいいのか、もしくは

通常の観光大使ということの検討も含めて考え

ていくこともあろうと思います。そういった全

体の流れの中におきまして、所管部とも意見交

換をしてみたいと思いますし、ただいま、宮本

委員からこういったご意見があったということ

は、まずは先にお伝えをしていきたいと考えて

おります。

【宮本委員】ありがとうございました。この件

につきましては、次の一般質問でも取り上げさ

せていただこうと考えておりますので、よくよ

く早期に検討していただいて、よい回答が出る

ことをお待ちしておりますので、よろしくお願

いいたします。

以上です。

【石本委員長】 ほかにご質問ありませんか。

【坂本委員】最初に、危機管理部にお尋ねです

けれども、先ほど、防災ヘリの話が縷々ありま

した。この間の予算総括質疑の中で、この防災

ヘリの運用に関しまして、県内の発着所が194
か所という答弁じゃなかったかなというふうに

私のメモに書いております。この194か所とい
うのが、どういう場所なのか、よくわかりませ

んけれども、先般の能登半島地震における、い

わゆる陸路の寸断等があって孤立地帯のことが

非常に報道されました。

そうした孤立地区への対応といいますか、そ

ういうことを念頭に置いた194か所という認識
でいいのかどうか、そこら辺についてまずお尋

ねいたします。

【飛永防災企画課長】 ご質問の194か所でござ
いますが、こちらは、これまで市町においてヘ

リコプターの離着陸場、あるいは離着陸適地と

して報告があったものでございます。孤立集落

の内閣府の調査によりますと、合計378か所と
されております。それぞれにつきまして孤立集

落が発生しないように配置されているというこ

とにされているかどうかにつきましては、改め

て今後調査を市町とともにしていく必要がある

と考えております。

【坂本委員】ありがとうございます。今答弁が

ありましたように、本県でも398か所という孤
立の可能性が内閣府の調査でも明らかになって

おりますので、ぜひよろしくお願いいたします。

それで、先般、2回目の長崎県防災会議が開か
れまして、その中で能登半島地震での課題を踏

まえた防災対策の見直しというふうなことがさ

れているようであります。今の答弁の部分を含

めてされるんだろうと思いますけれども、そう

いうことになるという理解でいいですか。

【飛永防災企画課長】 おっしゃいましたとお

り、能登半島地震を踏まえた災害対策の見直し

につきまして、今後、行っていきたいと考えて

おります。

まずは、2月19日に県庁各部局で検討会議を
設置し、同日に開催しました長崎県防災会議委

員となっている防災関係機関の皆様に、各機関

の対応について検討をお願いいたしておりま

す。

そして、今後、市町とも協議会を設置いたし

まして、市町からも課題提起、あるいは意見を

いただきながら、県の防災対策の見直しに生か

していきたいと思っております。

7月には中間取りまとめを行い、その後、防災
関係機関や市町からもご意見をいただき、10月
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には最終取りまとめ、それから11月の地域防災
計画に反映させていきたいと思っております。

【坂本委員】わかりました。ぜひ急いでいただ

きたいんですけれども、それでもやっぱり私、

資料を見ていたら、もっと早めにちゃんとしと

かんばやったんじゃないかなと思いました。

予算総括質疑の中でも、改革21会派の山田朋
子委員から質問があったと思いますけど、県条

例がありますよね、「みんなで取り組む災害に

強い長崎県づくり条例」と。この条例の第29条
に孤立地区対策の推進というのがありまして、

孤立地区とは災害によって交通が途絶する地区

をいうということですが、この孤立地区の発生

に備えて、離島・半島地域の特性を踏まえつつ、

あらかじめ市町及び防災関係機関と連携し、孤

立地区に対する医療の提供、物資の輸送、情報

の提供等に関する体制の整備を図るものとする

というふうなことが書かれております。

逐条解説を見たんですけれども、防災ヘリは

1機しかないですもんね。本来であれば三百九
十何か所あって、1機で足るのかなというふう
な感じがせんでもないんですけれども、先ほど

からやり取りがありましたように、維持費を含

めてかなりのお金がかかるということもありま

す。

この条文は、必ずしも県にやれということだ

けを求めているんじゃなくて、要するに、国、

それから市町を含めた行政機関、各種の民間の

事業者団体が医療の提供、物資の輸送等を円滑

に実施することができるように環境整備を図る

ということを求めているということであります

ので、そういう各方面との連携というのが非常

に重要になってくるんじゃないかと思います。

その過程の中で、先ほど、まきやま委員からも

お話がありましたように、ドローンの活用だと

か、そういったものが出てくると思っています。

この条例については、平成25年4月1日に施行
されておりますので、もう10年以上たっている
わけですから、そういう意味でいくと、今から

始めるというのは、ちょっと遅かりしだなとい

うふうなことも指摘せざるを得ませんので、ぜ

ひそういったことを踏まえて早急な対応をよろ

しくお願いしたいと思います。

次に、人事課になるのかな、職員の皆さんの

健康管理の問題になりますので職員厚生課にな

るかというふうに思いますが、幾つかあるんで

すが、時間の関係もありますので1点だけ。
先般、2月の新聞報道で精神疾患で休職をす

る地方自治体の職員が10年前の1.8倍というふ
うな報道がありました。それで、長崎県の職員

の皆さんの病気で休んでいる方、特に精神疾患

の方が今どれぐらいいらっしゃるのか、そこら

辺を教えてください。

【永峯人事課長】病気休職者全体の数で申し上

げますと、令和4年度におきまして約40名とい
った数字でございます。このうち精神疾患によ

る病気休職者は32名という数字でございます。
この32名という数字でございますが、この5

年間ほどを見た場合には、例えば平成30年度も
30名という数字で、概ね横ばいというような状
況でございます。

【坂本委員】 病気休職者が10年前に比べると
1.8倍というほどは、長崎県の場合は精神疾患の
方が三十数名いらっしゃるけれども、そんな感

じで、ほぼ横ばいできているというふうな理解

でよろしいですか。

【永峯人事課長】申し訳ございません。10年前
の数字が手元にございませんので、10年前との
比較は、今、難しい状況にございますが、少な

くともこの5年間で見ますと横ばいという状況
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でございます。

【坂本委員】わかりました。この報道によると、

特に年齢層で20代と30代がかなり上昇してい
るというような状況のようでありますので、今、

働き方改革で超勤時間の縮減だとかいろいろあ

っているというふうに思います。ただ、そうは

いっても、なかなか業務もそう簡単に減るわけ

ではありませんし、それから、人手もなかなか、

この間、人事委員会にも聞いたんですけど、採

用の方の倍率もなかなか上がらないというぐら

い、募集もままならないというふうな状況の中

で、今いる職員の方々に随分と負担がいってい

るんじゃないかなというふうに思いますので、

そういった超勤に伴って、例えば80時間超えだ
とか、100時間超えだとか、きちんとした保健指
導とか、そういうことをされていると思います

ので、ぜひそういったことも含めて、今後、人

事課あるいは職員厚生課での取組方をお願いし

たいと思います。

あと、働き方改革等につきましては、また6月
定例会で質問させていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

以上です。

【石本委員長】 ほかに質問はありませんか。

【浅田委員】幾つか質問させていただきたいと

思います。午前中にも秘書・広報戦略部につい

て様々なご意見等が出ておりました。広報戦略

の前に秘書がきているということが、何という

んでしょうか、秘書部局としてもすごくいろん

な、今までとは何かの違いがあるのかなという

ような気もしております。逆にそれがプラスに

転じる部分と、前も特別委員会の中で、それぞ

れの部署が知らなくて、秘書の部で止まってい

た案件があったりとか、新幹線の問題とかが伝

わってなかったりとか、例えば、昨年ちょっと

新聞等でも問題として出ました知事会を休んで

知事がロナウドさんに会いに行ったと。私は、

それ自体が、全てが悪いと思ってないんですね。

今後、本当にそれが効果的につながっていくの

であれば、逆にいいのかなと思うんです。

その際に、9月の議会の時にポルトガルとの
今後を聞こうと思ったら、文化観光国際部が全

くそれを知らなかったと。だけれども、12月の
議会では、国際県長崎として、こういうことを

よりよく生かしていきたいというような答弁が

あった時に、文化観光国際部が知らなくて質問

すらもできなかったその状況とか、部署間、秘

書・広報戦略部ができたことによって連携がど

うなっているのかなというところを危惧したん

ですけれども、そのあたりの状況を詳しく教え

てもらえますか。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】 ただいま、浅田

委員からご指摘がありました他部との連携とい

うことでございます。

まず前段として、秘書という名前のところか

ら頭についてどうなんだというご質問がありま

した。

まず、秘書・広報戦略部となりました時に、

広報部門と秘書部門との連携が密接にできるよ

うになったということは考えております。

そういった中におきまして、ほかの部との連

携ということでございますが、まず、案件にも

よりますけれども、情報共有するにおきまして、

特に秘書部門で扱う情報と申しますのは、知事

の報道等に関することがメインになってまいり

ます。そこにつきまして全ての情報を他部と共

有できるかというと、必ずしもそうではないと

いうふうに考えています。その際には、行事、

それから情報の性質であったり、業務の進捗、

事務の進捗状況等を勘案しながらということで
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共有を図っていくことになろうかと思っていま

す。

なお、先ほどご指摘がありましたクリスティ

アーノ・ロナウド氏との面会のことに関しまし

てでございますが、それに関しまして国際課と

連携できていたのかということ、特別委員会の

中でも情報を知っていたのかというご議論があ

ったとお聞きしております。

そういった中におきまして、まず、ロナウド

氏との関係につきましては、議会でも一般質問

の中で知事からも答弁させていただいておりま

すが、まず、長崎県の魅力を発信していただけ

ないかというお願い、それから、できれば長崎

県へご訪問いただきたい。そこでさらに情報発

信がつながっていくという考えの下に、千載一

遇のチャンスということで会う機会がございま

したもので行かせていただきました。

その際に国際課とその情報を共有していたか

というと、実際、国際課が答弁しましたとおり、

その時点におきましては、実は共有はしており

ませんでした。と申しますのが、やはり相手が

ある話であります。まして、ご仲介していただ

いた方との関係性もございます。またさらに、

今後これがどう発展していくかということにつ

いては、まだ話のスタート時点のことでござい

ましたので、先ほど情報共有に関して申し上げ

た業務の内容、それから進捗状況等に応じてと

いうことで、最初にお会いした時には、してな

かったということでございます。

【浅田委員】 いろんな業務があると思います

し、確かにおっしゃったように、我々のトップ

がいろんな活動をしていて、それが県民にとっ

てプラスになることは、どんどん、どんどん発

信していただきたいので、秘書と広報戦略が一

緒になっているということは、すごく理解でき

るところであります。

議会であれだけ知事自身が答弁をなさったわ

けですから、ということは、やはり何をおいて

もプラスになるという未来があるのかどうか。

そこから時間がたっていますから、6月にお会
いしてからですね。それ自体は、今後、何か見

えているものがあるんでしょうか。それだけ、

6億人ものフォロワーがいらっしゃるという方
に対してということを再三おっしゃっていたの

で、そこは県民も期待しているところだと思う

んですけれども、いかがでしょうか。

【大瀬良秘書・広報戦略部長】 まず、お会いし

ましたのは7月でございました。そこで、その成
果ということでの視点だろうと思っておりま

す。

そこで、先ほども申し上げましたが、相手も

ある話と、まして超有名人、世界的にかなり有

名な方、そういった方の例えば来県であったり

発信というものは、私としましても、今後につ

ながる中で実現を期待しているところでござい

ます。

【浅田委員】 多分、あれが問題視されたのは、

知事会をご欠席して会いに行って試合を見たと

いうことだったと思うんですけれども、今後、

そこをしっかり発信しないと、疑念を持ってい

らっしゃる県民は、まだまだいらっしゃるので、

いい形で報告ができるように、ぜひともしてい

ただきたいなというふうに思っています。

続いて、別の質問に移らせていただきます。

この間、一般質問でも質問させていただきまし

た愛宕団地自治会についてお伺いしたいと思い

ます。

知事自身も、地域コミュニティーの活動に関

しては、市町の役割だけれども、重要性も理解

していると。されど県有地であるような状況の
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中をどうなのかというようなところだと思うん

ですが、私がその質問をした後、3月議会で長崎
市議会でもこの問題が取り上げられました。市

の方では、12月議会の答弁の時にも、市は県に
総合体育館とかいろんな土地を提供して、要は、

県の事業にすごく協力をしているんだと。だか

ら、県も市に協力してもらいたいという答弁が

しっかりされているわけですね。そこが県の説

明を聞くと、どうも違いがあるようなものです

から、そういったところをもっとわかりやすく

県民に、あと地域に知らしめていただきたいと

いう部分も当然ありますし、そのあたりはどう

ですか。多分、市議会での状況というのもお伺

いされていると思うんですけれども。

【山道管財課長】先日の市議会での答弁等も拝

見しておりましたが、その中におきましても、

県の知事答弁に対し市は県の事業に協力をして

いるという発言があったのも事実でございま

す。ただし、その内容としましては、総合体育

館や、県立美術館、また、勤労福祉会館といっ

た建物の敷地に長崎市の土地が存在するという

ことでご協力をしているんだというご主張であ

りました。

そのことにつきましては、長崎市の担当課長

さんともお話をしました。私の方からは、協力

をしているというような、今回の件と比較する

ようなレベルのものではありませんよねという

お話はさせていただいたところです。市の担当

課長さんも、それは県の方に言うつもりはなか

ったということを述べられております。

【浅田委員】県の方に言うつもりはなかったと

いっても、それを議会の答弁で言われてしまっ

た時に、聞いていた県民の方は、なんだ、じゃ、

県も四の五の言わんで協力してくれればよかた

いなという話にやっぱりなるわけですよ。県の

総合体育館とかは、あれは私も聞いております

けれども、市からも体育館を長崎に造ってほし

いという思いがあっての共同作業ということで

ありますから、全然比べられるような状況では

ないと。でも、議会の中で市長がああやってし

っかり答弁をされてしまうと、そこの誤解が生

じているのかなと。そういうところを県として

も伝えるべきは伝えて地域の方にもご理解をい

ただく必要性があるのではないかなということ

を思っております。

3月4日にも様々な答弁がなされた中で、向こ
うはやっぱり変わらず無償提供でやってほしい

という状況の中、締切日をそろそろ迎えようと

していると。ここは知事にも答弁いただきまし

たけれども、本当にしっかりと地域住民、県に

すぐすぐ出て行きなさいと言っているわけでは

ないですが、市の答弁の中には、12月20日に県
にそういう要望書を提出したけれども、県から

は返事がないということも答弁されてました。

また、今度は県が放りっ放しにしているかのよ

うな受け止めを、ああやってまた議場でされて

も困りますし、そこをしっかりと話し合いをし

ていただかないと、いつまでたっても県民の方

は不安なままなわけですね。

そのあたり、県としては目途を決めて、じゃ、

いつまでだったら貸しますよと言えるものなの

かどうなのかということを言ったと。でも、向

こうはそう受け取ってないと。これがずっと続

いていくと、自治会の人は地域活動をするのが

本当に大変な状況になりますので、お互いの行

財政改革とか、それぞれのマネジメントの問題

はあると思うんですけれども、そこをきっぱり

と、知事もやるとは言いましたけれども、部長、

本当に早期解決を、また担当の方が代わってし

まうと、これがずっと延び延びになってしまう
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というのがありますので、ぜひともしっかりお

願いをしたいと思っています。

【中尾総務部長】今、委員からご指摘がござい

ましたこの問題といいますか、これまでずっと

県と市との間で話し合う中で、なかなか平行線

といいますか、市のお立場もあろうかと思いま

すけれども、そういった無償貸与を引き続きと

いうご主張をされております。

私どもとしては、県有財産を有効活用すると

いう視点から、ただ、お互い、県も市も、何よ

りやはり知事の答弁にもございましたが、地域

コミュニティー活動自体を否定するという姿勢

では我々もございませんし、そこで活動する

方々が不安になるというのも不本意でございま

すので、お互いの立場の中でどこに折り合いを

つけられるのか。これをずるずると引っ張るの

もよくないところがございますので、ある程度

目途を持って長崎市とはしっかり話していきた

いというふうに思います。

県としても、決して市から言われたことにつ

いて何ら対応してないというわけではないんで

すけれども、その辺が外にきちんと発信できて

いないという部分もあろうかと思います。それ

がかえって地域住民の方に対する不安というこ

とを助長しているということであれば、それも

また我々の意図するところではございませんの

で、我々の立場もしっかりと説明し、その中で

長崎市さんとどのような形で折り合えるのか、

また、地域住民の方にどうご理解いただけるの

かということは、丁寧かつ期限をしっかりと区

切ってやっていきたいというふうに思っていま

す。

【浅田委員】 新しい年度を迎えるに当たって、

地域の方々も様々な行事だったり、いろんな計

画をしていくわけですよね。それを考えると、

3月でぴたっと切れない、来年なのか、再来年な
のか、いろんな状況が出てくるかと思います。

そこを次回の委員会の時にでもしっかりご報告

をいただけるような形で歩みを進めていただけ

ればなと思っています。

もう1点だけ聞かせてください。一般質問で
県の職員さんの介護の状況の中で離職者がこの

5年間で13名ほどいらっしゃって、10名ぐらい
が女性であって、50代、一番ばりばり働いてい
ただきたい世代の方々が辞められていると。年

に5日ほど、介護での休暇は取れるというシス
テムが全国的にありますけれども、これを100
名ほどの方が取られているというような状況だ

と思うんですが、今後、まだまだ増えゆく在宅

の問題とかいろいろあると思うんです。

それを人事課としてどのように把握し、さら

に、辞めないような形で、もっともっとこれか

ら継続できるようにしていただきたい思ってい

るんですが、いかがでしょうか。

【永峯人事課長】こうした介護を行っている職

員への対応といたしましては、休暇・休業制度

を整備するということはもちろんでございます

が、配置の中におきましても、業務量の部分で

あったり、勤務地域の問題であったり、そうい

ったことの配慮を進めてきたところでございま

す。

併せまして、先ほども議案の中でご説明いた

しましたが、いわゆるテレワーク、在宅勤務と

いったような柔軟な働き方といったところも近

年進めているところでございます。

もう一つ、柔軟な働き方のツールの一つとし

てフレックスタイムというようなものもござい

ます。こちらにつきましても令和6年度につい
ては、より柔軟な運用ができないかというよう

な、そういった試行を進める予定といたしてお
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ります。

しかしながら、委員からご指摘がございまし

たとおり、一定数、退職をする職員がいるとい

うところは事実としてございます。これは私ど

も反省すべきところでございます。どちらかと

いうと、これまで子育て等の職員への配慮いっ

たところは比較的手厚く行ってきたところでご

ざいますが、介護を理由に退職される職員が、

どういったところに大きな課題があったのかと

いったところを余り詳しく調べたことがなかっ

たというところもございますので、今回、委員

からご指摘がございましたことを踏まえて、ど

ういったところのバリアを解消していけば仕事

が続けられるのか、そういったところを私ども

としてもさらなる調査、確認を行っていきたい

と考えております。

【浅田委員】これから調査をしていただけると

いう前向きな答弁をいただきましたことは非常

に感謝したいと思います。やっぱり一定数とい

うか、結構いらっしゃると思うんですね。私も、

介護施設にほぼほぼ毎日通っておりますけれど

も、県職員のご両親がいたりするようなところ

に立ち会ってしまう場合もあって、大変だろう

なと、仕事もすごいやられている方なのに大変

だなと思いながら、私も接しさせていただいた

りしているような状況もあります。でも、やっ

ぱり女性なんですよね。育児に関しては、今、

課長がおっしゃったように力を入れてきたとい

うところがあると思うんですけれども、やっぱ

り介護の現場も男性がもっともっとそこに参入

していただくということも必要だと思います

し、ケアラー支援条例ができて県全体の企業の

方には、それを促進しようと言ってますけれど

も、やっぱりそこに県庁自体が企業の方にとっ

ても見本となるような状況をつくっていただく

とか、実は介護の場合、言いづらいという方々

もやっぱりいらっしゃるみたいなんですね。育

児・出産よりも言いづらいというのが、やはり

どうしてもあって、誰しも親の介護とかを迎え

るというような状況なので、逆に言いづらい

方々に、どのようにそれを明らかにしてもらえ

るのか、相談しやすい場所をつくっていくのか。

コロナ禍のおかげというのも変ですけれども、

あったので、フレックスとかリモートとか、そ

ういうことができるようになったので、部署の

配置とか、いろんなものも考えていただいて、

ぜひとも長崎県庁自体が働きやすい環境づくり

というのもしっかり取り組んでいただければあ

りがたいなと思っております。

以上です。

【石本委員長】 ほかにご質問はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 ほかに質問がないようですの

で、秘書・広報戦略部、総務部及び危機管理部

関係の審査結果について整理したいと思いま

す。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時５２分 休憩 ―

― 午後 ３時５３分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

以上をもちまして、秘書・広報戦略部、総務

部及び危機管理部関係の審査を終了いたしま

す。

本日の審査は、これにてとどめ、11日（月曜
日）は、午後3時から委員会を再開し、「IR区域
整備計画の審査結果への対応等」について参考

人から意見の聴取を行います。

本日は、これをもって散会いたします。
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― 午後 ３時５４分 閉会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年３月１１日

自  午後 ２時５８分

至  午後 ５時 １分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委 員 長 石本 政弘 君

副 委 員 長 冨岡 孝介 君

委 員 小林 克敏 君

〃 浅田ますみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 湊  亮太 君

  〃      まきやま大和 君

３、欠席委員の氏名

委     員 吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

委 員  田中  愛国 君

〃   饗庭  敦子 君

５、参考人の氏名

大屋 高志 君

６、県側出席者の氏名

企 画 部 長 早稲田智仁 君

企画 部政策 監
（ IR推 進 担 当 ）

吉田 慎一 君吉田 慎一 君

I R 推 進 課 長 小宮 健志 君

７、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時５８分 開議 ―

【石本委員長】ただいまから、委員会を再開い

たします。

なお、吉村委員から欠席する旨の届け出が出

ておりますので、ご了承をお願いいたします。

本日の議題は、「IR区域整備計画の審査結果
への対応等について」であります。

まず、3月6日の委員会でご決定いただきまし
たが、本日は参考人としてKYUSHUリゾーツ
ジャパン株式会社 代表取締役社長 大屋高志様

にご出席をいただいております。

また、理事者の出席範囲を含め、お手元の配

席表のとおり決定したいと存じますので、ご承

知をお願いいたします。

審査は、お手元に配付しております審査順序

のとおり、まず、IR区域整備計画の審査結果へ
の対応等について参考人から意見聴取を行い、

その後、理事者との質問応答を行うこととした

いと存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

なお、参考人への質問につきましては、事前

通告に基づき質問を行うこととなっております。

各委員の質問時間は、答弁時間を含めて20分
以内といたしておりますので、どうぞよろしく

お願いいたします。

それでは、これより審査に入ります。

委員長として一言ご挨拶を申し述べます。

本日、参考人としてご出席を賜りました大屋

様におかれましては、お忙しい中、本委員会に

ご出席をいただき誠にありがとうございました。
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厚くお礼を申し上げます。

本日は、先ほど申し上げましたとおり、IR区
域整備計画の審査結果への対応等について意見

聴取をさせていただきたく、ご出席をお願いし

た次第でありますので、どうぞよろしくお願い

を申し上げます。

ここで、参考人の方に念のために申し上げま

すが、呼称につきましては、規定により「参考

人」という言葉を使わせていただきますので、

ご了承をお願いいたします。

また、発言される際は、挙手の上、委員長で

ある私が指名をした後、簡明に案件の範囲を超

えることなくご発言いただきますようお願いい

たします。

なお、参考人は、委員に対する質問ができな

いこととなっておりますので、ご了承をお願い

いたします。

次に、大屋参考人より、IR区画整備計画の審
査結果を受けての発言の申し出があっておりま

すので、これを許可し、発言を求めます。

【大屋参考人】ただいまご紹介にあずかりまし

たKYUSHUリゾーツジャパンの大屋でござい
ます。

本日は、ご多忙の中、このような貴重なお時

間をつくっていただき、誠にありがとうござい

ます。

そして、議会、または委員の皆様には、日頃

より当プロジェクトに対して、非常に熱意ある

声、応援をいただき、また、議会におきまして

は議決をいただき、誠に日頃から感謝の念に堪

えません。そのような意味を込めて、まずは感

謝の意を申し上げたいと思います。ありがとう

ございます。

そして、このたび、昨年12月27日におきまし
て、観光庁より、今回のIR区域整備計画につい
て不認定という結論をいただくことになってし

まい、この点につきまして、私どもとしては、

やれることを全てやった気持ちではございます

が、このような結果について誠に申し訳なく、

地元の皆様の期待に応えようとし続けてきまし

たけれども、結果責任においては深く反省をす

る次第でございます。誠に申し訳ございません。

つきましては、このような参考人招致という

ことでお時間をいただいておりますので、本日

は、できる限り真摯にお答えする所存でござい

ますので、何とぞよろしくお願いいたします。

以上でございます。

【石本委員長】それでは、事前通告をされた委

員の方でご質問はありませんか。

【宮本委員】公明党の宮本法広です。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

まず初めに、KYUSHUリゾーツジャパン株
式会社 代表取締役社長 大屋高志様におかれま

しては、本日はお忙しい中、長崎県議会へお越

しいただきましてありがとうございます。私の

方からも御礼申し上げます。

そして、結果といたしましては不認定となり

ましたけれども、最後まで長崎県とともに汗を

かいていただき、IR誘致に取り組んでいただい
たことに対しまして感謝申し上げます。ありが

とうございます。

私も委員会、一般質問でいろいろ質問させて

いただきまして、重複する部分もあろうかと思

いますが、今回は参考人招致ということなので、

改めて質問をさせていただきます。

大きく4項目質問をさせていただきます。
まず1点目でありますけれども、所感につい

てお尋ねをいたします。今回、残念ながら、悔

しくも不認定となりました。この不認定を受け

て、事業者としての所感をまずお尋ねいたしま

す。

【大屋参考人】 先ほど申し上げましたとおり、
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昨年の12月27日に突如として不認定という結
論が長崎県様の方から伝わってまいりました。

その後、理由についても添付はされておりまし

て、要求基準に適合していないということにつ

いて結論、そしてその理由について幾つか述べ

られていました。

そのどれをとっても、到底、ちょっと私たち

の考えと違いすぎる、納得感のあるものではな

い。例えばコミットメントレター等であるとか

資金調達体制等々、ほぼ全ての項目が私たちの

考えとは大分違うなと。その意味では、非常に

びっくりしたというのが所感の第一印象でござ

います。その点におきまして、知事もおっしゃ

っていたんですが、納得できないというのが所

感でございます。

その内容について、いろいろ私たちの方でも

精査をしてきましたけれども、やっぱりこれら

が事前に示されている条件であれば、私たちは

これに対して迅速に対応し、間違いなくクリア

できたという自信を今でも持っております。

それが、直接的なお答えではないかもしれま

せんが、所感でございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

ちょっと併せて重複になるかもしれません。

国に対して、所感、そして主張されたいこと、

これだけは言いたいと、私も悔しくてなりませ

ん。地方版IRというならば、長崎が選ばれて、
認定されて当然だろうと考えておりましたが、

結果、不認定でありました。参考人、国に対し

て言いたいこと、率直にお聞かせください。

【大屋参考人】まず今回の不認定ということに

対して、言いたいことではなくて、長崎県、あ

るいは佐世保、あるいは九州に対するポテンシ

ャルについての記述は当然一切なく、ここでIR
をやるということについて全く問題はないとい

うのは国も判断しているのだろうと、私どもは

判断しております。

一方で、何を言いたいのかというと、まず、

そもそもが、国が想定している前提条件が、例

えば大きいオペレーターを連れてきて、その

方々が大きなお金を持ってきてという、当然こ

のやり方もあろうかと思いますが、私たちとし

ては国際的なすばらしい投資家の方々、金融機

関の方々から、広くあまねくお金を調達し、プ

ロジェクトファイナンスと呼ばれる手法におい

て資金調達を行ってきて、このやり方について

実はあまり想定をされていなかった可能性があ

るというふうに感じました。

そこにおいて想定はされていなくてもいいの

ですが、そこに対してきちんとご理解をいただ

き、このようなやり方でやるIRの開発というの
は世界に多々ございますので、私たちのような

やり方についてご理解いただいてもよかったの

ではないかなというふうには考えております。

ただ、国の考えと私たちの考えに乖離がある

というのは当然考え得る事態ではございますの

で、ぜひ、本来であればいま一度再考していた

だいて、今のやり方で認定をいただけたらなと

いうのが国に対する率直な感想、所感でござい

ます。

以上でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。重複す

るかもしれませんが、次に資金についてお尋ね

いたします。

審査委員会の見解について、CAIの出資が小
さく、レターの確約の程度が十分でないという

ふうにありました。事業者として、この見解を

受けてどのように考えておられるのか、お尋ね

いたします。

【大屋参考人】おっしゃるとおりで、観光庁の

方からの指摘において、要は要求基準に抵触す

るという意味では、CAIの資本的関与が少ない、
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あるいはレターの精度についてのご意見をいた

だいております。

ただ、CAIの資本的関与については、事前に
例えば10億以上でなければならない、100億以
上でなければならない、3割以上でなければな
らない、そういったベンチマークは特に示され

ていないわけですね。

その意味でCAIがきちんと事業に対してコミ
ットしていただければ、そこが幾らを出すとい

うベンチマークがない以上、私たちの提出した

資料に何ら落ち度はないというふうには考えて

おります。

その意味で資金が集まったかどうかというの

と、CAIがきちんとオペレーションを担うのか
ということは分離して考えているのが私たちで

した。恐らく国の方は、やるところがきちんと

したお金を持ってこいというのであろうかと思

いますが、それは事前に私たちに示されたもの

ではないので、その意味でも、従前から総務委

員会の方でご指摘があるとおり、国の裁量が非

常に大きいと指摘していることであると思いま

す。

それとレターの精度は十分ではないという指

摘について言うと、どのようなレターが精度が

いいんですか、法的な完全なコミットメントが

あればいいのかということなんですが、例えば

の話ですが、皆様の中で事業をやられている方、

いらっしゃるかと思うんですけれども、コミッ

トメントを金融機関からいただくということに

ついて言うと、これは金融機関との契約になる

ので、場合によってはコミットメントフィーと

いうものが発生したり、金利というものが一部

発生する可能性があるんですね。これを持って

こなければならないのかというと、それってで

きますかと、あらゆるプロジェクト、認定が条

件になっていればできると思いますけれども、

これをもって認定をお伺いする時に関して言え

ば、その金融機関と完全なコミットメントレタ

ーをいただくというのは、かなり現実から離れ

ていて、国際的な商慣習からも少し遠いのでは

ないかなと感じております。

その意味で私たちは、それに準ずるものとし

て、コミットメントレター等を提出しており、

私たちはこれで十分であるという認識を持って

おりました。

以上でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。国との

乖離が大きかったということですね。率直にお

聞かせいただきました。

コミットメントレターについて改めてお伺い

いたしますが、先ほども参考人の方からもあり

ましたが、諸外国ではコミットメントレターは

商慣習であるということ、しかしながら、これ

が日本では認められなかったということになり

ます。

これについて先ほども触れられたかもしれま

せんけれども、改めてこの点についてのお考え

をお聞かせください。

【大屋参考人】 当然、国は、最初にコミットメ

ントレター等を提出してくださいということを

言われておりました。コミットメントレター等

なので、当然法的な、あるいは金額が、大きな

金額を負担するコミットメントレターではなく、

それに準ずるものとして提出しておりましたが、

結果として法的根拠はというふうに後から聞か

れる形になってまいりました。従前から、県を

通じてコミットメントレター等の定義をお聞か

せいただきたいということは国に対してお願い

もしてまいりましたが、十分なお答えをいただ

けずに、結果的に不認定というふうにつながっ

たことは、やはり繰り返しになりますが、国の

裁量が非常に大きく、非常に残念な結果になっ
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たというふうに考えております。

以上でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。資金に

ついてはしっかりと準備をしていたということ

を改めて確認をさせていただきました。

次に、連携についてお尋ねいたします。

まず、CAIとの連携についてですが、審査委
員会ご指摘のとおり、CAIのコミットというの
は、本IRのプロジェクトにおいて最も重要であ
ったということを考えております。

しかしながら、コロナ禍でなかなかCAIとの
コミュニケーションが取りづらかったものがあ

ろうかと思いますが、このCAIとのコミュニケ
ーションに問題はなかったのかどうか、お尋ね

をいたします。

【大屋参考人】 CAIとは、コロナが間に挟まっ
てしまって、お互いの場所を行き来するという

のが非常に難しくなった時期がございました。

それでも、私たちがオーストリアに飛び、ある

いはオーストリアからは彼らが来ていただいて、

実際に県庁の方にも訪問していただいたことが

ございます。

その後も、こういう時代ですので、国際間を

交流するためにはズームあるいはテレビ会議と

いう便利なツールがございますので、それにお

いて比較的、彼らとのコミュニケーションは潤

沢に取れていたという認識もございますし、重

要なことはメール等に書類として議事録を残す

ようにしておりましたので、彼らとのコミュニ

ケーションがおかしくなったという感覚は私た

ちは持っておらず、むしろコミュニケーション

としては成立していた。もちろん、彼らは、こ

の事業に対して非常に強いコミットメントを、

参画意欲を持っておりますので、私たちと、早

く認定をいただいて、開発マネジメント契約を

結び、具体的な話し合いに入れるといいねとい

うことを常日頃話し合ってまいりました。その

意味では、ご心配に及ぶような、彼らとの不和

というのは、そもそも不和になる要素がない、

同じ方向を向いておりましたので、パートナー

シップとしては順調に機能していたという認識

でございます。

以上でございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

もう一歩踏み込んでCAIについてお聞きいた
します。

先ほどコミュニケーションは十分取れていた

ということで確認をさせていただきましたが、

CAIのカウンターパート、どなたとカウンター
パートを主に取られていたのか、それについて

もお答えできるならばお聞かせください。

【大屋参考人】前任の担当の名前が飛んでいる

んですけれども、新しくCEOとなったフリッツ、
彼が担当にその後代わったんですけれども、彼

がカウンターパートとして、CAIのカウンター
パートとして直接担当していただいていました。

その下にラインハルトというディレクター、取

締役がいるんですけれども、主にこの2人でご
担当いただき、場合によっては必要な機能の方

の役員が常々担当していただいて、そういう意

味ではカウンターとなっていただく、向こうの

窓口としては十分しっかりとした立場の人間で

あるということをここに説明させていただきた

いと思います。

以上でございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

CAIJとはもとより、本国のCAIとのコミュニ
ケーションについて、ちょっとどうだったかな

ということを気になったものですから確認をさ

せていただきました。

次に、国との連携ということにおいて、国と

ヒアリングを数回されていたと思いますが、ヒ
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アリングにおいて、内容について要点を絞って

いただいて、国とのヒアリングにおいて、どう

いった内容をヒアリングしていたのか。たくさ

んあるかもしれません。要点を絞ってお答えい

ただければ幸いです。

【大屋参考人】今回、確かに国との間でヒアリ

ングは数回に分けて行われました。

ただ、この国との間のヒアリング内容につい

て、当事者限りということを強く国の方から言

われておりまして、ここで私がその内容に触れ

るということが、今後、県の方の未来に対して

プラスにならない可能性があるので、具体的な

内容についての説明は遠慮させていただきたい

と思います。

ただ、一方で、今回不認定となった理由を幾

つかのことに触れられているんですが、この中

の幾つかは当然ヒアリングの中でも指摘をいた

だき、その場で全ての項目について、私の方か

ら十分な説明をさせていただいております。そ

れでも、その理由を使われてしまってはいるも

のの、その意味では答えになっていないかもし

れませんが、この中の幾つかは当然ヒアリング

の中で指摘されたこと、質問を受けたことでご

ざいます。

以上でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。このヒ

アリングの内容ですね、非常に気になるところ

でありましたが、ちょっと致し方ないというこ

とを確認をさせていただきます。

最後になりますが、今後についてお聞きいた

しますが、今後、KRJといたしましては、行政
不服審査請求について、どうなさるのかお聞か

せください。

【大屋参考人】今後について言いますと、まず

はKYUSHUリゾーツジャパンとしては、関係
各所への説明について、まだ終わっておりませ

んので、まずは今回のことについての説明をき

ちんとさせていただいているところです。それ

が終わりましたら今後のことについて考えよう

というのは、親会社であるCAIJ及びその代表で
ある林と常々話をしております。

そして、行政不服審査について言いますと、

現時点では行政不服審査をすることについての

メリット、デメリットを十分社内で、グループ

の中で議論し、あるいは県の方々ともご相談を

させていただいてはいるものの、行政不服審査

等について、デメリットの方が多いのではない

かなと、今現在は考えているところでございま

す。その意味では、行政不服審査をする予定は、

今現在ございませんというのがお答えになりま

す。

以上でございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

まずは、関係者に対して説明をするというこ

と、非常に大事なことだろうと思います。私も

地元、佐世保ですので、佐世保の経済界も非常

にこの不認定についてはいろんなご意見をお持

ちですので、どうか説明の方を事業者として県

と一緒になってしていただきたいということも

要望させていただきますし、行政不服審査請求

については、デメリットの方が多いという観点

からしないという決断をされていたということ

をお聞きをさせていただきました。

しかるべき時に、こういった時がくるのだろ

うと思いますし、今、この時点で、次、応募が

あった時どうしますかというのを聞いたとして

も、なかなか答えとしては難しいだろうという

ふうに思います。

私としても、いろんな考えを持ちながら、現

場をまた訪問し、長崎県全体、そして県北の活

性化に向けて尽力してまいりますし、事業者と

しても説明の方をどうか現場に対して丁寧にし
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ていただくことを要望させていただいて、私の

質問を終わります。

以上です。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

【浅田委員】 浅田と申します。本日は、お忙し

い中、そしてまた、急な要望にもかかわらず、

このようにすぐすぐという形で総務委員会が終

わって、すぐにこうやって時間を取っていただ

きましたことは、本当に心から感謝を申し上げ

たいと思います。

また、大屋参考人と同じように私たち県議会

議員も、このIRに大きな期待を込めておりまし
たので、本当に残念でなりません。これまで、

私もこの2007年から、IRの議論が加速した当時
から県議を務めておりますので、非常に思い入

れのある事業、そして長崎の未来をかけている

事業という思いで取り組んでまいりました。

そういう意味においては、ある意味、同志だ

ったという部分もあろうかと思いますが、こう

やって不認定になった今、私どもはやはり県民

に対しての説明責任を果たさなければならない。

その中でいささか厳しいような言い方をさせて

いただくかと存じますけれども、そこもご理解

をいただきながらご答弁をいただければ幸いで

ございます。

先ほど、同じように私も質問通告を出させて

いただいておりますけれども、宮本委員と重複

するところがありますが、重ねて、繰り返しに

なりますが、確認をさせていただきたいと思い

ます。

不認定に対する心境につきましては、その要

求基準というものが不明確な部分が多過ぎて、

国に再三聞いてみたけれども、わからなかった。

これを明確にしていただいていれば、絶対的に

自分たちも認定を受けたという自信があるとい

うお答えだったかなというふうに思います。

しかし、その中で、やはり全くもって要求基

準を満たしてないかのような、本当に厳しい国

からのお答えだったわけですね。もう少し頑張

ればというようなところでもなく、資金面に関

しても、そういうふうなことを言われてしまっ

たというところ、そこをいま一度どのようにお

考えかお聞かせください。

【大屋参考人】今、委員の方からもご指摘のあ

りますとおり、要求基準について一つではなく

て、複数かつ詳細に理由について説明をいただ

いております。

ただ、一方で、コミットメントレター等の法

的根拠、その精度云々について言いますと、こ

こにつきましては、私たちのアレンジャーであ

り、また国際的なグローバルスタンダード、あ

るいは代表するような会社であるドイツ銀行グ

ループであったり、キャンターフィッツジェラ

ルド証券、あるいはCBRE、クレディスイス等々、
この業界で言えばプロの方々に見ていただいた

レターでございます。彼らについて、ここにつ

いて言うと、世界中で使われているレターのフ

ォーマットなので、これでいけると思うという、

そして、私たちのリーガルの担当である弁護士

事務所についても説明を、解説をいただき、今

出せるもの、マックスはこれでいいんじゃない

かということで、専門家の意見を頂戴して提出

しております。それでも足りないという審判の

結論が出ていますので、それは今回のプロジェ

クトについて言えば、審判の言うことが全て正

になりますので、そうですかと聞かざるを得な

いんですけれども、私たちとしては、やれるこ

とをやった。ただ一方で、そこについてまだ足

りないと言われたというところについて、やっ

ぱり乖離があるなというのは率直なところでご

ざいます。

以上でございます。
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【浅田委員】この間から、私どもも総務委員会

の方でも様々な形でご答弁をいただいているん

ですけれども、どうしてもやっぱり理解ができ

ない部分が多くございまして、今、参考人がお

っしゃるように、自分たちとしては最善をやっ

てきた。国の、国際的な商慣習にのっとってし

っかりやってきて、大手の方たちもそこに対し

て問題はないと、今やれることを全てやってき

たというようなご答弁だったかと思います。

しかしながら、それでも不認定であり、また、

確かに私たちもこれまでの、一度前に来ていた

だいた時にも、本当に大丈夫ですかというよう

な失礼な質問を私もさせていただいた。でも、

その時からすると、1兆円以上のレターを集め
ていただいた。確かに非常に動いていただいた

んだろうなということは、一定理解をするとこ

ろなんですけれども、それでも、だとするなら

ば、ノウハウが不十分という、運営面において、

資金面もそうですけれども、運営面においても、

それらの人たちがノウハウが不十分と言われて

しまったこと、そこに関してはどのようにお思

いでしょうか。

【大屋参考人】 ノウハウという言葉において、

どこからどこまでをノウハウと呼ぶのか、運営

のノウハウ、開発のノウハウ、それから依存症

や地域還元とか、いろいろなノウハウがあるか

と思いますが、私たちがつくらせていただいた

チームというのは、特に開発工程におきまして

は、世界で、ちょっとこの名前は言いづらいん

ですけど、すばらしいメガIRをつくられたチー
ム、それも複数個所でメガIRをつくられたチー
ムが開発において協力していただけることにな

っていましたし、依存症等の現場のオペレーシ

ョンに関して言えば、CAIというのはすばらし
い歴史とノウハウを持っていらっしゃいますし、

国内チームについても、私もそうなんですけれ

ども、きちんとした知見を持って、それを全部

提供しようとしてまいりましたし、体制につい

て不安があると言われてしまうと、もうこれは

主審のおっしゃるとおりに、それ以外何物でも

ないので、私たちがノウハウがあると言っても、

その審判の方がどう判断するかというのは、私

たちではなかなかコントロールしづらい部分で

ございます。

一方で、資金面について言えば、私ども、皆

様に非常にご心配をかけた。当然、資金は最初

はないところからスタートしておりましたが、

最終ゴールにおきまして、委員のご指摘のとお

り1兆円以上の強いレターを集め、資金面にお
いて言うと、この中で一番自信のあるパートに

なった、結果的には。そのように考えておりま

す。

ただ、ではなんでだということを皆様お聞き

になるので、これはちょっと私の個人的な考え

としてお聞きいただきたいんですが、なぜだめ

だったのか。

資金面についても若干不安を持たれていたん

だと思いますし、体制面についてもそう思われ

ていたんでしょうし、いろんなものが変わって

しまったとか、いろいろ言われても、本当に多

くの理由が記載されておりまして、恐らく最終

的には総括的に判断されたんだろうというふう

に考えております。

では、なんで総括的に判断したのかという理

由について言うと、本来、要求基準というのは、

これ、何か一つでも欠けたら終わりというノッ

クアウトファクターになっておりますので、本

来、要求基準に適合していないのであれば、理

由は一つでいいはずなんですね。それを今回、

ご丁寧にものすごい長い文章、指摘されたとい

うのは、多分、もう一回言います、個人的な意

見なんですが、全部合わせて合わせ技一本とい
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うことで要求基準に適合していないという結論

に至ったということではないかと推察をしてご

ざいます。個々について言えば、相当な自信を

持って進めてまいりましたが、全体を通して要

求基準に適合していないと言われると、もう私

たちとしては非常に、それをどうやって不服審

査すればいいのというところで、なかなか今回

の結論について言うとカウンターを当てづらい

なというふうに感じております。

以上でございます。

【浅田委員】参考人におかれましては、資金面

に関しましても、体制面に関しましても、メガ

IRをしっかりやったところと組んでいるわけ
だから問題はないと。総括的にというところで

の判断。

逆に総括的に判断されることにおいて不認定

とされることがちょっと問題なのかなと、私は

今、受け取ってしまったんですね。全体を通し

た上で、それをそう捉えられてしまうというこ

とが、どれもこれも、どこもかしこもがなんか

うまく乗っかってなかったのかなという気がし

たんですが、例えば私たちから感じると、社名

を出していいかどうかはわかりませんけれども、

先ほどプロジェクトファイナンスみたいな感じ

で、いろんなこの1兆円の方たちに手を挙げて
いただいた。「九州はひとつ」ということでや

ってきた。だけれども、本来だったら、いてし

かるべきところが九州の中でも入ってないんじ

ゃないかなというようなことを感じるところが

あるんですが、そのあたりはどうでしょうか。

九州の大企業が入ってなかった。きっと普通に

考えれば、九州はひとつ、IRみんなでと言って
いたら手を挙げてもらえるよねと思うところが

入ってなかったという意味でお伺いをしていま

す。

【大屋参考人】国内企業の参画出資につきまし

て、言える範囲で申し上げますと、10社以上の
出資意向書をいただいてございます。これは、

日本の大企業を含め、九州の企業を含め、多々

いただいております。一方で、この社名につい

ては開示をしないでほしいということもいただ

いております。この10社って、多いと見るか、
少ないと見るか。10社以上というのが多いか少
ないかはおいておきまして、これについては出

資意向書なんですね。

一方で、当然ながら九州の大企業抜きで進め

られるようなプロジェクトではないので、事業

協力という形で、九州の大企業様とは全て、不

認定が出るギリギリまでお話し合いを続けてお

りまして、当然彼らなくしてできない事業が

多々あるので、九州の大企業の方々も真摯に耳

を傾けていただき、協力できるところは積極的

にやるので、どんどん声をかけていただきたい、

という意味で九州の大企業におかれましては、

特に事業協力というところで非常に密なコミュ

ニケーションを取っておったという実情がござ

います。

以上でございます。

【浅田委員】 ちょっと繰り返しになりますが、

事業協力という部分でいうと、IRに関して協力
はいたしますけど、だけど、コミットメントレ

ターを出したりとかという関係性とはまた違う

ということですよね。そこを、繰り返しになり

ますけど確認させてください。

【大屋参考人】はい。一部の企業の方のご意見

をお伝えすると、事業協力は事業協力、出資は

出資、この2つは、似たようで相容れない独立し
た事象ですので、別々に判断させていただきま

すということを常日頃、複数企業から申してい

ただいております。

ですから、事業としては事業採算が合えばや
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る、出資についていえば投資採算が合えばやる

ということで、まずは事業協力の方からスター

トしましょうと。で、出資について言えば、認

定が出る、あるいは出た段階で、少額であれば

後でも差し替えとか検討できますよねというこ

とでお声をいただいておったのが実情でござい

ます。

以上でございます。

【浅田委員】非常に失礼な言い方かもしれませ

んけれども、事業協力と出資の違い、ここが一

番重要だと思うんですね。

本来であれば出資をしてしかるべき九州の大

企業とかが、出資ではなくて事業協力にとどま

っている。なぜ事業協力という言葉を使ってと

どまらなければならなかったのか、ここが非常

に問題な気がするんですけれども、そこはやっ

ぱりどうしても説得ができなかったということ

でしょうか。

【大屋参考人】これもお聞かせいただいた意見

をそのままお伝えしますと、シミュレーション

上では、これだけ儲かるんだねということはご

理解いただきました。当然、世界中、IRという
事業はなされておりましたので、実際このぐら

いの利益というのが出るんだね、すごい儲かる

んだね。ただ、日本でIRはまだ成功していない
し、スタートもしていない。その中で社内の稟

議を通すというのは非常にハードルが高いと。

もっともっとリアルな、エビデンスに基づいた、

実績に基づいたようなデータはないかなと。エ

ビデンス、実績、国内にはないんですけれども、

非常にその意味では、投資ということについて

は言えば、社内稟議上のハードルが高いという

ことはいただいておりました。

もう一つがレピュテーションの話でございま

して、IRについて言うと、例えばどこかの会社

が最初に手を挙げて「うちがやります」と言っ

た瞬間に、このような事業に対して、実質、例

えばカジノという言葉を使って、カジノに対し

て出資するのかという世論の声を直接浴びてし

まうというのが、非常に堪えにくいと。その意

味で、このプロジェクトに出資をするというの

は、レピュテーション的にもハードルが高いと

いうのは、常日頃いただいておりました。

そこに対して、それ以上の出資をするメリッ

トを説明しきれなかったのかということを、も

しいただけるのであれば、それは私たちの力不

足になるのかなという気もいたします。

以上でございます。

【浅田委員】確かに日本ではスタートしていな

い、そこに果敢に挑んでいただいた。そこには

感謝をいたしますし、私ども長崎県、隣にいら

っしゃる、このIRの部署の人間も本当に時間と
労力を使って、この事業に挑んでまいりました。

では、そういう意味の中において、先ほどか

ら参考人もおっしゃる国の裁量とはということ

を思います。総務委員会でも、国の裁量が大き

過ぎたから、国の裁量が大き過ぎたから駄目だ

った。

しかしながら、この国の裁量に基づいて。当

然初めての事業ですから、国が裁量を持たなけ

ればスタートできないわけですよね。国に裁量

があって当たり前だと私は思っているんです

が、それが間違っているのかどうなのかも含め

て。

それと併せて、だとするならば、認定を受け

た大阪と我々長崎は、何が一番違ったのか、大

阪は何が優れていたのか。

先日、この件を知事に聞いたら、そもそもの

レベル感が違うからと言われました。レベル感

というのは、確かに人口の違う大阪と長崎、そ
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れは当初からわかっていたことなわけですね。

それを受けた上でも、都市型と地方版、地方の

起爆剤として我々は挑戦をして、そして参考人

たちもそこに挑んでいただいたわけですから、

ここはわかっていたことの上の中でどういうふ

うにお考えなのか、判断をしているのか、教え

てください。

【大屋参考人】 記憶が定かではなかった場合、

ご容赦いただきたいんですが、以前、このよう

な議会において、大阪IRについてのコメントを
求められた記憶がございますが、大阪IRという
のは、ご存じのとおり中核企業がMGM、そして
オリックスというすばらしい会社であると同時

に、規模的にも非常に大きい会社、その意味で

はブランドが立っている、わかりやすいメッセ

ージがあるのが大阪IRの特徴かなというふう
には思います。

では、大阪IRの中身について優れているのは
どこかというご質問ですけれども、大阪IRがど
のようなコミットメントレターを取得し、どの

ような資金計画、事業計画なのか。

当然、区域整備計画については開示はしてい

るものの、そういった会社がどのように個別の

金融機関や投資家と契約をしているのか知りよ

うはございませんで、その点におきまして、大

阪IRの中身が私たちより優れていたかという
ことについて、正直コメントをするのが難しい

というのが率直な意見でございます。

以上でございます。

【浅田委員】もう時間になりますので質問はや

めさせていただきますけれども、いずれにいた

しましても、今の状況では、まだまだ私どもも

含めて、我々県議会も含めて説明責任を。多く

の税金を使って行った事業でございますので、

今の状況で終わりとはならないかと思います。

そういう意味では、1月にあった記者会見で
すかね、そこの中で、最後まで県とともに考え

抜きたいというようなことをおっしゃっていた

かと思います。なので、これからも、今日が最

後ではなくて、ここからまたしっかりと説明責

任を果たす動きを、我々ともどもにしていただ

ければ幸いです。ありがとうございました。

【小林委員】小林と申します。ちょっと足を悪

くしておって座ったまま質問させてもらいま

す。お許しをいただきたいと思います。

冒頭から、あなたの話を聞いておりますと、

やることはやったと。同時に、やることはやっ

たが、いろんな反省をしていますと、こういう

お話も出ていました。

やることはやったは当然でしょうが、いろん

な反省をしていますという、反省というのは、

どういう点を一番反省されていますか。

【大屋参考人】 反省という意味では、今回、主

審、アンパイアの方が最終的には結論をもって、

その理由が後からついてまいっておって、時間

を戻せるわけではございませんけれども、いま

一度、今の知見をもって考え直せるのであれば、

もっともっと主審の考えを咀嚼してまいるべき

だったという気もいたします。

例えばなんですけれども、コミットメントレ

ター等の精度についても、現時点では最高レベ

ルのものを出しているんですが、本当に国が求

める、これだったら合格だよねと言われるもの

を、本当に、追及し切ったつもりではあります

けれども、いくら全力で尽くしても、まだ工夫

の余地はあったんじゃないかというのは、全て

のことにおいて発生し得るような話なのかなと

は思いますし、あるいはプロジェクトファイナ

ンスについてあまり、今回、国が望むものと違

うのであれば、もっともっとコーポレートファ
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イナンスについて進めるべきではなかったのか

なというのは、結果的には反省としては考えて

おります。

ただ、私たちの努力が足りなかったと言われ

ればそれまでなんですけれども、私どもとして

は、親会社CAIJの林とともに、本当にやれるこ
とを全力で、今までいろんな事業をやってまい

りましたけど、その中のどの事業よりも真摯に

向き合ってやってきたという自負はございま

す。ただ、結果としてこうなっていることは、

本当に反省でございます。

以上でございます。

【小林委員】今の話を聞いていまして、一生懸

命におやりになったということは、もう誰しも

認めているんですよ。また、あなたが第一人者

であることもよくわかっているし、途中からあ

なたが参加されたみたいだったけれども、県は、

よくぞいい人を連れてきたのではないかと、こ

ういう判断をしておったんです。

でも、今言う反省点というのは、どっちかと

いうと、アンパイアということで、国の何とい

うか判断というものが、何をさておいても最優

先するんだと。こういうような状況で話が進ん

でいきますと、じゃあ、なんで国が求めるよう

な方向に、あなたぐらいの人がやれなかったの

かと、この点はどうですか。

【大屋参考人】本当に私の力不足とご指摘をい

ただくのであれば、まさにそのとおり。従前、

私が説明したことが、なんでできなかったのと

いうのは、本当に私の不徳の致す限りでござい

ます。

私としては、本当にこれ以上はない力でバッ

トとクラブを振りちぎったのではございますけ

れども、もっともっと、私より優れたメンバー

を招集し、もっと大きなチームで、今現在、全

力ではやったつもりではありますが、それでも

全力が足りなかったということになっておりま

すので、反省ということについては、尽きるこ

とはない。私自身が100％でもって、120％でク
ラブを、バットを振るべきでしたし、今現在、

メンバーは素晴らしいメンバーで、モチベーシ

ョンも高くやっていましたけれども、もっとも

っとメンバーは多い方がよかったですし、本当

に申しわけない気持ちでいっぱいでございます

し、反省という意味では、反省しても尽きるこ

とはない。

けれども、長崎というポテンシャルは全く否

定されるものでもないですし、投資家の方々も、

長崎って本当にすばらしいプロジェクトだよ

ね、この長崎のプロジェクトを潰えさせてはい

けないというのは、実際に投資家からも聞いて

おりますので、この反省が次に生きるようなこ

とがあるのであれば、そこに対して私の持てる

力は引き続き、長崎のために尽くしたいと考え

ております。

以上でございます。

【小林委員】 その、力不足とか、そんなことを

私たちは、あなたを責めているわけではないん

だよ。だから、反省する点があるとすれば何な

んですかと、こういうことを率直に聞いている

わけです。まだあなたがやり残したこととか、

やらなければならなかったことがあるのかと。

いわゆる審判役である国の意向というものを十

分、何というか、のみ込むことができなかった

のか、やっぱりその辺の問題ね。ここのところ

は一体何なのかと、こうなってくる。

ただ、ずっと聞いていて、どこかに国の批判

というか、国に対する意見が、やっぱりどこか

に、あなたぐらいの人だったら出てきてしかる

べきではないかと。
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今回、何といっても一番の問題は、国と長崎

県の考え方の隔たりがあり過ぎると、ここのと

ころが一番問題になっているわけね。それで、

例えば新聞報道などを見ると、長崎県のIRが不
認定になったことは、県が当初から危惧されて

いた、長崎県が最初から危惧されていた資金調

達の課題を決めきれずと、資金調達の課題を詰

めきれず、評価の前提として求められる要求基

準すら満たせずに門前払いされた形となった

と、こんなことが新聞に書かれているわけよ。

どこの新聞と言わないけど。

だから、そんなことを聞いたらね、やっぱり

我々だって、ちょっとやっぱり気持ち的には収

まらないよね。なんでこんなことで詰め切らな

かったのかと、1兆円も預けて。1兆円も確保し
ていただきながら、どこに問題があったのかと。

なんで、国の方から法的な確約性というか、そ

んなものがないとか、そんなようなことを言わ

れんといかんのかと。どこに欠陥があったんで

すか。

【大屋参考人】欠陥がもし、本当に致命的な欠

陥が、補えない、隠せない欠陥があるのであれ

ば、1年半に及ぶ審査期間はなかったというふ
うに考えております。

要するに、合格するかもしれない、認定をい

ただくかもしれない、認定をいただけないかも

しれないということを、1年半の間、ここについ
ては本心で、国の方は真剣に考えていただいた

のだろうなと。ひょっとしたら、12月27日は不
認定ではなくて認定という可能性も十分あっ

た。これが審査期間が1年半に及んだ大きな原
因で、欠陥があったというよりは、本当は合格

する可能性も十分あった。これ一つを取ってア

ウトというわけではなくて、幾つかがぼやっと

国の考え方と違うということで最後まで議論を

尽くしていただいたこと、その結果、不認定と

いう、最後に結論を出さなければいけない非常

に苦しい立場だったのではないかなと、国の方

の立場を考えると、そのような気もいたします。

だったら認定していただきたいというのは本

心ではありますけれども、真剣に認定をいただ

ける可能性もあった、十分あったとした上で、

最後に不認定になったというふうに私どもは考

えております。

以上でございます。

【小林委員】しかし、そんなふうに言われると

ね、こちらも何と答えていいか。認定する可能

性もあったと、しかし、結果的にすれすれのと

ころで不認定になったんだと、こんなようなこ

とをあなたの言葉から言われるとね。あなたは

共同申請者だよ、長崎県と同じ共同申請者。し

かも、言っているように長崎県があなたを見つ

けて、あなたに力を借りようということで、途

中から改めて、この人以外にはないと、この難

局を乗り越えることができる人はと、そう思っ

て大屋さん、あなたに声をかけたんじゃないん

ですか。

そういうあなたが、今みたいなことを、何か

国の、これは国かどこかから来た人かと思うみ

たいに、あんまり国にいい顔をされてもおもし

ろくないんですよ、あなたは長崎県の人だから。

そういうようなことから考えて、やっぱりきち

んとしてもらわんといかんのだけれども。

大体、総事業費を、途中から上がって4,383億
円になりましたよね、途中からこれは上がった

んですよ。多く跳ね上がった、4,383億円という
のは。それで、これについては1,753億円を要す
るに企業から出資してもらおうと、そして

2,630億円については金融機関から融資をして
いただこうと、こういうような形で賄おうとし
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ていた。

しかし、最終的には、あなたと言ってもいい

と思うけど、あなたの頑張りで、これが1兆円を
超えるような大きな大きな、そういうコミット

メントレターを集めていただいたわけだよ。

ところが、この1兆円を集めながら、私は今で
も腹が立つんだけど、本当か思うんだけれども、

1兆円以上のコミットメントレターを集めたけ
れども、裏づけの資料が提出されてないと。確

実性を裏づける資料がないんだと、こんなよう

なことを国は平気で言っているわけだよ。

それでもって「すれすれ」なんていう言葉が

出てくるかい、すれすれなんか出てくるもんか。

1兆円も集めておって、しかし、それが裏づけを
持つ、裏づけされる資料が提出されてないと、

こう言われているわけだよ。なんかコミットメ

ントレターの書き方が、何か問題があるのかさ。

あなたは、どこか新聞で見たけれども、今まで

は外国では、このやり方で十分セーフというこ

とになっておったけれども、日本のやり方がど

のくらい、何が違うのか。コミットメントレタ

ーの書き方が、これじゃ駄目だとか、別途こう

いうふうに書いてきてもらいたいと。こういう

提出資料を、別途に要求されたかどうか、そこ

はどうなんですか。

【大屋参考人】最後の方の項目からご説明しま

すと、国からコミットメントレター等に対する

指導はございませんでした。とにかく国として

は出してくれという一点張りでございまして。

コミットメントレター等の書き方であるとか

フォーマットについては、触ろうと思えば触れ

る部分があるんですね。そういう意味で、ご指

導いただければ、より国の求めるところに近い

コミットメントレター等を取得するということ

は、十分可能であったというふうに認識してお

ります。

それと、君は本当にこのプロジェクトに真摯

に取り組んできたのかというご指摘だと思うん

ですけれども、本当に私は、この認定後は、住

民票をこちらに移してでも、このプロジェクト

を、人生をかけてやり遂げるつもりで真剣に向

き合ってまいりました。そうでなければ、こん

な大役は引き受けませんので、その意味で期待

もしていましたし、覚悟もしてきた所存でござ

います。

ただ、公開されるこの場において、国土交通

省であるとか観光庁であるとか、国に対して言

いたい放題、私がここで言うことが本当に皆様

方のためになるのかということで、多少、耐え

忍びながら、言葉を選びながら申し上げている

つもりでございまして、それが間違って伝わっ

た、私の言葉がうまく伝わらなかったのであれ

ば改めてお詫びを申し上げたいと思います。申

し訳ございません。

以上でございます。

【小林委員】 要するに、長崎県は、高いお金を

払って、国際的な商慣習、こういうものになら

ってコミットメントレターをつくり上げ、そう

いう区域認定申請をしたわけだよ。

ところが、言うように法的な拘束力がない、

なかったりとか、あるいは4月の申請時点から9
月までに大きく変わった点や、コミットメント

レターが一部の予定者から提出されていなかっ

たりと、こんなことが報道で書かれているわけ

だよ。これは事実ですか。

【大屋参考人】具体的な社名については、契約

書なので開示はできませんけど、一部の投資家、

出資者からコミットメントレター等が出ていな

いというのは、実はご指摘のとおりなんですね。

ところが、その投資家というのは実は空箱で
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ございまして、少数、あるいは大きな金額を、

ある一定の箱に入れて、この箱から出資をして

いただくというための、SPC、特定目的会社と
いうんですけれども、この箱をつくったものの、

出資を受けてから動く箱なので、特段、この箱

には意思がないんですね。

この箱から出ていないと言われてしまうと、

そうなんですけど、それって技術的な話で、別

に、いつでも出せますし、実際に出資者、最終

出資者がいらっしゃるので、そこから出すこと

は全くもって問題はないんですけど、出す意味

はなかろうと。これをつくってから出せばいい

ですし、最終的にはお金があるかどうかが大事

なので、そういったことで出さなかったんです

が、そこに対してまさか指摘をいただくような

ことがあるというのは、いささかびっくりして

いるところでございます。

あとは、法的な根拠云々について言うと、先

ほど申し上げたとおり、私たちとしては金融機

関、あるいは弁護士事務所からの指導をいただ

きながら、できる最高レベルのものを提出させ

ていただいたので、そこに対して弱いというこ

とは、すばらしいボールを投げたけど、「ボー

ル」と言われたというのが、率直な感想でござ

います。

【小林委員】それはね、あなたもよく正直に話

をしてもらったけれども、やっぱりこの指摘が

当たっていないことはないんだな。こういうよ

うに、要するにコミットメントレターが一部の

予定者から提出されていなかったと、それは事

実なんだな。

そうするとね、県の方から我々が聞いている

るところは、コミットメントレターは極秘なも

のだと、表には出せないと。だから、例えば長

崎県の場合は、知事とか副知事とか、そういう

関係者だけがひそかに、間違いがないかと、金

額はそれ以上、ちゃんと集まっているかとか、

そんなことでチェックをしたと言うんだよ。チ

ェックしたら間違いなかったというのを議会に

報告しているけれども、ならば今の入るべきと

ころが入っていなかったというのは、どうなる

のか。

これは後で、終わってから県の方とは意見の

交換をすると思うけれども、そういうようなこ

とが明らかになってくると、それはやっぱり国

から言われてもね。そんなことがあったのかと、

こういうことになってしまうわけよ。

それはね、やっぱり国がね、こういうことで

コミットメントレターのいわゆる法的な拘束

力、こんなことをいろいろ言うことが、ある意

味ではわからんわけではないのかなという感じ

がし、国にそんなことを言わしめた、あなた方

のやり方が一体どうだったのかと、この辺はし

っかり反省をしてもらわんといかんし、反省を

しても結局は戻ってこないわけだよ。これから

どうするかということだけどね。

それから、もう一つあなたに、時間もあれだ

けど、ちょっと聞いておきたいことは、先ほど

からも出よったけれども、カジノオーストリア

インターナショナル、CAI、これに対して国の
評価はどうだったですか、国の評価は。

【大屋参考人】最終判断までCAIに対する国の
評価を聞くことはできなかったんですけれども、

最終評価のところにおきまして、メガIRの経験
値が足りないような記述が一部あったかのよう

に記憶をしてございます。

では、カジノ・オーストリア・インターナシ

ョナルが本当にIRができないのかというと、こ
れだけ世界中でIRを運営し、当然、メガIRもつ
ぶさに見て来ており、サイズが違うだけでメガ
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IRの知見がないと言われてしまうと、本当に辛
いところだと思います。

であれば、もう少し早い段階で、あるいは国が

公募するという段階で、この程度の規模である

とか、アメリカ、アジア等々でIRの経験を有す
る企業等々、先に言っていただきたかったなと

いうのは正直ございます。

ただ、本当に国がCAIに対して信用してなか
ったのか、あるいは物足りないと思ったのかど

うか、書面でしかいただいておらず、そこのと

ころの判断は断定的なものがしづらいというの

が正直なところでございます。

以上でございます。

【石本委員長】 小林委員、時間でございます。

【小林委員】時間だから一回切って、また改め

て。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

【まきやま委員】私は、IR事業に賛成という立
場ではありませんが、大屋参考人の真摯に取り

組まれる姿、十分伝わってきました。本日、こ

の場に来ていただきまして誠にありがとうござ

いました。

私の質問ですが、ほかの委員と質問内容がか

なり重複しておりましたので、それについては

控えさせていただきますが、1つだけ、コミット
メントレターについてお聞きします。

以前、議会側がコミットメントレターについ

て開示を求めたが、県はそれを示さなかったと

いうことを聞いています。このことに関して大

屋参考人のご意見をお聞かせください。

【大屋参考人】コミットメントレター等ですが、

これは各投資家と私たちを結ぶ、重要な契約書

になっておりまして、ある意味、重要な契約書

というのは企業機密でございます。開示をして

もいいかということは投資家にはお伺いしてい

るものの、当然機密事項で、「これを開示する

会社はない」と言われまして、その意味で大変

申し訳ございませんが、コミットメントレター

等の開示というのは、先方の重要機密事項を開

示するということでルール違反になってしまう

ということですので、ぜひその辺はご容赦いた

だけばと思います。

以上でございます。

【まきやま委員】ハウステンボスが香港のファ

ンドに買収されたということに何か原因がある

のかどうか、お聞きします。

【大屋参考人】 これは所感というか、考え方、

感想になってしまうんですけれども、少なくと

も影響があったとは考えておりません。もし影

響があるのであれば、そもそもハウステンボス

が香港ファンドに買収されるという時点で、何

らかのブレーキや懸念が示されて当然だったと

考えております。むしろ、香港ファンド、まだ

まだ企業価値は上がるということで投資をする

ということをおっしゃっていただいていました

し、シナジーがあるということも聞いていたの

で、その意味では買収自体はポジティブなもの

であったというふうに受け止めております。

以上でございます。

【まきやま委員】 ありがとうございました。

【石本委員長】 ほかに。

【小林委員】 じゃ、大屋さん、引き続き、すみ

ません、お願いします。

CAIについて、どうも国の評価が低いんでは
ないかなという感じがするわけね。なぜならば、

新聞なんかを読んでみると、やっぱり欧州を中

心にヨーロッパでカジノを運営していると。私

も行ったことがあるからよくわかるんだけれど

も、大規模なIRを運営した実績が不十分、ほか
にIR運営ノウハウを持った出資企業もなく、事
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業が継続的に実施されるかどうか、懸念を払拭

できないと、こんなことを実は国は言ったんじ

ゃないかと新聞に書かれている。

だから、ヨーロッパのカジノのいわゆるCAI
について、この程度の評価しかされてないと。

これがどうもいまいち、長崎の信頼が薄かった

と。結局、今回、不認定になった、そういう要

因もいくらかあるのかどうか、この辺はどうで

すか。

【大屋参考人】私たちのそもそもの成り立ちと

いうのは、CAIをパートナーとしてCAIJを設立
し、そのCAIJの出資をもって私のKYUSHUリ
ゾーツジャパンが設立された経緯がございます。

その意味で、CAIとはゼロから一緒にスター
トし、長崎県のRFPを勝ち進んで一緒に選ばれ
てきた自負がございます。

その上で私たちの今回のパートナーはCAIが
ベストだと考えて、公募から区域整備計画書の

提出まで行ってきた関係上、私たちにとって

CAIを過小評価されるというのは、大変納得で
きない話でございますし、私たちはCAIが今回
のベストパートナーだと信じてやってきました

ので、そこに関しては意外という感想以外、持

ち合わせておりません。ほかの、もっと売上げ

規模の大きなオペレーターの方がよかったんじ

ゃないかということについて、それはそのとお

りかどうかわかりませんけれども、私たちは

CAIをパートナーとして選んで一緒に走ってき
た仲間でございますので、そこに対しては、ち

ょっと同意しづらいというのが正直なところで

ございます。

以上です。

【小林委員】国が求めている要するにカジノ業

者というのが、カジノ事業者というのはどうい

うのを求めているのかと。この辺のところが、

そういうCAIを、どうもいまひとつやっぱり
大々的にやってないとか、そういうふうなこと

を言われておるわけだけれども、この辺のとこ

ろもね、非常に国に対しては、そんな判断をし

ていいのかどうかと。

ただ、CAIがCAIJに対して、もうちょっとや
っぱりそれなりの支援をしなければいけなかっ

たのではないかと。その辺が林さんのところが

大変じゃなかったろうかと私は推測しているん

だけれども、やっぱりちょっとね、コロナがあ

ってみたりとか、いろいろ政変があってみたり

とか、オーストリアの事情があったのかもしれ

ないが、当初、約束していたことが十分それが

守られなかったと。そういうようなことからし

て、あまり評価が国からされてないと、そうい

うところが長崎県と組んでいると。こういうと

ころが一つ大きな問題点ではなかったかと思う

けど、その点はいかがですか。

【大屋参考人】最終的にCAIに対する国からの
評価が、80点ではなくて70点なのか65点なのか、
その辺は正確に記述が、あるいは説明がないの

でわかりかねますけれども、CAIにおかれまし
ては、コロナによるオーストリア全体のロック

ダウン及びその財務的な影響から、当初考えら

れていた、当初目標としていた規模の出資がさ

れなかったことは事実でございます。

一方で、オペレーションについて、コミット

メントについて言えば、いささかも途絶えるこ

となく、そして、私たちの話し合いの中で、そ

のお金はCAIJあるいはKYUSHUリゾーツジャ
パンが協力して資金についてはきちんと集める

ので安心して一緒にやりましょうということで

進んできた経緯がございます。

その意味で、CAIについて言えば、彼らなり
にきちんと、真摯に対応して、開発計画、事業
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計画についての詳細な彼らのパートナーシップ

のノウハウの提供もいただきましたし、区域整

備計画には彼らの意向がきちんと反映されてお

りますので、その後の、どういうふうにオペレ

ーションに参加しようという話もしてきた矢先、

このような結果になって非常に残念でございま

すけれども、必ずしもCAIのコミットが弱かっ
たというふうには考えておりません。

ただ、結果として、財務的なコミットメント

が弱まったというのは不可抗力だと考えており

ますので、きちんとそこについては私たちでカ

バーできたかなという気持ちもございます。

それをマイナス評価と取られてしまうのは非

常に残念なんですが、そこについて本当にマイ

ナス評価だったのかという検証が今は難しい段

階にあることもご理解賜ればと思います。

以上でございます。

【小林委員】 確かに、CAIが財務的にいろんな
国の事情で、できる予定ができなかったかもし

れないと。そういうところで評価されることは

残念だと。こうおっしゃっているけれども、ち

ょっともう一回ね、1兆円以上の、そういう何と
いうか、それだけの書式をちゃんと取って、な

ぜそれが法的に拘束力がないとか、これがあん

まり評価をされないのか、何かこう書式に間違

いがあったのか、何かそれについては全然いろ

いろ教えてくれないと。そういうことで出た結

果について、そう言ってるけどね、コミットメ

ントレターも。

だから、ここのところがね、資金の確保が一

番大事なとこですよ。あなた、1兆円集めたんだ、
1兆円。しかし、それだけ頑張ってやったのに、
全然それが法的な根拠がないとか、全然これを

証明するような一つのものがないとか、あんま

り正しく評価をされてないところは、これもう

一回、あなた、はっきりね、それに対してはど

うですか。

【大屋参考人】これも個人の考え方が一部入っ

てしまいますが、本当にお金が集まっていない

と捉えられたわけではないと考えております。

その意味では、先ほど言いましたとおり、合わ

せ技的に、総合的に、長期間にわたって判断さ

れてしまったのかなと。

多分、国として、観光庁様におかれても、ま

さか長崎が1兆円集める、事前の、議会でも多々
言われましたけど、お金の心配を非常に長い間

かけてしまいましたし、これだけのお金が集ま

るとは考えられていなかったという意味では、

多少、固定概念というか、先入観のようなもの

を持たれてきた可能性は否定できないと思いま

す。

ただ、本当に最終投資家を含めた、要するに

アレンジャーが、例えばドイツ銀行が5,000億
集められますよと言ったのではなくて、その裏

にいる投資家がきちんとコミットメントレター

等を提出、要するに最終的にお金を持っている

人たちのレターをきちんと集めての1兆円です
ので、非常に生々しいお金を集めて、具体的で

リアルなお金を集めておりますので、そこに対

しての私たちの自信は、1ミリも揺らぐことな
く、きちんとしたお金を集めたという自負を持

っております。

そこを評価していただけなかったとしたら、

こんな悔しいことはないなというふうに考えて

おります。

以上でございます。

【小林委員】全然評価されてないんだよ。悔し

い思いをしていると、評価されてないんだよ。

それはわかっているやろう、言わなくても。結

局そういうことで、1兆円を超えるだけのもの
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を集めとって、それがね、なんか申し訳ない言

い方だけれども、なんか紙切れみたいね、そん

な言い方をされてね、それで、ああ、そうです

かと言うわけにはいかんじゃないか。

なんでもっとそこら辺の話がね、詰めること

が国とできなかったのかと。この辺が一番残念

でならんけれども、そこの点についてはどうで

すか、もう一回。

【大屋参考人】ヒアリングの内容を全てお伝え

するのは難しいということを申し上げましたが、

ヒアリングにおいても資金確保、資金の蓋然性

についてのヒアリングは当然受けております。

要求基準の中でも資金計画については一番大事

なことなので、当然、そこについては多々質問

を受けました。そこについてアレンジャー、銀

行、金融機関の名前も含めて具体的にこれだけ

の資金が集まっていますよという説明はさせて

いただいた上で、一定の納得感はいただいたと

いう感触は持っておりました。

ただ、結果的には、これも理由の一つに掲げ

られてしまってますけれども、お金についてい

えば、従前の観光庁の考える、「本当にお金あ

るの？」という疑念は、かなり晴れたんじゃな

いかなというふうに私は手応えとしては感じて

おりました。

ただ、結果的には文字として残ってしまって

大変残念な結果に終わってますけれども、私、

あるいは県庁の方々も含めて、全力でこれだけ

のお金が本当に集まっていますよという説明は

させていただきました。最終的に理解させられ

なかったのは君の力不足だよと言われれば、そ

のとおりなんですけれども、私たちとしては、

本当に最後まで説明をし尽くしたと。

以上です。

【小林委員】 大屋さんね、あなたのやり方は、

海外では数多くの経験を持っていて、海外では、

そのやり方がまかり通って、そういうことで、

なんでそれが日本で、それだけのことをやりな

がら評価をされないのかということについては

ね、最大の我々の疑問点ですよ。これがやっぱ

り今回の不認定の一番の要素になっているわけ

だから、ここだけはね、やっぱりあなた方もき

ちんと国に対しては、どこがどう、なんでそん

な法的な拘束力がないとかさ、根拠がないとか

さ、そんなに言われないといけないのか、ここ

が一番大きな問題で、今回の不認定があると。

こういうことをはっきり申し上げて、この辺の

ところはもうちょっとお互いに詰めなければい

けないところじゃないかと思います。

それから、時間がないからね。いろいろ国の

指摘の中で、カジノの収益金、これがいわゆる

投資家だけに優先されて、いわゆる何というか

な、地域のために貢献するとかいう、そんなも

のがないんではないかと、こんな話がちょっと

出ているやに聞いているけれども、そんなこと

があるはずがないと。

カジノに関しては、GGRで大体2,000億ぐら
いでしょう。そういう中でその15％の300億が
長崎県に入ると。長崎県に入ったらば、当然、

各市町にもやっぱりいろいろと配付されるし、

また、何といっても一番大事なギャンブル等依

存症とかね、そういういろいろしなければなら

んことがいっぱいあるわけだよ。そういうもの

にちゃんとその300億というものは県の収入と
して入れて、確実にそういうものにちゃんとや

りますよと、こういうだけのことを県当局はし

っかり言ってましたよ。

それがなぜね、そうやって1兆円出した投資
家ばっかりに、そういう人たちだけにお金がい

って、そういう長崎県とか、あるいは県でとど
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まるわけじゃなくて、県から今言ったような方

式でいくのに、なんでそういうことを言うのか、

そこはどこか心当たりがありますか。

【大屋参考人】 今、委員のご指摘について、全

く私も同様の感想を持っております。要するに、

投資会社だからカジノ収益の再投資がなされず、

依存症対策などが置き去りになってしまう可能

性が払拭できないと。そうならないように、こ

のIR整備法というのはルールがあるんですね。
このぐらい再投資をするとか、このぐらい依存

症に使うとか、このぐらいは地元にと。そのル

ールの中でIR区域整備計画を私たちは作成し、
これを提出しており、投資家の方々にもご理解

をいただき、当然これはグローバルスタンダー

ドですので、この中で実際にカジノオペレータ

ーが投資家であろうが、純粋な投資家が出資者

であろうが、このルールに基づいて運営されて

いるのがカジノであり、そのためにあるのがル

ールなんですね。そのルールがあるにもかかわ

らず、懸念があると言われてしまうと、その懸

念はどこから来ていらっしゃるのか、いささか

ちょっと私どもにはわからないと。

もちろん、今、委員がご指摘のとおり、当然

それだけの収益に対して税金を納め、その税金

で様々なものに対して投資もされていく、これ

もルールなわけです。そのルールがあるにもか

かわらず、そのルールが破られる危険というふ

うには考えてらっしゃらないかもしれませんが、

そういうふうに取れなくもない。そこについて

はちょっと私どもの疑念が晴れず、納得感がな

いと言っている要因の一つでございます。

以上でございます。

【小林委員】大屋社長ね、しっかり発言しても

らわんと、何も投資家の皆さんだけに、1兆円集
めたから、そこだけにお金が、なんかね、株式

じゃあるまいし、そういうものじゃないわけで、

ちゃんと約束しているとおりのことは、ちゃん

と長崎県はやるんだと。2,000億円を売り上げ
て、その15％の300億は長崎県に入ると。しか
し、その長崎県はちゃんとそれだけのことはさ

せていただくと。それが当然、県民の皆様方に

対する約束だと。こういうことになっておるわ

けだから、なんでそんなことを言わなければ、

あえて言わなければいかんのか。これはやっぱ

り十分抗議をせんといかん、こういう感じがす

るわけですね。

そこで、あなたの話の後の方で、要するに国

のやり方に対しては、いくらか、やっぱりどう

しても納得ができないところもあるみたいだし、

今の話もそうだし、やっぱりやることはやった

けれども、審判である国のやり方もいかがなも

のかなという点も出てきたと思うんですよ。

そこで、今、我々ができることは何なのかと

言えば、できなかったということで黙っておけ

ば、そこまでなんだけども、やっぱり行政不服

審査法とかね、行政事件の訴訟法とか、やっぱ

り法的に訴える、このいわゆる結果は、今回の

不認定は、これはおかしいと、そういうぐらい

のことを我々はやるべきではないかと。ただ、

長崎県だけで考えるんじゃなくして、やっぱり

一緒に、共同申請したあなたの意見も聞くべき

ではないかと。私はそう、総務委員会で申し上

げたわけだけれども、それについてはどうお考

えですか。

【大屋参考人】委員のおっしゃったとおり、非

常に納得できかねる結論であり、個別要因につ

いても、そうではないと言いたい気持ちがたく

さんございます。結果として、行政不服審査法

に関わる上告のようなことも視野に入れるべき

というふうに当初は考えておりました。
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ただ一方で、これをした場合にどのようなこ

とが起こるか、あるいはこれをした場合に、例

えば負けた場合はともかくとして、勝った場合

に我々が得る、あるいは長崎県が得るものがあ

るのかということについても考えましたし、議

論もしました。

例えばなんですが、今回、土地の譲渡をして

いただけるハウステンボスについて言えば、ハ

ウステンボスさんとの契約は、一旦、この不認

定ということを受けて譲渡契約は失効するとい

う形になります。その意味では、行政不服審査

法によって国に訴えている間、土地の手当てが

法的に担保されていない、あるいは各種投資家

のレターが今回の不認定を受けて、当然やるよ

と言われているものの一部についていえば効力

が失効しております。そういう意味でいうと、

レターについても取り直し。

最後に、もしこれが勝ったから認定というふ

うになるかというと、ただただ勝っただけなの

で、再審査みたいになってしまって、その再審

査が勝てるのかということになると思います。

当然、ここで勝ったところで、主審が向こう

側にいますので、負けた主審が私たちに対して

合格と言っていただける可能性って、どれぐら

い高いんだろうということについても考慮すべ

きだと考えます。

では、どうすればいいかという意味では、今

現在、可能性の一つではあるんですけど、行政

不服審査のために1年間も2年間も時間を費や
すよりも、ここは一旦のみ込んで、どのような

形で再スタートを考えればいいんだろうかとい

うことも視野に入れるべきかなというふうに考

えております。

以上でございます。

【小林委員】今の話を聞いてみると、いろいろ

お互いね、やっぱり納得のできないこと、不平

不満もありますけれども、こういういろいろ審

査請求をやって、それでプラスになるかどうか

ということを考えた場合、どうだろうかと。

再スタートというような格好で、じゃ、再チ

ャレンジをやった方がいいんではないかという

ような意味に取れるけれども、再チャレンジに

ついては、どう思ってますか。今の状況の中で、

まさに合格ラインの600点を超えることができ
るかどうか、その辺についてはどう思っていら

っしゃいますか。

【大屋参考人】 今回、審判の考え方が、認定、

不認定の結論が出た後に何となくわかったこと

といえば、例えば、プロジェクトファイナンス

よりもコーポレートファイナンスの方がよいの

ではないか。要するに、企業が大きな出資を得

て実際のオペレーションに参加する。そのオペ

レーターは、実際に大きな出資をした方がいい

のではないかと。この辺は仮説になりますけれ

ども、その方が国としてはベターなのではない

かなという感触は得ております。

その意味で、ほかにもいろいろ考え方はあろ

うかと思いますけれども、従前よりは審判の好

みの形で再スタートすることは可能なのではな

いかなというのが私の、これは会社を代表して

言う話ではないので、私の個人的な意見として

申し上げさせていただきたいと思います。

以上でございます。

【小林委員】 会社を代表してとか、・・・あな

たが会社を代表しているじゃないか、あなた以

外には誰もいないじゃないか。だから、あなた

が決めるんですよ。

だから、再チャレンジを、やっぱりそれは国

の方で再チャレンジをいわゆる求めるかと。つ

まり、また実際、3か所のところ、1か所しか決
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まってないと。大阪だって、まだこれからどう

なるかわからんと。こうなった時に、またその

点をどうするかという点から考えた時に、投資

家の皆さん方も、再チャレンジをした時に、長

崎県をどう見るかということを最後に、投資家

の方々の見方。

【大屋参考人】まず、CAIとCAIJ共同でスター
トした事業であり、私は、CAIJを株主とする会
社を代表する立場でございまして、もしオペレ

ーターが違う形で違う出資を決めるとなると、

私はその立場ではないことをしゃべってしまっ

ていることになりますので、現時点で私が

KYUSHUリゾーツジャパンの代表、あるいは
CAIJの子会社の代表としてコメントをするこ
とが適切であるかどうか、いささか、ちょっと

疑問に残るところがございます。

ただ、おまえはどうなんだということで言え

ば、私は、今の立場であろうが、立場が変わろ

うが、今回、これだけプロジェクトに関わらせ

ていただいて、このポテンシャルを見て、特に

地域の合意形成、すばらしいものがございます

し、佐世保市議会であるとか、長崎県議会の方々

の熱い思いをいただいて、本当にすごいなと思

うとともに、ぜひご協力を続けてまいりたいと

考えております。

このプロジェクトに入る前に幾つかのプロジ

ェクトに助言等をさせていただく立場も取って

おりましたけれども、長崎県は、その地域合意

形成のレベルが、一つも、二つも、三つも、す

ごい高いレベルにございまして、実際に観光リ

ゾート、観光立国のための日本を代表するIRを
つくるんだというところについていえば、ベス

トの場所にあるとも考えておりますので、引き

続き、私としてはご協力できることがあればと

いう思いでいっぱいでございます。

以上です。

【石本委員長】 ありがとうございます。

【浅田委員】すみません。先ほど終わろうと思

いましたが、質問者が少なくてまだ時間がある

ということなので、再度、質問をさせていただ

きたいと思います。

私の質問の後にも様々な形で大屋参考人の覚

悟ですとか思いというところは非常に伝わるも

のがございました。

しかし、その中でもちょっと聞きたいのです

が、先ほどの質問に戻りますけれども、事業協

力と出資者、いろんな違いがあって、カジノに

対するまだ一定の理解が日本国内でできてない

中において、名前を出すことを躊躇するという

ようなところもおっしゃっていたかと思うんで

すね。

しかし、例えば最終的に大阪と長崎が残って

きた状況の中で、それまでにも北海道とか横浜

とか、いろんなところが手を挙げてた。例えば、

大きい企業でいうとHard Rock Cafeとか、そう
いったところも必死に北海道で駄目ならば協力

しますというようなところがございました。

そういうふうなところ、日本のIRにお金をか
けてでもやろうと思ってた企業を長崎に引っ張

ってくるような考えですとか、長崎に例えば魅

力を、先ほどからいうとポテンシャルもあって、

非常にいいところで、ベストなIRの場所である
とおっしゃっていただいたので。だとするなら

ば、ほかの地域でIRをやりたかったというよう
な、そういうところもその後に長崎として引っ

張ってこれたんじゃないのか、長崎に魅力を感

じさせることができなかったのか、それは企画

力なのか何なのか、そのあたりはどのようにお

考えなのか。実際動いてらっしゃるのかもしれ

ませんので、そこも含めて教えてください。
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【大屋参考人】おっしゃるとおりでございまし

て、例えば具体的に地方自治体として一度は手

を挙げた横浜であるとか、和歌山県であるとか、

北海道は最終的に自治体の手を挙げるところま

でいっていないんですけれども、自治体が手を

挙げた2か所におきましては、そこにおいて当
然事業会社も参画して、出資あるいは事業協力

パートナーとして参画しておりましたので、私

の知る限り、それらの会社の方々とコンタクト

を取り、私たちのチームとして全方位で当たっ

ております。

結果として、横浜であったり、和歌山であっ

たり、北海道に興味を示していた会社も幾つか

ございますので、そういった方々ともお話し合

いを実際続けておりまして、事業協力を得られ

そうだという手応えを一部、出資も含めて事業

協力をいただくというフェイズまでは来ており

ました。

その意味で、当然、他の自治体のところで志

半ばでうまくいかなかったプロジェクトですの

で、当然そこに対する親和性は高いと考えてま

すので、それらの会社さんも私たちのパートナ

ーとして参画していただくつもりでございまし

た。

以上でございます。

【浅田委員】参画してもらうつもりだったとい

うことは、もちろん北海道とかは自治体が手を

引き下げた。だからこそ、私はチャンスがある

のかなと思ったんですね。やりたがっている、

そういう企業がいて、しっかり出資をしてもと

思っていらっしゃる企業様がいて、そこにさっ

き動いたというふうなお話でしたけれども、し

かしながら、そこが最終的には長崎に出資とな

らなかったということは、全体的なプロジェク

トの状況だったのか、中身に対しての何かの違

い性だったのか、そこは非常に大きくて、そう

いったところがもっともっと乗ってくださって

いれば、大阪並みに地方版として地方で手を挙

げてくださっていたところとかを引き込めたの

に、なんかそこも問題だったのか、問題と言う

と失礼ですけれども、そこに国が言う何か足り

なさというようなものを感じさせてしまうよう

なことがあったのかなとちょっと思ったもので

すから、あえてお伺いをしてます。

【大屋参考人】 そこについて、横浜、和歌山は

参画を決めていたけど、長崎はある欠陥があっ

て参画を決めきれなかったということではござ

いませんで、単に時系列的な話の方が強いと考

えております。

というのは、横浜も和歌山もぎりぎりまで競

って、最終的に議会承認が得られないとか、最

終的に首長選挙で賛成派ではない方が当選され

たとか、そういう事情で、ぎりぎりのところで

プロジェクトを止めざるを得なくなった。そこ

から私たちの区域整備計画を提出するまでの時

間が余りにも短く、ぜひ参画させていただきた

いし、検討もするよと。実際、認定の暁には、

もっともっと深いところまで話を進めたいとい

う温かいご意見をいただいておりましたが、最

終的に、これらの会社様から出資意向を、コミ

ットメントレター等をいただき提出するには、

ちょっと企業の判断として時間が足りなかった

というふうに考えております。

以上でございます。

【浅田委員】いろんな時系列的にそれがなされ

てなかった。長崎の計画だったりとか、様々な

現状においては理解は得られるかもしれないけ

れども、時系列的に難しかったということで、

そういう意味においては、非常に残念な、やっ

ぱり日本にとって初めてのIR、3か所ではやり
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たいと国がおっしゃっていだいた中で、大阪し

か認められなかった状況があって、長崎は最後

の最後、先ほどおっしゃっていた継続をしてく

れたから、約1年8か月ですよね。継続をしてく
れたから、今度こそ認定が取れると思った。こ

れはもう本当に大屋参考人も信じたところだと

思いますし、我々自身もそうでした。

その1年8か月の間に、それでは、それまでに
足りなくて大阪が認定をされた、長崎は不認定

になった、ここの1年8か月で一番やられたこと、
努力をしたということは、どういったことにな

るんでしょうか。

【大屋参考人】最終的には区域認定時におきま

しては、恐らく約4,400億円のプロジェクトに
対して6,000億ぐらいのレターが当初提出され
ていたと記憶がございます。ただ、一方で審査

期間が1年を超え、当然、個別の投資家について
いえば、1年間も資金を寝かすというのは大変
重要な判断になってしまうので、我々じゃない

ところとか、あるいはもっといい条件で、もっ

と低い金利で調達していただけるところとか、

私たちは短期間の間に非常に頑張って立ち上げ

てきたので、説明が及ばないところについて粘

り強く説明をした結果、出資あるいは融資の確

約をいただいたところ等々がございますので、

この1年8か月をもちまして、より区域整備計画
を強固なものにしてきたという自負がございま

す。

チームメンバーの力を借り、投資家あるいは

各種アレンジャーのお力添えをいただきながら、

長崎のポテンシャルを丁寧にご説明した結果、

賛同した方々が本当に大きな輪になったという

感覚がございまして、それを私がやったという

のは、あまりにも図々しい意見でございまして、

我々あるいは長崎県のポテンシャルを時間をか

けてご理解いただいたというふうに考えており

ます。

以上でございます。

【浅田委員】確かに、1年8か月でレターの方は
6,000億円から1兆まで伸ばした、そこですごい
ご努力をしていただいたものかと思います。

しかし、聞けば聞くほど、「うん？」と思っ

てしまうことが幾つかありまして、例えば、先

ほど大屋参考人のコメントの中で財布の違いを

なかなかご理解をいただけなかったとか、今も

短期でつくり上げた会社だからと言われてしま

うと、そこを決めてしまった県に、じゃ何か問

題があるのかというふうに我々はなってしまう

わけですね。短期間だろうが、短期間でなかろ

うが、県は、そちらを信用して、そこに一緒に

共同でやろうということを決めたわけですけれ

ども、それがどうも短期間でとか、時系列上な

り得ないこととかという答弁がずっと繰り返さ

れて、この私の再質問に答えられてしまったこ

とが、ちょっと非常に残念な部分と、もしかし

て私が理解できてないところがあるとするなら

ば、そこは改めて今後また県の方とかにも聞き

たいと思うんですけれども、いずれにしても、

短期間だろうが、何だろうが、我々、県と共々

に歩みを進めようと思って、何回もおっしゃっ

ていただいてますけど、覚悟を決めてやってい

ただいた、県の職員もかなり覚悟を決めて、人

生かけてこの事業に取り組んでくれたメンバー

もおります。

もちろん、そういう中において、国の再チャ

レンジというのは、国が応募しないとできない

ことであります。しかし、じゃ、これまでやっ

てきたこれを見て、もし再チャレンジの、先ほ

ど来から、なかなか今の段階では決めづらい、

国も言ってないからわからないというところは
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ありますが、これまでのノウハウが不十分と言

われたところとか、いろんなものを鑑みても、

再チャレンジをするには十分自分たちは問題な

いというふうに思っているかどうか、そこだけ

最後にお聞かせください。

【大屋参考人】再チャレンジの可能性について

いえば、これも株主のCAIJの委託を受けた私が
代表としては話しづらい面もありますが、本当

にこれをやるか、やらないかというのは、まず、

長崎県というものがIRに場所が適していて、き
ちんと投資家がIR投資として成立するのかと
いうことに対してどう思っているか。まずここ

がないと、どんなすばらしいチームであっても

お金が集まらないと、もうどうにもならない。

その意味でいうと、長崎県はお金が集まる場

所でございます。では、そこに対して、お金が

集まる場所で、いろんなアレンジャー、すばら

しい世界的な金融機関も参画していただいたこ

とで、そのほかのオペレーターがもしご興味を

示していただけるのであればという意味でいう

と、お金が集まって金融機関が集まるところに

は事業会社が寄ってきますので、十分ポテンシ

ャルはあるんじゃないかなと。

その意味では、私の今の立場で再チャレンジ

というとCAIJを否定しかねない話になります
ので、あくまで個人の意見として述べさせてい

ただきますと、当然、長崎は次のステップの最

有力候補の一地域であろうということを申し上

げさせていただきたいと思います。

以上です。

【浅田委員】いろいろお答えいただくことも含

めて真摯に答えていただたきましたことに感謝

申し上げまして、私の2回目の質問を終わらせ
ていただきます

【石本委員長】 委員長を交代します。

【冨岡副委員長】 委員長、発言をどうぞ。

【石本委員長】 私からも1点だけ確認をしたい
と思います。

これまでそれぞれの委員からご質問があっ

て、大まかな疑問点はお答えいただいたのかな

と思いますが、最後に、これまでの状況、これ

までの経過ですね、それから今後の対応を含め

て、これまでのIR事業に関わった関係者、団体
に対しても、我々も当然説明責任はあるんです

けれども、事業者の立場として、今後の対応も

含めて、公的に関係先、これまで協力いただい

た業者等に対する対応について、どのように考

えておられるか、お答え願いたいと思います。

【大屋参考人】私は、このプロジェクトに参画

させていただいて約2年、様々な九州企業、福岡
経済界、そして地元の中堅・中小企業の方々と

多々話をしてまいりました。本当に「九州はひ

とつ」という言葉が適切だったと思いますけれ

ども、九州に対する起爆剤としてIRは本当に期
待されていて、皆様が、事業協力について困っ

ていることはないかとたくさんお電話をいただ

いたりメールをいただいたり、温かくこのプロ

ジェクトを見守っていただき、またご協力を申

し出ていただいたことに本当に感謝をしており

ます。

この気持ちを引き続き地元の方、この長崎に

私は持ちつつ、またすばらしい可能性があると

信じていますので、引き続き、私ができること

であればご協力を続けてまいりたいと思ってい

ます。

以上でございます。

【石本委員長】 ありがとうございました。

【冨岡副委員長】 委員長を交代します。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【石本委員長】 ほかに質問がないようですの

で、本件についての意見聴取を終了いたします。

参考人におかれましては、本日は大変お疲れ

さまでした。本委員会を代表いたしまして、一

言お礼を申し上げます。

今回の参考人招致につきましては、大屋社長

様に直接お話を伺いたいという委員のご意見も

ございまして、今回こういった運びになったわ

けでございますけれども、このIR事業について
は、九州はもとより、本県、中でも県北地域に

とっては100年に一度という本当に大事業であ
りまして、この住民の期待も大変大きなもので

あったというふうに思っています。

それだからこそ、今回の不認定については大

変残念でもあり、これまでの夢が一瞬にして消

えたという大きな喪失感を感じているところで

ありますが、最終的に大屋社長様からも、九州、

特に長崎についてはまだまだ大きなポテンシャ

ルを持っていると、世界からも評価されている

というお話がありましたので、可能性があれば、

ぜひまたこの長崎のため、ひいては九州のため

にもご尽力、ご協力を賜りたいと心から願うと

ころでございます。

本日は、誠にありがとうございました。お礼

申し上げます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時４３分 休憩 ―

― 午後 ４時４４分 再開 ―

【石本委員長】それでは、委員会を再開いたし

ます。

参考人からの意見聴取が終わりましたが、参

考人の見解を踏まえた上で、理事者に対する質

問、応答を行います。委員の方からご質問をお

受けいたします。

質問はございませんか。

【小林委員】先ほど、コミットメントレターに

ついて、要するに何かな、いわゆる予定者であ

った方が、それだけのコミットメントレター、

出資か給付か、そういうことについて提出され

なかったというようなことを、それは本当だと

いうことで言っておったけれども、結局、国の

方からそういう指摘があったやに聞いているけ

れども、実際的にそういうような、全くもって、

そういう予定者から提出がなかったということ

は本当だったんですか。

【小宮IR推進課長】 小林委員のお尋ねですけ

れども、先ほど、大屋参考人が答弁されました

とおり、国内の出資について、観光庁へ区域整

備計画を提出した後、具体的には令和5年10月
26日の第36回のヒアリング、それから11月16日
の第37回のヒアリング、このヒアリングにおい
て審査委員から、このSPCからレターが提出さ
れていないんじゃないかというご指摘がござい

ました。

この点、大屋社長からは、不測に備えて特定

目的会社のSPCを設立したものであって、実際
には国内企業の351億円を上回る出資が集まっ
ているので、実働的には運用しないSPCである
と。よって、このSPCからKRJに対するレター
は必要ないということはお答えしています。そ

の点、審査委員会も、ああそうですかというこ

とで終わっておりますので、先ほど大屋参考人

が答弁しましたように、この点を指摘されたと

いうことについては、KYUSHUリゾーツジャ
パンとしても驚いているという状況ではなかろ

うかということで、小林委員がご指摘のとおり、

このレターが提出されていないという国の指摘

は、審査委員会の中でのやり取りで間違いござ

いません。
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【小林委員】 1兆円を超えて、そういうレター
が集まっているというようなことから考えてみ

て、それは1件とか2件とか、わずかばかりのそ
ういうところが、いわゆる給付していない、出

資していないとか、コミットメントレターを出

してなかったというようなことについては、全

体的に影響はないのかもしれないが、しかし、

やっぱりあなた方は、それだけのお金が集まっ

ているという形で、知事や副知事や関係者がち

ゃんとチェックをしたと、こう言っていたわけ

だ。チェックしたにもかかわらず、こういう状

況になっているということはどういうことか

と。こういうところで国は指摘をしたというけ

れども、いい加減だと、こういうコミットメン

トレターが信用ができないとかいろいろ言われ

る、そういうところのゆえんにも、ひょっとし

たらなっているんじゃないかと、そういうこと

を思うから、ちょっと指摘をしているんだけれ

ども。

その点については、全体に影響はないという

よりも、チェックをしたんでしょう、あなた方

で。そのチェックをした中に、こういう漏れが

あっているのかどうか。それとも、もうそうい

うレターは出さないということになったのか、

それはどっちだったのかというところなんだけ

れども、その点はどうですか。

【小宮IR推進課長】 ご指摘のとおりでござい

ます。臨時議会で議決をいただいた令和4年4月
時点、これは計画額が4,383億円に対して5,000
億円を超えるレターがございました。これは全

てのレターを確認しております。

その後、審査期間が長期化する中で国とのや

り取りが、ヒアリングを含めてございましたけ

れども、その中で国内企業の351億円をきちん
と確保するという場合において、SPCの設立が

必要なのではないかという観光庁とのやり取り

の中で生じてまいりましたので、であれば、

SPCをつくるような計画にしましょうという
ことで、大屋社長の方で、このKYUSHUリゾー
ツジャパンに出資を行う国内企業を受け入れる

箱として、途中経過でこのSPCが生じたもので
ございますので、その後、このSPCからのレタ
ーが必要なのではないかという審査委員会の指

摘に対して、大屋社長は、これは空箱のSPCな
ので、現時点でSPCからKYUSHUリゾーツジ
ャパンへのレターは必要ございませんというお

答えをしていますので、国へ提出した以降のや

り取りで生じたものでございます。

【小林委員】大屋社長の参考人としての今日の

意見を聞いていますと、結局、行政不服審査に

ついては、何のメリットもないと。また、これ

をひっくり返すことが仮にできたとしても、ど

こまでね、認定ということまでなるか。そこら

辺のことについては、要するにマイナスの方が

大きいみたいなことを言っておったけれども、

それを一つの意見として、共同申請者がそうや

って行政不服審査はやらないと、こう言ってい

るわけだから、県としてもやらないという方向

に、知事の議会答弁等においても、積極性は全

然ないわけだけれども。

そういうことで、何というか、不服審査とか、

あるいはもう一つの行政のそういう何か、もう

一つあったね、そういうことはもうやらないと

いう方向で大体、気持ち的に固まった感じがす

るけれども、そこの点はどうですか。やらない

という方向で、部長、大体そういう方向でいく

か。（「休憩をお願いします」と呼ぶ者あり）

【石本委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ４時５１分 休憩―
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― 午後 ５時 ０分 再開―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

【早稲田企画部長】 県の対応といたしまして、

次回の総務委員会の開催をご検討いただき、県

としての行政不服審査等への対応についてご報

告申し上げたいと考えております。よろしくお

願い申し上げます。

【石本委員長】先ほど理事者側から提案があり

ました。今回の参考人招致を踏まえ、県として

の行政不服審査等への対応に関する報告を受け

るため、改めて3月13日の午後から総務委員会
を開催し、引き続き本件に関する審査を行うと

いうことでよろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】 なお、13日の午後は、現在、14
時から議会運営委員会の予定が入っております

ので、この後、議長、議会運営委員会委員長と

の調整の上、開催時間については改めてご連絡

いたします。よろしいでしょうか。

【小林委員】審査と言いよったけど、まだやり

取りをするのか。

【石本委員長】報告だけ、次回は受ける予定で

ございます。

それでは、本日の委員会は、これを持って散

会いたします。

どうもお疲れさまでした。

― 午後 ５時 １分 散会―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和６年３月１３日

自  午後 １時３０分

至  午後 ３時２０分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 石本 政弘 君

副委員長(副会長) 冨岡 孝介 君

委 員 小林 克敏 君

〃 浅田ますみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 まきやま大和 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

企 画 部 長 早稲田智仁 君

企画 部政策 監
（ IR推 進 担 当 ）

吉田 慎一 君

I R 推 進 課 長 小宮 健志 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 １時３０分 開議 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

なお、吉村委員から欠席する旨の届けが出て

おりますので、ご了承をお願いいたします。

本日の議題は、3月11日の参考人招致を踏ま
え、県としての「行政不服審査等への対応に関

する報告について」であります。

そのため、理事者の出席範囲については、議

題に関連する範囲とし、お手元の配席表のとお

りと決定いたします。

審査は、お手元に配付しております審査順序

のとおり、行政不服審査等への対応に関する報

告について、企画部より説明後、質問・応答を

行うことにいたしたいと存じますが、ご異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

なお、質問につきましては、委員一回当たり

の質問時間は、理事者の答弁を含め20分を限度
とし、一巡した後、審査時間が残っている場合

に限って再度の質問ができることといたします

ので、よろしくお願いします。

これより審査を行います。

企画部長より報告内容の説明を求めます。

【早稲田企画部長】本日ご報告申し上げる内容

について、ご説明いたします。総務委員会関係

説明資料をお開き願います。

（特定複合観光施設（IR）区域整備計画の審査
結果への対応について）

九州・長崎IRは、世界中から多くの観光客を
招き入れることで、九州全体の交流人口の拡大

や地域経済の活性化、新たな雇用の創出など、

地域経済に大きく貢献する重要なプロジェクト

であり、また、我が国全体の発展にも寄与する

プロジェクトであることから、県においては、

その実現に向けて、全力で取り組んでまいりま

した。
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令和4年4月に、県及びIR事業者は、観光庁に
対して区域認定の申請を行い、国の審査委員会

において審査が行われてきましたが、令和5年
12月27日、九州・長崎IR区域整備計画について
は、「要求基準に適合しないため、認定を行わ

ないこととする。」との審査結果が公表されま

した。

今回の審査結果については、県民の皆様をは

じめ、ご支援とご協力を賜りました全ての皆様

対して、ご期待に沿えるものとならず、大変残

念な結果となりましたことを深くお詫び申し上

げます。

また、これまでの間、県議会をはじめ、関

係皆様のお力添えに厚くお礼を申し上げます

とともに、九州経済連合会をはじめ、九州地

方知事会や九州各県議会議長会など、九州各

県の皆様には、「オール九州」の取組として

ご支援・ご協力を賜りましたことに対し、心

から感謝申し上げます。

今般、県として改めて一連の経緯を振り返

り、県民の皆様をはじめ、長年にわたりお力

添えをいただいた関係皆様にご説明するため

に、九州・長崎IR誘致に伴うこれまでの経
緯や取組、審査結果に対する県の推察等をと

りまとめました。

このうち、3月11日に開催された総務委員
会において議論がありました、行政不服審査

法に基づく審査請求及び行政事件訴訟法に基

づく処分の取消しの訴えについては、この

間、IR事業者や弁護士、並びに県議会をは
じめ、関係皆様のご意見をお聞きしながら検

討を行ってまいりました。

まず、審査請求等を行うことによる影響に

ついては、当該請求等を行う場合、一定の期

間、IR事業者等を不確実な状況に置くことや、

資金調達の確実性を示すレター等の効力等

に懸念があります。また、IR事業者自身も、
顧問弁護士等へ相談を行い検討された結果、

審査請求等は行わないことと判断され、その

意向を県に示されたところであります。

次に、今回の審査結果に関して、県から国

への質問に対し、多くの項目において審査基

準及び判断の根拠等にかかる観光庁からの回

答はなく、国の審査委員会等の裁量が大きい

ことが改めて認識されました。併せて、弁護

士からは、IR候補地の契約が失効してお
り、訴えの利益が喪失するとともに、国の審

査委員会等の裁量が大きい中で、今回の審査

結果を覆すことは難しいのではないかとの見

解が示されております。

こうしたことから、県としましては、様々

な観点から総合的に判断した結果、行政不服

審査法に基づく審査請求及び行政事件訴訟法

に基づく処分の取消しの訴えについては、行

わないことといたしました。

県においては、今後、九州・長崎IR誘致
により、これまで積み上げてきた取組等であ

る、広域観光周遊や地元調達促進の仕組み、

ギャンブル等依存症対策等における経験やノ

ウハウ等を今後の県政推進に活かしてまいり

たいと考えております。

また、佐世保市・県北地域の振興に向け

て、ハウステンボスを基軸とした観光振興を

はじめ、多くの魅力的な地域資源を活かし、

佐世保市や関係市町等と連携しながら、本地

域の振興に力を注ぎ、県全体の発展につなげ

ていくよう取り組んでまいります。

県議会及び関係皆様におかれましては、引

き続き、ご理解とご協力を賜りますようよろ

しくお願い申し上げます。
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以上をもちまして、説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し

上げます。

【石本委員長】 次に、IR推進課長より補足
説明を求めます。

【小宮IR推進課長】 お手元に配付いたして
おります総務委員会補足説明資料、IR推進
課①をご覧ください。

今回整理をいたしております「九州・長崎

特定複合観光施設区域整備計画について（報

告）」の概要版でございます。資料の2とい
たしまして全体版が、50ページを超える資
料がございますけれども、時間の関係上、概

要版をもって説明をさせていただきます。

1ページ目、「はじめに」と記載しており
ますけれども、こちらはこれまでの九州・長

崎IRの取組とか、先ほど部長の説明にもあ
りましたけれども、この間、県議会をはじ

め、県民の皆様にご期待をしていただいたと

ころですけれども、残念な結果となりました

ことを深くお詫び申し上げます。

また、国会議員皆様をはじめ、県議会議員

の皆様、佐世保市等、様々な方にお力添えを

いただきました。厚くお礼を申し上げます。

また、オール九州の取組として、この間、

九州経済界の皆様にもご協力を賜りました。

心から感謝を申し上げたいと思います。

今回の報告につきましては、県議会の皆様

はじめ、県民の皆様にわかりやすく説明する

ために取りまとめたものでございますので、

今後活用してまいりたいと考えております。

2ページをお願いいたします。

2ページに記載しております「2、区域整備計
画の提出」、「3、区域整備計画の審査及び結果」、
「4、観光庁への質問書の送付及び回答」につき

ましては、本年1月23日に開催されました県議
会の全員協議会、それから本定例会で議論がな

されましたことを中心に、改めてまとめており

ます。今回、説明は省略させていただきます。

3ページをお願いいたします。
今回新たに「5、有識者等による考察」とい
うことで、客観的に第三者のお立場から意見

をいただいておりますので、そこを抜粋とい

う形で記載いたしております。

資料2の全体版については、それぞれコメ
ントをいただきました特定非営利活動法人ゲ

ーミング法制協議会の理事長であられます美

原様、それから、株式会社国際カジノ研究所

の木曽所長様のご了解をいただきまして、全

文をそのまま掲載いたしております。

次に、4ページをご覧ください。
「審査結果に関するまとめ」として、6番を
記載しておりますけれども、この①のレター

の基準から、④の投資会社等が出資額の多く

を占める場合の整理、こちらも今定例会まで

にご議論があった内容を改めて記載をいたし

ております。

次に、6ページをご覧ください。
今回、「審査請求等への対応」ということ

で、12月27日の国土交通大臣の通知を受けま
して、行政不服審査法に基づく審査請求並び

に行政事件訴訟法に基づく処分の取消しの訴

えに関する教示が併せてございました。この

取扱いについて整理をいたしておりますけれ

ども、中ほどに記載しております審査請求を

行うことによる影響につきましては、1点目
として、当該請求等を行う場合、一定の期間、

KYUSHUリゾーツジャパン等を不確実な状
況に置くということ。この「KRJ社等」とい
うことですけれども、その親会社であります
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ジャパン、出資、融資を予定されている企業、

それから今回の九州・長崎IRの協力企業の皆
様等、またハウステンボスを指しております。

2つ目に、資金調達の確実性を示すレター
等の効力に懸念があるということで、12月27
日をもちまして約1年8か月の期間が経過し
ておりますので、レターの中においては効力

が失効しているものも懸念されるという状況

でございます。

また、KYUSHUリゾーツジャパン自身も、
審査請求等は行わないということで、先般、

県の方にもその意向を伝達いただいたところ

でございます。

次に、審査結果に関して観光庁へ質問をい

たしましたけれども、多くの項目において、

審査の基準、判断の根拠等に関して観光庁か

ら回答がなく、国の審査委員会における裁量

が大きいということが改めて認識をされたと

ころでございます。

こうした点を踏まえまして、弁護士からは、

IR候補地の売買予約契約が失効していると
いう点、それからレターの効力が失効してい

るという点等々踏まえて、審査請求等を行う

場合の訴えの利益が喪失しているということ

が指摘をされております。

また、仮に行政不服審査の手続を行ったと

して、結果として認容という判断があった場

合でも、改めて国の審査が行われることを踏

まえると、審査委員会の裁量が大きいという

中で、今回の審査結果が覆るということは難

しいのではないかという見解が示されており

ます。

県といたしましては、こういったものを総

合的に判断をし、経済的合理性等も踏まえな

がら、今回の審査請求等は行わないこととい

たしました。

なお、基本方針に定められております区域

認定の上限は3とされておりますので、残り2
つについて、国において再募集を行うことが

検討されているという状況ではありませんけ

れども、その時期等については、現時点にお

いては不明であります。

また、有識者からは要求基準等の明確化に

かかる指摘がなされており、審査における国

の審査委員会等の裁量が大きく、また、審査

期間を含む予見可能性が困難と思われること

から、現行制度においては、一般に地方にお

けるIRの実施にチャレンジするのは、相当程
度ハードルが高いのではないかと考えており

ます。

次に、6ページから7ページにかけて、「終
わりに」ということで結びの記載をいたして

おります。こちらは、先ほど部長が説明いた

しましたとおり、これまでの経験やノウハウ

が今後の県政推進に活かせるように、引き続

き検討してまいりたいと考えております。

また、佐世保市・県北地域の振興について、

ハウステンボスを基軸とした観光振興、世界

遺産や西海国立公園等の観光資源のほか、豊

富な農林水産物、歴史と文化、特色ある産業

など多くの魅力的な地域資源を活かして、佐

世保市をはじめ、関係市町及び関係団体と連

携を図りながら、本地域の振興を図ることで、

県全体の発展につなげていきたいと考えてお

ります。

以降、「参考」につきましては、これまで

の県の取組等を時系列にまとめたものでござ

います。

次に、IR推進課②の全体版の資料を簡単に
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ご説明させていただきます。

おおむね、今、概要版で申し上げましたと

おり、目次をご覧いただければ、これまでの

取組のところを少し細分化して整理をいたし

ております。

次に、5番の有識者による考察、30ページを
ご覧いただきたいと思います。

先ほど申し上げましたとおり、ゲーミング

法制協議会の美原 融理事長におかれまして

は、国の枠組み、IR制度とか、31ページの要
件、ハードルの高さ、32ページ、地域の同意
要件、区域認定に関わる審査評価、33ページ
は今後とられるべき選択肢等において、まと

めていただいています。

次に35ページをご覧ください。株式会社国
際カジノ研究所、木曽 崇所長から寄稿をい

ただいております。35ページ、「1、前提」と
いたしまして整理をいただき、36ページ、37
ページには審査結果の内容と技術的な見解、

40ページは「4、論評」といたしまして、当該
審査結果が与える今後の影響ということでと

りまとめを行っております。42ページには、
「5、総括」として木曽所長様のコメントが記
載されております。

次に47ページをご覧ください。
47ページが、今回の審査請求等への対応と

いうことで記載をいたしております。先ほど、

資料①の概要版で説明いたしましたとおり

で、ここの内容については重複しております

ので、説明を省略させていただきます。

私からの説明は、以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し

上げます。

【石本委員長】以上で説明が終わりましたの

で、これより委員の方からご質問をお受けい

たします。

ご質問はありませんか。

【小林委員】お尋ねをいたしますが、この美

原先生及び木曽先生のいわゆる第三者による

客観的なコメント、こういうものが掲載され

ております。また、ある程度読みますと、驚

くような重要な問題が結構出てまいります。

こういう重要な指摘がなされているわけで

すが、まず、美原先生と木曽先生を選考とし

たというか、有識者の二人をどういうふうに

選定をしたのか、まずお尋ねします。

【小宮IR推進課長】今回、第三者の客観的な
コメントを頂戴するに当たり、まず、美原様

におかれましては、NPO法人のゲーミング法
制協議会の理事長をお務めになっておられま

して、政府のIR推進会議の委員も長くお務め
でございます。日本における、IRにおける、
IR推進法、それからIR整備法等の法制度の創
設前から、長きにわたって関わられた第一人

者ということで、美原様に客観的な評価をお

願いしたところでございます。

また、国際カジノ研究所の木曽所長におか

れましては、我が国におきましては数少ない

IRの研究者のお一人でありまして、海外にお
けるIRの実情にもお詳しいということで、制
度的な枠組みからの評価、それと海外との比

較という視点を踏まえて、客観的かつ多角的

な考察を行っていただきたいということで、

お二人の方に依頼をしたものでございます。

【小林委員】美原先生と木曽先生、この二人

を選んだ理由がある程度わかりましたが、本

当に、先ほども言うように、かなり思い切っ

た発言が掲載されているわけです。驚いてお

りますがね。

これは、率直に言って、どのような目的で
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この報告書をおつくりになったのか、まずこ

れが1点。
それから2点目に、要するに概要版と全体

版という2種類に分かれておりますが、この
使い分けはどういう形で概要版、あるいは全

体版と、そんなふうになっているのか。この

使い分け、使い方というのはどういうふうに

されるのか、お尋ねをします。

【小宮IR推進課長】 昨年12月27日に、国か
ら認定を行わないという審査結果を受けまし

て、県といたしましては、この間、県議会を

はじめ、県民の皆様への説明責任を果たすべ

く、様々、質問書を国へ送付したり、知事が

観光庁長官と面会を行うなど取り組んでまい

りました。

今回、こういった振り返りの取りまとめを

行うということで、取りまとめました概要版

と全体版につきましては、県議会、そして県

民の皆様への説明ということで整理をいたし

たところでございます。

また、全体版と概要版の使い分けというお

尋ねですけれども、この全体版、概要版、そ

れぞれ県のホームページに最終的には掲出を

する予定としておりますけれども、今後、県

民の皆様、それから経済界の皆様、協力企業

の皆様については、この要約いたしておりま

す概要版の方をもって説明に回りたいと考え

ております。

【小林委員】概要版にしても、あるいは全体

版にしても、このタイミングで出てくるとい

うことですが、率直に言わせていただくと、

もうちょっと早めにこれをいただくことがで

きて、我々がこの委員会で議論する時に、議

論しなければならんような問題がたくさん含

まれているような感じがするわけです。もう

ちょっとタイミングよく、もうちょっと早め

に出していただいたら、もっと我々自身も深

まった議論ができたかもしれないと、こうい

うふうに思いますがね。

ちょっと時間の関係もありますが、私がつ

くづく思うことは、美原先生にせよ木曽先生

にせよ、いろいろ内容が深まっておりますが、

特に美原先生が、まず全体版の32ページにな
りますかね、この中で、こういうことが書い

てありますよね。

地元の合意形成ということについて、美原

先生のコメントによりますと、「IRの実現へ
の最大のハードルは、議会における合意形成

や住民の合意形成である」と指摘されており

ます。「議会の議決を経ない限り何も進まな

い制度的前提がある」と、「時間と手間をか

け住民合意を段階的に形成することは、自治

体にとって必須の業務であるが、長崎県は、

この点はほぼパーフェクトに対応したと言え

るかもしれない」と高く評価していただいて

いるわけです。

概要版の活用方法について、経済界や県民

の皆様というようなことであったけれども、

これはもう当然、概要版においても、この合

意形成については、やっぱり真剣に取り組ん

できたと。特に、前知事の中村知事時代にこ

れはやったところでございますが、前知事の

中村知事が、ここの点については慎重の上に

も慎重にね、合意形成というものを大事にさ

れておったということは、これまでの質疑の

中で十分私は理解をいたしておったわけでご

ざいますが、たまたまこういう美原先生のご

指摘は、中村知事の合意形成に向けた、また

我々県議会の取組も間違いではなかったと思

うんだけれども、こういうようなところをも
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っとアピールせんといかんと。だから、全体

版であろうが概要版であろうが、こういう内

容は割愛をせずに、両方にしっかり載せるべ

きではないかと。これについては、どう思い

ますか。

【小宮IR推進課長】 今回、美原理事長から、
このようなご評価をいただいていることにつ

いては、私どもIR推進課ほか、取り組んでき
た者が、住民の合意形成ということではご評

価いただけたということで大変ありがたく思

っておりますけれども、今、小林委員からご

指摘がありました概要版への記載について

は、検討をしたいと思っております。

【小林委員】何の検討が必要なのか。両方に、

こういうありがたい、第一人者からこういう

指摘を受けておって、何を検討せんといかん

のか。部長、その辺の後ろのやつが、何かこ

うやって検討なんて勝手なことを言いよるけ

ど、何を言っているのか。なんで載せられん

のか。

【吉田企画部政策監】小林委員のご指摘もご

もっともでございます。ただ、このご意見、

美原先生、それから木曽先生のご意見につき

ましては、第三者の客観的なご意見でござい

ますので、要約版で県に都合のいいところ、

県が褒められているところだけを抜書きする

のはフェアじゃないのではないかというふう

に思っております。なので、これは全体版に

おいて全文を掲載させていただくのが妥当と

いう判断で、このような掲載の仕方になって

おります。

【小林委員】政策監、いいところだけを載せ

るとかさ、これは、美原先生も、制度上にお

いて状況を見定めたところの第一人者の意見

なんだよ。これを意図的に我々が言ってもら

って、何かお金か何かを払って、第一人者に

こういう発言をしてもらって、それを我々が

意図的に載せようと、そんな安っぽい、そん

なくだらん類のものではないんだと。だから、

これはやっぱり皆さん方によくお知らせをし

ておくべきだと。そういう意味で、「検討す

る」という表現はまずい。こういう当たり前

の制度設計がきちんとできておったという長

崎県の取組を、ある程度評価してもらわない

と。

君たちは自分たちの立場だけ考えているけ

れども、県議会の我々はどうなるのか。これ

を決議してきた我々は一体どうなるのか。も

う少しよく考えてみたらいい。また、前任の

中村知事が、あなたたちも知っているように、

この合意形成を取るために、一生懸命あちら

に気をつかい、こちらに気をつかいながら、

みんなが一緒になって地元の皆さん方の合意

形成までいただくように一生懸命頑張られた

ではないか。そういう点を考えれば、その今

の表現は、私にしてみればどうもまずい。

部長、ちょっと一言訂正しなさい。

【早稲田企画部長】今回、有識者からいただ

いた意見というものは、非常に重要なポイン

トが委員ご指摘のように大変盛り込まれてい

るところであります。

今回、概要版、全体版、それぞれ案という

ことにしておりますので、委員のご指摘の点

を含め、引き続き調整させていただければと

考えております。

【小林委員】それから、もう一つちょっとびっ

くりするようなことをね、こんなことが33ペー
ジに書いてある。

この美原先生は、国の認定審査が20か月とい
う長期になったということ、このいわゆる期間
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の問題について触れられているわけですが、「コ

ロナ禍のみならず、政治的自由や主務官庁の事

情等により、意図的に審査や評価に時間をかけ

たというのが実態の様だ」と。ここは何という

ことをおっしゃっているか。つまり「意図的に

審査や評価に時間をかけたというのが実態のよ

うだ」と。「この意味では、果たして国の審査

は公正かつ適正であったといえるのかに関して

は一抹の懸念も残る」と。こんなことをおっし

ゃっているわけだろう。「果たして国の審査は

公正かつ適正であったといえるのか」と。これ

はかなりの意見ですよ、重要な。だから、こう

いう国の審査が、公正かつ適正であったかと、

果たして20か月も、これは1年と8か月やったな、
20か月は。こういうものが、少なくとも20か月
以上もの時間をかける審査内容では到底ないと。

こんなことまで言って締めくくっているわけで

すよ。私はこれを読んだ時に驚きましたよ。

こういうようにいわゆる第一人者が、20か月
もかけるのはおかしいぞと。そして、政治的自

由や主務官庁の事情と、これは何ですか。この

政治的自由や主務官庁の事情によりと。いろん

なことよりも、要するに政治的な背景のことを

強調しているかのようなそんな受け止め方がで

きると思うんだけれども、こういうところの評

価、こんな意見が、コメントが出されているけ

れども、この点について県はどのように受け止

めているのかと。真っ直ぐやっても、しっかり

頑張っても、当たり前のことで苦労しながらや

っても、政治的な背景とか、なんかそうやって

20か月も必要じゃなかったと。なんかそうやっ
て大阪だけを先に決めて、あと長崎県は置いて

きぼり食って、全然、いわゆる20か月もまとも
に審査をされてなかったと。そんなような話も

少し聞こえてくるけれども、こんなやり方を黙

って見とっていいのかと、これについてはどう

いう見解をお持ちですか。

【吉田企画部政策監】掲載しております資料に

つきましては、あくまでも美原理事長の個人的

な見解でございますので、これについて、これ

が正しいかどうかとか、あるいは県がどういう

感想を持つかということについてはコメントを

差し控えさせていただきたいと思います。

【小林委員】 しかしね、政策監、えらい今日は

なんかあんたも調子が出ないな。個人的な意見

と、確かにそれは。しかし、美原先生はそんな

いい加減な人じゃないんでしょう。ちゃんとそ

の第一人者として評価をされているから、今回、

美原先生、ひとつお願いをしますといったら、

こういう話になったんでしょう。打ち合わせを

してこんなことを言ってくださいとか、そんな

ことはないんでしょう。

ならば、個人的な見解であったとしても、い

わゆる見識者の、第一人者の権威ある人だよ、

この人が20か月も必要であったのかと、到底20
か月も必要ではないと、はっきり言い切ってい

るし、また、公正かつ適切であったかと、こん

なことを言えるのかと。ここまで踏み込んで発

言をされているということは、やっぱりそこの

背景に何らかのものがあったんではないかと。

長崎県はこの考え方を聞いて、いろいろ言いに

くいんだろうけれども、だけど、実際的にこう

いう見解を示されているということは、やっぱ

り我々が「ああそうですか」というふうに聞き

流しにはできないような内容だと。

公正だったのかと、適切であったのかと、20
か月も要らなかったんじゃないかと、こういう

ふうなことをずばり言っている。ここは重いと

思うんだけれども、県の見解はそういうことで

遠慮させてもらうと、こういうことになるのか。
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国に対して、やっぱり遠慮せんといかんのか。

【早稲田企画部長】今回、この美原理事長の意

見ということで、期間の部分も出ておりますけ

れども、そのほかについても、委員が先ほどお

っしゃいました住民の合意形成ですとか、認定

上の課題など多々あっております。

本県といたしましても、これまで国へ質問し

たとおり、予見可能性が高まっていないのでは

ないか、もしくは国の裁量が大きいのではない

かといった部分について、この報告書の今回の

区域認定に関わる審査評価の先ほどの期間の部

分というのも表しているのではないかというふ

うに感じているところでありまして、本県が国

に対して質問した内容や、本県がこれまで県議

会等に対して説明した内容というところの裁量

の大きさというものをこれは表しているのでは

ないかと考えております。

【小林委員】 時間がないから先に進むけどね、

せんだってから大屋社長に来てもらって、いろ

いろとやっぱり共同提案者ということで、事業

主というところでいろいろ意見を聞きましたけ

れどね、ここのいわゆる何かな、審査請求、こ

の行政不服審査は行わないということをあなた

もはっきり言われたけれども、これは大屋さん

の考え方が大分影響していますか、どうですか。

【早稲田企画部長】 共同申請者でありますIR
事業者におかれては、先般、総務委員会でもご

説明されましたけれども、審査請求等を行うこ

とについてデメリットの方が大きいということ

があり、今回、審査請求等は行わないこととい

うことは示されました。

それを踏まえて、県としましても、総合的に

判断して、今回、審査請求等は行わないものと

いうことで示したものであります。

【小林委員】そうするとね、そういうようない

わゆる行政不服審査は行わないということを、

今日はもうあなたが正式に県の意向として、県

の考え方としてやらないということを決定した

ということを明らかにされましたね。

そうすれば、あと残るは再チャレンジについ

て、もちろんおわかりのとおり国の再募集があ

るかないかというところで、もし再募集があっ

た時に、ハウステンボスはまた相談をせんとい

かん状況になっているけれども、そういう再チ

ャレンジについて、やっぱり長崎県として、こ

れについてはどうなんですか。

【早稲田企画部長】再申請についてであります

けれども、概要版の6ページのところにもお示
ししておりますけれども、現在は国において再

募集の有無及び時期というものは未定というこ

とになっております。現在のところ、県として

判断できるものではありませんけれども、再申

請の対応には多大なコストや労力、時間という

ものが必要になってまいります。

また、有識者からは、要求基準等の明確化に

かかる指摘というのもなされておりまして、審

査における国の審査委員会等の裁量が大きく、

審査期間を含む予見可能性が困難と思われてい

ることから、現行制度においては一般に地方に

おけるIRの実施にチャレンジするのは、現在、
相当程度ハードルが高いのではないかと考えて

いるところであります。

【小林委員】やらないと言っているんじゃない

んだろう。

【早稲田企画部長】現行制度においては、相当

程度ハードルが高いということで、やらないと

いうことではなくて、相当程度ハードルが高い

ということでございます。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

【宮本委員】 ご説明ありがとうございました。



令和６年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１３日）

- 256 -

幾つか確認の意味も踏まえて質問させていただ

きます。

前回、3月11日、KRJの大屋社長に来ていただ
きました。参考人招致がありまして、その際に

も4項目にわたって質問をさせていただきまし
た。最後、今後についてというところで行政不

服審査請求について質問いたしまして、しない

ということで事業者の方から回答があったとこ

ろです。本日、改めて県の方からもご説明があ

りました。

部長説明にありました資料の3ページにも説
明があるんですが、逆にちょっと私の方が考え

るには、浅はかな考えかもしれませんが、国の

IR審査委員会等の裁量が大きい、だからこそあ
えて、もっともっと公の機関を使って行政不服

審査法に基づく審査請求や行政事件訴訟に基づ

く処分の取消しの訴えを起こすべきではないか

なというふうに思うんですね。裁量が大きい、

だから駄目じゃなくて、裁量が大きいから、な

おかつ、そしたら県としてもう一回行政庁の力

を借りてじゃないけれども、そういった公の場

を使って今回の不認定の理由を明確にしていく

必要があると私は考えるんですが、これで審査

請求を行わないならば、不認定の理由があやふ

やなままに終わってしまうような気がしてなり

ません。だから、国対県ではなくて、不服審査

の審査請求を行うことによって、国対国でもう

一回争いを起こすと。裁量が大きいからこそ、

あえてそれをやっていくという必要性があるの

じゃないかと考えますが、この考えについて、

もう一度ご見解をお聞かせください。

【小宮IR推進課長】 昨年12月27日に教示がご
ざいました行政不服審査法に基づく審査請求、

それから行政事件訴訟法に基づく処分取消しの

訴え、これはいずれも同時並行で手続きができ

るという前提でお話をいたしますと、まず、12
月27日に国土交通大臣から決定された、認定を
行わないこととする通知、これが今回の処分に

なります。

仮にですけれども、行政不服審査請求を行っ

た場合の結論といいますか、裁決で言いますと、

私ども県とIR事業者が処分の取消しを求めて
審査請求をして、それが認められるというのが

「認容」というものが一つございます。もう一

つは「棄却」、取消しを求めて申請したけれど

も、それは棄却しますという棄却。もう一つが

「却下」、この却下というのは不服審査の申立

てを行うのが適法ではないと、その入口の段階

でもう不適法な請求ですよということで却下さ

れる、この3つがございます。
今、IR事業者ですとか、弁護士と協議を行っ
ているところで申し上げますと、まず、ハウス

テンボスの売買予約契約が12月27日をもって
失効しているという点。それからKYUSHUリ
ゾーツジャパンが集めてきたコミットメントレ

ター等の一部が失効している懸念があるという

ことが2つ目。それから、IR事業者そのもの、
KYUSHUリゾーツジャパンの大屋社長が、先
般の参考人招致でも、やはり審査請求を行う考

えはないということを県にも伝えられました。

この3点をもって総合的に考えると、行政不
服審査をしたとしても、この入口の段階で、そ

の処分庁の方から「この区域整備計画を実現す

る可能性がありますか」ということで却下され

る可能性が非常に高いというのが弁護士の見解

です。また、先ほど説明しましたように仮に審

査請求をするとした場合に、やっぱり1年程度、
一定の期間がかかるということの期間の問題で、

IR事業者やハウステンボス、そういった関係者
が不確実な状況に陥るということも踏まえて、
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経済的合理性等々、総合的に判断をして審査請

求を行わないということ。

それとまた別に、審査請求を行った時に、先

ほど申し上げました棄却、認められませんよと

した時には、その処分の日から6か月経過後に、
また行政事件訴訟法による処分の取消しの訴え

ができるとなっていますので、そこを少し混同

するところではあるんですけれども、行政事件

訴訟法に基づく処分の取消しの訴えというのは

二通りあるという考えのもと、私たちも弁護士

と協議を行って、今回は合理的ではないという

ことから総合的に判断したという状況でござい

ます。

【宮本委員】ありがとうございました。非常に

苦渋の決断であっただろうと推察いたします。

認容と棄却と却下と3つあって、チャレンジ
して却下になるおそれが大きいと。ハウステン

ボスであったりとか、コミットメントレターの

効力が失効しているという状況もあろうかと思

いますが、何らかのチャレンジをすることによ

って、審査を申し立てることによって、別の理

由というか、もっともっと納得できるようなも

のがくるのではないかと考えたものですから、

あえてお聞かせいただいたところです。

いずれにしても、却下になる可能性がやはり

大きいということからの判断であるということ

を確認させていただきました。

これをもって一定の九州・長崎IRについては
終止符を打つというようなイメージなのかなと

いうふうにちょっと考えたところでもあります

けれども、先般、委員会審査でも行いましたけ

れども、令和6年度はIRについては約2,200万円
の事業費を計上し、それも行うということにな

っております。その約2,200万円、要は約2,200
万円の事業と、今回の審査請求を行わないとい

うこと、一定の九州・長崎IRについて終止符を
打つというようなイメージの中で、来年度どの

ような形でやっていかれるのか、これに関連し

て改めて確認をさせてください。

【小宮IR推進課長】 宮本委員ご指摘のとおり、
今回、審査請求等を行わないということで、県

の考えをお示しさせていただいたところですけ

れども、来年度、令和6年度の当初予算につきま
しては2,264万3,000円、約2,200万円を計上予
定いたしておりますけれども、そのうち国と今

後調整を行う必要があるということで、弁護士

への業務委託にかかる経費が1,320万円、その
他の事務費、旅費ですとか需用費が約940万円
ございますので、こういった経費を有効に活用

しながら、国との対応や今後の取りまとめにつ

いて整理を進めていきたいと考えております。

【宮本委員】 ありがとうございました。

そうですね、国との調整というのが今後果た

して必要になるのかどうかという懸念もすると

ころではありますけれども。

今回、「九州・長崎特定複合観光施設区域整

備計画について（報告）」ということで概要版

と本体版と示していただきました。非常に詳し

く内容が書いてありますので、これに尽きるの

かなというふうに考えているところです。これ

をもって地元、そして長崎県、あるいは九州各

県の経済界に向けて、今後説明に当たられるこ

とと思いますが、非常に納得できるようなもの

なのか、もっともっとチャレンジしてくれよと

いう声も上がるのじゃないかなというふうに思

っているところです。

次回の再チャレンジにつきましては、先ほど

小林委員への答弁にもあったとおりで、「ハー

ドルが高い」という表現もありますが、ニュア

ンスとしては厳しいのではないかという捉え方
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もできるのかなと思います。

部長、最後、今回、こういった決断をされた

ということ、一定終止符を打つということにな

ろうかと思いますが、これを踏まえて、この報

告書にもありますけど、今後、長崎県としても

県北地域について、いろんな今までノウハウが

ある、それを活かしていくということもありま

すが、この活かし方は非常に私は難しいかなと

思います。このIRに特化したもので言えば活か
すことはできるかもしれませんが、そのほかに

ついて活かすことができるのかというのは非常

に大きな課題であろうかと思います。

今回、総括をしていただいて、参考人招致、

そして今回の委員会、振り返ってみて、一定の

総括の方をお願いしたいと思います。

【早稲田企画部長】九州・長崎IRについては、
冒頭申し上げましたけれども、本県、九州地域

全体、それから日本全体の活性化というものに

寄与するために、これまで県としまして全力で

取り組んでまいりました。

国の審査結果につきましては、非常に残念な

結果となりましたけれども、これまで県が取り

組んできましたIRのノウハウ、広域観光周遊で
ありますとか地元調達の仕組み、ギャンブル等

依存症対策など多くのノウハウというものが蓄

積されたものと考えております。

また、本県と佐世保市・県北地域の連携、九

州全体のネットワークの連携というものも、こ

れまで歩みを止めることなく強化したところで

ございます。

今般の結果を受けまして、IR関係について、
行政不服審査等の請求ということは行わない判

断をいたしましたけれども、佐世保市・県北地

域の振興に向けては、引き続き、IRで培ったノ
ウハウ、それから、今後様々な地域資源という

ものを活かしながら、県としましても全力で取

り組んでまいりたいと考えておりますので、引

き続き、佐世保市、関係者、県議会皆様のご支

援・ご協力を仰ぎながら、しっかりと取り組ん

でまいりたいと考えています。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

【浅田委員】今、お二人の委員から質問があり

ました。質問の前に、ちょっと確認をさせてい

ただきたいんですが、この56ページにもわたる
資料、昨日ひっそりと、気づいた議員さんは気

づいたと思うんですが、ひっそりとメールで送

られてきていた。それに気づいていない人は、

ひっそりと今日、テーブルに乗っていたという

ような話を議員から聞いております。

本来であれば、これだけの資料、大屋社長が

来る前にでもできていたとするならば、もっと

もっと深い議論ができていたと思うんですね。

全議員に資料ができましたという電話一本すら

ない。議論をしづらい状況じゃないですか。こ

れはどういうふうになっているのか、まず、そ

この見解から教えください。

【小宮IR推進課長】 今回の資料配付が遅くな

ったというご指摘でございますけれども、これ

は大変申し訳なく思っております。

一つは、この間、県議会の全員協議会、それ

から本定例会において議論されたことを少しず

つ取りまとめということで準備を進めておりま

したけれども、今回の取りまとめで大きなポイ

ントとなりますのが、この第三者の有識者のコ

メント、寄稿でございました。ここの整理をい

たすものと、今回の参考人招致で大屋社長様の

見解を確認するというところ、それを踏まえて

審査請求等への対応をどうするかといった最終

的な判断が昨日まで及んだということがありま

したので、今回の総務委員会直前の送付になっ
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てしまったという点につきましては、改めてお

詫びをしたいと思います。

【浅田委員】 いや、お詫びではなくてですね、

お詫びは結構なんですよ。やっぱりちゃんとし

た資料をという、確かに大屋社長が来てからと

いう部分のパーツはそこでいいかもしれない。

この第三者の方たちと、ごめんなさい、私が

聞きそびれたのかもしれませんが、いつお会い

して、いつこういうふうなしっかりとした取り

まとめができたのか。この中身を精査し、これ

まで委員会の前に、もっと皆さんと議論をする

ことがあるとするならば、確認事項とかってい

っぱいあったと思うんですよね。それが当日な

いし前日というのは、「申し訳ありませんでし

た」ということで、そこはちょっと私は議会軽

視じゃないかなというふうに非常に感じてなり

ません。第三者の方との会合というのは、書簡

をいただいたのはいつだったんですか。

【小宮IR推進課長】 本年2月2日に開催されま
した総務委員会におきまして、馬場副知事が出

席し、その中で客観的な評価が必要じゃないか

というご質問を受けて、副知事の方からそのよ

うに、県庁内部だけの取りまとめではなく、第

三者の意見を取り入れながら振り返りを行うと

いうことが示されました。その以降ですね、私

どもが美原理事長、それから、木曽様にお会い

して、こういった取りまとめを行いたいという

ことで打診をし、協力いただけるかというふう

な取扱いについてご相談したのが2月でござい
ます。

今回、2月末、それから3月の上旬に、それぞ
れからレポートが提出されましたので、その内

容についてどのような掲載の仕方があるか、概

要版の抜粋についてどの部分を抜粋して掲載す

るか、それから、全体版については全文を掲載

することが可能かどうか、そういった調整を行

ってまいりましたので、最終的に固まったとい

うことで申し上げますと、3月に入ってからで、
今回この内容について全文を掲載するというこ

とで県庁の中で意思決定をしたという状況でご

ざいます。

【浅田委員】 2月2日に副知事がおっしゃって
いただいた、それ自体は私たちも非常に、第三

者委員会を設けてしっかりと判断をしていきた

いということを答弁していただいたということ

はありがたいことだと思いますし、それに関し

てすぐすぐ動いていただいたということも一定

の理解をしているところです。

しかしながら、その時の委員会とは今回メン

バーが代わっているということも併せて、総務

委員会が開かれて、その時に、今度大屋さんを

呼びましょうとなった。そのいろんなタイミン

グでなくて、なぜ昨日なのってやっぱり思わず

にはいれないわけですよね。これだけの膨大な

資料をまとめるのに、なんかタイミングよく、

そういうのが終わった後、今、迎えなければい

けない。やっぱりこういう考え方、こういう手

法、こういうやり方がいろんな方々に誤解を生

むし、遅々として物事が進んでいかない、精査

をできないことになるのではないかと思います。

これは、今後の議会運営に対しましても、き

つく異論を申し上げたいと思います。

そして、先ほど来から行政不服申立てに関し

ましてはデメリットが多いという判断を様々な

人がしていると。確かにこれは難しいことなの

かもしれない。しかしながら、それでは、じゃ、

国に対して、今後どうするのか。その第三者の

有識者の方々においても、ぱっと見させていた

だくと、非常に国とのあり方、地方での挑戦の

あり方が今後問われていってしまうわけです。
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大都市圏じゃないと、今後、まるで手を挙げ

ること自体が不可能ではないかと思わせるよう

な内容であったり、メガバンクがつかなければ、

投資会社だけでは駄目なのか。様々な課題が残

されたまま、我々長崎県がこのまま終わってし

まっていいのかどうなのかというところにも尽

きると思うんですね。

これまでの知事の答弁等々を聞いても、本当

に残念であるという思いや熱があまり伝わって

こないというのも残念なんですけれども、繰り

返し繰り返し部長がおっしゃる、「これまで積

み上げてきたものを今後県政に活かしていきた

い」、「今後の佐世保の推進に活かしていきた

い」、果たしてそれだけでいいのかなと。これ

だけの税金を使い、皆様の労力、時間をかけて

きたものに関して、そこで終わっていいのかど

うなのか。

長崎県自体もIRを認定させることによって、
例えば新幹線の問題だったり空港24時間の問
題だったり交通インフラの問題だったり、全て

をここにかけてきたと言っても過言ではないぐ

らいの思いを持ってやってきたわけです。それ

を、今後の県政に様々なギャンブル政策を活か

しますという、そういう感じで果たしていいの

かどうなのか。私はすごく疑問を感じるところ

なんですよ。どうでしょうか、部長。

【早稲田企画部長】今回の九州・長崎IRに関し
まして、審査結果というものが出まして、どう

やってこれまでの県の取組というものを活かし

ていこうかというご意見かと思いますけれども、

有識者の方々や関係者の意見からもあるように、

様々な複合的な課題というものが、今回、IRの
取組というものでは出てまいりました。

今回、意見をいただいた皆様からの課題とい

うものも、しっかりと県としては分析しつつ、

今後、どのような対応を活かしていけるのか、

もしくは戦略上どうするのかといったこともあ

りますので、地方版のIRを考える際に、財務面
ですとか、IRの運営上の課題といったものが国
の審査結果の中では指摘されておりますけれど

も、それに対して地方としてどのような対応が

できるのかというのを、ここをしっかりと考え

て、それから様々な制度設計、県に落とし込む

場合はどうするのか、もしくは日本全体でのあ

り方を考える時にどうするのかといったことに

ついては、戦略上、タイミング、様々な要因を

考えて対応すべきものと考えております。

【浅田委員】いろんな、これからもまだまだ挑

戦しようと思うところがあると思うんですね。

国全体の中でIRを増やしていこうとしている
中においては、長崎の検証・分析というのは非

常に重要なところであり、長崎しか国に物を言

えない部分もあろうかと思うんです。そういう

ところにおいては、不認定になった以上、さら

なる覚悟というものが必要だと思うんですね。

しかし、この間からの知事の答弁においても、

国の観光庁長官に会ったから、そしてこれから

も長崎の観光を応援するから、それだけで終わ

っていいのと。こうやって第三者の方々から意

見をもらった。さっきも個人的な感想というよ

うな言葉もあった。そういうことではなくて、

しっかり我々が信じていろんなことをやってき

た部分において、決して言ってはならない言葉

等々もあろうかと思います。

やっぱり皆さんも悔しいでしょうし、私たち

も悔しい。それがなんかふわっと、このままだ

と終わってしまうんじゃないのと。

その行政不服申立てが難しい、デメリットが

大きい、だから、今回はやめましょう。だけれ

ども、次なるところに対して、もう少し前向き
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なというか、あってしかりなのかなということ

を、聞けば聞くほど思うんですが、本当にこの

まま終わりという形でいいのかなと。

もちろん再チャレンジは国からの話がないこ

とにはできないことではあります。でも、その

時に対して備えをするのかしないのか。分析を

して応じるようにできるのかできないのかとい

うのも、やはり今、現段階の覚悟をもってして

たんだと思うんですね。そういうものがなけれ

ば、当然再チャレンジもできないかと思います

が、どうでしょうか。

【早稲田企画部長】再申請については、先ほど

来申しておりますけれども、要求基準の明確化

にかかる指摘、それから審査における国の審査

委員会等の裁量が大きく、審査期間を含む予見

可能性が困難というような様々な課題等があり

ます。そうしたことを踏まえまして、現行制度

においては、一般に地方におけるIRの実施にチ
ャレンジするのは相当程度ハードルが高いとい

うことを申し上げたところでありますけれども、

地域間競争の中で、今回の九州・長崎IRの結果
を踏まえて、様々な課題を分析するに当たりま

しては、今後の戦略、タイミング等々、総合的

に考えながら進めていくものと考えております。

【浅田委員】それでは、例えば第三者の方から、

有識者の方からこれだけ、ある意味国に対して

もしっかりとしたご意見を言っていただきまし

たよね。これに関して、国に対して、私はこれ

までもずっと、例えば国会議員に対しても国に

おいて質問してもらうべきではないかというよ

うな意見も申し上げてまいりましたけれども、

この第三者の方からこれだけ言っていただいた

ことに関してはどうするんですか。

【小宮IR推進課長】 今後の追加募集等の時期、
有無を含めて時期もありますけれども、今後、

私ども含めて地方がチャレンジする際に、この

有識者がコメントされた内容、その法制度の枠

組み、それからMICE施設の規模感ですとか、
審査期間含めて審査の基準ですとか、判断の根

拠が明示されてない現状というものについて、

今後、県議会からのご意見等も踏まえながら、

国に対する提言という形でまとめるかどうか、

そういったところも県議会とも相談しながら進

めてまいりたいと考えております。

【浅田委員】本当に残念なことに不認定を受け

た我々にとっては、やはりこれからどうしてい

くのか。これから日本に広がっていくであろう

IRに対してどうするのか。不認定にされたとい
う不名誉なままでは、やはり終わるわけにはま

いらないと私は思っております。

そういう意味で、今日の総務委員会が終わり

というわけでもないでしょうし、これからもし

っかりと議論を続けたいと思います。

以上です。

【石本委員長】 ほかにご質問はありませんか。

【大場委員】 確認をさせてください。

今回の報告はもう報告として承っておきたい

と思います。ただ、報告書を読みまして、これ

までに県の説明があった中身が少しわかったよ

うな気がいたしました。

その中で美原さんもコメントされております

けれども、再チャレンジの今後の取られるべき

選択肢等で述べられておりますけれども、相当

きついんだろうなという。

ただ、そこであります、今回の決定をもって、

とりあえず現段階の枠組みというのは全て解消

するという理解でよろしいでしょうか。

【小宮IR推進課長】 大場委員ご指摘のとおり、
令和4年4月27日に国へ提出をいたしました本
県とKYUSHUリゾーツジャパンのこの区域整
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備計画の申請については、今回、12月27日に国
から認定を行わないという決定がなされました

ので、この間、県議会における議論も踏まえて、

審査請求等を行わないという県の意向もお示し

させていただきましたので、今回の区域整備計

画の認定申請については、本報告をもって終了

としたいというふうに考えております。

【大場委員】多くの委員の皆さんから再チャレ

ンジ、次に対する期待感もありますが、この中

でも述べられておりますが、現段階で今回応募

申請をした中での枠組みの再チャレンジはもう

あり得ないということで、また新たな枠組みを、

また運営会社等々から全て新規でやる必要があ

るということの認識になると思うんですが、そ

うなると、現行で、こちらで述べられたCAI社
も非常に能力が高い会社だというふうに評価さ

れておりました。ヨーロッパでも最大規模の運

営会社。要は世界的にはいろいろあるんでしょ

うけれども、その世界の中でこれ以上の運営会

社に当たる規模を持つ運営会社ですね、そうい

ったものというのは限られてくるんじゃないで

しょうか、数的に。

そうなると、もう必然的に早い者勝ちでそこ

と契約した者勝ち、もしくはそういった形にな

ってくると思いますので、そこに対しての行動

を含めて非常に厳しいんだろうなという評価を

しておりますが、ちょっと参考のためにお聞か

せください。現在、長崎の計画がだめだと、そ

れ以上の運営会社というのは世界的にどれぐら

いあるんですか。

【吉田企画部政策監】 このCAIについては、ヨ
ーロッパでは最大規模のカジノ運営会社でござ

います。そのほかの、スタイルが違うものも含

めて申せば、例えばアメリカのラスベガスでや

っておりますMGMやサンズ等のほか、またマ

カオでも幾つかございます。なので、規模的に

言うともっと大きな会社はほかにもございます

が、国際的に幅広く展開されているという意味

ではこのCAIが抜きん出ていると思います。
ただ、誤解のないように申し上げますと、仮

にリセットして再チャレンジをする、国が募集

をかけられる場合には、どの県も一からのスタ

ートになりますので、事業者公募から始めるよ

うなスタイルになりますので、どこかに決めて、

そこと先に決めて進んでいくというものではな

いというふうに承知しております。

【大場委員】その点はわかっております。あり

がとうございます。

ただ、そうなると、県がこれまで言ってきた

国の裁量が大きいということ、もう一つは国の

不明瞭さが改めて浮き彫りにされました。県、

これまでの計画を出す以上で、よくコロナ禍で

これだけのものをつくったなという印象があり

ます。そういった中で、じゃ、どうして長崎が

駄目になったかという本当の理由がわからない

というのが今の正直なところです。

先日の参考人で大屋参考人が言われたように、

これで一本ではなくて、きれいな一本ではなく

て、総合的に判断されて「合わせ技一本」とい

う言葉を使われましたが、本当にそういうふう

な形だったんじゃないかなというふうな思いが

今してきております。

そういった中で何とか、当初は、国において

もこれは地方創生の一環として地方版IRをつ
くるというのが旗印でスタートしただけですが、

結局はその中で国が選ぶとしたら大都市、大き

なところ、大規模という方向におさまりつつあ

るこの現状というのは、これを進めた長崎県だ

からこそ、そういったものは国にしっかり言う

べきじゃないかなというふうに思います。
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もう一つは、先ほど浅田委員が言ったように、

申請して結果が出た長崎だからこそ、国に対し

てこういったことでは困るという部分はしっか

り伝えるべきだと思いますが、その点について

はいかがお考えでしょうか。

【吉田企画部政策監】ただいまの大場委員のご

意見を含め、これまで県議会とのやり取りの中、

一般質問、またこの総務委員会、特別委員会の

中でのやり取りも含めまして、今後、国と調整

をしていく際に、そういった議会でのご議論を

しっかりとお伝えをしたいと思っております。

【石本委員長】 ほかにありませんか。

【小林委員】ちょっと重ねて申し訳ないが、先

ほども言ったように33ページの美原先生の意
見の中で、「いわゆる意図的に審査や評価に時

間をかけたというのが実態のようだ」と。「果

たして国の審査は、公正かつ適正であったと言

えるかに関しては一抹の懸念も残る」と。「20
か月以上も期間をかける審査内容では到底ない」

と。

これはさっきちょっと限られた時間の中で質

問をいたしましたが、同様なことでございます

が、政策監は、これは一人の人がいわゆる自分

の思いを伝えただけでと、あんまり重きを置い

ていないような意味合いのことをおっしゃって、

私は率直に言わせていただくと、美原先生には

いろいろお願いをしとった上に、こういうお話

をされたのを、そういう週刊誌のガセネタか、

それとも一人の評論家が言ったぐらいの状況の

受け止め方で、先ほどの発言では、あんまり重

きがあってないということは、これは率直に言

って美原先生に対して大変なご無礼な、失礼な

ことを言っているんじゃないかと。ここは国の

ことを慮ってということかもしらんが、それは

ちょっと違うと思う。これはさっきの、そうい

うなんか一人のこういう意見ですからというよ

うな、先ほどから政策監が言われているのは、

これは部長も課長も政策監も、あるいは県の意

見としてこの内容をばたばたで読ませてもらっ

たけれども、これだけのことが33ページに書い
てあると。当然これに対しては我々の方から質

問があるだろうという推測はされたんだろうと

思うんだ。

そうしたら、今みたいな政策監のような発言

をするというようなことで県の方針は決まった

のかと。これはあくまでも政策監の個人的な見

解と、こういうふうな受け止め方でいいのか。

この辺はもう少しはっきりしてもらわないと、

これは今言ったように、美原先生は、このカジ

ノの世界ではいろいろと研究旺盛な第一人者と

して評価をされている、こういう世界的な権威

のある美原先生に対して、先ほどの政策監の発

言は、ちょっと行き過ぎが多すぎると、やっぱ

り大変申し訳ないと私は思うんだけれども、そ

んな言い方は、これは断固として取り消しても

らわないと、やっぱり先生に申し訳ないという

ことは私は消えないと思うんです。これについ

てもう一度どうですか。

【吉田企画部政策監】誤解がございますようで

すので、（発言する者あり）言い直しますが、

この美原先生の、美原理事長のご発言自体は、

私どもも重く受けとめております。ただ、それ

を、この有識者の意見をそのまま県のホームペ

ージに掲載させていただくことで、この重みを

また対外的にお伝えをするということで、そこ

にこの見解を、県が公式に県の意見としてこれ

を捉えるというのは難しいというふうな趣旨で

ございます。

【小林委員】そんな子どもじみた話は私に言わ

んでも。それは本人の考え方だと。これが県の
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考え方ではないと、このくらいのことはわかっ

ているわけよ。だからといって、県の方はこう

やって、なんもいたずらに20か月もかけてとか、
意図的にとか、こんな話は一つも県側から出て

なくて、お願いした美原先生がこういう今回の

不認定を見とったということだから、ここのと

ころはもうちょっと表現の仕方がね、もうちょ

っときちんとした、そして第一人者の先生の意

見として、やっぱりそれなりの表現の仕方があ

るはずだよと。そこはなんか一評論みたいな話

でね、なんかそれに対してはお答えを控えるみ

たいなことでは、私はものすごく申し訳がない

し、私がこのくらいのことを強く、あえてこの

委員会で言っておかなければ、これはもう美原

先生は一切長崎のことなんか関係せんよと。こ

んな理事者側から言われてふざけるなと、こう

いうような怒り心頭に達するような発言が出て

くる可能性もあるんじゃないかと。

だから、決してそんな美原先生の意見を軽々

に考えているわけではないと。これだけの発言

があるというのは、やっぱりそれなりに美原先

生は、立場上、やっぱりそういうことを知り得

る立場の人だと。だから、いろんな背景の中で

これだけの発言をされているということで、そ

んな思いつきで長崎県にいい顔をして言ってい

るわけではないんだと、そういうところを我々

の方はきちん受け止めて、それなりの対応をし

て、やっぱり先生の発言は重いというところを

きちんと受け止めんといかんと思う。

それで、最後に、やっぱり申し訳ないが、今

も大場委員もおっしゃっていたけれども、どこ

に失敗の原因があっとかと。何が一番長崎県と

して足りなかったのか。何が一番我々の落ち度

であったのかというのが、国の方からもいろん

な指摘を受けているけれども、どれがどうなの

か、何かいまひとつ最後にわからないわけだよ。

何が一番我々の落ち度だったのかと。どこが足

りなかったのかと。だから、この辺のところに

ついての受け止め方が、どうしてもあなた方の

言葉からは、どこに問題点があって、これをし

くじったんだと。だから不認定になったんだと

いうようなことが、大変ご努力をいただいた割

にこれが聞こえてこない、見えないわけだよ。

結果的に見えないままで終わってしまうと。

なんかもう議論の余地もないと、こんなような

ことでこれが幕を下ろすということ、チャレン

ジするかどうかもわからんと、そして不服審査

はやらないと。

さっき宮本委員もおっしゃっておりましたけ

れども、なんかこう負け犬みたいな形で、なん

か長崎県は何を考えているのか、こんな戦略は

ないのかと。恐らくよそから見た時に、今回、

九州・山口も一緒になって頑張っていただいて

いるから、他県から見た時に長崎県は全くもっ

て度胸がないと。なんでこんな状況の中で何も

起こさないのかと。黙って指をくわえて結果を

見ているだけかと。こんなふうなことも言われ

るかもしれないわけだよ。

もうちょっと気概を持ってもらわんといかん

な。もうちょっと、あんたたちも頑張ってきた

んだし、お互いに悔しいと思って涙を流してい

るわけだろう。だから、もう少しきちんとした、

どこに自分たちの一番の失敗があったのか。何

が一番足りなかったのか。そんなことを、もう

少し我々にわかるような発言がほかにないんで

すか。お尋ねします。

【小宮IR推進課長】小林委員のご指摘、ごも
っともでございます。

今回、区域整備計画を国へ申請して以降、

国の観光庁、それから審査委員会とのやり取
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りを複数回重ねて、ヒアリングも4回対応し
てまいりましたけれども、私どもは、国から

コミットメントレター等の要件ですとか基準

等が示されない中で、国際的な商慣習に基づ

いて、専門的なアドバイザー等の知見を集め

て取り組んできたわけですけれども、今回、

国からの指摘については大きく2点ございま
す。1点目が、資金調達の確実性に関すること
でございます。もう一点が、IR事業の適切か
つ継続的な実施について指摘がございます。

この資金調達に関しては、レターの定義と

か要件、こういったものがあらかじめ示され

ていませんでしたので、こういったことがあ

らかじめ示されていたならば、それなりの対

応ができたと考えております。

また、IR事業者の適切かつ継続的な実施に
つきましても、例えば今回示されております

カジノ・オーストリア・インターナショナル

を中核としたコンソーシアムについては、カ

ジノ・オーストリアについて大規模なIRの運
営実績がないという指摘がございますので、

であるならば、あらかじめ、どのような規模、

または種類、年数のIR事業者が必要なのかと
いったところが明示されていたならば、それ

を踏まえた事業者の公募選定手続きが行えた

ものと感じておりますので、まさに小林委員

がご指摘のとおり、どこに認識の差が生じた

のかというところを顧みますと、そういった

国との対応、ヒアリング等を含めて、そこの

認識の差を埋めることができなかったと、そ

の結果が今回の不認定結果につながったとい

う認識でございます。

【小林委員】若干ね、そういうことだろうと

思いますね、言うとすれば。しかし、結果的

に国と県の考え方の隔たりがあると。これは

全然薄めることができなかったわけだな。結

局、国が言うこと、日本版のカジノ、ヨーロ

ッパで経験してきたアドバイザーの皆さん

方、世界で通じることが日本で通じないと。

私は、よそのことを言うたらいかんと思う

んだけれども、大阪だっていろんな問題があ

るんじゃないかと。ただ、はっきりしている

ことは、長崎県と大阪の違いは、オリックス

を中心として、地元の経済界とか大手メガバ

ンクがきちんと名前を挙げて出しているとい

うこと。長崎県は全部、何か極秘みたいな扱

いになって、全然それが、どこがどういうふ

うにご支援をいただくのか、福岡経済もどう

いうふうに、いろいろ言葉は前向きなおっし

ゃり方をするけれども、資金はどのくらい提

供していただいているのかと、長崎県の経済

界はどれくらいやっていただいているのか、

こんなのが全く見えないわけだよ。全部、極

秘、極秘と。大阪は、今言うように明らかに

されるところはきちんと明らかにされている

と、この辺の違いかなという感じがね、どう

してもしないわけではないんだよ。

それともう一つは、あえて言えば、これは

どっちみち今日は終わりということでもある

けれども、さっきお話があったオーストリア

のね、ヨーロッパでは最大のカジノの王だけ

れども、しかし、そこもヨーロッパで最大の

大手と言いながら、全然資金は出していない

じゃないかと。名前のオーストリアという、

CAIというのは立派だけれども、CAIJに対し
て、じゃ、どれくらいの支援をしたのかと。

こんなようなことも含めて、ヨーロッパでは

それなりの活躍をされてきてはいるけれど

も、国の見方では大したものじゃないと。や

っぱりアメリカのラスベガス級の、それぐら
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いの大手を持ってこんといかんではないか

と、こういうことを言いたいのではないかと。

この点についてはどういうふうに思っていま

すか。

【小宮IR推進課長】 ご指摘のとおり、私ど

も、不認定の結果を受けましたけれども、一

方で大阪が認定を受けているということで、

要求基準、評価基準、それぞれクリアした結

果だと思いますけれども、一つの指標として、

ラスベガス等でライセンスを有するMGM
社、それから地元の大企業でありますオリッ

クス、それから関西の企業がしっかりとコミ

ットしてメガバンクが融資を確約するという

この体制が一つの区域認定を勝ち取る指標に

なるというのは、今回の審査結果で明らかに

なったわけでございますので、今後、国の追

加募集等があった際には、今回私どもが区域

整備計画を国へ提出しチャレンジした、この

国とのやり取りの成果を踏まえて準備をすべ

きと思いますし、そういった点におきまして

は、私どもも、今回の振り返りの中で整理を

進めていきたいと考えております。

【小林委員】県民の皆様の、もちろん我々の

知り合いの僅かだけれども、今回の不認定に

対して、なかなか評判が悪いわけですね。当

然不認定だから、評判がいいことではないと。

しかし、なんで評判がよくないかというと、

率直に言わせていただくと、地元紙の新聞い

ろいろね、もちろん長崎県版だよ。長崎新聞

だけではなくして、西日本新聞から毎日、朝

日、産経かれこれ、みんなそれぞれお取りに

なっているだろうと思うけれども、今回の不

認定について、どの内容を見てもね、長崎県

が何かこう、もともとから懸念されていた内

容を全然埋めてないかのような、そんな捉え

方で、あんまり書き方として、新聞を改めて

読んでみますと、何かね、非常に門前払いと。

評価基準、あるいは要求されている内容にも

ほとんど届いてないとか、そういうことで、

これまであなた方がやったことが、なんで正

しくマスコミの関係の方々にも届いてないの

かと、こんな感じがするわけだよ。かなりマ

スコミの皆様方のご意見は、全社辛辣で、長

崎県よく頑張ったけど残念でしたみたいな、

そういう意味合いのものは、そんな甘っちょ

ろい話は全くないと。なかなか手厳しく書か

れておった。そういうところもね、やっぱり

後々のことに響くわけだよ。だから、そうい

うマスコミ対応もしっかりやっていかなくち

ゃいかんということで、あなた方も無条件で

通るとは思っていなかっただろうけれども、

もう通るかのごとく、そういう姿勢の中で臨

んでおったけれども、残念ながら結果はこう

いうふうになったわけだ。だから、我々も反

省せんといかんけれども、今後、このまま負

け犬みたいな形で何もやらないような、そう

やって評価されるところは評価されているわ

けだから、こういう識者の中には。そういう

皆さん方のご意見を一つの糧として、今後の

新たな取組を、いろんな意味で考えていくこ

とも、またこれを活かさんばいかんというこ

とも大事なことだということをしっかり申し

上げておきたいと思います。

【石本委員長】 ほかご質問はございません

か。

【まきやま委員】 今回、県は、一旦手をおろ

すということで私は理解をしました。

私はもともと、喧嘩や博打で政治を行うこ

とはだめだということで教わってきましたの

で、IR事業に関しましては、残念な結果でし
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たけれども、ほっとしている部分も一部あり

ます。

ただ、ちょっと県の姿勢について疑問が残

りまして、IR認定が認められなかったことで
多額の費用が失われたと思います。たとえあ

る程度のノウハウが得られたとしてでもで

す。これだけ大きな事業だったわけで、民間

や県民は納得しないと思います。

これまで知事が先頭に立って、県議会も認

めてきました。では、誰が、どのような形で

責任をとるべきか、考えていらっしゃいます

か、お聞きいたします。

【小宮IR推進課長】 今回の審査結果につい

ては、私どもも重く受け止めております。ま

た、その間、委員ご指摘のとおり、事業費ベ

ースで申し上げると6億円を超える予算、人
件費を含めますと11億円を超える予算をこ
の間に投じてきたというところについては、

私どももしっかりと受け止めて、これまで培

った様々なノウハウ等、蓄積がございますの

で、これが1つでも2つでも、佐世保市・県北
地域の振興、それから県全体の振興につなが

るように、決してこの間のチャレンジ、検討、

様々な準備が無駄になることがないように、

県政の推進に役立てるということをもって責

任を果たしてまいりたいと考えております。

【まきやま委員】丁寧な説明をもって了とす

るのではなくて、今回も約2,200万円の予算
がついていますので、国に行った際に、最低

でも佐世保地区に何かしら振興策をもぎ取っ

てくるなど、最後の最後まで努力を重ねても

らいたいと思います。

以上で終わります。

【石本委員長】 ほかにご意見はありません

か。

【冨岡副委員長】時間もありますので、急ぎ

ます。

まず、こちらの報告書の作成、本当にお疲

れさまでございました。

ただ、今回、質問の趣旨としては、宮本委

員、浅田委員と大部分共有させていただいて

おりまして、また一部、大場委員、そして小

林委員とは、その心意気というか気概を共有

させていただいております。

その上で、今回のこの報告書において一番

大切なのはこの7番、審査請求等への対応で、
私は最初に概要版を読ませていただいて、概

要版でこれかと。それで、フルバージョンは

どのようになっているのかと思ったら、概要

版と全く一緒でした。かなり量が少なくて、

これで何が納得できるのか。

今回一番、我々が今回のこの委員会をせっ

かく開いて議論するべきは、この審査請求等

への対応。「等への対応」のこの「等」の中

に何が入っているかというと、審査請求と取

消しの訴え、訴訟のこと。そして最後、6行目
の再チャレンジ、この3つの一番大事な部分
をこの一つにまとめてしまっていると。

これを、本来は一つ一つ分解して我々にご

説明いただいた上で、その上で我々としても

納得をし、県民の皆様にもお伝えすると。そ

れをしないといけないのに、こんな形でまと

められていて、だから、まず忘れないうちに、

こちらについてしっかりと充実させる形でし

ていただけたらと思います。

その上で、まず最初の1、2、もしよろしか
ったら番号を振っていただけたらと思うんで

すけれども、1、2段落目は、まずは前置きを
書いて、3段落目で、これが政治的な考慮条件
なのか、もしかしたら、後ほどご質問する訴
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訟要件や請求要件に関わるのかもしれませ

ん。4番目で訴訟要件のことを話されて、5段
落目で結論を言って、6番目で再チャレンジ
を言うと。

要するに、説明としては、3、4、5段落目の
ところのみで、結論として「審査請求等は行

わない」と、こんな短い文になっております。

だから、この場では具体的に、まずは審査

請求の要件と、そして処分取消しの訴えの訴

訟要件、請求要件と、請求要件の訴訟要件に

ついて概括的にお話しいただけたらと思いま

す。

【小宮IR推進課長】 行政不服審査法に基づ

く審査請求につきましては、先ほど説明しま

したように、12月27日に処分として決定され
ました、認定を行わないというものに対する

審査請求でございますので、具体的に申し上

げると、不認定の理由とされています要求基

準の4、11、15に合致しないというものにつ
いての不服を申し立てるというところが1点
ございます。

行政事件訴訟法の処分取消しの訴えについ

ても同様でございまして、この12月27日に処
分として決定されたものに対する処分の取消

しを訴えるということで、同じ内容になって

くるものと認識をしております。

先ほど副委員長ご指摘のとおり、47ページ
の審査請求等への対応につきましては、具体

が記載されていないというご指摘もございま

したので、いま一度、弁護士とも協議を行い

ながら、どのような記載が可能か、どういっ

た工夫ができるかというのは、本委員会のご

指摘も踏まえて、改めて修正等を加えていき

たいと考えております。

【冨岡副委員長】ちょっと質問の趣旨がわか

りづらかったのかもしれませんけど、訴訟の

要件と、そして審査請求の要件、幾つかある

かと思うんですけれども、それを端的にお伝

えいただけたらと思います。

【石本委員長】 休憩します。

― 午後 ３時 ５分 休憩 ―

― 午後 ３時 ５分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開いたします。

【吉田企画部政策監】この審査請求につきま

しては、この不認定という、通常は許認可に

対する、許認可が処分なんですが、今回の場

合は認定しないということが処分に当たりま

すので、この処分に不服がある場合に、この

審査請求をできると。それが、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して3か月以
内にするというふうになっております。

それから、取消しの訴えにつきましては、

この審査請求に対して、それをどうするかと

いう裁決が今度、国の処分庁の上級庁からさ

れることになります。審査庁と申しますが、

審査庁から、その審査請求に対する判断が示

されるわけですが、それにまた不服がある時

に、裁決があったことを知った日の翌日から

起算して6か月以内に、その処分の取消しの
訴えを提起することができるということにな

っております。

なので、何が要件かと言われれば、決まっ

たことに不服があることが要件となります。

【冨岡副委員長】簡単なお答えとして、教科

書に載っているような処分性とか、原告適格

とか、訴えの利益、被告適格、管轄裁判所、

審査請求前置、出訴期間などについてお答え

いただければよかったんですけれども。

今回、その中で、次回に備えて、そういっ
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たものをこうしました、その中でこれはあり

ました、これはなかったですとされた中で、

今回ぽんと、弁護士から、弁護士の見解、あ

るいは弁護士に相談したけれども、検討して

しなかったというふうなところを一番大きな

理由にされているんですけれども、そこの訴

えの利益が喪失するとともに、これはだから、

訴えの利益がないということで今回は諦める

と、その1点が理由ということで間違いない
ですか。それとも、ほかにも要件として満た

していないところがあるから、しないという

お話ですか。

【吉田企画部政策監】私、県の顧問弁護士に

ご相談に参りました。私と担当とで参ったわ

けですが、その際には、訴えの利益として、

仮にこの不認定の処分が取消されたとしても

ですね、取消された、あるいは審査請求が認

容されたとしても、即ち認定というふうにな

るわけではなくて、認定をするプロセスが妥

当なものではなかったということになるだけ

で、仮に認容されたとして、それを認定の方

にもっていくためには、国の方がまた審査を

していただかないといけなくなるわけです

が、その際に、先ほど来出ております、その

申請の前提となっておりました土地の契約

が、今、失効しておりますので、審査をして

いただくにも、その土地自体がない状態では

審査ができないということで、結果、訴えの

利益、審査請求の利益がないのではないかと

いうふうなご助言をいただきました。

また、それとは別に、別の問題として、IR
事業者がその間、認定されるかどうかわから

ない状態で、経済的にもいろんな費用がかか

りますので、そういった事業者の費用の問題

でありますとか、申請の前提となる土地の問

題等々のご指摘がございましたので、訴えの

利益がないと、利益の喪失ということで、い

い結論に持っていくことがなかなか難しいと

いうようなご助言でございました。

【冨岡副委員長】先ほどの答弁ですと、経済

的利益、ほかのところもそういうところを勘

案することについても訴えの利益の話に入っ

てくるんですか。

【吉田企画部政策監】そのとおりでございま

す。

【冨岡副委員長】ここも、その前提としての、

そもそもの審査請求について、先ほど、却下

とか棄却、認容の話とかありましたけど、多

分、委員の皆さんも何となくわかるんですけ

れども、そういうところが明確にわからない

中で、しかも先ほどのお話ですと、その前に

前提として、これ、審査請求は、つまり処分

の取消しの訴えは、審査請求をしていること

が前提ですか、前提ではありませんか。

【吉田企画部政策監】課長が冒頭で説明いた

しましたとおり、並行でも行えます。

【冨岡副委員長】その上で、先ほどのお話で

すと、今回は、今回なぜ今日が大事かという

と、3月27日までなんですよね、この審査請求
がですね。今日はもう13日ですから、あと2週
間しかないと。今日ここで、皆さん、県とし

ては既にある程度、腹づもりというか、され

ているんでしょうけれども、今日ここで我々

議会としても、委員会としても、もうそれを

承認するかどうかみたいな話になってくるん

だと思います。だからこそ、ここの審査請求

についての具体的なお話を、先ほどの要件の

ところをしっかりとお示しいただきたかった

し、今からでも早急に、そのあたりをしてい

ただけたらと思います。
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その上で、先ほどの条件、要件が幾つもあ

ります、そのうちで満たしていないものがあ

りますと。先ほどのお話だと、満たしていな

いのが訴えの利益の話であったと。じゃあ、

この訴えの利益、もうここでは一言だけです

よ。IR候補地の契約は失効しており、または、
先ほどのご答弁ですとレターの話ですか、レ

ターの話で難しいからと。難しいからの話、

あるいは失効しているから、じゃあ、なんで

この訴えの利益がないのかという話をしてい

ただかないとですね。

一般の方も、土地がないとおっしゃるけど、

失効したというけど、結び直せないのみたい

な。結び直して、再度することはできないの

と。あるいは、それはかなりお金がかかるん

だったら、それは幾らぐらいなのって。何千

万円で済むのか、それとも何億円、何十億円

かかるというんだったら、もうそれはあきら

めないといけないよねと。審査請求できない、

訴えの利益がないといっても納得できるんで

すけれども、それが全く示されていないから、

我々としては判断ができないんじゃないです

かね。そのあたりはいかがでしょうか。

【吉田企画部政策監】土地の問題についてお

答えいたしますと、当初、第1回目の申請にお
いて、土地の問題を調整するのに約1年とい
う期間を要しております。なので、また結び

直せないか、また新たな土地を探せばいいの

ではないかとなると、その期間もかかります

し、また、それはもともとの申請とは別の計

画に恐らくなるだろうと思いますので、今の

計画を吟味いただくのに、その前提となる土

地がなくなっている状態では、吟味いただけ

ないのではないかという意味でございます。

【冨岡副委員長】なかなか理解しづらいとこ

ろがあったんですけれども、もう難しいとい

うお話、難しいの意味と、あとは一般的な感

覚で、やはり契約、あるいはレターについて

も、もう一度結び直しであるとか、あるいは

条件つきで何かできないのかと、その努力は

できないのかと。皆さんがずっとおっしゃっ

ていたように、今、我々はとても悔しい状況

で、これを何とか、しかも今回の報告書、見

れば見るほど、これだけやって、できるだけ

のことをやって、国のそもそもの、不認定と

いうこと自体おかしかったんじゃないかとい

うぐらいに、裁量権が大変幅広くてと、そう

いうところを多分、法律用語なんかでは裁量

権の逸脱、乱用とかいう話になってくるんで

しょうけれども、そういうところをしっかり

県として訴えていく唯一のチャンスになって

くるんじゃないでしょうか。その唯一のチャ

ンスを、我々はみすみす逃そうとしているの

か、逃していいのかというところは、やはり

ここのところの検討の中で、我々のご説明の

中で、なんで逃さざるを得ないのかというの

をしっかりとお示しいただかないと、なかな

か納得はしづらいんじゃないかと思っており

ます。

だから、ちょっと今日は、その資料がない

中で、それは難しいんでしょうけれども、早

急にそのあたりをここに書いていただいて、

極端な話、弁護士さんとかなりやり取りをさ

れているんだと思います。弁護士さんから、

先ほどのような話をわっと、こういった手だ

てが幾つかあります、その中でこれはだめで、

これは何と、一個一個の要件を検討したよう

な資料を皆さんはお持ちだと思いますので、

そのあたりをできる範囲で我々にお示しいた

だいて、その上で、しょうがないけれども、
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これから未来に向かって頑張っていこうと、

そういうところでおさめていただけたらと思

います。

今回のこの資料については、とても残念な

形だと思います。

以上でございます。

【石本委員長】ほかにご質問はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】ほかに質問がないようですの

で、これをもって質問を終了いたします。

これをもちまして、企画部の集中審査を終

了いたします。

引き続き、委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩をいたし

ます。

― 午後 ３時１６分 休憩 ―

― 午後 ３時１７分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開します。

閉会中の委員会活動について協議したいと思

いますので、しばらく休憩をいたします。

― 午後 ３時１８分 休憩 ―

― 午後 ３時１９分 再開 ―

【石本委員長】 委員会を再開します。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ございませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【石本委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

以上をもちまして、総務委員会を閉会いたし

ます。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ３時２０分 閉会―



総務委員会委員長 石本　政弘

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（関係
分）

原 案 可 決

長崎県行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特
定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

原 案 可 決

長崎県危険物等に係る事務手数料条例の一部を改正する
条例

原 案 可 決

長崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

長崎県証紙条例の廃止及び長崎県税条例の一部を改正す
る条例

原 案 可 決

長崎県監査委員条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

長崎県警察関係手数料条例の一部を改正する条例 原 案 可 決

権利の放棄について 原 案 可 決

包括外部監査契約の締結について 原 案 可 決

計  ９件  (原案可決  ９件）

総 務 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。
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第 41 号 議 案

第 16 号 議 案

第 18 号 議 案

第 19 号 議 案

第 20 号 議 案

第 21 号 議 案

第 22 号 議 案

第 23 号 議 案
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